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○ 大 学 の 概 要

（１）現況 （２）大学の基本的な目標等
① 大学名 国立大学法人 佐賀大学
② 所在地 本庄キャンパス（本部） 佐賀県佐賀市本庄町 【中期目標の前文】

鍋島キャンパス 佐賀県佐賀市鍋島５丁目
③ 役員の状況 統合前の佐賀大学及び佐賀医科大学が取り組んできた教育，研究，地域・社

学長名 長谷川 照 （平成16年４月１日～平成17年９月30日） 会貢献，国際貢献の諸活動（４つの使命）を継承するとともに，統合によって
（平成17年10月１日～平成21年９月30日） 生まれる新たな「知の創造」を追究する。

学長名 佛淵 孝夫 （平成21年10月１日～平成25年９月30日） （継承と発展）
理事数 ５人 (非常勤１人を含む）
監事数 ２人 (非常勤１人を含む） １） 文化教育，経済，医，理工，農の５学部を備えた総合大学としての機

能を発揮する高等教育のあり方を追究し，教育改革を推進する。
④ 学部等の構成 （教育先導大学）

・学部
文化教育学部，経済学部，医学部，理工学部，農学部 ２） 高度専門職業人の育成並びに国際レベルの総合大学としての研究基盤

・研究科 を整えるとともに，独創的研究や地域の要望に応える研究に対して重点
教育学研究科（修士課程） 的研究体制を構築する。
経済学研究科（修士課程） （研究の高度化）
医学系研究科（修士課程・博士課程）
工学系研究科（博士前期課程・博士後期課程） ３） 地域に点在する教育・研究施設等との連携により，高等教育機能や知
農学研究科 （修士課程） 的財産活用機能等を高め，地域・社会に開かれた大学の体制を整備拡大

・全国共同利用 する。
海洋エネルギー研究センター （地域貢献）

⑤ 学生数及び教職員数（平成21年５月１日現在） ４） 世界各地とりわけアジア地域の大学及び研究機関との交流を深め，教
・学部学生数 単位：人 育研究と文化交流の国際化を推進する。

学 部 名 学生数（留学生数） （国際貢献）
文化教育学部 １，１３８ （ ７）
経 済 学 部 １，２９４ （ １９） ５） 目標の達成と諸活動の改善に向けた点検・評価システムを整備する。
医 学 部 ８４６ （ ０） （評価と改善）
理 工 学 部 ２，３６１ （ ２４）
農 学 部 ６５７ （ ２）

計 ６，２９６ （ ５２）

・大学院生数 単位：人
研 究 科 名 学生数（留学生数）

教育学研究科（修士課程） １１４ （ ３１）
経済学研究科（修士課程） ２２ （ １９）
医学系研究科（修士課程） ７１ （ ３）
医学系研究科（博士課程） １４０ （ ９）
工学系研究科（博士前期課程） ４４０ （ １９）
工学系研究科（博士後期課程） １１１ （ ６０）
農学研究科 （修士課程） １０２ （ １４）

計 １，０００ （１５５）

・教員数 ７７３人
・職員数 １，０７７人
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○ 大 学 の 概 要

【法人の特徴】 ３.特徴
１）佐賀の地域において高等教育を担う総合大学

１.沿革と構成 本学は，５学部・５研究科を備えた総合大学として，県内はもとより，隣接
本学は，平成15年10月に旧佐賀大学と旧佐賀医科大学が統合して新たに佐賀大 する福岡，長崎県など九州各地からの入学生が大半（92.0％）を占め，地域の

学として発足し，平成16年４月，国立大学法人佐賀大学として再出発した。前身 学生に対して幅広い高等教育を提供している。特に，佐賀県内の５大学及び放
である旧佐賀大学は，昭和24年佐賀高等学校，佐賀師範学校及び佐賀青年師範学 送大学佐賀学習センターとともに「大学コンソーシアム佐賀」を設立し，県内
校を母体に，文理学部と教育学部からなる新制佐賀大学として設置された。その の高等教育の普及を図っている。
後，昭和30年には農学部が，昭和41年には経済学部及び理工学部（文理学部を改
組）がそれぞれ設置され，統合前には，文化教育学部（平成８年に教育学部を改 ２）研究教育拠点を広く地域に展開
組），経済学部，理工学部及び農学部の４学部・４研究科で構成されていた。 全国共同利用施設として海洋温度差発電など海洋エネルギーの活用を研究す

一方，旧佐賀医科大学は，政府の医師不足解消及び無医大県解消政策の一環と る海洋エネルギー研究センター（伊万里市），玄海灘海浜台地と浅海域の生物
して昭和51年に医学科のみの単科大学として発足したが，平成５年には看護学科 環境を調査研究する海浜台地生物環境研究センター（唐津市），有明海などの
が設置され，１学部・１研究科の構成になっていた。 湾海の周辺低平地環境を総合的に研究する低平地研究センター（本庄キャンパ

現在の佐賀大学は，上記の５学部・５研究科を備えた総合大学で，旧佐賀大学 ス)，「佐賀の大学」を象徴する地域学歴史文化研究センター（本庄キャンパス），
を継承した本庄キャンパスと医学部・医学部附属病院が所在する鍋島キャンパス 地域医療の教育研究拠点として国立大学で初めての地域医療科学教育研究セン
の２キャンパスからなり，学部学生約6,300人，大学院生約1,000人が勉学に励ん ター（鍋島キャンパス）を持ち，地域に密着した研究教育を進めている。また，
でいる。また，佐賀市内に文化教育学部附属の４学校園があり，合計約1,300人 シンクロトロン光応用研究センターが，鳥栖市に設置されている佐賀県立九州
の児童・生徒が学んでいる。大学の運営・教育研究を支える役員・教職員数は約 放射光施設を中心に，九州地区の大学など諸機関と連携して研究教育を進めて
1,800人である。 いる。

２．理念 ３）地域社会との連携
本学は，佐賀県内で唯一の国立大学として，国立大学法人法第１条に示す国立 佐賀県，佐賀県市長会，佐賀県町村会，佐賀県商工会議所連合会，佐賀県商

大学の設置目的「大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに，我が 工会連合会及び本学が，多様な分野で連携協力し，佐賀県の発展と人材育成に
国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図る」の使命を果たす 寄与することを目的とする「佐賀県における産学官包括連携協定」を結び，地
ため，本学の基本理念として，次のように佐賀大学憲章を宣言している。 域社会との連携協力事業を実施している。また，平成18年に設置した佐賀大学

産学官連携推進機構を通して，本学の創出した知的財産の社会への還元を推進
【佐賀大学憲章】 している。

佐賀大学は，これまでに培った文，教，経，理，医，工，農等の諸分野にわた 医学部附属病院では，教育実習ならびに卒後臨床研修センターとしての機能
る教育研究を礎にし，豊かな自然溢れる風土や諸国との交流を通して育んできた に加えて，１日平均801人の外来患者，519人の入院患者の診療，ハートセンタ
独自の文化や伝統を背景に，地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を目指し， ーによる24時間ホットライン，救命救急センターの小児救急電話相談，地域に
ここに佐賀大学憲章を宣言します。 密着した感染症の医療機関間情報ネットワーク，佐賀在宅・緩和医療ネットワ

ーク，がん診療連携拠点病院としての肝がん検診システムなどを行い，佐賀県
魅力ある大学 の中核病院としての役割を果している。

目的をもって活き活きと学び行動する学生中心の大学づくりを進めます また，文化教育学部は，佐賀県教育委員会と連携・協力協定を結び，教育開
創造と継承 発や教員研修など，県内の初等・中等教育の向上に取り組んでいる。

自然と共生するための人類の「知」の創造と継承に努めます
教育先導大学 ４）アジアの知的拠点

高等教育の未来を展望し，社会の発展に尽します 本学には，全学生の4.0％に相当する302人の留学生が在学し，アジアを中心
研究の推進 として全南大学校，中国社会科学院世界経済政治研究所など130校と大学・学部

学術研究の水準を向上させ，佐賀地域独自の研究を世界に発信します 間等で学術交流協定を締結している。また，歴史的・地理的特性を活かし，ア
社会貢献 ジアの知的拠点として日本・アジアの視点から国際社会への貢献を目指してい

教育と研究の両面から，地域や社会の諸問題の解決に取り組みます る。
国際貢献

アジアの知的拠点を目指し，国際社会に貢献します
検証と改善

不断の検証と改善に努め，佐賀の大学としての責務を果たします

佐賀大学
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○ 全体的な状況

Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況 学ＴＬＯ」(Ｈ17)を設置した。また，これらの組織と科学技術共同開発
（１）戦略的な法人運営の確立 センターを統合して，「産学官連携推進機構」を設置し(Ｈ18)，知的財産

①法人化と同時に学長のシンクタンク機能を強化するため，「学長特別補佐（教 の創出・管理から技術移転までの体制を一本化し，業務効率化及びワン
員）」を配置した。また，理事直轄の６つの「室」（知的財産管理室，広報 ストップサービスを図った。
室，評価室，学生支援室，地域貢献推進室，国際貢献推進室）を設置し， ◇競争的資金情報の集約及び学内の教育・研究等のシーズの効果的・戦略
室長及び室員に学長特別補佐を配置して戦略的・機動的・効率的大学運営 的なコーディネートを担う「競争的資金対策室」を設置し(Ｈ19.10)，シ
を行ってきた。学長特別補佐は，学長の諮問を受けて「佐賀大学憲章」素 ーズの発掘，選定，申請書記載指導，財政的支援を行うなど全学的な外
案を作成し，学内のパブリックコメント聴取など諸手続きを経て，諮問１ 部資金獲得体制を整備した。
年後に制定された（Ｈ18.３）。 ◇「研究補助金制度」を創設し(Ｈ19.４)，「奨励研究費」を重点配分する

②大学憲章の制定を契機に，学長のシンクタンク機能の組織的充実を図るた ことにより科学研究費補助金の獲得を促して採択件数の増加につなげた。
め，「総合企画室」を設置し（Ｈ18.５），総合企画室は，学長からの諮問に ◇附属病院収入に対するインセンティブ付与措置として，病院収入見合い
対して，「佐賀大学の中長期ビジョン」素案（Ｈ19.３）を含む６件の答申 の純利益の取扱いを７割還元から10割還元に拡充し，増収を図った。
と提言を行った。この素案はその後，「大学運営連絡会」を中心に検討が重 ◇「佐賀大学基金」を創設し(Ｈ19)，教員の海外研修及び留学生の奨学金
ねられ，第２期中期目標期間の改革の指針となる「佐賀大学中長期ビジョ として運用した。
ン（2008～2015）」として公表するに至った。

③中長期ビジョンの実現に向けて大学運営のより一層の戦略性と機動性を図 （３）業務運営の合理化・効率化
るために，総合企画室を改めた「学長室」，「総合企画会議」，及び「理事室」 ①事務組織については，教育研究の支援組織から教職員一体の法人行政組織
を新たに設けて（Ｈ19.10），学長及び理事の補佐体制を強化するとともに， へと転換を図った。平成18年度までに新設した「室」を学長室，理事室に
学長・学長室員と理事で構成する「運営戦略会議」及び各部局長との「大 接続させるとともに，事務組織においても現行の縦割りの「係体制」の廃
学運営連絡会」を活用し，学長のリーダーシップによる戦略的法人運営体 止による業務組織のフラット化，「課長補佐」の廃止による「副課長」と「専
制を確立した。さらに，運営体制を強化するために，平成21年10月には， 門職」ポストの新設など新たな業務組織体制に向けた改革を進めた(Ｈ19)。
運営戦略会議に代えて，学長補佐，事務局長，監事を加えた「拡大役員懇 さらに，入学志願者や就職環境等の動向を的確に分析し行動するプロフェ
談会」を置いた。また，中期目標・中期計画実施の組織的な統括体制を強 ッショナル部門としてアドミッションセンター及びキャリアセンターを創
化するため，学長を本部長とする「中期目標・中期計画実施本部」を置き(Ｈ 設した（Ｈ19.10）。また，業務の縮減と再雇用者の有効活用のため，定型
21.12)，より戦略的・効率的な実施体制とした。 的な業務を集約する「事務センター」を設置した(Ｈ21.４)。

②「派遣雇用及び外部委託に関する指針」を策定して(Ｈ16)，業務の外注化
（２）経営戦略に基づく配分経費・人員枠の措置及び財政面での取組 を促進するとともに，「事務系職員提案制度」や「業務改善等検討会議」に

①毎年度，役員会において策定した「予算編成の基本方針」に基づいて，以 より業務改善に不断に取り組んだ。また，外部の経営コンサルタントによ
下の学長裁量経費による戦略的・効果的な学内資源配分を行った。 る業務効率化のためのコンサルティングを行い(Ｈ20)，学生センター窓口
◇大学改革推進経費を，「研究プロジェクト経費」として，本学の重点研究 対応の向上，授業料等の窓口収納業務の効率化，看護師等の勤怠管理業務

に採択した研究プロジェクトに重点配分し，また，「教育プロジェクト経 の簡素化など，業務改善を進めた。
費」を設けて，「学内ＧＰシーズ」を発掘するために選定した教育プロジ ③平成21年度には，中期計画・年度計画の進捗管理，報告書作成等の作業効
ェクトに配分した。その成果は，特別教育研究経費，教育関係ＧＰ，科 率化を図るため，ウェブ上で業務を行うことができる「中期目標・中期計
学技術振興調整費の採択として現われ，本学の教育改革及び研究の発展 画進捗管理システム」を導入し，年度計画実績報告書作成において試行を
・高度化の推進に大きく寄与した。 行うなど，平成22年度からの本格稼働に向けて準備を整えた。

◇中期計画実行経費を，前年度の実施状況及び次年度の事業計画等に関す
るヒアリング評価に基づき各学部に配分し，中期計画に沿った各学部の （４）自己点検・評価体制と人事評価システムの確立
取組を推進した。また，高騰する「電子ジャーナル経費」に重点配分し ①評価室，大学評価委員会を設置し(Ｈ16.４),「国立大学法人佐賀大学大学
教育研究環境の基盤維持を図った。 評価の実施に関する規則」を制定して自己点検評価体制を整備した。

◇学長裁量（運用定員経費）による「教員運用仮定定員」枠（18人）を設 ◇「国立大学法人佐賀大学における職員の個人評価に関する実施基準」及
け，高等教育開発センター，海洋エネルギー研究センター，留学生セン び「個人評価実施指針」案を制定し(Ｈ17)，試行を経て，平成18年から
ター等に重点的な教員配置を行った。また，「学長管理定数」枠を設け， 毎年度，教員の個人評価を実施するとともに，集計結果をウェブ上で公
任期を定めて雇用する教員をアドミッションセンター，キャリアセンタ 表した。
ー，学部等へ５人（Ｈ21実績)，また特別研究員を，研究センター等に６ ◇平成16年から毎年度，評価の実施に関する規則に基づいて部局等の自己
人（Ｈ21実績)配置し，戦略的かつ柔軟な人員配置を行った。 点検・評価を実施し，各部局等の自己点検・評価報告書をウェブ上で公

②財政安定化に向けて以下のような取組を行った。 表した。
◇知的財産の利活用を推進するため，「知的財産管理室」(Ｈ16)，「佐賀大

佐賀大学
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②部局評価及び個人評価の結果を活用するため，「国立大学法人佐賀大学にお 人の育成－』（大学病院連携型高度医療人養成推進事業）
ける評価結果の活用に関する指針」及び「国立大学法人佐賀大学における ◇『高度な農業技術経営管理者の育成プログラム（農業版ＭＯＴ）（Ｈ21)』
評価結果の活用に関する要項」を策定し(Ｈ19)，評価結果を経営戦略の改 （大学院ＧＰ）
善につなげる仕組みを構築した。これに基づいて，平成20年度から役員会 ②「佐賀大学中長期ビジョン」を制定して本学の目指すべき教育を教育先導
が部局等の諸活動について評価を実施し，「改善を要する事項」についての 大学として明示し，教育研究評議会・教育改革推進部会の下で，ビジョン
改善措置と結果の報告を各部局等に指示した。また，特に優れた取組を行 に掲げる本学独自の新しい教養教育実施に向けた全学教育機構の創設及び
った部局に対するインセンティブ経費付与や個人評価結果に基づく優秀科 新しい教養教育システムを学士課程教育に組み入れるための検討を進めた。
学技術研究賞及び社会文化賞（毎年各１人）を授与し，教育研究活動の活 ③本学を中心に，佐賀県内の大学・短大・放送大学による「大学コンソーシ
性化に評価結果を活用した。 アム佐賀」を設立し（Ｈ19.12)，その事業として，同期型遠隔授業システ

③人事評価システムについては，平成18，19年度の試行を経て，平成20年度 ムを５大学間で構築し，平成21年度からＩＣＴを活用した共通教養教育科
に，「教員人事評価実施要項」，「一般職員人事評価実施要項」及び「教室系 目（本学は14科目を提供）を開講した。
技術職員人事評価実施要項」に基づき，教員・一般職員・技術職員などの
全ての教職員を対象に人事評価を本格実施した。また，評価結果は，12月 （２）研究活動の推進
期の勤勉手当及び平成21年１月１日の査定昇給に反映させ，評価結果を給 ①学長のリーダーシップの下，戦略的な学術研究活動推進として，「有明海総
与に反映する人事評価システムを確立した。 合研究」（平成16年度学長経費）を発展させ，平成17年度概算要求により「有

明海総合研究プロジェクト」を立ち上げた。また，「文系基礎学研究プロジ
（５）情報発信 ェクト」（平成16・17年度学長経費）を発展させ，「地域学歴史文化研究セ

①｢広報室｣を設置して(Ｈ16.４)，本学の全ての活動状況に関する情報の集約 ンター」を平成18年度に設置し，地域学（佐賀学）の研究を開始した。
・一元化を図るとともに，広報活動を戦略的に推進するため「広報戦略会 ②教育研究評議会の研究推進部会は，「廃棄物の再利用」，「医食同源」，「アジ
議」を設置した(Ｈ19．１)。 ア社会」，「災害弱者」，「先端医療福祉」，「佐賀学創成」及び「佐賀県の機

②ホームページの充実を不断に図り，本学の理念・憲章，入試・就職情報， 能性農作物」などの学部横断的研究プロジェクトを毎年４件程度選定し，
役員会・経営協議会等を含む大学運営関連情報，教育研究活動情報，財務 学長経費（研究プロジェクト経費等）により組織的な研究を推進した。
情報，評価情報等の情報発信と情報公開を促進した。また，大学広報誌「か ③海洋エネルギーに関する実証的な研究を推進する研究組織として「海洋エ
ちがらす」の発行による広報活動，附属図書館「研究成果閲覧コーナー」 ネルギー研究センター」に重点的な資源配分を行い，平成19年度からは全
における知的情報の公開とともに，東京と佐賀における市民向けの公開発 国共同利用機能を有する施設に，また，平成22年度からは共同利用・共同
表会「佐賀大学研究シーズ100」(Ｈ19)，第１回東京佐賀県人会・佐賀大学 研究拠点として認定された。
共催セミナー「食料・エネルギー・医療問題を語る」の東京開催（Ｈ20） ④学長経費（学長管理定数経費）により任期付き特別研究員６人（Ｈ21実績)
や「佐賀大学研究室訪問！！」のホームページへの掲載，「佐賀大学研究室 を特定の研究センター及び研究プロジェクトに配置して研究活動を推進し
訪問記2009」の配布などを通して，本学の研究成果を広く社会・民間企業 た。
等へ紹介した。 ⑤本学の研究全般を把握し，重点研究のあり方の検討，研究戦略の企画立案

など組織的に研究活動を推進することを目的として，平成21年度に「総合
（６）「エコアクション21」の活動 研究戦略会議」を設置した。総合戦略会議は，低平地研究センターと有明

①「佐賀大学は，自然との共生のために教育と研究を通して地域及び社会に 海総合研究プロジェクトを統合して本学の重点領域研究「有明海をめぐる
貢献する」との基本理念と６つの行動指針からなる環境方針に基づき，環 環境問題」に取組む研究組織として平成22年度に「低平地沿岸海域研究セ
境省策定の環境マネジメントシステム「エコアクション21」の認証を取得 ンター」を設置することとし，平成22年度概算要求「有明海における環境
した(Ｈ20.３)。これを契機に，学生によるエコアクション21委員会ととも 変化の解明と予測プロジェクト」を推進する体制を整えた。
に全学的な環境マネジメントの向上に取り組んでいる。

（３）医文理融合型の研究科の設置
Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況 ①医学系研究科博士課程では，医文理融合型の「総合支援医科学コース」を
（１）教育改善の取組 編成した新たな医科学専攻を平成20年４月に開設して，当該コース10人の

①学長経費（大学改革推進経費）により，ＧＰシーズ等の事業に重点的に支 入学生を受け入れ，計画を達成した。
援を行った。その成果は，以下のとおりである。 ②工学系研究科は，社会科学系の教育研究分野を含む教育課程及び医・工融
◇『創造的人材育成～誰でもクリエーター～』（教育ＧＰ） 合の教育課程による研究者及び高度な専門技術者の養成を目指した医文理
◇『実践臨床医養成への問題基盤型学習の実質化』（教育ＧＰ） 融合型の博士課程改組について，平成22年度設置が認可され，学内規程の
◇『知の拠点として地域をリードする大学間教育ネットワーク推進事業』 整備など具体的な開設準備を進めた。
（戦略的大学連携支援事業） ③さらに，農学研究科においては，従来の２専攻を１専攻５コースに再編し，
◇『出島発，肥前の国専門医養成プログラム－地域性・国際性豊かな医療 経済学研究科との連携による農業技術経営管理学（農業版ＭＯＴ）コース

佐賀大学
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を副コースとして設置する改組について，平成22年度設置が認可され，学 援に強い教員の養成」事業による臨床教育実習の受入れ，発達障害児の社
内規程の整備など具体的な開設準備を進めた。 会性習得トレーニング法等の研究・実践など，学部の教育研究活動の実験

・実証の場として活用するとともに，地域のモデル校として学校の先導的
Ⅲ．各項目に横断的な事項の実施状況 な教育課題に取り組んだ。
（１）学生支援の充実

①「学生支援室」を設置し（Ｈ16.４），理事を室長として教員，事務職員が （５）危機管理
共同して組織的に学生を支援する方策を企画・立案する体制を整えた。平 ①安全衛生管理規程を定め，安全衛生管理委員会(Ｈ16.４)，環境安全衛生管
成19年度から全学的にチューター制度を導入し，全教員が少人数の学生グ 理室を設置した(Ｈ18.４)。また，労働衛生コンサルタントとの契約を締結
ループのチューターとして学修，生活等の相談・指導を行う体制とした。 し，安全衛生管理の体制を整備した。各事業場において，安全衛生委員及
また，平成20年度から20人の学生モニターを委嘱し，学生の意見を積極的 び労働衛生コンサルタントによる定期的な巡視を行い，適切な安全管理対
に収集・把握する制度を稼働させた。 策を実施した。

②災害に適切に対応するため，「佐賀大学災害対策要項」，「佐賀大学災害対策
（２）社会連携・国際交流 マニュアル」及び「災害対策ノート」を策定し，教職員と学生に対する全

①「佐賀県における産学官包括連携協定」を佐賀県，佐賀県市長会，佐賀県 学的な対応策と体制を構築した（Ｈ17.11）。また，各部局は，要項等に則
町村会，佐賀県商工会議所連合会，佐賀県商工会連合会及び本学の六者で った「災害対策マニュアル」，「災害発生時の緊急連絡網チャート」等を整
結び(Ｈ20.10)，教育・文化・生涯学習及び人材育成，地域振興・産業振興， 備した。さらに，広範囲の危機に対応するため,「佐賀大学危機管理対策要
情報化社会の構築，地域の医療・福祉の向上などに関する14事業を平成21 項」及び「佐賀大学危機管理基本マニュアル」を策定し，全学的・総合的
年度から開始した。 な危機管理体制を構築した（Ｈ19.３）。

②海外の大学（Ｈ22.1現在130校)との大学・学部間協定により学術交流を積 災害時の対応を実質化するため，地震及び火災を想定した実証マニュアル
極的に推進するとともに，台湾の輔仁カトリック大学及びアジア工科大学 （訓練実施計画）を策定し，総合防災訓練を実施した。その結果や訓練後
とのＤＤＰ（デュアル・ディグリー・プログラム）協定覚書を締結して， のアンケートに基づき，「佐賀大学災害対策マニュアル」の見直しを行った
学生による国際交流の強化を図った。また，ベトナムのハノイ国家大学と (Ｈ20.10)。
のツイニングプログラムの実施に向けた「国際共同教育のための確認書」 ③平成21年度には，新型インフルエンザの集団発生に備えるため，「佐賀大学
の制定や同大学に本学のサテライトを設置する（Ｈ21.9）など，国際学術 新型インフルエンザ対策委員会」を設置し，「佐賀大学新型インフルエンザ
交流の取組を進展させた。 対策行動指針」を策定するとともに，県内にインフルエンザが発生した際

には，「新型インフルエンザ危機対策本部」を立ち上げ，迅速に対応した。
（３）附属病院

①平成18年度の診療報酬改定を機に，"７対１看護"の実現に取り組むととも （６）男女共同参画の推進に向けた新たな取組
に，看護師の勤務環境を改善（院内保育所の開設を含む）するなど，高度 ①男女共同参画を推進するため，男女共同参画推進準備委員会を設置し(Ｈ21.
医療機関としての診療の質を担保した(Ｈ20)。 ３)，「佐賀大学男女共同参画宣言及び基本方針」を制定し，学内外に公表

②ＤＰＣデータの分析を基盤に独自の分析ツールを導入して，ベンチマーク した(H21.９)。
方式による診療科ごとの収支分析を行い，物品購入での価格交渉，外部委 ②医学部敷地内に「こどもの杜保育園」を開設し（Ｈ20.４），女性教職員の
託などの経費削減及び病院の経営指標の改善を図った(Ｈ20)。 支援を実施するとともに，男女共同参画推進プロジェクトチームを立上げ

③長崎大学と提携して大学病院連携型高度医療人養成推進事業（ＧＰ）を発 るなど，女性研究者の研究環境整備を進めた。平成21年度科学技術振興調
足させ，キャリア支援室を設置し専任スタッフを配置した(Ｈ20)。また， 整費「女性研究者支援モデル育成事業」の申請・採択を契機に，女性研究
研修医のさらなる研修環境整備を図るため鉄筋3階建，延べ床面積約1,050 者支援室「かささぎサポート・ラボ」を立ち上げ，育児から介護までの三
㎡の「新卒後臨床研修センター」を建設し，臨床研修医を中心に専門(後期) 世代サポート型女性研究者支援事業を開始した(Ｈ21.10)。
研修医，看護師を含む医療人のためのスキル教育施設として活用し，カン
ファレンス室，学習室，福利厚生施設のほか，各種教育用シミュレータを Ⅳ．第２期中期目標期間に向けて
設置した(Ｈ21)。 佐賀大学は，目的を持って生き生きと学び行動する学生中心の教育先導大学

作りを推進しており，その特色をより鮮明にするため，社会の諸問題に目を向
佐賀大学医学部附属病院は，救命救急センターや横断的診療専門班の設置， けて課題を発見し，解決に向けて取り組む姿勢を養うインターフェース教育を

卒後臨床研修プログラムの改善や研修医施設の整備，病院再整備計画も視野に 前面に押し出した佐賀大学独自の教養教育システムを導入していく。
入れながら，地域医療を担う拠点病院として，大学病院固有の役割を果たして また，佐賀大学は，地域の中核的な医療機関でもあり，少子高齢化社会の到
きた。 来に対応した質の高い近未来・高度医療を地域社会に提供し続けることができ

るよう，医学部附属病院の再整備計画に取りかかる。地域社会における学問・
（４）附属学校 研究・医療の拠点として地域社会のニーズに即応できるよう絶えず進化し，地

平成19年度専門職大学院等教育推進プログラム「発達障害と心身症への支 域の大学としての使命を担い続けていく。
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

中 効果的な組織運営に関する基本方針
期 1)経営戦略と自由な教育研究活動の調和の取れた運営を行う。
目 2)大学運営に大学外部の視点を導入し，社会に開かれた運営を行う。
標 3)教授会等の意見を十分に把握して，学長・役員会の適切な意思決定と円滑な実施を促す。

4)運営の透明性と公平性を図る。
5)全学的運営と部局の運営の整合性を配慮する。

戦略的な学内資源配分の実現等に関する基本方針
1)大学が戦略的に推進する重点領域に関して，学内資源の重点配分を図る。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

全学的な経営戦略の確立に関 （平成20年度の実施状況概略）

する具体的方策 産学官連携推進機構は，教育研究により創出された知的財産の利活用を推進
【179】経営と教育研究を組織 し，企業や他大学との共同出願19件を含む特許等31件の出願を行った。また，
的に分離して，経営組織にお 技術移転等により，約3,098千円のライセンス収入があった。
いては教育研究によって創出 また，知的財産の利活用をより戦略的に進めるため，職務発明規程及び発明
された知的財産の利活用を経 者補償に関するルールの見直しを行った。
営戦略の中心に据える。 11月には東京でシーズ発表会を開催し，移転可能な技術について紹介すると

ともに，首都圏企業のニーズ収集を行った。

【179-01】産学官連携推進機構において， （平成21年度の実施状況）

引き続き教育研究により創出された知的 【179-01】産学官連携推進機構は，教育研究により創出された知的財産を一元
財産の権利化及び産業界への技術移転を 的に管理するとともに利活用を推進し，企業や他大学との共同出願17件を含む
推進する。 Ⅲ Ⅲ 特許等37件の出願を行った。また，技術移転等により，約1,957千円のライセ

ンス収入があった。
特許流通ＤＢや支援機関等を通して活性化を図る工夫，東京でのシーズ発表

会（技術紹介）及び首都圏企業のニーズ収集など技術移転活動を展開した。

佐賀大学
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【180】高等教育の改革に基づ （平成20年度の実施状況概略）

き学生中心の経営戦略を確立 学生中心の大学づくりと教育改革のための経費（教育プロジェクト経費）を
する。 重点的に措置するとともに，アドミッションセンター及びキャリアセンターに

専任教員を採用・配置し，入口と出口の機能を整備・充実した。
アドミッションセンターは，高大連携の一層の推進及び大学広報活動の充実

を活動方針として，ジョイントセミナー，春･秋の高校訪問等，計237校を訪問
し，志願者獲得のための積極的な広報活動を展開するとともに，専任教員の主
導で，入試関連情報のデータベース化や調査分析・研究を開始した。

キャリアセンターは，専任教員による企業開拓を進めるとともに，キャリア
教育・インターンシップ・就職支援の３ステップ方式を活動方針として，学内
招致型インターンシップ，ワークショップ型インターンシップの実施やキャリ
ア教育と業界セミナーを兼ねた企画を行うなど，キャリア教育・就職支援を充
実した。

【180-01】学生中心の大学づくりとそれ （平成21年度の実施状況）

に対する学内資源の重点投資を図るとと 【180-01】引き続き，学生中心の大学づくりと教育改革のための経費（教育プ
もに，アドミッションセンターによる優 ロジェクト経費）を重点的に措置した。
秀な学生の確保とキャリアセンターによ 大学教育委員会は，卒業・修了予定者を対象として教育内容及び教育環境に
る就職支援の強化並びに学生支援室を中 関するアンケート調査を実施し，その意見・要望を教育環境等の整備に反映さ
心に学生支援を戦略的に行う。 せた。学生による学習支援として学習アドバイザー制を平成21年度後学期から

試行し，平成22年度も引き続き実施することとした。
文化教育学部2号館の建物改修に伴い，大学院生共同研究室を設置するとと

もに情報コンセントを設置し，ノートＰＣが使用できる環境に整備した。
アドミッションセンターは，北部九州の高等学校を90校訪問して，情報交換

を行い受験生の動向等を調査した。それらについて，検討した結果，合格者の
Ⅲ Ⅲ 平均点， 低点などの入試情報や学生の生活費等に関する具体的な情報，就職

支援情報を大学案内に掲載し，優秀な受験生確保のための資料として公開した。
キャリアセンターは，学部３年生及び修士１年生を対象に主催した合同会社

説明会の日程を延長し，延べ６日間開催したことより参加企業が144社から206
社に増加した。また，景気の悪化に伴う就職内定の厳しい状況を踏まえ，学部
４年生及び修士２年生を対象とした合同会社説明会を新たに延べ４日間開催す
るとともに，学生に対する就職相談員の勤務時間を延長し，就職支援を強化し
た。さらに，在学生，企業の担当者又は卒業生ごとに，スムーズに閲覧ができ
るようにキャリアセンターのホームページをリニューアルした。また，求人情
報の配信を希望する卒業生に対してメール送信するサービスを新たに開始し
た。

学生支援室の健康・生活支援部門は，引き続きチューター（担任）教員から
の実施報告を確認し，保健管理センター，学生カウンセラーと連携して相談支
援を行った。また，課外活動支援部門は，ボランティア活動に関する情報（44
件）を提供するとともに，体育協議会，文化協議会，学園祭実行委員会等への
指導・助言等を行い，サークルリーダーシップセミナーを開催した。

佐賀大学



- 10 -

佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【181】学長・役員会のもとに （平成20年度の実施状況概略）

自己点検評価体制を整備して 国立大学法人佐賀大学における評価結果の活用に関する指針及び要項に基づ
経営戦略の改善を図る。 き，部局等の諸活動について評価を実施し，「改善を要する事項」についての

改善措置と結果の報告を各部局等に指示した。
科学研究費補助金申請率の低い部局は「科研費専門委員」を置いて，申請件

数の増加に努めるなどの改善策を講じた。
また，特に優れた取組を行った２部局に対するインセンティブ経費や個人評

価結果に基づく優秀科学技術研究賞（１人）及び社会文化賞（１人）の付与を
行い，教育研究の活性化を促した。

【181-01】評価結果の活用に関する指針 （平成21年度の実施状況）

及び要項に基づいて評価結果を活用し， 【181-01】役員会は，評価結果の活用に関する指針及び要項に基づき，前年度
経営戦略の改善を図る。 に部局等に指示した教育研究活動等に係る改善状況について部局評価を実施

し，結果をフィードバックした。
また，特に優れた取組(３部局等)に対してインセンティブ経費を配分し，取

Ⅲ Ⅲ 組の不十分な部局等に対しては，改善計画を立てて取組を強化するよう指示し
た。

個人評価の結果に基づき，優秀科学技術研究賞（１人）を付与し，研究活動
の活性化を促した。

科学研究費補助金の獲得を促すため，「研究補助金制度」に20,000千円を措
置し，科学研究費補助金を申請してＡ判定を受けた者46人に配分した。

運営組織の効果的・機動的な （平成20年度の実施状況概略）

運営に関する具体的方策 学長室，運営戦略会議，総合企画会議等に配置された学長補佐は，総合企画
【182】学長補佐（シンクタン 会議や学長室の構成員の立場で次期中期目標・中期計画の原案作成に中心的役
ク機能の発揮，教授会等の意 割を果たすなど，学長のシンクタンク機能を発揮した。
見の把握等）を導入し，円滑 理事室及び各室に配置された学長補佐は，部局等の意見を把握しながら理事
な運営を図る。 業務を補佐し，円滑な大学運営に寄与した。

【182-01】引き続き，学長補佐を，学長 （平成21年度の実施状況）

室，運営戦略会議，総合企画会議等に配 【182-01】学長室，運営戦略会議，総合企画会議等に配置された学長補佐は，
置し，学長のシンクタンクとしての機能 総合企画会議や学長室の構成員の立場で第２期中期目標・中期計画の素案作成
を発揮する。 に中心的役割を果たすなど，学長のシンクタンク機能を発揮した。また，理事

理事室に配置された学長補佐は，部局 室及び各室に配置された学長補佐は，部局等の意見を把握しながら理事業務を
等の意見を把握しながら理事業務を補佐 Ⅲ Ⅲ 補佐し，円滑な大学運営に寄与した。
し，円滑な大学運営を図る。 学長補佐体制・運営体制を強化するため，10月以降運営戦略会議に代わる拡

大役員懇談会及び中期目標・中期計画実施本部を置き，学長補佐をその構成員
として配置し，大学運営の企画・立案への参画，年度計画の策定並びに進捗状
況の管理等の業務を通して円滑な大学運営に寄与した。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【183】適宜目的に応じて，運 （平成20年度の実施状況概略）

営補助機関（部局長会議等） 大学運営連絡会を毎月２回開催し，第２期中期目標期間における大学の基
を設け，円滑な運営を行う。 本的な方針や第２期中期目標・中期計画について意見交換を行い，大学とし

ての方向性を取りまとめるなど，法人と教学との意志疎通を図り，円滑な運
営を行った。

【183-01】大学運営連絡会によって円滑 （平成21年度の実施状況）

な運営を行う 【183-01】各学部長などと大学運営連絡会を毎月定例２回開催し，第２期中期
Ⅲ Ⅲ 目標・中期計画及び年度計画や業務・組織の見直しなど大学全体として取り組

むべき課題に関し，法人と部局間の意思疎通・相互理解を深めて大学としての
方向性を確認し，両者が一体となった円滑な運営を行った。

学部長等を中心とした機動的 （平成20年度の実施状況概略）

・戦略的な学部運営に関する 平成18年度で計画達成
具体的方策 Ⅲ
【184】教授会，研究科委員会
の機能と役割を点検し，必要 平成18年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

に応じて，代議員会を設置す 平成18年度で計画達成
る。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【185】学部の特性に応じて， （平成20年度の実施状況概略）

運営会議等による学部運営の 各学部とも以下の学部運営会議等により，運営に関する重要事項について検
円滑化を図る。 討し，基本的な方向性を定めるなど，円滑な学部運営を行った。

・文化教育学部は，学部運営会議を定期的に開催するとともに講座代表者会
議を適宜開催

・経済学部は，コース主任会議及び講座主任会議に加えて，今年度から学部
長，副学部長，評議員からなる学部運営会議を効果的に開催

・医学部は，代議員会の下に設置した企画推進委員会を定期的に開催
・理工学部は，企画運営会議を定期的に開催
・農学部は，学部運営会議を教授会，研究科委員会の事前の連絡調整機能と

して開催

【185-01】運営会議等により円滑な学部 （平成21年度の実施状況）

運営を行う。 【185-01】各学部とも以下の学部運営会議等により，運営に関する重要事項に
ついて検討し，基本的な方向性を定めるなど，円滑な学部運営を行った。

・文化教育学部：評議員，副学部長２人，附属教育実践総合センター長及び
学部長補佐７人による学部長補佐体制により各委員会と連携し，機動的な
学部運営を行った。

・経済学部：コース主任会議に加え，学部長直轄のワーキンググループ（大
学院改組構想ＷＧなど）や人事活性化の特別チーム（人事委員会内など）

Ⅲ Ⅲ を設け効率的な学部運営を行った。
・医学部：代議員会で教授会から付託された事項の審議を行うとともに課題

事項を企画推進委員会で事前検討を行うことにより，円滑な学部運営を行
った。

・理工学部：副学部長３人と学部長補佐３人による学部長補佐体制を維持
し，企画運営会議等によって機動的な学部運営を行った。

・農学部：学部運営会議及び基本計画委員会等により，円滑かつ効率的な学
部運営を行うとともに，副学部長２人を重要な農学部委員会の長に配置し，
より機動的な学部運営を行った。

教員・事務職員等による一体 （平成20年度の実施状況概略）

的な運営に関する具体的方策 全学委員会及び室を教員と事務職員で構成することにより，教員組織と事務
【186】教員及び事務職員等の 組織の連携を深め，効果的に運営した。
役割を明確にし，教員組織と 学部においても，委員会等に事務職員が参画し，教員と連携して学部運営に
事務組織との連携を強化する。 あたった。

【186-01】法人組織，教学組織において， （平成21年度の実施状況）

教員と事務職員とが共同して一体的な運 【186-01】引き続き，全学委員会及び室を教員と事務職員で構成することによ
営を行う。 Ⅲ Ⅲ り，教員組織と事務組織の連携を深め，効果的に運営した。

各学部においても，委員会等に事務職員が参画し，教員と事務職員の組織運
営における共通理解が深まる一体的な運営を行った。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【187】教員と事務職員が大学 （平成20年度の実施状況概略）

運営の企画立案に参画する体 総合企画会議（旧総合企画室）をはじめとして，教員と事務職員が一体とな
制を整備する。 り，大学運営の基本に関わる事項等について企画立案を行った。総合企画会議

は，第２期中期目標・中期計画の原案作成について中心的な役割を果たした。
学長室，理事室においては，それぞれに学長補佐等の教員と部課長クラスの

事務職員が協働して機動的・効果的に運営を行った。

【187-01】大学運営の企画立案に室を効 （平成21年度の実施状況）

果的に運用する。 【187-01】学長室，理事室においては，学長補佐等の教員と部課長クラスの事
務職員が協働して大学運営の基本に関わる事項等について企画立案するなど，
機動的・効果的に運営を行った。

総合企画会議をはじめとする各室においては，教員と事務職員が一体となり，
Ⅲ Ⅲ 大学運営に関わる重要事項等について企画立案を行った。総合企画会議は，第

２期中期目標・中期計画の原案作成に中心的な役割を果たした。
10月以降，学長，理事，監事，学長補佐（教員及び事務局長）を構成員とす

る拡大役員懇談会を設置し，中長期ビジョンや第２期中期目標・中期計画への
取り組みにあたり，大学として基本的な方向性や方針等の検討が必要な事項（佐
賀大学重点事項）について協議した。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

全学的視点からの学内資源配 （平成20年度の実施状況概略）

分に関する具体的方策 教育・研究への重点投資やインセンティブ経費など学内資源の重点的・効果
【188】役員会の判断に基づき， 的な配分について，予算編成の基本方針に明記し，一般運営経費（学内共通管
学内資源を効率的に配分する。 理経費，教育研究経費，附属施設等経費）の平成19年度予算額の１％相当額を

学長経費に組み替えて中期計画実行経費，大学改革推進経費，運用定員経費，
管理定数経費などについて学長裁量による効率的な配分を行った。
（１）教育プロジェクト経費（大学改革推進経費）については，ＧＰシーズの

発掘や，過去に競争的資金として申請し，不採択となったものの本学の教
育改革に必要不可欠と判断した10件の事業に重点配分した。

また，平成21年度概算要求をした事項のうち，事業実施に向けた準備資
金が必要な事業１件に対して重点配分を行った。さらに，平成19年度特別
教育研究経費終了事業のうち引続き予算措置が必要な事業１件に対して予
算措置を行った。

（２）研究プロジェクト経費（大学改革推進経費）については，新たに２件の
研究プロジェクト事業を加え，引き続き効果的な配分を行った。

（３）中期計画実行経費については，平成19年度の事業評価及び平成20年度の
事業計画等についてのヒアリングを行い，配分基準に基づき，適切に配分
した。事業終了後は実施状況報告書により事業の効果について検証した。

（４）新たに学長管理定数経費（招へい教育職員，特別研究員（いずれも任期
付き））を設けた。

これまでの教育・研究への重点投資の結果，平成20年度４件のＧＰ及び１件
の科学技術振興調整費を獲得し，特別教育研究経費（運営費交付金）として１
件が措置された。

【188-01】引き続き，予算編成の基本方 （平成21年度の実施状況）

針に基づく教育・研究への重点配分及び 【188-01】教育・研究への重点投資やインセンティブ経費など学内資源の重点
インセンティブ経費を措置するなどの効 的・効果的な配分について，予算編成の基本方針に明記し，一般運営経費（学
率的な資源配分を行うとともに，次期中 内共通管理経費，教育研究経費，附属施設等経費）平成20年度予算額の１％相
期目標期間に向けて，新たな運営費交付 当額を学長経費に組み替えて，中期計画実行経費，大学改革推進経費，運用定
金算定ルールを踏まえた予算編成の指針 員経費などについて，学長裁量による効率的な配分を行った。
を策定する。 ・「特別教育研究経費（運営費交付金）」は，大学（組織）として取り組ん

でいるプロジェクトであることから，当該経費の学内負担額の一部を「学
長経費（大学改革推進経費）」に組み替え，これらの取組が適切かつ効果

Ⅲ Ⅲ 的に行われるよう配分を行った。
・「教育先導大学」として，教育プロジェクト経費（大学改革推進経費）を

計上し，ＧＰシーズの発掘や，過去に競争的資金として不採択になったも
のの本学の教育改革に必要不可欠な事業と考えられる９プロジェクト及び
平成22年度概算要求に向けた３プロジェクトに対して配分を行った。

・研究プロジェクト経費（大学改革推進経費）は，今年度も，今後の概算要
求につなげるため，学内重点プロジェクト事業であり継続事業である３プ
ロジェクトに対し，前年度と同額の配分を行った。
また，研究資金への応募・獲得を目指した研究活動の支援経費としての

研究シーズ支援経費を３プロジェクトに対して配分を行った。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

・部局等評価の活用指針及び評価結果の反映システムに基づき，成果のあっ
た教育・研究に対しインセンティブ経費として３件の配分を行った。

・「佐賀大学中長期ビジョン」を着実に実行していくための取り組みに対す
る準備経費として全学教育機構（仮称）準備経費及び大学運営体制整備経
費の配分を行った。

第２期中期目標前文において掲げている「魅力ある大学づくりに向けて」，
「学生の成長と未来を支える教育」及び「明日の社会を創造する研究」並びに
「地域・国際社会の発展を支える知的拠点として」を着実に実行するために，
中長期的な予算編成方針（指針）を経営協議会及び役員会で審議・決定した。

学外有識者・専門家の登用に （平成20年度の実施状況概略）

関する具体的方策 構築したシステムにより，経営協議会，報道機関との懇談会，学生懇談会，
【189】学外の有識者・専門家， 広報誌及びメール等で寄せられた意見，要望を集約し，意見を大学運営に反映
学生，市民等の意見･評価等を させた。
大学運営に反映させるシステ （１）研究の情報発信に関する経営協議会での意見により，「佐賀大学研究室
ムを構築する。 訪問記2009」を発行した。

（２）附属病院の患者の利便性向上のため外来ロビーの図書コーナーにパソコ
ンを設置した。また，身体障がい者専用駐車場のスペースを増設した。

（３）広報戦略に関する大学顧問の助言により誕生したマスコットキャラクタ
ー「カッチーくん」による広報活動は，大学のイメージアップに貢献した。

【189-01】学外の有識者や市民等から幅 （平成21年度の実施状況）

広く意見の収集を行い，寄せられた意見 【189-01】構築したシステムにより，報道機関との懇談会，学生懇談会，広報
を大学運営に反映させる。 誌及びメール等で寄せられた意見，要望を集約し，意見を大学運営に反映させ

た。
（１）医学部附属病院においては，患者からの要望を反映し，洋式トイレへの

Ⅲ Ⅲ 改修を行った。
（２）社会へ貢献している学生を取り上げてほしいという意見に対して，障害

のある方々を支援しているボランティアサークル，商店街活性化に取り組
んでいるグループを広報誌において紹介するなど広報活動に反映させた。

（３）研究成果の情報発信が不十分との指摘を受け，広報室は，研究成果の広
報について，研究協力課と連携を強化することとした。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

内部監査機能の充実に関する （平成20年度の実施状況概略）

具体的方策 平成20年度監事監査計画及び内部監査計画を策定し，会計監査人と連携・協
【190】監査室を設置し，業務 力して効率的な監査を実施し，その監査結果を取りまとめて学長に報告した。
運営の点検と改善を迅速に行 前年度の監査結果報告において意見・助言等があった事項については，個人
う。 情報管理体制の明確化，契約事務の効率化などについて改善を行った。

【190-01】監事及び会計監査人と連携・ （平成21年度の実施状況）

協力した効率的な内部監査を実施し，業 【190-01】監査室業務の見直しを行い，財務課（平成20年度まで）で行ってい
務運営の点検を定期及び随時に行う。そ た会計監査人候補者の選考に関する業務，会計監査人監査の窓口，連絡調整業
の監査結果に基づき，業務運営の改善を 務及び会計監査人の監査結果に対する対応状況の取りまとめ等の業務を監査室
迅速に行う。 に集約し，監査機能の連携強化を図った。

・平成21年度監事監査計画及び内部監査計画を策定し，会計監査人と連携・
協力して効率的な監査を実施し，その監査結果を取りまとめて学長に報告
した。

・監事，会計監査人及び監査室において，情報共有のための連絡会を実施し
た。

Ⅲ Ⅲ 平成20年度内部監査の結果に対する担当部局等の対応及び検討状況につい
て，フォローアップ及び会議等での報告を行い，次のような業務運営の改善を
行った。

・学生に対する旅費の取り扱いについて，支給要件や手続き等を整理し，統
一的な取扱要項を制定したことにより，学生の研究活動の活性化を図った。

・「リサイクルファシリティー（再活用室）」の利活用推進に関して，再活
用室要項を制定し，ポスターやホームページ上で学内に周知し，再利用物
品の利活用を推進した。

・附属図書館における図書及びスペースの有効活用のために，図書の除籍に
関するスケジュールを定め，図書等の除籍を継続的に実施し，図書の保存
スペースを確保するとともに，学生・教職員及び市民による図書館利用の
促進を図った。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

大学間の自主的な連携・協力 （平成20年度の実施状況概略）

体制に関する具体的方策 低平地研究センターは，九州大学，崇城大学，ソウル大学，カセサート大学，
【191】学内の各研究センター チェンマイ大学，上海交通大学，浙江大学及びデルフト工科大学との連携によ
を中心に大学間連携による研 る研究協力を推進した。「低平地に関する国際シンポジウムＩＳＬＴ2008」を
究協力を推進する。 韓国釜山で開催した。

シンクロトロン光応用研究センターは，九州ならびにアジア地域の大学との
協力協定に基づいて国内外の研究機関と共同研究を推進した。

有明海総合研究プロジェクトは，ＮＰＯ法人有明海再生機構を通した他大学
との共同研究体制を推進した。

地域学歴史文化研究センターは，吉備国際大学との連携を進めた。
海洋エネルギー研究センターは，釜慶大学，韓国海洋大学校，水産大学校と

の共同によるセミナーの開催，大連理工大学，西南交通大学，釜慶大学との共
同研究を実施した。また，工業技術研究院，プルサダ大学との研究協力を行っ
た。

【191-01】学内の各研究センターを中心 （平成21年度の実施状況）

に行われている大学間連携による研究協 【191-01】各研究センターが研究推進のハブとなって，低平地研究センターは
力を充実する。 山口大学・九州大学の間で，地域学歴史文化センターは早稲田大学日本地域文

Ⅲ Ⅲ 化研究所との間で，また有明海総合研究プロジェクトはＮＰＯ法人有明海再生
機構を通じて他大学との間で，それぞれ共同研究を展開し，関係学部の教員が
積極的に共同研究に参画することにより，国内外の大学との間の研究協力を推
進した。

【192】大学間の研究協力を拡 （平成20年度の実施状況概略）

大し，成果を公表する。 大学間の研究協力を進め，その成果を成果報告書及びシンポジウム等で公表
した。

九州地区国立大学間の連携事業として，「九州地区大学間連携教育系・文系
論文集」の第２巻を発行した。

アジア地域の大学と７件の国際パートナーシッププログラムを継続して実施
し，国際協力や国際共同研究を積極的に進めた。

また，以下のシンポジウム等を開催し，研究成果を公表した。
・第４回アジア農業の研究に関する国際シンポジウム
・有明海総合研究プロジェクト東京シンポジウム
・海洋エネルギーシンポジウム2008
・2009海洋エネルギーに関する国際セミナー など

【192-01】現在実施されている大学間の （平成21年度の実施状況）

研究協力を充実・強化し，成果を公表す 【192-01】文化教育学部は，九州大学との間で２件(温泉堆積物，生体関連物
る。 質)の共同研究，佐賀県立有田窯業大学校との間で学生指導等の連携協力事業

Ⅲ Ⅲ を，経済学部は韓国・中国の大学との間で日韓中シンポジウムを，また医学部
と文化教育学部は華東師範大学や民防センターとの間でＤＭＡＴ研修会を実施
する等，国内外の大学および自治体，研究機関との間で共同研究を展開し，ま
たその成果を論文，シンポジウム，ホームページ等を通じて公表した。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【193】大学間情報交換システ （平成20年度の実施状況概略）

ムを構築する。 九州地区国立大学間の教育・研究に関する連携協力のために設置されたコン
ソーシアムにより，教育・研究上の情報交換を行った。

「大学コンソーシアム佐賀」による「知の拠点として地域をリードする大学
間教育ネットワーク推進事業」が，平成20年度文部科学省の戦略的大学連携支
援事業に採択され，平成21年４月開講に向け，「単位互換科目」の検討を行う
など，連携・協力を進めた。

【193-01】九州地区の国立大学等間及び （平成21年度の実施状況）

佐賀県の６つの大学等間に構築した情報 【193-01】九州地区の国立大学等総務部課長会議の構成機関は，メーリングリ
交換のシステムを有効に活用して，連携 Ⅲ Ⅲ ストにより，相互の情報交換を行った。佐賀県の６つの大学の間で構築された
・協力を図る。 「大学コンソーシアム佐賀」を中心として，大学の講義のほか，教員免許更新

講習，ＦＤ・ＳＤフォーラム等について情報交換・人材交流を展開し，大学間
の連携・協力を強化した。

ウェイト小計
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佐賀大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

中 教育研究組織の見直しに関する基本方針
期
目 1)教員養成課程を充実させ，初等中等教育の中核を担う質の高い教員を養成するとともに，教育委員会と連携して，学校教育の質的向上に貢献する。
標 2)高度専門職業人を育成するための専門職大学院の設置を検討する。

3)教育研究組織を見直し，統合により拡充する分野間の学際的研究教育を推進する。
4)学部及び大学院の再編を含めて，柔軟な研究教育体制の構築を目指す。
5)学内共同教育研究施設，学部附属教育・研究センターの役割を見直し，充実を図る。
6)異分野間の共同研究が容易な組織・運営体制を整備する。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

教育研究組織の編成・見直し （平成20年度の実施状況概略）

のシステムに関する具体的方 本学の20年後を見越した教育研究組織編成に関する基本的考え方を示した佐
策 賀大学中長期ビジョン（2008～2015）に沿って，教育課程の再編や新しい教育
【194】本学の２０年後を見越 研究運営体制の具体的な検討を行うため，教育研究評議会の下に教育改革推進
した教育研究組織の在り方を検 部会を設置した。
討する。 教育改革推進部会は，現在の細分化された教員配置と教授会組織の枠組みを

越えた一体的な教育体制として全学教育機構（仮称）の創設及び全学的な教員
免許取得システムの検討に着手し，部会の下に全学教育検討ワーキンググルー
プを設置して，①全学教育機構（仮称）の組織編制やカリキュラムの体系など
新しい教養教育システムについての具体的な構想，②中学・高校の教員免許取
得に関する全学的な教育システムのあり方について検討を進めた。

全学教育検討ワーキンググループは，平成21年３月に教育改革推進部会に対
して，①「全学教育機構（仮称）の創設」，②「教員免許（中・高）取得シス
テムの改善」に関する報告を行った。

教育改革推進部会は，「全学教育機構（仮称）の創設」の報告を受け，新し
い教養教育システムを学士課程教育に全学的に組み入れるため，部会の下に「学
士課程検討委員会」を設置してさらに検討を進めることとした。

【194-01】策定した佐賀大学中長期ビジ （平成21年度の実施状況）

ョンに沿って，全学教育機構（仮称）の 【194-01】全学教育機構における新たな教養教育システムに関する全学教育機
設置に向けた準備を進める。 構ワーキンググループの報告を受けて，教養教育を含めた学士課程教育全体を

検討するために教育担当理事を議長に各学部長等で構成する「学士課程検討委
Ⅲ Ⅲ 員会」を設置し，佐賀大学学士力を検討，教育研究評議会において決定すると

ともに，各学部の学士課程教育における新たな教養教育の位置付けについて具
体的な検討を開始した。

また，全学教育機構（仮称）設置準備室の平成22年度設置に向けて，組織体
制や行程表などの骨格案を作成するなど具体的準備を進めた。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【195】10年後程度を想定した， （平成20年度の実施状況概略）

各学部の将来構想を策定する。 各学部・研究科は，前年度にまとめた「学部の将来構想」を基に構想を具現
化するための検討を進め，以下のような計画の原案を策定した。

・文化教育学部・教育学研究科は，新しい教員養成システムの構想案に基づ
き，学士課程と修士課程の連続性を持ったカリキュラム構築の計画を策定
し，平成21年度から実施する準備を進めた。

・経済学部は，課程ごとに初年次から４年次までの体系的教育カリキュラム
を編成し，同時に３課程の科目を融合的に学べるカリキュラムを整備する
ため，現在の２課程４コースを３課程に再編成する計画を策定し，学部内
での検討を進めた。

・医学部は，医学部附属病院の教育機能としての卒後臨床研修センターを，
臨床研修医をはじめコ・メディカルを含む医療人養成のための総合的な研
修センターへ充実する計画を策定し，「新卒後臨床研修センター（仮称）」
の建築に着手した。

・工学系研究科は，医工学の分野を含むコース及び社会科学系の分野を含む
コースを備えた学際的専攻などの医文理融合型を含む課程の改組案を策定
し，文部科学省との協議を行い，平成22年度開設に向けて，具体的準備を
進めた。

・農学研究科は，経済学研究科との連携により，経営学を学ぶことのできる
プログラム（農業版ＭＯＴ）を特色とする修士課程の改組案を策定し，文
部科学省との協議を行い，平成22年度開設に向けて，具体的準備を進めた。

【195-01】平成19年度に策定した各学部 （平成21年度の実施状況）

の将来構想を具現化するための計画の策 【195-01】各学部・研究科は，平成19年度にまとめた「学部の将来構想」を基
定を進める。 に構想を具現化するための検討を進め，以下のような計画を含む将来構想の具

現化計画を策定した。
・文化教育学部の学校教育課程は，今後の教員需要の動向等を踏まえて，３

年後程度を目途に，入学定員の見直しを行う。これを踏まえて，他の課程
については，社会的ニーズ等を勘案しつつ，教育組織等の見直しを行う。

・経済学部は，課程ごとに初年次から４年次までの体系的教育カリキュラム
を編成し，同時に３課程の科目を融合的に学べるカリキュラムを整備する

Ⅲ Ⅲ ため，現在の２課程４コースを３課程に再編成する。
・医学部は，平成21年度以降の入学定員増（計11人）に対応した教育実施体

制・教育環境等の整備を学年進行に合わせて進めていくとともに，佐賀大
学の「学士力」に沿った全学教育システムの構築の過程で，医療職者にと
って必要な教養を身につける教育カリキュラムの整備を重点的に行う。

・工学系研究科は，医文理融合を実現する専攻を新設するとともに，教員組
織を大学院に移行し大学院教育の実質化を行う改組を平成22年４月に実施
する。

・農学研究科は，２専攻を１専攻５コースに再編し，経済学研究科と連携し
て，高度な農業技術と経営能力を有する人材の養成を目的とする農業技術
経営管理学（農業版ＭＯＴ）コースを副コースとして有する修士課程を，
平成22年４月から開設する。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

教育研究組織の見直しの方向 （平成20年度の実施状況概略）

性 各研究科は，修士課程の見直し，共通科目の充実などにより他学部から研究
【196】修士課程を見直し，共 科への進学拡大のための環境を整備し，幅広い専門職業人の育成を目指した。
通授業の開設，他学部からの 医学系研究科では，平成20年度開設の新カリキュラムにおいて，臨床腫瘍医
研究科への進学拡大を図り， 師養成特別コースに係わる共通科目を整備した。
幅広い専門職業人の育成を目 工学系研究科では，専攻外科目と研究科共通科目を研究科共通科目として見
指す。 直して充実するとともに，研究科，各専攻のパンフレット，ポスター等の作成

Ⅲ など進学拡大のための広報活動を行った。
また，工学系研究科及び農学研究科は，修士課程の見直しを進めた（年度計

画【195-01】の「判断理由（計画の実施状況等）」の「（平成20年度の実施状
況概略）」参照）。

法人化前と比較して，他学部からの進学者数は107.8％に拡大した。

平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成20年度で計画達成

【197】６年課程を含む新しい （平成20年度の実施状況概略）

教員養成システムの創設を図 策定した新しい教員養成システムの構想案に基づき，平成21年度から本格実
る。 施する学士課程と修士課程の連続性を持ったカリキュラムの構築と規程整備を

進めた。
・小学校教員養成課程においては，発達障害と心身症への支援力養成を特徴

とした「臨床教育実習Ⅰ，Ⅱ」及び「臨床教育演習」の単位化
・大学院修士課程においては，教職大学院の機能を有する（現職教員の再教

育を含めた）より実践的な高度専門職業人を養成する教育課程を編成する
ための，「大学院教育実習」の単位化

・学士課程と修士課程との連続性を重視した６年一貫（学部４年＋修士２年）
のコアカリキュラムの導入については，「臨床教育実習Ⅰ，Ⅱ」をコア科
目として導入することによる学部・大学院連携カリキュラムの開発

・中学・高校教員養成については，全学的な組織である教員養成カリキュラ
ム委員会によるカリキュラム編成や実習の充実

【197-01】構築した新しい教員養成シス （平成21年度の実施状況）

テムにより，試行してきた学士課程と修 【197-01】高度専門職業人の養成のため，学士課程と修士課程の連続性を強化
士課程の連続性をもったカリキュラムに し，発達障害と心身症・不登校への支援力の養成を目指した学部と大学院連携
よる教育を本格実施し，より実践的な教 による臨床教育実習を，学士課程では臨床教育実習Ⅰ・Ⅱ及び臨床教育演習と
育を行う。 Ⅲ Ⅲ して，修士課程では教育実践フィールド研究（大学院教育実習，臨床教育実習

Ⅰ・Ⅱ）として単位化し，実施した。
また，教員養成システム改革の一環として，学士課程で試行していた高度教

育実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを平成21年度入学生から教育実践フィールド演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ
として，各２単位必修化し，小学校教育実習（５単位）との連携を強化した。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【198】地域，健康，環境，国 （平成20年度の実施状況概略）

際を視野に入れた，新しい教 文化教育学部人文社会系学部・大学院改組検討ワーキングにおいて，ワーキ
育・研究センター，人文社会 ングが策定した構想案を基に，学長から示された教育課程の再編案や中長期ビ
系大学院（修士・博士），専門 ジョンに沿って人文社会系大学院設置に向けた構想の検討を進めた。
職大学院（経営大学院等）の また，中長期ビジョンにおける文系の重点研究領域である「佐賀学」を，構
設置を目指す。 想案に沿った教育分野へ拡充することを念頭に，地域歴史文化学分野の教育・

研究機能の充実に向けて以下の取組を行った。
・招へい教育職員制度を活用し，地域学歴史文化研究センターにおける研究

と文化教育学部国際文化課程・教育学研究科における教育を担当する専任
の教授の配置

・地域学歴史文化研究センターの専任教員が担当する地域歴史文化学分野の
科目の新設

なお，専門職大学院（経営大学院）については，農学研究科が，経済学研究
科との連携により，経営学を学ぶことのできるプログラム（農業版ＭＯＴ）を
特色とする修士課程への改組について文部科学省との協議を進め，平成22年度
開設に向け，具体的準備を進めた。

【198-01】農学研究科は，経済学研究科 （平成21年度の実施状況）

との連携により，経営学を学ぶことので 【198-01】農学研究科は，２専攻を１専攻５コースに再編し，経済学研究科と
きるプログラム（農業版ＭＯＴ)を特色 連携して，高度な農業技術と経営能力を有する人材の養成を目的とする農業技
とする修士課程への平成22年４月の改組 術経営管理学（農業版ＭＯＴ）コースを副コースとして有する修士課程を，平
に向けての準備を進める。 Ⅲ Ⅲ 成22年４月から開設するための準備を整えた。

人文社会系大学院（修士）については， 教育学研究科と経済学研究科は，人文社会系大学院検討委員会を設置し，中
中長期ビジョンの方向性に沿って検討を 長期ビジョン「人文・社会科学系分野では，グローバル化した社会の多様な課
進める。 題に実践的に対応しうる高い専門性を備えた人材を育成する教育課程を編成す

る。」の方向性に沿って，両研究科が相互に履修科目の提供および研究指導を
行うことにより，効果的・実質的な人文・社会系の大学院修士教育を実施する
覚書を締結した。

【199】学部卒業生（学士）を （平成20年度の実施状況概略）

受け入れて医学及び医師養成 平成19年度で計画達成
教育を行うメディカルスクー
ルの設置を検討する。 Ⅲ

平成19年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成19年度で計画達成
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【200】医文理融合型の研究科 （平成20年度の実施状況概略）

及び社会科学系の博士課程の 医学系研究科博士課程においては，旧専攻を改組して，平成20年４月に医文
設置を目指す。 理融合型の「総合支援医科学コース」を含む３コースから成る新専攻「医科学

専攻」を設置し，「総合支援医科学コース」10人を含む34人（定員30人）の入
学者を受け入れ，新たな医文理融合型の教育研究課程がスタートした。

工学系研究科は，社会システム工学講座において，社会科学系の研究分野と
の融合による高度な専門的知識を有する技術者養成を行っており，８人の社会
科学系の入学者を受け入れ，３人の博士（学術）を輩出した。

工学系研究科は，医工学の分野を含むコース及び社会科学系の分野を含むコ
ースを備えた学際的専攻（博士後期課程）などの医文理融合型を含む課程への
改組について文部科学省との協議を進め，平成22年度開設に向けて，具体的準
備を進めた。

【200-01】医学系研究科と工学系研究科 （平成21年度の実施状況）

で医文理融合型の教育研究を引き続き推 【200-01】
進する。 ・医学系研究科：平成20年度に改組した医科学専攻の「総合支援医科学コース」

工学系研究科は，社会科学系のコース に，前年度の10人に加えて，平成21年度５人の入学者を受け入れ，新たな医
を備えた学際的専攻（博士後期課程）な Ⅲ Ⅲ 文理融合型の教育研究を推進した。
どの医文理融合型を含む課程への平成22 ・工学系研究科：博士後期課程を医工学分野を含むコース及び社会学系分野を
年4月の改組に向けての準備を進める。 含むコースを備えた医文理融合型の教育課程へ改組し，平成22年４月に開設

することになった。教育課程の変更に伴う具体的なカリキュラム，履修細則，
入学者受入方針，各種規程等の改訂を行うとともに，ホームページやポスタ
ーなどによるＰＲ活動を展開した。

【201】学内共同教育研究施設， （平成20年度の実施状況概略）

学部附属教育・研究センター 前年度に設定した学内共同教育研究施設の再編・統合の基本案に基づいて，
の点検評価に基づき，教員配 時限に達したベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの存続・廃止について検討
置の見直し，再編・統廃合を した結果，その機能の一部を産学官連携推進機構へ継承することとし，組織は
含めた構造改革を図る。 ３月末で廃止した。

また，全国共同利用施設である海洋エネルギー研究センターについては，全
国共同利用機能強化の観点から，共同利用・共同研究拠点化することとし，拠
点申請手続きを行った。

【201-01】学内共同教育研究施設の再編 （平成21年度の実施状況）

・統合の基本案に基づいて，研究センタ 【201-01】本学の研究を全学的な立場から戦略的に推進するために「総合研究
ー等の再編・統合の準備を進める。 戦略会議」を設置し，基本案に基づく研究センターの再編・統合を統括するこ

Ⅲ Ⅲ ととした。
総合研究戦略会議の具体的方針に基づいて低平地研究センターと有明海総合

研究プロジェクトを統合し，低平地と沿岸海域の持続的発展を総合的かつ先導
的に研究・教育し，知（教育研究）の拠点となる「低平地沿岸海域研究センタ
ー」を平成22年４月に設置することを決定した。

ウェイト小計
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佐賀大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

中 1）「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日 閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。
期 2)教育・研究組織及び人事配置の柔構造化と教員構成の多様化を進める。
目 3)専門性を必要とする分野（法人経営，国際交流，産学連携，図書館部門，情報部門，技術部門等）の職員採用を積極的に進め，大学運営の重要課題に
標 対応する専門的職能集団を構築する。

4)教職員の給与に能力及び業績を適切に反映させる。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

人事評価システムの整備・活 （平成20年度の実施状況概略）

用に関する具体的方策 教員・一般職員・技術職員などの職種ごとの人事評価システムに従って，全
【202】人事評価システムを早 ての教職員を対象に人事評価を本格実施した。評価結果は，12月期の勤勉手当
急に確立し，適正な人事評価 及び平成21年１月１日の査定昇給に反映させ，評価結果を給与に反映する人事
を行う。 評価システムを確立した。

【202-01】構築した人事評価システムに （平成21年度の実施状況）

より，全職員に対する人事評価を適切に 【202-01】引き続き，「教員人事評価実施要項」，「一般職員人事評価実施要項」
行う。 Ⅲ Ⅲ 及び「教室系技術職員人事評価実施要項」に基づき，教員・一般職員・技術職

員などの全ての教職員を対象に人事評価を実施した。評価結果は，６・12月期
の勤勉手当及び平成22年１月１日の査定昇給に反映させた。

柔軟で多様な人事制度の構築 （平成20年度の実施状況概略）

に関する具体的方策 平成18年度で計画達成
【203】教職員配置の運用枠を Ⅲ
確保し，学長を中心に教職員
の重点配置計画を策定し，教 平成18年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

育研究の拠点を作る。 平成18年度で計画達成
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

任期制・公募制の導入など教 （平成20年度の実施状況概略）

員の流動性向上に関する具体 教員選考は，研究業績のみならず，教育能力，国際貢献，社会貢献を含めた
的措置 総合的な選考基準により行い，79件（87.8％）の教員選考については公募によ
【204】教員選考を原則公募制 り実施した。
とし，研究業績だけでなく，
教育貢献，国際貢献，地域・ 【204-01】教員選考を原則公募とし，研 （平成21年度の実施状況）

社会貢献を含めた総合的な教 究業績のみならず国際貢献，社会貢献を Ⅲ Ⅲ 【204-01】教員選考を原則公募制とし，研究業績だけでなく，教育能力，国際
員選考方法を確立する。 含めた総合的な基準による教員人事を行 貢献，社会貢献を含めた総合的な選考基準により行った。

う。 平成21年度は，84件（83％）の教員人事を公募により実施した。

【205】任期制を適用する範囲， （平成20年度の実施状況概略）

再任の有無等に関して十分に すでに任期制を導入している医学部では，制度の適正な運用を図るため，再
討議し，社会的背景を考慮し 任基準等について検討し，任期及び再任基準の見直しを行った。
て，合意を得られた部局等か 学長管理定数枠を設け，任期３年を付し，４人の招へい教育職員及び２人の
ら任期制を導入する。 特別研究員を雇用した。

【205-01】任期制の適用について合意を （平成21年度の実施状況）

得られた部局等から導入を進めるととも 【205-01】任期制を導入している医学部，有明海総合研究プロジェクト及び学
に，制度の適正な運用を図る。 内共同教育研究センターにおいては，再任審査基準を定めて制度を適正に運用

Ⅲ Ⅲ した。
任期を定めて雇用する招へい教育職員制度及び特定の研究プロジェクト等に

対する任期付の特別研究員制度により，任期を付した招へい教育職員や特別研
究員の活用を進め，学部等において招へい教育職員（４人）及び特別研究員（６
人）を雇用した。

外国人・女性等の教員採用の （平成20年度の実施状況概略）

促進に関する具体的方策 各学部等において英語版公募要領を作成して国外にも広く適任者を求め，教
【206】適任者を広く海外から 養教育，研究センターなどの教育研究分野に合計43人（非常勤講師を含む）の
も求め，教育研究を充実する。 外国人が参画し，本学の教育研究を充実した。

【206-01】英語版の公募要領の作成など （平成21年度の実施状況）

により適任者を広く海外からも求め，教 Ⅲ Ⅲ 【206-01】各学部等は，英語版公募要領を作成して，引き続き適任者を広く海
育研究を充実する。 外からも求め，大学院教育，教養教育，研究センターなどの教育研究分野に合

計66人（非常勤講師を含む）の外国人が参画し，本学の教育研究を充実した。



- 26 -

佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【207】外国人教員，女性教員 （平成20年度の実施状況概略）

が働き易い職場環境をさらに 外国人教員，女性教員に対して実施した職場環境に関するアンケート調査及
充実する。 び懇談会の結果を踏まえ，トイレの改修，女性看護師シャワー室の設置，実験

機器の英語版マニュアルの整備，表示の英語併記の充実を行った。
また，男女共同参画推進に向けた以下の取組を行った。
・平成20年７月に，理事，教員，事務職員を構成員として男女共同参画
推進プロジェクトチームを立上げて男女共同参画推進についての検討
を行い，男女共同参画推進準備委員会を設置した（平成21年３月）。

・男女共同参画推進に関するフォーラム（平成20年12月19日開催）や全
学アンケート（平成21年１月実施）を行い，男女共同参画推進の意識
向上に努めた。

【207-01】外国人教員，女性教員に対し （平成21年度の実施状況）

て実施した職場環境に関するアンケート 【207-01】外国人教員，女性教員に対して実施した職場環境に関するアンケー
調査及び懇談会の結果を踏まえ，可能な ト調査及び懇談会の結果を踏まえ，女医仮眠室12室と休憩室を備えた女医ラウ
ものから実施するとともに，外国人教員， ンジや女子シャワー室を備えたパウダールームを整備するとともに，実験室・
女性教員が働き易い職場環境を引き続き Ⅲ Ⅲ 機器の英語版マニュアル・表示の英語併記の充実，英語でのガイダンス・教育
充実させる。 訓練などを行った。

また，男女共同参画推進に向けた以下の取組を行った。
・佐賀大学男女共同参画宣言及び基本方針を策定し，公表した。
・平成21年度文部科学省科学技術振興調整費（女性研究者支援モデル育成事

業）に採択された女性研究者支援モデル育成「三世代サポート型佐大女性
研究者支援」事業として，「かささぎサポート・ラボ（女性研究者支援室）」
を設置した。また，研究者育成支援事業（キャリア支援部門）と研究者支
援事業（育児支援部門，介護支援部門）に専門スタッフ（コーディネータ
ー）を配置し，各部門の支援事業を推進した。

事務職員等の採用・養成・人 （平成20年度の実施状況概略）

事交流に関する具体的方策 従来の研修に加え，新たに，中堅職員を対象に，大学全般の業務について，
【208】事務職員等の専門性を 実務上の諸問題に対する企画力，課題発見能力及び処理能力を養うための「特
高める学内研修・学外研修を 別啓発研修」を実施するなど，事務職員等の専門性を高める研修を充実した。
充実する。

【208-01】従来の学内研修・学外研修に 平成21年度の実施状況）

加え，新たに企画力やプレゼンテーショ 【208-01】新採用事務系職員研修，フォローアップ研修，リーダー研修，接遇
ン能力等を養う研修を実施するなど，事 ・マナー研修などの研修に加えて，本学職員としての立場と業務を自覚させ，
務職員等の専門性を高める研修をさらに Ⅲ Ⅲ 企画力，課題発見能力，処理能力及びプレゼンテーション能力を養い，職員の
充実する。 資質向上を図ることを目的として12人の職員を対象に「特別啓発研修」を実施

するなど，事務職員等の専門性を高める研修をさらに充実した。
また，九州地区の国立大学法人が開催する研修に13人の職員を参加させた。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【209】民間等との人事交流シ （平成20年度の実施状況概略）

ステムを整備する。 引き続き，就職支援業務に従事する事務職員１人を県内の学校法人（４年制
大学）へ派遣した。

研修終了後には，研修報告書を提出させ，国立大学と私立大学における学生
対応，就職支援に対する職員の意識の違いなど，研修の成果をホームページ上
で職員へ公開することによって，経営的視点への意識改革の必要性などについ
て職員間での共有を図った。

また，佐賀県における産学官包括連携協定に基づき，佐賀県，市，町と本学
との人事交流について協議し，佐賀県との人事交流を平成21年度に実施するこ
ととした。

【209-01】県内の学校法人（４年制大学） （平成21年度の実施状況）

との間で人事交流派遣研修を継続する。 【209-01】県内の学校法人（４年制大学）へ引き続き事務職員１人を派遣し，
研修成果をホームページに掲載して職員間での共有を図った。

佐賀県における産学官包括連携協定を活用して，新たに佐賀県との間で人事
Ⅲ Ⅲ 交流派遣研修を実施し，１年間相互に事務職員１人の交流を行った。

また，平成22年度は，人事交流派遣研修先を多久市に決定し，派遣職員の選
考を行った。

年度計画の進捗管理や実績報告書の作成などを支援する「中期目標・中期計
画進捗管理システム」の開発に伴い，開発手法や技術を習得するため，職員を
開発メーカーに派遣し人材養成を行った。

【210】専門的職能集団の機能 （平成20年度の実施状況概略）

を発揮できる組織体制を整備 専門的な職能を発揮できる組織を構築する観点から，平成20年４月に各課の
する。 課長補佐ポストを廃止し，副課長及び専門職ポストを新設して業務を明確化し，

Ⅲ 専門的職能集団としての機能を強化した。

平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成20年度で計画達成
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

中長期的観点に立った適切な （平成20年度の実施状況概略）

人員（人件費）管理に関する 部局別の人員削減計画に基づき，大学教員及び事務系職員の人員削減を行う
具体的方策 とともに，引き続き退職者の補充抑制に努めた。
【249】総人件費改革の実行計 また，管理職手当制度全体の見直しを行い，新たな手当制度（職務付加手当）
画を踏まえ，平成21年度まで を導入し，結果として管理職手当（職務付加手当分含む）が前年度比1.6％減
に概ね４％の人件費の削減を となった。
図る。 これらの人件費管理に努めた結果，平成20年度は，平成21年度までの総人件

費改革の実行計画における平成20年度削減必要額概ね１％削減を達成した。

【249-01】平成21年度までの部局別の人 （平成21年度の実施状況）

員削減計画に基づき，人件費管理を適切 【249-01】部局別の人員削減計画に基づき，大学教員及び事務系職員の人員削
に行う。 Ⅲ Ⅲ 減を行うとともに，引き続き退職者の補充抑制に努めた。その結果，平成21年

なお，平成21年度は，概ね１％の人件 度は，平成21年度までの総人件費改革の実行計画における平成21年度削減必要
費を削減する。 額概ね１％削減を達成した。

また，平成21年度までに概ね４％以上の人件費の削減を達成した。

【211】教職員の能力・業績を （平成20年度の実施状況概略）

給与・研究費等に適切に反映 年度計画【202-01】の「判断理由（計画の実施状況等）」の「（平成20年度
させる評価制度を構築する。 の実施状況概略）」参照。
この目的を達成するため，民
間会社や特殊法人等の実態を 【211-01】構築した人事評価システムに （平成21年度の実施状況）

調査する。 より，全職員に対する人事評価を適切に Ⅲ Ⅲ 【211-01】年度計画【202-01】の「判断理由（計画の実施状況等）」の「（平
行う。 成21年度の実施状況）」参照。

【212】専門性の高い業務に従 （平成20年度の実施状況概略）

事する職員を大学院（国外の 専門性の高い業務に従事する職員を養成するために，新たに，九州大学法科
大学を含む。）へ入学させる人 大学院へ事務職員を１人派遣した。９月には派遣中の２人の研修生の研修成果
事制度を検討する。 を共有するため，報告会を実施した。この報告会には部課長以下事務系職員約

50人が参加し，２人の研修生が作成した研修報告書による成果発表及び参加者
Ⅲ との意見交換を行った。

平成21年度に職場に復帰する研修生１人について，研修による高度の専門性
を活かすため，企画部門へ配置することとした。

平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成20年度で計画達成

ウェイト小計
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佐賀大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 1)事務組織・職員配置の再編・合理化を推進する。
期 2)各種事務の集中化・情報化等により，事務処理の簡素化・迅速化を図る。
目 3)限られた人材の効率的配置と経費の有効活用を図るため，アウトソーシング方式の導入が可能な事務及び部署について検討し，サービスの低下を
標 きたさないよう配慮しつつ，活用を推進する。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【213】平成16年度中に一元化 （平成20年度の実施状況概略）

・集中化した業務の在り方を 複雑化・専門化する業務への対応，抜本的な業務の見直しによる簡素化，職
点検・評価し，合理化・省力 員の意識改革などを目的として，外部の経営コンサルタントを活用した業務効
化の改善策を策定し，平成17 率化のためのコンサルティングを行った。
年度から合理化・省力化を推 業務プロセスの可視化，コストパフォーマンス分析による検討を通して，学
進する。 生センターにおける学生のための窓口対応の向上，授業料等の窓口収納業務の

効率化，看護師等の勤怠管理業務の簡素化などを改善事項として抽出し，実現
のためのアクションプランを策定して業務改善を進めた。

コンサルティング活動において，コンサル対象課に１～２人の推進リーダー
を設けてコンサル活動の迅速・円滑な推進を図った結果，今後の業務改善を継
続できる人材育成を併せて行うことができた。

【213-01】これまでの業務改善のノウハ （平成21年度の実施状況）

ウと成果を活かして，業務改善を継続し 【213-01】中期計画及び年度計画の進捗管理，報告書作成等の作業効率化を図
て行うことにより，事務業務の合理化・ るためにウェブ上で業務を行うことができる「中期目標・中期計画進捗管理シ
省力化をさらに推進する。 ステム」を導入し，平成21年度年度計画実績報告書作成において試行を行うな

Ⅲ Ⅲ ど，平成22年度からの本格稼働に向けて準備を整えた。
平成20年度に外部コンサルタントを導入して策定した「学生センターにおけ

る学生のための窓口対応の向上」，「授業料等の窓口収納業務の効率化」及び
「看護師等の勤怠管理業務の簡素化」等の改善計画を進めるとともに，進捗状
況を事務連絡会議において検証した。

【214】私立大学等の事務処理 （平成20年度の実施状況概略）

を調査検討し，導入策を策定 平成19年度で計画達成
し，具体的な導入を行う。

Ⅲ
平成19年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成19年度で計画達成
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【215】大学運営の重要課題で （平成20年度の実施状況概略）

ある学生教育をはじめ，産学 大学運営の重要課題についての重点配置，増加する再雇用職員の有効活用，
官連携，地域貢献，大型プロ 定型的な業務の集約などの観点から，業務改善等検討会議において事務センタ
ジェクト，病院経営等の部門 ーの設置について検討し，再雇用職員を確保し，本学の事務の円滑な運営に資
に人材を積極的に配置し，大 することを目的として平成21年４月から設置することとした。
学運営の方針に沿って弾力的 事務センターへの職員の配置に当たっては，すべての再雇用職員をセンター
かつ迅速に対応し得る事務体 所属とし，プロジェクト型の業務や業務繁忙期の部署への弾力的な配置を可能
制を整備する。 にする工夫を行い，大学運営の方針に沿って弾力的かつ迅速に対応し得る事務

体制の整備を進めた。
重点部門への人員配置について，各事務部門からの配置・振替要望を参考に

大学として重点配置が必要な部門と担当を検討し，毎年度の重点配置計画を役
員会で決定の上配置する仕組みを確立した。

なお，平成20年度は，次のとおり重点配置を行った。
・総務課に「佐賀大学校友会」担当の係長を創設
・研究協力課に「知財担当専門職」を創設
・事務局参事２人をＧＰ申請や競争的資金獲得などの担当として配置

【215-01】人材の有効かつ効率的な活用 （平成21年度の実施状況）

を図るために事務センターを平成21年４ 【215-01】人材の有効かつ効率的な活用を図るために「事務センター」を平成
月に設置し，再雇用職員を活用した重点 21年４月に設置した。再雇用職員６人を事務センター所属とし，業務繁忙期な
部門への人員配置を弾力的に行うととも Ⅲ Ⅲ どを考慮して弾力的な人員配置を行った。
に，新たに創設する契約職員制度を活用 また，平成21年４月に創設した「契約職員制度」を活用して，附属病院の医
して，医療事務部門への重点配置を行う。 療事務部門へ契約医療事務職員８人を，佐賀大学女性研究者支援室に契約コー

ディネーター３人，産学官連携推進機構及び国際貢献推進室に契約コーディネ
ーターを各２人，競争的資金獲得業務等の特定な事項を処理する事務局参事２
人を配置し，大学運営の方針に沿って重点配置を行った。
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【216】事務電算化の業務を見 （平成20年度の実施状況概略）

直し，ペーパーレス化を推進 「佐賀大学事務情報化推進計画」に沿って，①平成20年10月に人事給与統合シ
する。 ステムを導入・稼動，②旅費支払通知書を紙からメールによる通知へ改善する

など，事務情報の電子化，効率化を進めた。
また，事務情報を共有化する方策として，共通フォルダの活用などの運用ル

ールにより適切な管理を行うとともに利活用を推進した。
前年度に試行したペーパーレス会議システムとＴＶ会議システムを連動さ

せたキャンパス間電子会議を本格稼働し，ペーパーレス化とキャンパス間の移
動に係るコストの削減及び会議の効率化を進めた。

その結果，約280万円の経費を削減した。

【216-01】引き続き，事務情報の電子化 （平成21年度の実施状況）

・共有化を進めることにより，ペーパー 【216-01】年度計画の進捗管理や実績報告書の作成などを支援する「中期目標
レス化を推進する。 ・中期計画進捗管理システム」の開発及び試行を行い，平成22年度からの稼働

に向けて準備を整えた。
Ⅲ Ⅲ 「学術情報基盤システム（事務情報システムを含む。）」及び「キャンパス

情報ネットワークシステム」のシステムの更新を行った。更新により，本庄地
区と鍋島地区のネットワークが統合され，全学の事務情報の電子化・共有化が
促進されるなど，ペーパレス化を飛躍的に推進した。

エクセルシートで収集していた各教員の教育研究活動実績をウェブインター
フェイスにより収集する「評価基礎情報システム」の導入及び「研究業績デー
タベース」の改修により，効率的に情報を収集し，本学の評価業務に活用した。

【217】決裁制度を見直し，平 （平成20年度の実施状況概略）
成17年度から事務処理の簡素 平成18年度で計画達成
化，迅速化を図る。

Ⅲ
平成18年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成18年度で計画達成

【218】事務職員等からの意見 （平成20年度の実施状況概略）
を反映するための仕組みを構 平成18年度で計画達成
築する。

Ⅲ
平成18年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成18年度で計画達成
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佐賀大学

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【219】学生及び地域社会に対 （平成20年度の実施状況概略）

するサービスの向上を推進す 大学ホームページを全面的にリニューアルして，ホームページトップに注目
る。 コンテンツとして「入試情報」，「公開講座情報」「エコアクション２１」，「特

色ある教育と研究」を掲げ，またイベント情報，新着情報等の見出しをつけて
検索しやすい内容に工夫するなど，特に在校生，一般市民等への情報提供サー
ビスを向上させた。

【219-01】引き続きホームページの内容 （平成21年度の実施状況）

の充実を図るとともに，情報発信の媒体 【219-01】留学生センター，アドミッションセンター及びキャリアセンターの
の多様化により，学生及び地域社会への ホームページの情報の拡充を図るなど，より内容の充実したホームページにリ
情報提供サービスをさらに向上させる。 ニューアルした。特に，就職支援システムの更新により，学生一人一人にきめ

Ⅲ Ⅲ 細かな就職情報を提供した。
また，情報誌の発行やメールマガジンの配信，携帯サイトからの発信など様

々なツールを活用して情報提供を行った。
さらに，学内の名所旧跡，施設等を紹介したキャンパスマップを作成し，来

訪者等に対する情報提供サービスの向上を図るとともに，部局等においても，
施設の公開やホームページの充実による情報発信を積極的に行った。

【220】外注可能業務，費用対 （平成20年度の実施状況概略）

効果について検討し，外注化 総人件費削減対策に伴う事務職員の不補充，プロジェクト型の新規業務への
の具体的導入を促進する。 対応，業務の効率化などを図るため，「国立大学法人佐賀大学外部委託推進指

針」に沿って，前年度を14件上回る延べ37件の派遣雇用並びに外部委託を導入
した。

また，派遣及び外部委託の実施状況については実績調査を行い，指針の目的
に沿って有効に導入されていることを確認した。

新たに外注化を進める業務などについては，業務改善検討会議（組織・業務
改善検討部会）において掘り起こしを行い，業務改善実施計画として全学的又
は各部課固有の取組を定めた。

【220-01】派遣雇用及び外部委託の効果 （平成21年度の実施状況）

を検証しながら，外注化を進める。 【220-01】引き続き，派遣雇用及び外部委託の導入実績について，その目的や
Ⅲ Ⅲ 効果などの検証を行い，実施した派遣雇用及び外部委託が，「国立大学法人佐

賀大学派遣雇用及び外部委託に関する指針」に沿っていることを確認した。
平成21年度は，業務の迅速化や効率化に配慮しつつ延べ25件の派遣雇用及び

外部委託を導入し，人件費削減への対策として活用した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

２．共通事項に係る取組状況 法人運営を支援した。運営戦略会議は，学長，学長室員及び理事間で諸課題
に関して情報共有化を図り迅速な対応を図った。10月以降運営戦略会議にか

（１）業務運営の改善及び効率化 えて，学長補佐，事務局長，監事を加えた「拡大役員懇談会」を置き，学長
補佐体制・運営体制を強化した。また，中期目標・中期計画実施の組織的な

１．戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 統括体制を強化するため，学長を本部長とするより戦略的・効率的な実施体
制「中期目標・中期計画実施本部」を設置した。

○運営のための企画立案体制の整備状況，活動状況，具体的検討結果，実施状況 （２）学長補佐
【平成16～20事業年度】 学長補佐は，学長室，理事室，中期目標・中期計画実施本部，各室等に配

以下のように，法人運営に係る室・会議の設置及び学長補佐体制を整備し，学長 置され，学長が指示する特定の事項の企画･立案，理事業務の補佐，中期計画
のリーダーシップの下，戦略的・効果的に法人を運営した。 の進捗管理等を通して，学長のシンクタンク機能を果たすとともに，円滑な
（１）室・会議の設置 法人運営を支援した。

◇平成16年に「広報室」，「地域貢献推進室」，「国際貢献推進室」，「知的財産 （３）大学運営連絡会
管理室」，「学生支援室」，「評価室」等を設置し，法人業務を推進する体制 各学部長などと大学運営連絡会を毎月定例２回開催し，第２期中期目標・
を整備した。 中期計画及び年度計画や組織・業務の見直しなど大学全体として取り組むべ

◇佐賀大学の将来構想の検討とともに，具現化するための戦術，戦略を練る学 き課題に関し，法人と部局間の意思疎通・相互理解を深めて大学としての方
長直轄の組織として，平成18年５月に「総合企画室」を設置し，総人件費削 向性を確認し，両者が一体となった円滑な運営を行った。
減問題，本学の将来構想などの諸課題について答申と提言を行うとともに，
佐賀大学中長期ビジョンの原案を作成した。 ○法令や内部規則に基づいた手続きにしたがって意思決定されているか

◇学長補佐体制・機能を強化し，法人経営と教学運営との一層の戦略的・効果 【平成16～20事業年度】
的運用を行うため，平成19年10月に総合企画室を「学長室」と「総合企画会 法令及び国立大学法人法の規定に基づき，既に制定した役員会規則，教育
議」に改編するとともに，新たに「理事室」及び「運営戦略会議」を設置し 研究評議会規則，経営協議会規則等や手続きに関する内部規則に則って意思
た。学長，学長室員及び理事で構成する運営戦略会議は，諸課題について情 決定を行った。
報の共有化と迅速な対応を検討し，役員会，経営協議会，教育研究評議会に 【平成21事業年度】
おける審議の効率化，円滑化を図った。 引き続き，法令及び国立大学法人法の規定に基づき，役員会規則等の本学

（２）学長補佐 の内部規則に則って意思決定を行った。
◇平成16年に，学長が指示する特定の事項の企画･立案を行う「学長特別補佐」

を置き，学長のシンクタンク体制を整備するとともに，「各室」に配置して ２．法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。
戦略的な法人運営を行った。平成19年10月から，これにかえて「学長補佐」
を，「学長室」，「理事室」及び「各室」に配置し，補佐機能を強化した。 ○法人の経営戦略に基づく学長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分経費の措

（３）大学運営を円滑に進めるための様々な工夫 置と事業の実施状況
◇役員，学部長，教養教育運営機構長，附属図書館長等を構成員とする「大学

運営連絡会」を定期的に開催し，佐賀大学中長期ビジョンや第２期中期目標 （１）重点的な予算配分
・中期計画の策定に関して大学としての基本的な方向性を取りまとめるな 【平成16～20事業年度】
ど，法人と教学の意思疎通を図り円滑に運営した。 役員会において毎年度「予算編成の基本方針」を策定し，以下のように学長裁

◇経営協議会の外部委員や地元報道機関との懇談会などで出された意見を危機 量（大学改革推進経費，中期計画実行経費及び運用定員経費）による戦略的かつ
管理や広報活動など大学運営の改善に役立てた。 効果的な学内資源配分を行った。

【平成21事業年度】 （１）大学改革推進経費を，「研究プロジェクト経費」として，本学の重点研究
引き続き，法人運営に係る室・会議等及び学長補佐体制により，学長のリーダー に採択した研究プロジェクト４件に重点配分し，また，「教育プロジェクト

シップの下で戦略的・効果的な法人運営を行った。 経費」を設けて，「学内ＧＰシーズ」を発掘するために選定した教育プロジ
（１）学長室，理事室，運営戦略会議・拡大役員懇談会，中期目標・中期計画実施 ェクト12件に配分した。

本部 （２）中期計画実行経費を，前年度の実施状況及び次年度の事業計画等に関する
学長室，理事室は，第２期中期目標・中期計画案の策定，平成22年度年度計 ヒアリング評価に基づき各学部に配分し，中期計画に沿った各学部の取組を

画案の策定など法人運営のための基本的な企画立案を行った。 推進した。また，高騰する「電子ジャーナル経費」に重点配分し教育研究環
また，学長室は法人経営の全般を把握して学長のシンクタンクとしての機能 境の基盤維持を図った。

を果たした。理事室は学内の意見を把握しながら理事の業務を補佐し，円滑な
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【平成21事業年度】 （３）各部署の業務の縮減と再雇用者の有効活用のため，定型的な業務を集約す
引き続き「予算編成の基本方針」を策定し，以下のように学長裁量（大学改革推 る「事務センター」を平成21年４月に設置することとし，「事務センター要

進経費，中期計画実行経費及び運用定員経費）による戦略的かつ効果的な学内資源 項」を制定した。
配分を行った。 【平成21事業年度】
（１）大学改革推進経費を，「教育プロジェクト経費」として，ＧＰシーズ発掘や， （１）業務改善等検討委員会において，事務組織検討体制の見直しを行うととも

過去に競争的資金として不採択になったものの本学の教育改革に必要不可欠な に今後の事務組織の再編・合理化を図るため各課等が抱える課題等について
事業等の12事業に対し配分するとともに，「研究プロジェクト経費」として， 整理した。
今後の概算要求につなげるため学内重点プロジェクト事業の３プロジェクト （２）各理事室の室員として参画した部課長は，教員と協働して，それぞれの立
（継続事業）に対し，平成20年度と同額の配分を行った。また，研究プロジェ 場で専門性を発揮し，業務運営の効率化を行った。
クト経費に，新たに「研究シーズ支援経費」を設け，３件の事業に配分した。 （３）４月に「事務センター」を設置し，再雇用した事務系職員を業務の能率的

（２）中期計画実行経費を，平成20年度の実施状況及び平成21年度の事業計画等に 運営の観点から学生支援や研究協力部門などに重点的に配置した。
関するヒアリング評価に基づき各学部に配分し，中期計画に沿った各学部の取 （４）４月に創設した契約職員制度を活用して，医療事務部門，女性研究者支援
組を推進した。 室，産学官連携部門等に次のとおり事務職員を重点配置した。

◇医学部患者サービス課に医療事務職員を８人
（２）重点的な人員配置 ◇女性研究者支援室に契約コーディネーターを３人
【平成16～20事業年度】 ◇産学官連携推進機構及び国際貢献推進室に契約コーディネーターを各２人
（１）戦略的かつ柔軟な人員配置のため，学長裁量（運用定員経費）による「教員 ◇競争的資金獲得業務等の特定な事項を処理する事務局参事を２人

運用仮定定員」枠（18人）を設け，教育研究の発展充実のため，高等教育開発
センター，海洋エネルギー研究センター，留学生センター等に重点的な教員配 （２）業務運営の合理化に向けた取組
置を行った。 【平成16～20事業年度】

（２）「学長管理定数」枠を設け，任期を定めて雇用する教員及び特別研究員をア （１）平成16年度に「派遣雇用及び外部委託に関する指針」を策定し，知的財産
ドミッションセンター，キャリアセンター，低平地研究センター及び有明海総 関係業務，決算業務，労務関係コンサルタント業務などを外注化した。これ
合研究プロジェクト等に６人配置した。 により確保した人的資源により，環境安全衛生管理室に事務・技術職員２人

【平成21事業年度】 を配置した。
（１）戦略的かつ柔軟な人員配置のため，学長裁量（運用定員経費）による「教員 （２）「事務系職員提案制度」により寄せられた提案を課長補佐連絡会で検討し，

運用仮定定員」枠（18人）枠により，引き続き高等教育開発センター，海洋エ ４件の業務改善に反映した。
ネルギー研究センター，地域学歴史文化研究センター等に重点的に教員配置を （３）事務の効率化及び学生支援・学生サービスの充実のため，証明書自動発行
行った。 機を計４台設置し，交付時間を短縮した。また，学生センター職員の勤務時

（２）「学長管理定数」枠により，任期を定めて雇用する教員を文化教育学部，工 間割振りを工夫し，昼休みや授業終了後の学生対応窓口業務の充実を行った。
学系研究科，農学部等に５人，任期を定めて雇用する特別研究員を理工学部， （４）平成19年度に，業務改善等検討会議において前年度までの業務改善に関す
医学部，産学官連携推進機構等に６人配置するなど，大学の戦略的運営の観点 る取組を検証し，「事務組織体制の在り方と業務改善の方針について（報告）」
から部局等へ教育研究の人材を重点的に配置した。 を取りまとめ，業務改善実施計画40件を策定し，実施した。また，「１課１

改善」の取組を行い，職員の業務改善に対する意識向上とともに，取組期間
３．業務運営の効率化を図っているか。 内に複写機使用料金約143万円などの節減効果をあげた。

（５）平成20年度には，外部の経営コンサルタントによる業務効率化のためのコ
○事務組織の再編・合理化等，業務運営の合理化に向けた取組実績 ンサルティングを行い，学生センター窓口対応の向上，授業料等の窓口収納

業務の効率化，看護師等の勤怠管理業務の簡素化など，業務改善を進めた。
（１）事務組織の再編・合理化等に関する取組 【平成21事業年度】
【平成16～20事業年度】 （１）中期計画及び年度計画の進捗管理，報告書作成等の作業効率化を図るため
（１）事務組織再編検討ワーキンググループを設置し，人員の適正化及び再配置， にウェブ上で業務を行うことができる「中期目標・中期計画進捗管理システ

組織機構の見直しと役職員ポストの削減，外部委託の積極的推進，部課長等の ム」を導入し，平成21年度年度計画実績報告書作成において試行を行うなど，
登用方法などについて改革の方向をまとめ，部・課の統合再編を行った。 平成22年度からの本格稼働に向けて準備を整えた。

（２）平成19年度に業務改善等検討会議を立ち上げ，「係体制」の廃止による業務 （２）平成20年度に外部コンサルタントを導入して策定した「学生センターにお
組織フラット化，「課長補佐」の廃止による「副課長」・「専門職」ポスト新設 ける学生のための窓口対応の向上」，「授業料等の窓口収納業務の効率化」及
等の事務組織の整備計画をまとめ，平成20年度から実施した。また，部課長を び「看護師等の勤怠管理業務の簡素化」等の改善計画を進めるとともに，進
学長室及び理事室の構成員として参画させ，教員と協働して企画立案を行うな 捗状況を事務連絡会議において検証した。
ど，専門性を発揮する体制を整えた。
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○各種会議・全学的委員会等の見直し，管理運営システムのスリム化・効率化等， （５）平成20年度に佐賀大学顧問（２人）を新たに置き，その意見を大学運営に
管理運営の効率化に向けた取組実績 活用した。

【平成16～20事業年度】 【平成21事業年度】
（１）教育研究評議会の下に「中・長期教育研究検討部会」，「人事部会」，「研究 （１）平成20年度に締結した佐賀県における産学官包括連携協定に係る各機関と

推進部会」を設置し，中期目標・中期計画を推進した。 のトップ放談会を実施し，有明海のワイズユースに関する教育研究事業の研
（２）全学委員会の整理を行い，半数以上の委員会で事務職員が参加する体制とし 究成果の有効活用等，協定の事業の推進について意見交換を行った。

た。委員会の長は理事・副学長が務め，審議時間を90分以内として効率的に委 （２）報道機関との懇談会，学生懇談会，広報誌及びメール等で寄せられた意見，
員会を運営した。 要望を集約し，以下の措置を講じた。

（３）平成20年度から「中・長期教育研究検討部会」，「文系総合計画検討委員会」， ◇医学部附属病院においては，患者からの要望を反映し，洋式トイレへの改
「大学院総合研究科設置検討委員会」を廃止して，教育研究評議会の下に「教 修を行った。
育改革推進部会」を設けて機能統合した。 ◇社会へ貢献している学生を取り上げてほしいという意見に対して，障がい

（４）ペーパーレス会議システムとテレビ会議システムとを連動して稼働させ，コ のある方々を支援しているボランティアサークル，商店街活性化に取り組
ストの削減及び会議の効率化を進めた。 んでいるグループを広報誌において紹介するなど広報活動に反映させた。

【平成21事業年度】 ◇研究成果の情報発信が不十分との指摘を受け，広報室は，研究成果の広報
（１）喫緊に取り組むべき重要事項について，必要な措置等を講じ検討する「拡大 について，研究協力課と連携を強化することとした。

役員懇談会」を設置し，大学運営の改善の迅速化に取り組んだ。
（２）「中期目標・中期計画実施本部」を置き，中期目標・中期計画を組織的・効 ○経営協議会の審議状況・運営への活用状況及び関連する情報の公表状況

率的に実施する体制を整備した。 【平成16～20事業年度】
（３）研究戦略の企画立案など組織的な研究活動を推進するために総合研究戦略会 （１）経営協議会を概ね隔月に開催し，経営に関する審議を通して外部委員に運

議を設置した。 営上の意見を求めた。平成18年度には，教育研究現場の取組についての理解
を深めるため，中期目標・計画の取組状況等を各部局から説明し，大学の運

４．収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。 営に対する自由な意見交換を行った。
（２）経営協議会の意見をもとに，危機管理体制の確立の一環としての災害対策

○学士・修士・博士・専門職学位課程ごとに収容定員の90％以上を充足させている マニュアルの整備，附属病院の人件費不足に対する学長経費の重点配分，産
か 学官連携推進機構の設置，定例記者会見の開催，附属学校の抽選による入学

【平成16～20事業年度】 制度の廃止等を行った。
（１）学士・修士・博士前期課程のいずれにおいても，収容定員を90%以上充足し （３）平成19年度は，外部委員から「佐賀大学中長期ビジョン」（案）に対する

ている。 意見を聴取し，ビジョンに反映させた。また，大学の広報の在り方に関する
（２）博士及び博士後期課程は，平成16年度に充足率が85％以下であったが，平成 意見を受け，大学のＰＲ活動の充実に活用した。

17年度以降は教育研究体制の充実等により90%以上の充足に改善した。 （４）平成20年度は，法令上の審議事項に加え，本学が提案した特定事項（入試
【平成21事業年度】 結果と今後の課題，佐賀県における産学官包括連携協定，研究成果の情報発
（１）学士・修士・博士課程のいずれにおいても，収容定員を90%以上充足させて 信）について意見交換を行い，研究情報発信の方法として「佐賀大学研究室

いる。 訪問記2009 」（平成21年３月）の発行に結びついた。
【平成21事業年度】

５．外部有識者の積極的活用を行っているか。 （１）経営協議会の外部委員の意見を大学運営の改善に積極的に活用するために，
審議事項や報告事項以外に，「求められる人材について（全学教育機構の在

○外部有識者の活用状況 り方）」及び「佐賀大学に期待する社会貢献について（佐賀県における６者
【平成16～20事業年度】 間の産学官包括連携協定を中心にして）」など，特定のテーマを掲げ，大学
（１）経営協議会の外部委員や地元報道機関との懇談会などで出された意見を，危 の運営の改善等について建設的な意見をいただく場を設定した。

機管理，学長経費の運用，広報活動など大学運営の改善に役立てた。 学外委員の意見により，地元企業と連携して製品化したＬＥＤ照明を本庄
（２）広報室の外部アドバイザーとして学校長・企業役員などの学識者を委嘱して キャンパスの街灯に使用し，環境及び安全に配慮したキャンパスづくりに活

社会から幅広く意見が得られる体制とし，広報活動に活かした。 用した。
（３）産学官連携推進機構に企業ＯＢや弁理士を客員教授（技術移転業務担当）と （２）経営協議会の審議状況等は，10月からホームページ上で外部に公表した。

して配置し，就職相談室では，企業ＯＢを相談役として活用した。 （３）役員会，教育研究評議会の審議状況等も外部へ公表した。
（４）平成19年10月から前経営協議会外部委員（女性）を非常勤理事に登用し，地

域における情報発信並びに本学における男女共同参画推進プロジェクトチーム
の責任者として尽力を得た。
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６．監査機能の充実が図られているか。 ７．男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。

○内部監査，監事監査，会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況 ○男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定，男女共同参画推進の
【平成16～20事業年度】 ための組織の設置等，学内での男女共同参画推進に向けた取組状況
（１）監査室を設置し，内部監査の実施とともに，監事監査を支援する体制を整え 【平成16～20事業年度】

た。監査室は，３人の専任事務職員で構成し，学長直属組織とすることで独立 （１）男女共同参画推進準備委員会を設置した（平成21年３月）。
性を担保した。 （２）平成20年度は，男女共同参画推進に関するフォーラムや全学アンケートを

（２）年度ごとに内部監査，監事監査及び会計監査計画を作成し，全部局に対し定 行い，意識向上に取り組んだ。
期監査（業務監査及び会計監査）及び臨時監査を，書面監査及び実地監査等に 【平成21事業年度】
より実施し，監査結果を学長に報告した。また，会計監査人と連携・協力して （１）佐賀大学男女共同参画宣言及び基本方針を策定し，公表した。
効率的な監査を実施した。 （２）平成21年度文部科学省科学技術振興調整費（女性研究者支援モデル育成事

（３）毎年度の監事及び監査室からの提言・意見等の監査結果は，以下のような運 業）に採択された女性研究者支援モデル育成「三世代サポート型佐大女性研
営改善に活用・反映した。 究者支援」事業として，「かささぎサポート・ラボ（女性研究者支援室）」を

◇旧外国人教師公舎を改修保存し，歴史的所蔵物展示や地域学歴史文化研究 設置した。また，研究者育成支援事業（キャリア支援部門）と研究者支援事
センターとして活用（平成16年度監査結果） 業（育児支援部門，介護支援部門）に専門スタッフ（コーディネーター）を

◇附属病院における臨床試験に係る受託研究契約締結の職務権限を医学部附 配置し，各部門の支援事業を推進した。
属病院長に委任（平成17年度監査結果）

◇本庄地区構内駐車場整理業務等を改善（平成18年度監査結果） ○女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況
◇寄宿料等の口座振替処理移行により事務効率，事故防止を改善（平成18年 【平成16～20事業年度】

度監査） （１）「国立大学法人佐賀大学教員人事の方針」（平成16年４月）に，「女性教員
◇個人情報管理体制を明確化（平成19年度監査結果） の積極的な雇用を図る」と規定し，取組を推進した。
◇複写機の契約事務を効率化（平成19年度監査結果） （２）「課長級及び補佐の昇任基準及び候補者選考要領」に「女性職員の積極的

【平成21事業年度】 登用に配慮する」と規定し，これに沿って女性職員の登用を行った。
（１）監査室業務の見直しを行い，財務課（平成20年度まで）で行っていた会計監 【平成21事業年度】

査人候補者の選考に関する業務，会計監査人監査の窓口，連絡調整業務及び会 （１）女性教員の積極的な雇用を図ることを規定した「国立大学法人佐賀大学教
計監査人の監査結果に対する対応状況の取りまとめ等の業務を監査室に集約 員人事の方針」を踏まえ，各学部の教員選考規程に従って教員人事を行い，
し，監査機能の連携強化を図った。 女性教員の比率向上に努めた。その成果，平成21年度末の女性教員は14.3％

◇平成21年度監事監査計画及び内部監査計画を策定し，会計監査人と連携・ で，法人化前と比較して1.4％の増となった。
協力して効率的な監査を実施し，その監査結果を取りまとめて学長に報告
した。 ○仕事と育児等の両立を支援し，女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた取

◇監事，会計監査人及び監査室において，情報共有のための連絡会を実施し 組状況
た。 【平成16～20事業年度】

（２）平成20年度内部監査の結果に対する担当部局等の対応及び検討状況について （１）医学部敷地内に「こどもの杜保育園」を開設（平成20年４月）し，０歳児
フォローアップ及び会議等での報告を行い，次のような業務運営の改善を行っ からの保育，午後10時までの延長夜間保育にも対応した園児受入れを行う等，
た。 女性教職員を支援する取組を行った。

◇学生に対する旅費の取り扱いについて，支給要件や手続き等を整理し，統 （２）女性研究者の研究環境整備を目的として，平成21年度文部科学省科学技術
一的な取扱要項を制定したことにより，学生の研究活動の活性化を図った。 振興調整費「女性研究者支援モデル育成事業」に申請した。

◇「リサイクルファシリティー（再活用室）」の利活用推進に関して，再活 【平成21事業年度】
用室要項を制定し，ポスターやホームページ上で学内に周知し，再利用物 （１）引き続き，医学部敷地内の「こどもの杜保育園」では，延長夜間保育に対
品の利活用を推進した。 応するなど，女性教職員を支援した。

◇附属図書館における図書及びスペースの有効活用のために，図書の除籍に （２）「かささぎサポート・ラボ（女性研究者支援室）」を設置し，以下のような
関するスケジュールを定め，図書等の除籍を継続的に実施し，図書の保存 取組を実施した。
スペースを確保するとともに，学生・教職員及び市民による図書館利用の ◇キャリア支援部門では，学童期の子供を持つ６人の女性研究者に対して研
促進を図った。 究補助員を派遣するなど，研究活動継続の支援を行った。

（３）平成20年度監事監査意見を反映して，拡大役員懇談会など，大学運営に関わ ◇育児支援部門では，医学部附属病院と連携して病児保育を開始し，育児支
る会議に監事が参加する体制とした。 援の環境整備を行った。

◇介護支援部門では，介護支援の実態調査のために介護予防講座を実施した。
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８．教育研究組織の柔軟かつ機動的な編制・見直し等が行われているか。 ９．法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか。

○教育研究組織の活性化に向けた検討の機会が設けられているか。 ○法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況
【平成16～20事業年度】 【平成16～20事業年度】
（１）佐賀大学憲章を踏まえて，佐賀大学の将来ビジョンの素案を総合企画室にお （１）学長のリーダーシップの下，戦略的な学術研究活動推進として，「有明海

いて検討し，さらに，本学の目指すべき教育改革の方向性や教育研究組織の在 総合研究」（平成16年度学長経費）を発展させ，平成17年度概算要求により
り方について大学運営連絡会を中心に検討を進め，第２期中期目標期間におけ 「有明海総合研究プロジェクト」を立ち上げた。また，「文系基礎学研究プ
る大学改革の指針ともなる「佐賀大学中長期ビジョン（2008-2015）」を平成2 ロジェクト」（平成16・17年度学長経費）を発展させ，「地域学歴史文化研究
0年１月に作成した。 センター」を平成18年度に設置し，「地域学（佐賀学）」の研究を開始した。

（２）「佐賀大学中長期ビジョン」に沿って，教育課程の再編や新しい教育研究運 （２）教育研究評議会の研究推進部会は，「廃棄物の再利用」，「医食同源」，「ア
営体制の検討を行うため，教育研究評議会の下に教育改革推進部会を設置し， ジア社会」，「災害弱者」，「先端医療福祉」，「佐賀学創成」及び「佐賀県の機
ビジョンに掲げる本学独自の新しい教養教育実施に向けた全学教育機構（仮称） 能性農作物」などの研究プロジェクトを毎年４件程度選定し，学長経費（研
の創設及び新しい教養教育システムを学士課程教育に組み入れるための検討を 究プロジェクト経費等）により組織的な研究を推進した。
進めた。 （３）平成20年度は，学長経費（学長管理定数経費）により任期付き特別研究員

（３）各学部に将来構想を検討する委員会等を設置して，平成19年度に各学部・研 ２人を特定の研究センター及び研究プロジェクトに配置して研究活動を推進
究科の将来構想をまとめ，それを具現化するための計画案を策定した。 した。

（４）中・長期教育研究検討部会及び大学院総合研究科設置検討委員会での議論を 【平成21事業年度】
踏まえて，医文理融合型の教育研究分野について研究科長懇談会において検討 （１）総合研究戦略会議が定めた研究戦略の基本方針に基づき，研究センターと
し，工学系研究科博士後期課程及び医学系研究科博士課程に文系教員が参画す 研究プロジェクトを統合し，新たな研究センターである低平地沿岸海域研究
ることにより融合分野の教育・研究指導体制を整えた。 センターの平成22年度設置を決定した。

また，有明海総合研究プロジェクトの設置，地域学歴史文化研究センターの （２）学術研究活動推進のため任期を定めて雇用する特別研究員を理工学部，医
新設など，地域・環境分野の研究体制を整えた。 学部，産学官連携推進機構等に６人配置した。

（５）教育研究評議会研究推進部会において，学内共同教育研究施設の点検評価に
基づいて，時限や再編・統合に関する基本案「全国共同利用施設及び学内共同 ○全国共同利用に必要な学内体制整備や資源配分の状況
教育研究施設等の将来について」を策定し，これを基に，学内の８研究センタ 【平成16～20事業年度】
ー等について見直しの時限を設定した。 （１）平成18年度から海洋エネルギー研究センターに学長経費による教員を含め，

また，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーについては，機能の一部を産学 専任教員10人及び併任教員９人を配置し，学長経費の重点配分を行い，全国
官連携推進機構へ継承することとし，平成20年度末に廃止した。 共同利用に向けて体制を強化した。

【平成21事業年度】 （２）平成19年度から全国共同利用機能を有する施設となり，学長経費の重点配
（１）教育研究評議会教育改革推進部会において，各学部，研究科の志願状況，就 分を行った。

職状況及び定員充足等のデータの分析を行い，本学の入学定員のあり方につい （３）平成20年度は，全国共同利用機能強化の観点から，共同利用・共同研究拠
て検討を行った。その結果，工学系研究科及び農学研究科の改組に伴い，平成 点化することとし，拠点申請手続きを行うとともに，研究支援体制を充実さ
22年度に工学系研究科博士前期課程（△２），博士後期課程（△６）及び農学 せるため，新たに非常勤研究員３人及び研究支援推進員１人を配置した。ま
研究科（△10）の入学定員を見直すことを決定した。 た，研究支援のための人件費は一般運営経費と別枠とし，学長経費の重点配

（２）本学の研究全般を把握し，重点研究のあり方の検討，研究戦略の企画立案な 分を行った。
ど組織的に研究活動を推進することを目的とした総合研究戦略会議を平成21年 【平成21事業年度】
９月に設置した。 （１）平成21年度に共同利用・共同研究拠点として認定された海洋エネルギー研

また，会議に，学術研究活動の現状及び研究戦略等について第３者的立場か 究センターにおける研究支援体制を充実させるため，非常勤研究員を５人に
らの助言・提案を受けるアドバイザリー・ボードを置き，各界有識者より広く 増員し，特別教育研究経費48,600千円に，学内措置4,500千円を増額して当初
意見を取り入れることとした。 配分を行うなど，重点的に支援した。

（３）総合研究戦略会議において，低平地研究センターと有明海総合研究プロジェ
クトを統合し，低平地と沿岸海域の持続的発展を総合的かつ先導的に研究・教
育し，知の拠点を担う組織として，特に，佐賀平野や有明海という特異なフィ
ールドを生かして蓄積している実績を基に研究・教育活動を推進する「低平地
沿岸海域研究センター」を平成22年度に設置することを決定した。
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10.従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 ◇文化教育学部の学校教育課程は，今後の教員需要の動向等を踏まえて，３年
後程度を目途に，入学定員の見直しを行う。これを踏まえて，他の課程につ

○具体的指摘事項に関する対応状況 いては，社会的ニーズ等を勘案しつつ，教育組織等の見直しを行う。
◇経済学部は，課程ごとに初年次から４年次までの体系的教育カリキュラムを

（１）平成17年度評価結果 編成し，同時に３課程の科目を融合的に学べるカリキュラムを整備するため，
①「中期目標・中期計画達成に向け，人事評価システムの本格実施及び処遇への反 現在の２課程４コースを３課程に再編成する。

映に関するスケジュール設定が求められる。」という指摘に関しては， ◇医学部は，平成21年度以降の入学定員増（計11人）に対応した教育実施体制
【平成16～20事業年度】 ・教育環境等の整備を学年進行に合わせて進めていくとともに，佐賀大学の
（１）教員については，「佐賀大学教員人事システムの概要」及び「佐賀大学教員 「学士力」に沿った全学教育システムの構築の過程で，医療職者にとって必

人事評価試行実施要項」を制定し，また，事務職員及び技術職員については「人 要な教養を身につける教育カリキュラムの整備を重点的に行う。
事評価実施要項（試行）」により，それぞれ平成19年度に試行を行った。 ◇工学系研究科は，医文理融合を実現する専攻を新設するとともに，教員組織

（２）平成20年度に，教員・事務職員・技術職員等の職種ごとの「人事評価実施要 を大学院に移行し大学院教育の実質化を行う改組を平成22年４月に実施する。
項」に従い，全ての教職員を対象に人事評価を本格実施した。評価結果は，12 ◇農学研究科は，２専攻を１専攻５コースに再編し，経済学研究科と連携して，
月期の勤勉手当及び平成21年１月の査定昇給に反映させ，評価結果を給与に反 高度な農業技術と経営能力を有する人材の養成を目的とする農業技術経営管
映する人事評価システムを確立した。 理学（農業版ＭＯＴ）コースを副コースとして有する修士課程を，平成22年

【平成21事業年度】 ４月から開設する。
（１）引き続き，「教員人事評価実施要項」，「一般職員人事評価実施要項」及び「教

室系技術職員人事評価実施要項」に基づき，教員・一般職員・技術職員などの （２）平成18年度評価結果
全ての教職員を対象に人事評価を実施した。評価結果は，６・12月期の勤勉手 ①「毎年度の部局評価及び個人評価を活用するための指針並びに自己点検評価結
当及び平成22年１月１日の査定昇給に反映させた。 果を大学全体の改善に反映するシステムを策定する事について，十分な取組が

なされていないことから早急な対応が求められる。」という指摘に関しては，
②「全学的な長期計画との調整の下に，各学部の将来構想案を策定することとして 【平成16～20事業年度】

いたが，検討にとどまっていることから，早急な取組が求められる。」という指 （１）平成19年度に「評価結果の活用に関する指針」及び「評価結果の活用に関
摘に関しては， する要項」を定め，部局等及び個人の活動状況を役員会が検証し，検証結果

【平成16～20事業年度】 をもとに改善の勧告やインセンティブの付与を行うことにより本学全体の改
（１）佐賀大学憲章を踏まえた本学の目指すべき方向性とその方策を示した「佐賀 善並びに目的・目標の達成につなげる一連の仕組みを構築した。

大学中長期ビジョン」の検討と同時並行して各学部の将来構想についても検討 （２）上記に基づき，平成20年度に，役員会が部局等の諸活動について評価を実
し，平成20年１月に「佐賀大学中長期ビジョン」を策定するとともに，各学部 施し，「改善を要する事項」についての改善措置と結果の報告を各部局等に
の将来構想を策定した。 指示した。これにより，科学研究費申請件数の増加へ向けた改善策の実施，

（２）各学部・研究科において，「学部等の将来構想」を基に，以下のような計画 特に優れた取組を行った２部局に対するインセンティブ経費付与，個人評価
原案を策定した。 結果に基づく優秀科学技術研究賞及び社会文化賞の付与を行い，評価結果を
◇文化教育学部・教育学研究科：新しい教員養成システムの構想案に基づく学 改善に反映するシステムを軌道に乗せた。

士課程と修士課程の連続性を持ったカリキュラム構築 【平成21事業年度】
◇経済学部：体系的教育カリキュラムの編成と２課程４コースの３課程への再 （１）役員会は，評価結果の活用に関する指針及び要項に基づき，平成20年度に

編成 部局等に指示した教育研究活動等に係る改善状況について部局評価を実施し，
◇医学部：卒後臨床研修センターの臨床研修医をはじめコ・メディカルを含む 結果をフィードバックした。また，取組の不十分な部局等に対しては，改善

医療人養成のための総合的な研修センターへの充実と「新卒後臨床研修セン 計画を立てて取組を強化するよう指示した。
ター（仮称）」の建築 （２）特に優れた取組(３部局等)に対してインセンティブ経費を配分した。

◇工学系研究科：医工学の分野を含むコース及び社会科学系の分野を含むコー （３）個人評価の結果に基づき，優秀科学技術研究賞（１人）を付与し，研究活
スを備えた学際的専攻などの医文理融合型を含む課程への改組 動の活性化を促した。

◇農学研究科：経済学研究科との連携により，経営学を学ぶことのできるプロ （４）科学研究費補助金の獲得を促すため，「研究補助金制度」に20,000千円を
グラム（農業版ＭＯＴ）を特色とする修士課程への改組 措置し，科学研究費補助金を申請してＡ判定を受けた者46人に配分した。

【平成21事業年度】
各学部・研究科は，平成19年度にまとめた「学部の将来構想」を基に構想を具現

化するための検討を進め，以下のような計画を含む将来構想の具現化計画を策定し
た。
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

②「文系総合計画検討委員会は，４つの課題（教員養成改革，国際系学部等設置， ③「学内共同教育研究施設，学部附属教育・研究センターの点検評価を行い教員
文系センター再編，文系大学院設置）について， 配置，設置時限も含めた再編・統合の基本案を策定することについて，十分な

・既存の組織と連携しながら，それぞれの組織改革構想を総合的に検討し， 取組がなされていないことから早急な対応が求められる。」という指摘に関し
策定することについて，十分な取組がなされていない。 ては，

・文系の改組の観点から，総合的な構想案を策定することについて，十分な取 【平成16～20事業年度】
組がなされていない。 （１）平成19年度，教育研究評議会研究推進部会において，学内共同教育研究施

ことから早急な対応が求められる。」という指摘に関しては， 設の点検評価に基づいて，時限や再編・統合に関する基本案「全国共同利用
【平成16～20事業年度】 施設及び学内共同教育研究施設等の将来について」を策定し，これを基に，

平成20年１月に策定した本学の将来構想「佐賀大学中長期ビジョン」で定めた人 学内の８研究センター等について見直しの時限を設定した。
文・社会科学系分野における組織改革の方向に沿って，同時にまとめた「学部等の （２）学内共同教育研究施設の時限の設定や再編・統合の基本案に基づいて，時
将来構想」を基に，以下の取組を進めた。 限に達したベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）の機能の一部を
（１）より実践的な高度専門職業人の養成機能を有する新しい教員養成システムの 産学官連携推進機構が継承することとし，平成20年度末にＶＢＬを廃止した。

構想案を策定し，文化教育学部・教育学研究科における学士課程と修士課程の また，全国共同利用施設である海洋エネルギー研究センターを，共同利用・
連続性を持ったカリキュラム構築の計画の策定と平成21年度からの実施準備を 共同研究拠点化することとし，拠点申請手続きを行った。
進めた。 【平成21事業年度】

（２）高い専門性を備えた人材を育成する教育課程を編成することを目指し，人文 （１）総合研究戦略会議の方針に基づき，低平地研究センターと時限を迎えた有
社会系大学院（修士）の設置に向けた構想の策定を進めた。 明総合研究プロジェクトを統合し，新たに「低平地沿岸海域センター」を設

（３）専門職大学院（経営大学院）については，農学研究科が，経済学研究科と連 置して，平成22年４月からスタートすることを決定した。
携し，経営学を学ぶことのできるプログラム（農業版ＭＯＴ）を特色とする修 （２）平成20年度に廃止したベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）の
士課程への改組を検討し，平成22年度開設を目指して準備を進めた。 ベンチャー企業創出・支援機能及び施設を産学官連携推進機構が継承し，ベ

（４）文系の新たな学問体系としての「地域学（佐賀学）」を創出するため，平成 ンチャー・ビジネス理論教育を経済学研究科が継承した。
18年度に設置した地域学歴史文化研究センターにおける教育を担当する専任教 （３）海洋エネルギー研究センターは，共同利用・共同研究拠点として承認され
授を配置するとともに，同センター教員による地域歴史文化学分野の授業科目 た。
を新設するなど，同センターを中心として文系の教育・研究機能を充実した。

【平成21事業年度】
（１）高度専門職業人の養成のため，学士課程と修士課程の連続性を強化し，発達

障害と心身症・不登校への支援力の養成を目指した学部と大学院連携による臨
床教育実習を，学士課程では臨床教育実習Ⅰ・Ⅱ及び臨床教育演習として，修
士課程では教育実践フィールド研究（大学院教育実習，臨床教育実習Ⅰ・Ⅱ）
として単位化し，実施した。また，教員養成システム改革の一環として，学士
課程で試行していた高度教育実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを平成21年度入学生から教育実践
フィールド演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲとして，各２単位必修化し，小学校教育実習（５単
位）との連携を強化した。

（２）教育学研究科と経済学研究科は，人文社会系大学院検討委員会を設置し，中
長期ビジョン「人文・社会科学系分野では，グローバル化した社会の多様な課
題に実践的に対応しうる高い専門性を備えた人材を育成する教育課程を編成す
る。」の方向性に沿って，両研究科が相互に履修科目の提供および研究指導を
行うことにより，効果的・実質的な人文・社会系の大学院修士教育を実施する
覚書を締結した。

（３）農学研究科は，２専攻を１専攻５コースに再編し，経済学研究科と連携して，
高度な農業技術と経営能力を有する人材の養成を目的とする農業技術経営管理
学（農業版ＭＯＴ）コースを副コースとして有する修士課程を，平成22年４月
から開設するための準備を整えた。
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佐賀大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善
① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中 1)経営課題を克服する新たな戦略的体制を組織し，積極的に外部資金，施設使用料，特許料等多様な収入の方策を検討し，自己収入の増加に努める。
期
目 2)各事業年度の計画的な収支計画を作成し，当該収支計画による運営に努める。
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【221】科学研究費補助金の重 （平成20年度の実施状況概略）

要性の周知と，申請件数の増 科学研究費補助金の獲得を促すため，引き続き「研究補助金制度」に20,000
加を図り，採択件数・採択額 千円を措置し，科学研究費補助金を申請してＡ判定を受けた者44人に配分した
の増大に努める。 結果，このうち平成21年度に12件が採択（内定）された。

また，申請件数・採択件数・採択額の増大を図るため，「競争的資金対策室」
による説明会の開催，申請者に対する申請書の記載指導などを行った結果，前
年度と比較して，平成20年度に新規申請した件数は15件増の523件，継続申請
を含めて610件，平成21年度の採択（内定）件数は１件増の161件，採択額は9,
548千円増の333,940千円となった。

【221-01】継続して，科学研究費補助金 （平成21年度の実施状況）

の申請件数の増加を図り，採択件数・採 【221-01】科学研究費補助金の獲得を促すため，引き続き「研究補助金制度」
択額の増大に努める。 に20,000千円を措置し，科学研究費補助金を申請してＡ判定を受けた者46人に

配分した結果，このうち平成22年度に14件が採択（内定）された。
Ⅲ Ⅲ また，申請件数・採択件数・採択額の増大を図るため，「競争的資金対策室」

による説明会の開催，申請者に対する申請書の記載指導などを行った結果，前
年度と比較して，平成21年度に申請した件数は新規493件，継続申請を含めて6
18件で８件増，平成22年度の採択（内定）件数は30件増の191件，採択額は3,5
11千円増の337,451千円となった。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【222】提案公募型の受託研究 （平成20年度の実施状況概略）

に積極的に応募し，増収を図 競争的資金対策室は，引き続き「競争的資金対策室公募情報」として，提案
る。 公募型の受託研究の公募の内容，リンク先等の概要47件を学内の研究者にメー

ル配信し，積極的応募を促した。
法人化前と比較して採択件数で23％増，受入額は53％増加となった。

【222-01】継続して，競争的資金対策室 （平成21年度の実施状況）

を中心に提案公募型の受託研究の応募の 【222-01】競争的資金対策室は，引き続き「競争的資金対策室公募情報」とし
ための情報の周知を徹底し，研究費の獲 て，提案公募型の受託研究の公募の内容，リンク先等の概要35件を学内の研究
得に努める。 者にメール配信し，積極的応募を促した。

Ⅲ Ⅲ また，昨年８月に制定した「教育・研究推進のための競争的資金申請手続等
に関する申合せ」に基づき，教育及び研究シーズを育成・支援するため成果等
の高い評価を受けたシーズ等についてヒアリング・精査等を実施し，公募型外
部資金の獲得に努めた。

法人化前と比較して，採択件数で34％増，受入額は85％増加となった。

【223】地方財政再建促進特別 （平成20年度の実施状況概略）

措置法施行令の改正を機に， 寄附金の受入状況を引き続き教授会等で報告し，教員の自助努力を促した。
寄附金の受け入れ増に努め， 法人化前と比較して受入件数で18.7％増，受入額は54.4％増加した。
教員の自助努力を促す。

【223-01】寄附金の受け入れ増に努め， （平成21年度の実施状況）

教員の自助努力を促す。 Ⅲ Ⅲ 【223-01】研究推進部会が中心となって各学部，各研究センターの教員に対す
る寄付金受け入れ増のための自助努力を促した結果，対前年度比は２件増，法
人化前と比較して受入件数で20.2％増，受入額は23.0％増加となった。

【224】外部資金の増収目標を， （平成20年度の実施状況概略）

2003（平成15）年度を基準と 競争的資金対策室は，教育・研究シーズを育成・支援するための「佐賀大学
して20％増とする。 における教育・研究推進のための競争的資金申請手続等に関する申合せ」を定

め，シーズの発掘，選定，財政的支援を通して獲得見込みがある事業を競争的
資金に応募する外部資金獲得の一連の仕組みを構築して増収を図った。

その結果，平成20年度に，ＧＰ４件，科学技術振興調整費１件が採択された。
また，平成21年度科学技術総合推進費補助金に２件申請した。

法人化前と比較して，件数は 18.9％増，受入額は55.7％増加となった。

【224-01】継続して，競争的資金対策室 （平成21年度の実施状況）

を中心に外部資金獲得に向けた戦略的な 【224-01】競争的資金対策室は，教育・研究シーズを育成・支援するための「佐
取組を進め，外部資金の増収を図る。 Ⅲ Ⅲ 賀大学における教育・研究推進のための競争的資金申請手続等に関する申合

せ」に基づき，シーズの発掘，選定，財政的支援を通して獲得見込みがある事
業を競争的資金に応募し，増収を図った。

その結果，平成21年度に，ＧＰ１件，科学技術総合推進費補助金１件が採択
された。

法人化前と比較して，採択件数で22.0％増，受入額は60.3％増加となった。

ウェイト小計



- 42 -

佐賀大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善
② 経費の抑制に関する目標

中
期 1)行政コストの効率化を踏まえ，固定的経費の抑制を図る。
目
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【225】エネルギー資源の節約， （平成20年度の実施状況概略）

刊行物購入等の総点検などに 部局等から収集した経費削減の取組及びその効果について検証し，エアコン
より，固定経費と経常経費を の交互運転の徹底，昼休み中の室内の消灯及び人感知センサーによる廊下照明
削減する。 のオン・オフなどの事例をフィードバックし，全学で経費削減に取り組んだ。

【225-01】経費節減効果の高い取組事例 （平成21年度の実施状況）

を全学で共有し，引き続き経費削減に向 【225-01】経費削減効果の高い取組事例を各部局にフィードバックし，その実
けた取組を進める。 施状況を一覧表にまとめた。

Ⅲ Ⅲ また，取組の効果等の分析結果及び他大学等における取組事例を全学に情報
提供し，経費削減に取り組んだ。

上記の取組の結果，印刷費等が前年度と比較して約730万円の削減となった。

ウェイト小計
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佐賀大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善
③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中
期 1)経営課題を克服する新組織を立ち上げ，保有する資産（土地，施設・設備等）の有効活用の方策を検討し，効果的・効率的な資産運用を図る。
目
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【226】経営を担当する新組織 （平成20年度の実施状況概略）

が，保有資産の効率的利活用 部局等から収集した「保有資産の効率的利活用に向けた運用計画」に基づく
を図るための具体的な運用計 利活用について検証し，
画を策定する。 ・役職員宿舎の一部について入居要件を緩和した結果，当該宿舎の稼働率が

前年度と比較して約5.6％上昇した。
・講義室，演習室等については，講義時間以外に学生の自学自習室として利

用するなど積極的な有効活用を図った結果，利用者数が前年度と比較して
約25%上昇した。

【226-01】「保有資産の効率的利活用に （平成21年度の実施状況）

向けた運用計画」に沿って，引き続き保 【226-01】講義室，演習室等において，講義時間以外については可能な限り学
有資産の効率的利活用を進める。 生の自学自習スペースとして活用するなど，各部局において一層の効率的利活

用を図った結果，平成19年度と比較して17%稼働率が向上した。
Ⅲ Ⅲ なお，平成20年度において前年度より稼働率が低かった産学連携推進機構の

研修室においては，さらなる効率的利活用を図った結果，前年度比約３倍と稼
働率が向上し，改善した。

また，役職員宿舎の一部について稼働率が前年度と比較して上昇したことを
受け，役職員宿舎の整備にかかる中長期的な方針等の素案を作成した。

【227】体育施設の開放推進， （平成20年度の実施状況概略）

講義室の使用の弾力化，入構 「資産の運用に係る改善策」に基づき，入構ゲート，駐車場開放案内及び貸
整理業務の効率化等により資 出し可能な施設の写真をホームページに掲載するなど改善した。
産の運用管理を改善する。 利用者アンケート調査により効果を検証した結果，「大変良くなった」又は

Ⅲ 「良くなった」との回答が全体の63％と評価されるなど，効果的な資産の運用
管理を行った。

法人化前と比較して，施設利用収入額が約21％増加した。

平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成20年度で計画達成

ウェイト小計

ウェイト総計
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

２．共通事項に係る取組状況 （３）経費の節減に向けた取組
【平成16～20事業年度】

１．財務内容の改善・充実が図られているか。 （１）光熱水料の削減など，経常経費の削減に努めるとともに，光熱水料以外に
削減可能な経費についても，部局ごとに削減目標を設定して削減に努めた。

○経費の節減，自己収入の増加，資金の運用に向けた取組状況 （２）エアコン交互運転などの削減効果の高い事例を全学にフィードバックする
など，効果的に経費削減に取り組んだ。

（１）自己収入の増加に向けた取組 （３）附属病院は，医療材料のベンチマークによる材料費の価格交渉を行い，材
【平成16～20事業年度】 料購入費を1.0％削減した。（平成20年度）
（１）知的財産の利活用を推進するため，平成16年度に知的財産管理室を，平成17 （４）随意契約を見直し，一部の契約を競争入札へ移行することにより経費削減

年度には佐賀大学ＴＬＯを設置した。また，業務効率化及びワンストップサー に努めた。
ビスを図るため，平成18年度には，これらの組織と科学技術共同開発センター 【平成21事業年度】
を統合して，「産学官連携推進機構」を設置し，知的財産の創出・管理から技 （１）平成20年度に，各部局に対しフィードバックした経費削減効果の高い取組
術移転までの体制を一本化した。 事例の採用状況を一覧表として取りまとめ，その効果等について分析し，結

（２）教育・研究・国際交流に関する全ての競争的資金の情報の集約及び学内の教 果等を部局に情報提供するなど，引き続き光熱水料などの経常経費の削減に
育・研究等のシーズの効果的・戦略的なコーディネートを行う「競争的資金対 努めた。
策室」を平成19年10月に設置し，全学的な外部資金獲得体制を整備した。 （２）他大学等における経費削減の取組事例を調査し，調査した汎用性の高い取

（３）競争的資金対策室は，様々な競争的資金の公募内容やリンク先等の概要を「 組事例について各部局に周知し，経費削減の取組を推進した。
競争的資金対策室公募情報」として学内の研究者にメール配信するとともに，
教育・研究シーズを育成・支援するための「佐賀大学における教育・研究推進
のための競争的資金申請手続等に関する申合せ」を定め，シーズの発掘，選定，
申請書記載指導，財政的支援を行うなど外部資金獲得の一連の仕組みを構築し
て増収を図った。

（４）科学研究費補助金の獲得を促すため，平成19年に「研究補助金制度」を創設
して20,000千円を措置し，「奨励研究費」として44人（平成20年度）に配分し
た。このうち，平成21年度科学研究費補助金に12件が採択（内定）された。

（５）提案公募型の受託研究への応募を支援するため，全国レベル並びに地域レベ
ルの提案公募型受託研究費に関する情報収集を行い，周知した。

（６）共同研究等による外部資金の獲得増を図るため，自治体との相互協力協定（
包括協定）の締結を促進した。

（７）附属病院収入の増加を図るためのインセンティブ付与措置として，病院収入
見合いの純利益の取り扱いについて，従来の７割還元から10割還元に拡充した。

【平成21事業年度】
（１）平成19年からの「研究補助金制度」を引き続き実施するとともに，希望者に

科学研究費補助金の申請書の査読を実施した結果，採択数が増加した。
（２）研究シーズ育成支援として，平成21年度から4,000千円を措置し，11件の応

募のうち３件を採択し一部財政支援した。

（２）資金の運用に関する取組
【平成16～20事業年度】
（１）平成16年11月に裁定した「国立大学法人佐賀大学における資金管理（運用）

について」に基づき，途中解約ができる定期預金で も高い利率を入札した金
融機関と契約するなど，資金の運用益の増加を図った。

（２）「佐賀大学基金」及び「木下記念和香奨学基金」を定期預金として運用し，
その利息の一部を留学生の奨学金として16人に支給した。

【平成21事業年度】
（１）「佐賀大学基金」及び「木下記念和香奨学基金」を定期預金として運用し，

その利息の一部を留学生の奨学金として11人に支給した。
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

○財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用状況 （５）管理職手当制度全体の見直しを行い，新たな手当制度（職務付加手当）を
【平成16～20事業年度】 導入した。結果として，管理職手当（職務付加手当分含む）が前年度比1.6
（１）各部局は，年度ごとの光熱水料等の比較情報を活用しつつ，経費削減目標の ％減となった。

達成に向けた取組を進めた。 【平成21事業年度】
（２）文部科学省から示された財務指標による分析を行い，本学の財務状況と全国 （１）総人件費改革を確実に達成し，大学の中長期ビジョンを実現するために，

平均及び本学が所属する大学グループの平均との比較状況をまとめた「佐賀大 定年退職教職員の一定数を学長管理とする人員管理ルール及び総人件費削減
学の財務状況」を作成した。 必要額に対応した人員削減計画に沿って，退職者の補充を抑制するなどの人

また，本学の外部資金比率が低いという財務状況（財務指標による分析）か 員管理を行った。
ら，競争的資金の組織的・戦略的獲得を図るため「競争的資金対策室」を強化 （２）「学長管理定数」の一定数を，学長のリーダーシップの下に任期付の教員
し，以下の取組を行った。 及び研究員として配置する仕組みにより，総人件費改革，新規ニーズなどに
◇教育・研究シーズの発掘から競争的資金応募に至るまでの仕組みの構築 弾力的に対応した。
◇申請書の記載方法・内容の指導 （３）平成21年度の削減必要額（概ね１％）及び平成21年度までの総人件費改革

【平成21事業年度】 の実行計画における削減必要額（概ね４％）の目標を達成した。
（１）文部科学省から示された財務指標による分析を行い，本学の財務状況と全国

平均及び本学が所属する大学グループの平均との比較状況をまとめた「国立大 ３．従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
学法人佐賀大学財務レポート(旧：佐賀大学の財務状況)」を改訂した。

（２）上記「国立大学法人佐賀大学財務レポート」を踏まえて，「国立大学法人佐 ○具体的指摘事項に関する対応状況
賀大学平成22年度予算編成の基本方針」に第２期中期目標・中期計画期間中に
おける予算編成の方向性として，安定した自己収入の確保，外部資金の獲得の （１）平成19年度評価結果
強化を掲げるなどの活用を図った。 ①「年度計画【221-01】「科学研究費補助金の申請件数の増加を促進させる具体

的方策を実行する」については，科学研究費補助金の応募申請を行い不採択と
○随意契約に係る情報公開等を通じて契約の適正化を図っているか。 なった者に学内経費を効果的に配分し，申請件数の増加を図る取組を行ってい
【平成16～20事業年度】 るものの，申請件数が大幅に減少していることから，年度計画を十分には実施
（１）「国立大学法人佐賀大学が締結する随意契約の公表に関する要項」を定め， していないものと認められる。」という指摘に対しては，

随意契約情報を公開することにより契約業務の適正化を図った。 【平成16～20事業年度】
（２）「随意契約見直し計画」については，「平成20年度業務実績評価に関する調 （１）科学研究費補助金の獲得を促すため，引き続き「研究補助金制度」に20,00

査（契約の適正化関係）随意契約見直し計画の進捗状況等（調査票）」で達成 0千円を措置し，平成20年度科学研究費補助金を申請してＡ判定を受けた者44
を確認した。 人に配分した。その結果，このうち平成21年度科学研究費補助金に12件が採

【平成21事業年度】 択（内定）され，この取組の効果が現れた。
（１）「随意契約見直し計画」の対象以外の契約についても，契約内容の見直しを （２）申請件数・採択件数・採択額の増大を図るため，「競争的資金対策室」に

図り契約の適正化を図った。 よる説明会の開催，申請者に対する申請書の記載指導など，取組を強化した。
その結果，前年度と比較して，平成20年度に新規申請した件数は15件増の523

２．人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等を 件，継続申請を含めて610件，平成21年度の採択（内定）件数は１件増の161
通じて，人件費削減に向けた取組が行われているか。 件，採択額は9,548千円増の333,940千円となった。（平成20年度）

【平成21事業年度】
○中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の取組 （１）科学研究費補助金の獲得を促すため，引き続き「研究補助金制度」に20,00

状況 0千円を措置し，科学研究費補助金を申請してＡ判定を受けた者46人に配分し
【平成16～20事業年度】 た結果，このうち平成22年度に14件が採択（内定）された。
（１）指定職給与表の廃止や，学外非常勤講師経費の見直し等により，人件費削減 また，申請件数・採択件数・採択額の増大を図るため，「競争的資金対策

を図った。 室」による説明会の開催，申請者に対する申請書の記載指導などを行った結
（２）総人件費改革を確実に達成するため，平成18年度以降の定年退職教員の定数 果，前年度と比較して，平成21年度に申請した件数は新規493件，継続申請を

を学長管理定数とする人員管理ルールを策定し，それに基づき，退職者の補充 含めて618件で８件増，平成22年度の採択（内定）件数は30件増の191件，採
を抑制するなどの人員管理を行った。 択額は3,511千円増の337,451千円となった。

（３）平成21年度までの総人件費削減必要額に対応した削減数を決定し，人員削減
計画を策定した。（平成19年度）

（４）平成21年度までの総人件費改革の実行計画における平成19年度，20年度の削
減必要額（概ね１％）の目標を達成した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
① 評価の充実に関する目標

中 1)全ての教員及び全ての組織に自己点検・評価及び外部評価を義務づけ，その評価結果を大学運営の改善に十分に反映させる。
期
目 2)評価に必要なデータの収集，分析を支援する体制を整備する。
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【228】教員及び各組織の教育， （平成20年度の実施状況概略）

研究，地域・社会貢献，国際 全学共通様式によるデータの一括収集に加え，研究成果データの収集方法を
貢献活動を記録整理すること オンライン化して，データベースをさらに充実させた。
のできるデータベースシステ
ムを構築し，３年経過後に見 【228-01】継続して，データベースを充 （平成21年度の実施状況）

直しを図る。 実する。 【228-01】教員の研究成果及び教育・研究・組織業務等の情報を蓄積するシス
Ⅲ Ⅲ テムを更新し，「研究業績データベース」及び「評価基礎情報データシステム

(教員の情報)」として整備した。
各部局では，教員各自が「評価基礎情報データシステム（教員の情報）」及

び「研究業績データベース」に入力し，データ充実を図った。

【229】上記項目について，平 （平成20年度の実施状況概略）

成16年度からデータ集積と並 国立大学法人佐賀大学における評価結果の活用に関する指針及び要項に基づ
行して評価基準の検討を進め， いて各部局等の活動について組織評価を実施し，特に優れた取組（２件）に対
2005（平成17）年度より評価 しインセンティブ経費を付与した。
を試行し，2006（平成18）年 また，教員の研究活動の評価に基づくインセンティブとして，奨励研究費（4
度からの実施を目指す。その 4人）を付与するとともに，優秀科学技術研究賞（１人）及び社会文化賞（１
評価に基づき，インセンティ 人）を授与した。
ブ付与を実施する。

【229-01】継続して，評価結果の活用に （平成21年度の実施状況）

関する指針及び要項に基づき，優れた取 【229-01】役員会は，国立大学法人佐賀大学における評価結果の活用に関する
組についてはインセンティブを付与す 指針及び要項に基づき，昨年度に部局等に指示した教育研究活動等に係る改善
る。 Ⅲ Ⅲ 状況について組織評価を実施し，特に優れた取組(３部局等)に対してインセン

ティブ経費を配分した。
教員の個人評価の結果に基づき，インセンティブとして，優秀科学技術研究

賞（１人）を付与した。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【230】国立大学法人評価委員 （平成20年度の実施状況概略）

会による各年度の評価に加え 評価室が中心となって，部局等における第三者機関による外部評価の実施状
て，必要に応じて，各専門分 況と今後の予定に関する調査を行い，分野毎の第三者機関評価を受けた部局等
野に設けられた第三者機関（学 の把握を行った。
会，ＪＡＢＥＥ等）による外 ＪＡＢＥＥによる評価に関して，理工学部機能物質化学科（機能材料化学コ
部評価を受ける。 ース）が中間審査を受審，また，理工学部知能情報システム学科が継続審査を

受審し，いずれも認定された。

【230-01】必要に応じて，各専門分野に （平成21年度の実施状況）

設けられた第三者機関による外部評価を 【230-01】評価室が中心となって，部局等における第三者機関による外部評価
受ける。 の実施状況と今後の予定に関する調査を行い，部局等の状況を把握した。

・本学は，大学評価・学位授与機構の大学機関別認証評価を受審し，平成22
Ⅲ Ⅲ 年３月29日に「大学の教育活動等の総合的な状況に関する基準を満たして

いる」として認定された。
・附属病院は，日本医療機能評価機構の病院評価（バージョン5.0）を受審

し，平成21年10月２日に「認定基準を達成している」として認定された。
・理工学部機能物質化学科は，平成22年度のＪＡＢＥＥによる中間審査へ向

け準備を進めた。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
② 情報公開等の推進に関する目標

中 1)本学の設置目的，長期目標，中期目標・計画等の基本方針を公表する。
期 2)教育，研究，地域・社会貢献，国際貢献に関する業績，活動記録を各部局及び個人ごとに公表する。
目 3)大学広報，大学の活動記録，研究成果を市民に分かりやすい形で公表する。
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【231】教員の専門分野，研究 （平成20年度の実施状況概略）

内容，研究業績，社会的活動 広報室と情報統括室が連携して，「教員総覧」（教員基礎情報）における登
状況などを示す「教員総覧」 録状況等の調査を行い，改善を指示するなど，データを充実した。併せて，検
を公開する。 索インターフェイスを改善し，利用者が活用しやすい工夫を行い公開した。

【231-01】引き続き，「教員総覧」（教 （平成21年度の実施状況）

員基礎情報）データベースの充実を図る 【231-01】広報室と情報統括室が連携して，「教員総覧（教員基礎情報）」シ
とともに，公開する。 Ⅲ Ⅲ ステムを「評価基礎情報データシステム」と連携したシステムに更新し，内容

を充実して公開した。
また，認証システムとの連携により，人事異動に伴う更新の迅速な対応を可

能とした。

【232】大学広報を年３回発行 （平成20年度の実施状況概略）

する。 大学広報誌「かちがらす」を年３回（第13～15号）発行し，特集やトピック
スの内容を充実して，大学の教育研究活動や学生の諸活動についてＰＲすると
ともに，ホームページに掲載した。

【232-01】大学広報を年３回発行する。 （平成21年度の実施状況）

【232-01】広報誌「かちがらす」を年３回（第16～18号）発行した。
Ⅲ Ⅲ 広報誌に寄せられた意見や要望は，広報室で整理の上次号に生かし，ステー

クホルダーのニーズに合った編集を行った。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【233】各部局の入学，就職， （平成20年度の実施状況概略）

教育研究活動，自己点検・評 大学ホームページに掲載している入学，就職，教育研究活動，自己点検・評
価，共同研究，外部資金獲得 価，共同研究，外部資金獲得等の諸活動状況に係る情報について，公開状況を
等の諸活動状況を公表する。 点検して内容を充実した。

併せて，大学ホームページを全面的にリニューアルし，重点項目や 新ニュ
ースを強調するなど，受験生や一般市民が容易にアクセスできるよう大学ポー
タルとしての機能を充実した。

また，本学教員の研究内容や固有の技術・特許などについてインタビュー形
式により作成した「佐賀大学研究室訪問！！」をホームページに掲載するとと
もに，「佐賀大学研究室訪問記2009」として配布するなど，大学における研究
成果を広く社会・民間企業等へ紹介した。

【233-01】引き続き，ホームページに掲 （平成21年度の実施状況）

載している入学，就職，教育研究活動， 【233-01】大学ホームページに掲載している入学，就職，教育研究活動，自己
自己点検・評価，共同研究，外部資金獲 点検・評価，共同研究，外部資金獲得等の諸活動状況に係る情報について，公
得等の諸活動状況の内容を充実する。 Ⅲ Ⅲ 開状況を点検して内容を充実した。

留学生センター，アドミッションセンター，キャリアセンターは，ホームペ
ージを全面リニューアルし，内容を充実させた。

各学部やセンターのホームページも，研究成果の報告など，改善充実を図っ
た。

【234】大学が発行する研究論 （平成20年度の実施状況概略）

文集，博士論文，シンポジウ 引き続き，附属図書館の「研究成果閲覧コーナー」において，研究論文集等
ム記録，特許記録等の本学に の本学の知的情報を集積し，公開した。
おける知的情報を情報サービ
ス室（仮称）において公開す 【234-01】知的情報を公開している附属 （平成21年度の実施状況）

る。 図書館の「研究成果閲覧コーナー」にお 【234-01】引き続き，附属図書館内の「研究成果閲覧コーナー」において，研
いて，引き続き情報の集積に努め，公開 Ⅲ Ⅲ 究論文，博士論文，シンポジウム記録，特許記録等本学における知的情報を充
する。 実し，ホームページでも一般に公開した。

さらに，広報室は，情報の更新，収集状況を検証し，データ充実のために全
学に資料提供を依頼した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等

２．共通事項に係る取組状況 ◇平成20年度に，「教員人事評価実施要項」，「一般職員人事評価実施要項」
及び「教室系技術職員人事評価実施要項」に基づき，教員・一般職員・技

１．中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られてい 術職員などの全ての教職員を対象に人事評価を本格実施した。また，評価
るか。 結果は，12月期の勤勉手当及び平成21年１月１日の査定昇給に反映させ，

評価結果を給与に反映する人事評価システムを確立した。
○ＩＴの有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価の （４）部局等の自己点検・評価

作業の効率化に向けた取組状況 ◇平成16年から毎年度，「国立大学法人佐賀大学大学評価の実施に関する規
【平成16～20事業年度】 則」に基づき，部局等の自己点検・評価を実施し，各部局等の自己点検・
（１）中期計画・年度計画の進捗管理は，評価・企画担当理事の統括のもとに，教 評価報告書をウェブ上で公表した。

育・研究，業務運営別に編成した教員と事務職員による作業チームにより効率 ◇全ての部局が，本学の職員以外の者による検証を実施した。
的に行った。 （５）部局評価及び個人評価結果の活用

（２）年度当初に年度計画に対する部局等のアクションプランを作成し，アクショ ◇部局評価及び個人評価の結果を活用するため，平成19年度に「国立大学法
ンプランに対する部局等の取組状況報告を，電子ファイルで作成した進捗状況 人佐賀大学における評価結果の活用に関する指針」及び「国立大学法人佐
管理表（一覧表）と電子メールの活用により年３回効率的に集約し，これを基 賀大学における評価結果の活用に関する要項」を策定し，評価結果を経営
に年度計画の進捗状況を把握・管理するとともに，実績報告書作成や部局等評 戦略の改善につなげる仕組みを構築した。
価等に活用した。 ◇上記の評価結果の活用に関する指針及び要項に基づき，平成20年度に役員

（３）平成20年度には，これらの作業をさらに効率的に行うため，ウェブ上で取組 会が部局等の諸活動について評価を実施し，「改善を要する事項」につい
状況の書き込みや閲覧を適時行うことができるデータベースシステム「中期目 ての改善措置と結果の報告を各部局等に指示した。
標・中期計画進捗管理システム」の導入に着手し，平成22年度の稼動を目指し ◇特に優れた取組を行った２部局に対するインセンティブ経費付与や個人評
てシステム仕様書を策定した。 価結果に基づく優秀科学技術研究賞（１人）及び社会文化賞（１人）を授

【平成21事業年度】 与し，教育研究活動の活性化に評価結果を活用した。
（１）中期計画及び年度計画の進捗管理，報告書作成等の作業効率化を図るために 【平成21事業年度】

ウェブ上で業務を行うことができる「中期目標・中期計画進捗管理システム」 （１）引き続き，学内規定に基づき，教員の個人評価及び部局等の自己点検・評
を導入し，平成21年度年度計画実績報告書作成において試行を行うなど，平成 価を実施し，集計結果や自己点検・評価報告書をウェブ上で公表した。
22年度からの本格稼働に向けて準備を整えた。 （２）引き続き，「教員人事評価実施要項」，「一般職員人事評価実施要項」及び

「教室系技術職員人事評価実施要項」に基づき，教員・一般職員・技術職員
○自己点検・評価に対する取組 などの全ての教職員を対象に人事評価を実施した。評価結果は，６・12月期
【平成16～20事業年度】 の勤勉手当及び平成22年１月１日の査定昇給に反映させた。
（１）体制 （３）部局評価及び個人評価結果の活用

◇平成16年度に，評価室，大学評価委員会を設置し，「国立大学法人佐賀大学 ◇役員会は，評価結果の活用に関する指針及び要項に基づき，前年度に部局
大学評価の実施に関する規則」を制定して自己点検評価体制を整備した。 等に指示した教育研究活動等に係る改善状況について評価を実施し，結果

（２）教員の個人評価 をフィードバックし，取組の不十分な部局等に対しては，改善計画を立て
◇平成17年度に，「国立大学法人佐賀大学における職員の個人評価に関する実 て取組を強化するよう指示した。

施基準」及び「個人評価実施指針」の試行案を制定した。同年の試行を経て， ◇特に優れた取組(３部局等)に対してインセンティブ経費を配分した。
平成18年から毎年度，教員の個人評価を実施し，集計結果をウェブ上で公表 ◇個人評価の結果に基づき，優秀科学技術研究賞（１人）を付与し，研究活
した。 動の活性化を促した。

（３）人事評価制度（給与等への反映） ◇大学評価・学位授与機構の大学機関別認証評価を受審し，平成22年３月29
◇平成18年度に，人事評価制度（給与等への反映）導入に向けた組織的な調査 日に「大学の教育活動等の総合的な状況に関する基準を満たしている」と

・検討を行い，事務職員，技術職員及び教員の各職種に対して人事評価を試 して認定された。
行する要項を策定し，事務職員，技術職員に対して一部試行を行った。また， ◇附属病院は，日本医療機能評価機構の病院評価（バージョン5.0）を受審し，
教員については，勤勉手当の成績優秀者判定及び上位昇給区分の判定に適用 平成21年10月２日に「認定基準を達成している」として認定された。
する「教員人事評価試行実施要領」を制定した。

◇平成19年度に，教員・一般職員・技術職員などの職種ごとの人事評価要項に
従って，全ての教職員を対象に人事評価の試行を行い，各部局の意見や実施
上の問題点を基に要項の見直しを行うなど，平成20年度の本格実施に向けて
準備を進めた。
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（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等

２．情報公開の促進が図られているか。 （２）大学ホームページに掲載している入学，就職，教育研究活動，自己点検・
評価，共同研究，外部資金獲得等の諸活動状況に係る情報について，公開状

○情報発信に向けた取組状況 況を点検して内容を充実した。
【平成16～20事業年度】 （３）留学生センター，アドミッションセンター，キャリアセンターは，ホーム
（１）広報室の設置 ページを全面リニューアルし，内容を充実させた。各学部やその他のセンタ

◇広報室を設置し，教育研究等の活動状況に関する情報の集約・一元化に努め， ーのホームページも，研究成果の報告など，改善充実を図った。
広報誌，ホームページ，メールマガジン，定例記者会見，オープンキャンパ
スなどを通して，積極的かつ効果的に発信した。 ３．従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

◇広報室に，ジャーナリスト，同窓会会員，学生等の外部アドバイザーの参加
を求め，大学広報及び大学の運営活動等に，地域社会等からの意見や要望を ○評価結果の法人内での共有や活用のための方策
取り入れる体制とした。 【平成16～20事業年度】

（２）広報戦略会議の設置 （１）毎年度の業務実績に係る国立大学法人評価委員会の評価結果を評価室で分
◇本学の広報活動を全学的な視点で展開するために，広報室長，各学部の広報 析し，指摘事項等に対する改善，対応策などを役員会，教育研究評議会及び

委員長，入試や就職等の課長から編成された「広報戦略会議」を設置した。 経営協議会で検討した。その結果を各部局の教授会等で報告するとともに，
（３）ホームページの充実と情報公開の促進 評価結果をホームページに掲載して本学内での共有及び学外への情報提供を

◇ホームページの掲載内容については常に充実と迅速な更新を図った。特に， 行った。
教務情報システムのページを設けて，シラバスの利用や履修状況確認など学 （２）評価結果の活用を推進するために，平成17年度は「国立大学法人評価結果
生，教職員の利便性を飛躍的に向上させた。 の説明会」，平成18年度は「中期目標・中期計画に関する説明会」を開催し，

◇ホームページ内容の分類整理を進め，平成20年度には，ホームページを全面 改善，対応策の具体化を促した。平成19年度は指摘事項等に対する改善・対
的にリニューアルし，重点項目や 新ニュースを強調するなど，受験生や一 応策を「中期計画及び年度計画達成に向けた活動方針」としてまとめ，平成2
般市民などが容易にアクセスできるよう大学ポータルとしての機能を充実し 0年度は，役員から直接，改善，対応策を部局等へ指示するなど，その達成に
た。 向けて具体的な取組を進めた。

◇特に，「大学案内」ページには，本学の理念・憲章，大学概要，大学構成や 【平成21事業年度】
入学・就職状況等の基礎的データ，大学運営関連情報，教員の研究教育活動 （１）引き続き，国立大学法人評価委員会の評価結果を評価室で分析し，指摘事
情報，財務諸表等の財務情報，中期目標・計画，年度計画及び業務実績報告， 項等に対する改善・対応策などを役員会等で検討し，その結果を各部局の教
国立大学法人評価結果，自己点検・評価報告などの情報を集約し，「学部・ 授会等で報告するとともに，評価結果をホームページに掲載して本学内での
大学院案内」「附属施設・研究施設案内」「入試案内」「社会貢献活動」等の 共有及び学外への情報提供を行った。
他のページによる情報発信とともに，情報公開の促進を図った。 （２）評価結果の活用を推進するために，役員等を対象に「第１期中期目標期間

（４）広報活動の充実 の業務実績評価に係る説明会」を開催し，「平成17・18・19・20年度評価結
◇大学広報誌「かちがらす」を年３回発行し，学内外へ配布した。さらに，月 果で課題として指摘された事項」及び「教育研究評価において『不十分』と

刊の「佐賀大学学内報」，毎月２回発行の「佐賀大学メールマガジン」をイ 評価された計画」の対応について検討し，改善・対応策を部局等へ指示する
ンターネットにより全職員に配信した。メールマガジンには「学長メッセー など，その達成に向けて具体的な取組を進めた。
ジ」の欄を設け，学長の考えや方針等を全職員に的確に伝える工夫を行った。

◇附属図書館に，「研究成果閲覧コーナー」を設け，学内紀要，博士論文，シ
ンポジウム記録，特許記録等の知的情報集積に努め，内容を充実するととも
に，公開を促進した。

◇本学の持つ研究成果を広く世間に知ってもらうため，平成19年度に「佐賀大
学研究シーズ100」と題して，東京と佐賀で市民向けの公開発表会を開催し
た。また，平成20年度には第１回東京佐賀県人会・佐賀大学共催セミナー「食
料・エネルギー・医療問題を語る」の東京開催（約100人参加）や「佐賀大
学研究室訪問！！」のホームページへの掲載，「佐賀大学研究室訪問記2009」
の配布などを通して，本学の研究成果を広く社会・民間企業等へ紹介した。

【平成21事業年度】
（１）広報誌「かちがらす」を年３回（第16～18号）発行した。

広報誌に寄せられた意見や要望は，広報室で整理のうえ次号に生かし，ステ
ークホルダーのニーズに合った編集を行った。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項
① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 1)地域に開かれたキャンパス環境を創造する。
期 2)本学の理念･目標に沿ったアカデミックプランと経営戦略を踏まえ，施設等の計画的整備と既存施設の有効活用を促進し，「知の拠点」にふさわしい
目 教育研究環境の充実を図る。
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

施設等の整備に関する具体的 （平成20年度の実施状況概略）
方策 平成16年度で計画達成
【235】「佐賀大学コミュニテ
ィ・キャンパス構想」等を軸
にした整備計画を促進させる Ⅲ
ため，地方自治体と連携した 平成16年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）
組織体制を整え，2004（平成1 平成16年度で計画達成
6）年度中に長期構想を盛り込
んだ地域融合型のマスタープ
ラン（具体案）を策定する。

【236】ユニバーサルデザイン （平成20年度の実施状況概略）
に基づく，安全で親しみやす ユニバーサルデザインに基づく，安全で親しみやすい環境を充実するため，
い環境づくりを推進する。 附属学校園の現状調査を実施し，バリア図を作成した。

また，本庄キャンパス教養教育１号館，鍋島キャンパス講義棟及び附属
中学校校舎棟にユニバーサルトイレを，本庄キャンパス教養教育１号館，
附属中学校校舎棟に車椅子用のスロープ及び身障者用エレベータを整備し
た。

【236-01】ユニバーサルデザインに基づ （平成21年度の実施状況）
く，安全で親しみやすい環境づくりの計 【236-01】昨年度作成したバリア図を基に附属学校園のユニバーサルデザイン
画（附属学校等）の作成に向け附属学校 Ⅲ Ⅲ マップを作成し，安全で親しみやすい環境づくりを推進した。
園のユニバーサルデザインマップを作成 また，ユニバーサルデザインに基づき，本庄キャンパスの本部棟，経済・
する。 文化教育棟，文化教育学部３号館・９号館，教養教育・文化教育棟，鍋島キ

ャンパスの臨床講堂及び附属小学校本館にユニバーサルトイレを整備した。
また，附属小学校本館及び特別支援学校玄関に車椅子用のスロープを整備し
た。

【237】「国立大学等施設緊急 （平成20年度の実施状況概略）
整備５か年計画」に基づく本 年次計画に基づき，国立大学法人等施設整備費事業として，本庄キャンパス
庄キャンパスの校舎等改修は， の教養教育１号館及び附属中学校（Ⅰ期）を改修した。
年次計画により整備完了を目 また，補正事業として，本庄キャンパスの経済・文化教育棟の一部，附属中
指す。 学校（Ⅱ期）及び附属小学校の改修工事に着手した。

【237-01】本庄キャンパス等の校舎改修 （平成21年度の実施状況）
について，年次計画による整備完了を目 【237-01】年次計画に基づき国立大学法人等施設整備費事業として，本庄キャ
指す。 Ⅲ Ⅲ ンパスの経済学部・文化教育学部棟，附属中学校（Ⅱ期）及び附属小学校の校

舎を改修した。
また，補正事業として文化教育学部9号館の改修工事に着手した。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【238】国の財政措置の状況を （平成20年度の実施状況概略）
踏まえ，鍋島キャンパスにお 整備計画案に基づき，鍋島キャンパスの基盤的設備の状況，耐震性，老朽化
ける計画整備（医療総合研究 等の調査・分析・評価を実施し概算要求の準備を進めた。
棟）を含め，計画整備事業の
推進を図る。 【238-01】鍋島キャンパス医学部整備計 （平成21年度の実施状況）

画案に基づき，引き続き計画事業の要求 Ⅲ Ⅲ 【238-01】鍋島キャンパス医学部整備計画案に基づき，国立大学法人等施設整
に向けての準備を行う。 備費事業としてライフライン再生事業を概算要求し，そのうちガス管の改修工

事の予算措置がされた。

【239】社会的環境の変化，高 （平成20年度の実施状況概略）

度先進医療の発展並びに地域 佐賀大学医学部附属病院再開発計画委員会の下に設置した附属病院再開発準
医療の向上に寄与するため， 備室で病院再開発計画の策定作業を進め，病院再開発素案を同委員会に提出し
国の財政措置の状況を踏まえ， た。
附属病院の再整備計画に基づ
き，増築及び改修等による病 【239-01】附属病院再開発準備室からの （平成21年度の実施状況）

院施設の環境改善整備の推進 中間報告を基に，附属病院再開発委員会 【239-01】附属病院再開発準備室会議から再整備計画（旧病院再開発計画）の
を図る。 において病院再開発計画の策定を行うと 報告を受け，医学部附属病院再開発計画委員会において，再整備計画を策定し

ともに，再開発に向けての準備を進める。Ⅲ Ⅲ た。
また，1月と３月に文部科学省の担当者へ，再整備計画の概要及び概算事業

費・償還計画等について詳細な説明を行い，平成23年度概算要求へ向けて再開
発の準備を進めた。

施設等の有効活用及び維持管 （平成20年度の実施状況概略）

理に関する具体的方策 平成17年度で計画達成
【240】全学的な利用状況調査
を実施し，施設データベース Ⅲ
を構築する。 平成17年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成17年度で計画達成

【241】施設の点検・評価に係 （平成20年度の実施状況概略）

るスペースマネジメントの具 「国立大学法人佐賀大学における施設等の有効活用に関する指針」に基づき，
体的なルールを2004（平成16） 本庄キャンパス川東地区改修を実施し，講義室の集約や研究室の再配置により
年度中に制定し，既存施設の 自学自習室や学生ホール等のスペースを創出し，既存施設の効果的・効率的な
効果的・効率的な運用を促進 運用を行った。
する。

【241-01】学内規程に基づいたスペース （平成21年度の実施状況）

マネジメントを展開し，既存施設の効果 Ⅲ Ⅲ 【241-01】文系地区の第Ⅱ期改修計画に基づき，教養教育運営機構大講義室，
的・効率的な運用を推進する。 文化教育学部２号館を改修し，大学院生が共同で使用できる自主学習スペース

を設け，情報機器等を整備した。また，文化教育学部９号館の改修工事におい
て，学内規定に基づき全学共用スペースを計画し，自学自習室（５室）として
活用することとした。

引き続き，共同利用スペースを学内公募により研究スペースとして活用す
るとともに，改修工事に伴う仮移転先として有効に活用した。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【242】施設等の機能を確保す （平成20年度の実施状況概略）

るため，全学的な視点に立っ 中期的修繕計画を実施する際に，経営的視点及び環境問題の観点を採り入れ，
た関連規程の整備と維持管理 本庄キャンパスの附属図書館空調熱源改修・屋上防水改修並びに鍋島キャンパ
体制を徹底させ，経営的視点 スの講義棟・基礎実習棟空調設備改修などを実施した。
を取り入れた施設マネジメン また，施設の長寿命化・安心安全確保のため，トイレ，外壁，防水等の改修
トを推進する。 工事を実施した。

【242-01】施設等の更新年次計画及び中 （平成21年度の実施状況）

期的修繕計画に基づき，施設マネジメン 【242-01】施設等の更新年次計画及び中期的修繕計画に基づき，経営的視点及
トを推進する。 び環境問題の観点を採り入れた以下の改修工事等を実施した。

Ⅲ Ⅲ ・既設外灯のＬＥＤ化
・太陽光発電設備の設置
・高効率型照明器具への取替
・省エネ型空調機器への更新 など

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項
② 安全管理に関する目標

中 1)安全管理体制に基づく環境改善を促進する。
期
目 2)近隣の豊かな環境を汚染しないよう，環境保全に充分配慮した教育・研究の場を整備する。
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

労働安全衛生法等を踏まえた （平成20年度の実施状況概略）

安全管理・事故防止に関する 安全衛生管理委員会及び 環境安全衛生管理室は，全学的な視点で労働安全
具体的方策 衛生に係る事項を検討し，法に則した次の取組を行った。
【243】安全衛生管理委員会を ・職場巡視の結果に基づき，農学部附属資源循環フィールド科学教育研究セ
設置し，労働安全衛生法等に ンターの乾燥倉庫有圧換気扇取付工事等の支援を行った。
則した安全管理を行う。 ・産業医及び産業保健師による健診後フォローアップを実施した。また，カ

ウンセラーによる職員のメンタルヘルス相談を引き続き実施した。
・資格取得を奨励し，作業環境測定士１人，衛生管理者１人を有資格者とし

て確保した。
・本学が実施する職員研修において，労働安全衛生に関する講演等を取り入

れたり，学外での安全衛生に係る講演会に職員を参加させるなど，法令の
遵守及び安全衛生に関する意識向上を図った。

【243-01】引き続き，労働安全衛生法等 （平成21年度の実施状況）

に則した安全管理を行う。 【243-01】安全衛生管理委員会及び環境安全衛生管理室は，全学的な視点で労
働安全衛生に係る事項を検討し，法に則した取組を行った。

以下に主な取組を示す。
・鍋島地区の労働者数が，1,000人を越えたため，専任の衛生管理者を選任

し配置した。
・衛生管理者資格を２人が新たに取得し，４人が安全衛生推進者資格を取得

した。
・職員研修において，労働安全衛生に関する講演等を取り入れたり，学外で

Ⅲ Ⅲ の安全衛生に係る講演会に職員を参加させるなど，法令の遵守及び安全衛
生に関する教育を行った。

・産業保健師の勤務時間をフルタイムに変更し，健診事後指導の充実を図っ
た。

・職員のメンタルヘルス対策では，本庄地区で，「疲労蓄積度自己診断チェ
ックリスト」を配布し，鍋島地区では，引き続き職員全員を対象としたス
クリーニング面接を実施した。

・本庄地区で喫煙場所数を減らし，喫煙場所，禁煙区域等を明示するための
メッセージポールを設置した。鍋島地区では，病院北側に立看板を設置し
た。また，禁煙の指導を行なうため，ＤＶＤを使った少人数での禁煙指導
の充実を図った。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【244】施設等の立ち入り検査 （平成20年度の実施状況概略）

を定期的に実施し，徹底した 引き続き，各事業場ごとに定期巡視を実施し，安全管理と事故防止に努めた。
安全管理対策と事故防止に努 巡視の結果及び改善の状況は，各事業場の安全衛生委員会での報告と併せて，
める。 「労働安全衛生巡視報告」としてホームページに公表して危険情報の共有化を

図り，安全管理と事故防止に活用した。

【244-01】引き続き，施設等の立ち入り （平成21年度の実施状況）

検査を定期的に実施し，安全管理と事故 【244-01】引き続き，各事業場ごとに定期的に職場巡視による検査を実施し，
防止に努める。 Ⅲ Ⅲ 安全管理と事故防止に努めた。

巡視の結果及び改善の状況は，各事業場の安全衛生委員会で報告し，「労働
安全衛生巡視報告」としてホームページに公表して危険情報の共有化を図り，
安全管理と事故防止に活用した。

特に，「管理下にない放射性同位元素等の一斉調査」において，環境安全衛
生委員会委員および各講座の衛生管理担当者等が協力して全ての実験室，研
究室の立ち入り調査を実施するとともに，前年度の教訓を活かし，薬品等の
管理に対する意識と管理体制を強化した。

【245】ＩＳＯ１４００１（環 （平成20年度の実施状況概略）

境管理・監査）の認証取得を 引き続き，本学の環境方針に基づき，各部局で環境活動計画を定め，「エコ
目指し，環境に充分配慮した アクション２１」の活動を通して二酸化炭素排出量・廃棄物排出量・総排水量
キャンパスづくりを推進する。 の削減に取り組んだ。

また，エコアクション２１学生委員会は，エコバッグの作製，ごみの減量化
・分別，エコアクションを記したエコキャンパスカードによる環境意識醸成な
どに取り組んだ。

【245-01】引き続き，エコアクション２ （平成21年度の実施状況）

１の目的・目標に沿った環境活動を実施 【245-01】引き続き，環境方針に基づき，各部局で環境活動計画を定め，「エ
し，環境に配慮したキャンパスづくりを コアクション２１」の活動を通して二酸化炭素排出量・廃棄物排出量・総排水
推進する。 量の削減に関連した取組を行なった。

・「エコアクション２１」の認証済部局は，11月末に更新審査を受審し，認
証を継続した。

Ⅲ Ⅲ ・附属特別支援学校と附属幼稚園が新たに審査を受審して認証を受け，その
範囲を拡大した。

・教養教育における主題科目で，「環境科学」を新たに開講し，エコアクシ
ョン２１及び環境報告書に関する教育を行った。

・内部監査員養成研修を９月に実施し，翌月に内部監査を行った。
・琉球大学からエコアクション２１担当教員を招き，講演会を開催した。
・エコアクション２１学生委員会は，エコキャンパスカード及びエコバッグ

を作製し，新入生の環境教育に取り組んだ。
・環境報告書を９月に作成し，ホームページで公表した。
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進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

学生等の安全確保等に関する （平成20年度の実施状況概略）

具体的方策 「安全の手引き」をオリエンテーション等で活用し，学生等への安全教育を
【246】安全マニュアルを作成 継続して実施した。
し，学生等への安全教育を徹 また，危険事例報告書により収集した危険事例情報は各事業場の安全衛生委
底し，常に安全な施設環境の 員会で報告し，危険情報の共有化を図るとともに，改善の指示を行い，事故防
改善を図る。 止に努めた。

各事業場及び各学部等に設置した安全衛生委員会は定期巡視を実施し，安全
な施設環境を維持した。

【246-01】安全マニュアルを活用し，安 （平成21年度の実施状況）

全教育を継続する。また，安全な施設環 【246-01】「安全の手引き」をオリエンテーション等で活用し，学生等への安
境を維持する。 全教育を継続して実施した。

Ⅲ Ⅲ さらに，年間を通して５Ｓ（整理，整頓，清潔，清掃，躾）運動を行い，日
頃からの危機管理意識の向上を図った。

また，各部局等の危険事例報告書により収集した情報は，各事業場の安全衛
生委員会で報告し，危険情報の共有化を図るとともに改善の指示を行い，事故
防止に努め，安全な施設環境を維持した。

【247】災害対策マニュアルと （平成20年度の実施状況概略）

危機管理体制を見直し，災害 全学的な危機管理体制の下に，「国立大学法人佐賀大学危機管理対策要項」
の発生予防と災害への迅速な 及び「佐賀大学危機管理基本マニュアル」に沿って，地震及び火災を想定した
対応策を構築する。 実証マニュアル（訓練実施計画）を策定し，総合防災訓練を実施した。

訓練の実施結果や訓練後のアンケートの結果に基づき，災害時の対応をまと
めた災害対策マニュアルの見直しを行った。

【247-01】インフルエンザの集団発生な （平成21年度の実施状況）

ど，重大なリスクに係る個別対応マニュ 【247-01】新型インフルエンザ対策委員会を５月に設置し，新型インフルエン
アルを策定するとともに，「佐賀大学災 ザ対策行動指針（個別対応マニュアル）を策定し，学生及び職員に対して，症
害対策マニュアル」に沿って避難訓練等 Ⅲ Ⅲ 状が出た場合の対応及びフロー図の周知を行い，ホームページに掲載した。
を実施し，災害に備える。 また，11月に流行拡大の兆しが認められたことから大学祭の開催を中止する

など迅速な対応措置を行った。
各部局において「佐賀大学災害対策マニュアル」に沿って避難訓練等を実施

し，災害に備えた。

安全な情報環境を整備する措 （平成20年度の実施状況概略）

置 「国立大学法人佐賀大学における情報システムの管理等に関する規程」の制
【248】ネットワークセキュリ 定及び「佐賀大学総合情報基盤センター利用規程」の改正等規則の整備を進め
ティーポリシーを制定するとと るとともに，情報統括室によるセキュリティ講習会を実施し，セキュリティポ
もに，その実現のためのセキュ Ⅲ リシーの実質化を推進した。
リティーシステム及びセキュリ
ティー維持･監査のための体制 平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

を整備する。 平成20年度で計画達成

ウェイト小計

ウェイト総計
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２．共通事項に係る取組状況 （６）全学委員会として「医学部附属病院再開発計画委員会」を設置し，附属病
院再開発基本方針を策定した。

１．施設マネジメント等が適切に行われているか。 【平成21事業年度】
（１）安全で親しみやすい環境作りを推進するために，「附属学校園ユニバーサ

○施設マネジメント実施体制及び活動状況 ルデザインマップ」を作成した。
【平成16～20事業年度】 （２）ユニバーサルデザインに基づき，本庄キャンパスの本部棟，経済・文化教
（１）全学的な施設マネジメントを実施・推進するために，「施設マネジメント委 育棟，文化教育学部３号館・９号館，教養教育・文化教育棟，鍋島キャンパ

員会」を設置し，各部局等においても，施設マネジメント実施に関する組織， スの臨床講堂及び附属小学校本館にユニバーサルトイレを整備した。また，
規程等を整備し，実施・推進体制を整えた。 附属小学校本館及び特別支援学校玄関に車椅子用のスロープを整備した。

（２）全学的な施設利用状況調査を基に「施設データベース」を作成し，それを
基に，設備機器等の更新年次計画及び建物の中期的修繕計画を策定した。そ ○施設・設備の有効活用の取組状況
れらに基づき，経営的視点を取り入れた施設設備の整備を実施した。 【平成16～20事業年度】

（３）「佐賀大学における施設等の有効活用に関する指針」を定め，それを踏まえ （１）施設等の有効活用を図るため「佐賀大学における施設等の有効活用に関す
て「佐賀大学における共用スペースの利用等に関する規程及び同申合せ」を る指針」を策定し，確保した共同利用スペースを学内公募により研究スペー
制定し，教育研究活動の活性化を促す空間としての共用スペースの一層の確 スとして活用した。
保と利用促進を図った。 （２）企業から現物寄付として受け入れた建物「先端研究・教育施設」の共同利

（４）建物改修後の満足度に関するアンケートを実施し，改善意見等に対する対 用スペース６部屋を学内の研究グループ等へ提供した。
応を検討した。 （３）校舎改修に伴う講義室の集約，研究室の再配置による自学自習室・学生ホ

【平成21事業年度】 ール等の創出，授業時間外における講義室・演習室の自学自習室としての利
（１）施設マネジメントの実施により確保した共用スペースは，教育研究活動の 用，体育施設等の学外者利用促進等により施設を有効活用した。

活性化のため活用するとともに改修工事に伴う仮移転先として有効に利用し， （４）「大学施設利用案内」及び「利用可能施設及び連絡先一覧」を作成し，一
改修工事のスムーズな進捗及び経費節減を図った。 覧表をホームペ―ジに掲載して施設の学外者利用を推進した。

（２）「施設マネジメント委員会」の下に施設整備計画を検討するための専門部会 （５）平成20年度に，役職員宿舎の一部について入居要件を緩和し，稼働率を前
（ＷＧ）を設置して「本庄地区施設整備計画ＷＧ」は，本庄キャンパスマス 年度比で約5.6％上げた。
タープランの見直し，新築建物の整備位置や学内交通対策について検討した。 【平成21事業年度】
また，「鍋島地区施設整備計画ＷＧ」は，新築建物の位置について検討を行っ （１）文系地区の第Ⅱ期改修計画に基づき，教養教育運営機構大講義室，文化教
た。 育学部２号館を改修し，大学院生が共同で使用できる自主学習スペースを設

（３）「国立大学法人佐賀大学の正門整備に関する有識者懇談会」を設置し，新正 け，情報機器等を整備した。また，文化教育学部９号館改修に伴う研究室の
門の整備について検討を開始した。 再配置等により自学自習室を創出し，施設の有効活用を図った。

（２）引き続き，共同利用スペースを学内公募により研究スペースとして活用す
○キャンパスマスタープラン等の策定状況 るとともに，改修工事に伴う仮移転先として有効に利用し，改修工事のスム
【平成16～20事業年度】 ーズな進捗及び経費節減を図った。
（１）「佐賀大学コミュニティ・キャンパス構想」等を基に，本庄キャンパスのゾ

ーニングと動線計画からなるマスタープランを策定した。 ○施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）
（２）医学部鍋島地区施設整備計画ワーキンググループにおいて，施設利用の現 【平成16～20事業年度】

状調査図を基に鍋島キャンパスにおける施設整備マスタープランを策定した。 （１）施設データベースを構築するとともに，施設管理台帳，施設整備状況図及
（３）マスタープランに沿って，歩道・駐輪場を整備し，キャンパスモールに外 び経年別建物配置図等を作成し，施設維持管理計画を策定した。また，施設

国人教師公舎を移築改修した。 管理台帳を基に，全学の機器などの更新年次計画を作成した。
（４）安全で親しみやすい環境作りを推進するために，「鍋島キャンパスユニバー （２）年次計画に基づく施設整備事業として，

サルデザインマップ」及び「本庄キャンパスユニバーサルデザインマップ」 ◇農学部校舎１号館改修（本館・北棟），理工学部校舎１号館改修（中棟）
を作成した。 及び文化教育学部附属小学校校舎の耐震改修・外壁改修（平成16～18年

（５）ユニバーサルデザインに基づき，本庄キャンパスの大学会館，経済学部本 度）
館，文化教育学部１号館，教養教育１号館，鍋島キャンパス講義棟及び附属 ◇理工学部校舎１号館改修（南棟）（平成19年度）
中学校校舎棟にユニバーサルトイレを整備した。また，本庄キャンパス教養 ◇教養教育１号館，附属中学校（Ⅰ期），附属中学校（Ⅱ期），経済・文化
教育１号館，附属中学校校舎棟に車椅子用のスロープ及び身障者用エレベー 教育棟の一部及び附属小学校の改修（平成20年度）
タを整備した。 ◇給水管や電気室の統廃合等の基幹整備（平成19年度）

などを実施した。
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（３）鍋島キャンパス医学部整備計画案に基づき，鍋島キャンパスの基盤的設備 ２．危機管理への対応策が適切にとられているか。
の状況，耐震性，老朽化等の調査・分析・評価を実施し，概算要求の準備を進
めた。（平成20年度） ○災害，事件・事故，薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュアル等の整備

・運用状況
【平成21事業年度】
（１）本庄キャンパス川東改修年次計画に基づく施設整備事業として，文化教育 （１）安全管理に関する取組

学部９号館改修に着手した。 【平成16～20事業年度】
（２）本庄キャンパス電気設備基幹整備計画に基づき，電気室の統廃合や屋外配 （１）安全衛生管理規程を定め，安全衛生管理委員会，環境安全衛生管理室を設

線等の取替えを実施した。 置した。また，労働衛生コンサルタントとの契約を締結し，安全衛生管理の
体制を整備した。

○省エネルギー対策等の推進や温室効果ガスの排出削減等の環境保全対策の取組 （２）環境安全衛生管理室（２人の専任職員配置）を中心に，産業医などによる
状況 健康管理，メンタルヘルス相談，講演会などを実施した。

【平成16～20事業年度】 （３）実験廃液等の処理の徹底を図るため，実験系廃棄物専門委員会において「実
（１）「佐賀大学は，自然との共生のために教育と研究を通して地域及び社会に貢 験系廃棄物取扱手引書」を作成し，関係部署へ配布した。

献する」との基本理念と６つの行動指針からなる環境方針に基づき，「エコア （４）各事業場において，安全衛生委員及び労働衛生コンサルタントによる定期
クション21の認証取得を目指す」ことを宣言するとともに，二酸化炭素など 的な巡視を行い，適切な安全管理対策を実施した。
の排出量の削減に係る全学の目標（環境目標）を設定し，平成19年１月から （５）環境安全衛生管理室はその業務を強化するとともに，ホームページに学生
環境保全対策について積極的な取り組みを開始した。 ・職員の事件・事故に関する通報窓口を設置し，通報の迅速化・簡便化を図

（２）その結果，平成20年３月に環境省策定の環境マネジメントシステム「エコ った。
アクション２１」の認証を取得した。また，学生によるエコアクション２１ 【平成21事業年度】
の委員会を立ち上げ，全学的な環境保全への取組を活性化した。 （１）各事業場及び各部局の安全衛生委員等による労働安全衛生巡視を行い，巡

（３）本学の環境方針に基づき，各部局で環境活動計画を定め，「エコアクション 視結果で明らかになった問題点を整理・検討し，各部局の安全衛生委員会等
２１」の活動を通して光熱水量等の削減に取り組み，二酸化炭素排出量13％， で報告・改善を行った。また，労働安全衛生巡視結果の報告及び各事業場の
総排水量20％を削減した。（平成20年度） 安全衛生委員会の議事をホームページに掲載した。

（４）エコアクション２１学生委員会は，エコバッグの作製，ごみの減量化・分 （２）引き続き，産業カウンセラーを雇用し，各事業場の産業医との連携による
別，エコキャンパスカードによる環境意識醸成などに取り組んだ。（平成20年 メンタルヘルス相談を充実した。また，メンタルヘルスに関する教育を職員
度） 研修や講演会で行うとともに，定期健康診断の際には，「労働者の疲労蓄積度

【平成21事業年度】 自己診断チェックリスト」を配布・回収し，実態の把握に努めた。
（１）地球環境負荷の低減を図るため，太陽光発電設備設置，既設外灯のＬＥＤ （３）産業保健師を常勤職員として雇用し，健康診断の事後指導及び保健指導の

化並びに高効率型照明器具や省エネ型空調機器への更新等を実施した。 充実を図るとともに，７月から医学部附属病院事業場に専任の衛生管理者を
（２）引き続き，環境方針に基づき，各部局で環境活動計画を定め，「エコアクシ 配置し，安全衛生管理業務の充実を図った。

ョン２１」の活動を通して二酸化炭素排出量・廃棄物排出量・総排水量の削 （４）労働安全衛生に関する知識を深めるため，説明会に職員を参加させるとと
減に関連した取組を行なった。 もに衛生管理者等有資格者の増員を図り，「第一種衛生管理者」資格試験に３
◇「エコアクション２１」の認証済部局は，11月末に更新審査を受審し，認 人が合格した。また，小規模事業場では，安全衛生推進者の業務に従事させ

証を継続した。 るため，「安全衛生推進者養成講習」を３人が受講し修了した。
◇附属特別支援学校と附属幼稚園が，新たに審査を受審して認証を受け，そ （５）引き続き，各部局等に対し，危機事例報告書の提出を求めるとともに，学

の範囲を拡大した。 生，教職員個人からの事故・災害等発生及びヒヤリハット報告書を収集し，
◇教養教育における主題科目で，「環境科学」を新たに開講し，エコアクショ 安全衛生委員会で事例報告を行った。

ン２１及び環境報告書に関する教育を行った。 （６）実験廃液の処理に関し，産業廃棄物受託表の見直しを行い，薬品管理シス
◇内部監査員養成研修を９月に実施し，翌月に内部監査を行った。 テムと関連付けた実験系廃棄物の取扱い手引きの見直しを行いホームページ
◇琉球大学からエコアクション２１担当教員を招き，講演会を開催した。 に掲載した。
◇エコアクション２１学生委員会は，エコキャンパスカード及びエコバッグ

を作製し，新入生の環境教育に取り組んだ。 （２）危機管理に関する取組
◇環境報告書を９月に作成し，ホームページで公表した。 【平成16～20事業年度】

（１）広範囲の危機に対応するため，「佐賀大学危機管理対策要項」及び「佐賀
大学危機管理基本マニュアル」を策定し（平成19年３月），全学的，総合的
な危機管理体制を構築した。
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（２）災害に適切に対応するため，「佐賀大学災害対策要項」，「佐賀大学災害対策 （３）引き続き「研究費不正防止計画推進委員会」を通して研究費の不正使用防
マニュアル」及び「災害対策ノート」を策定し，教職員と学生に対する全学的 止に努めるとともに，会計手続きの理解不足等から生じる研究費の不正使用
な対応策と体制を構築した。各部局は，要項等に則った「災害対策マニュアル」， を防止する観点から，研究費の使用ルール等を記載した「研究費使用ハンド
「災害発生時の緊急連絡網チャート」等を整備した。 ブック」を作成した（平成20年度）。

（３）「佐賀大学危機管理対策要項」等に則って全学の統括的な危機管理体制の組 【平成21事業年度】
織図を作成するとともに，各部局はそれらに基づいた「非常事態発生時（勤 （１）引き続き，「佐賀大学不正使用防止規則」の運用を徹底するため「研究費
務時間外）の緊急連絡網チャート」を作成した。 不正防止計画推進委員会」を開催し，他大学等における 近の不正使用の事

（４）「佐賀大学災害対策マニュアル」に沿って消防・避難訓練を部局単位で実施 例等の紹介を行い研究費の不正使用防止に努めた。
し，マニュアルの検証を行った。（平成19年度） （２）会計手続きの理解不足等から生じる研究費の不正使用を防止する観点から，

（５）全学的な危機管理体制の下に，「国立大学法人佐賀大学危機管理対策要項」 新任教員説明会，財務系係長連絡会及び科学研究費補助金公募に係る説明会
及び「佐賀大学危機管理基本マニュアル」に沿って，地震及び火災を想定し 等において手続きの周知を図った。
た実証マニュアル（訓練実施計画）を策定し，総合防災訓練を実施した。訓 （３）発注担当者が遵守すべき事項を定めた「国立大学法人佐賀大学発注者綱紀
練の実施結果や訓練後のアンケートの結果に基づき，災害時の対応をまとめ 保持規程」及び「発注者綱紀保持マニュアル」を策定した。
た災害対策マニュアルの見直しを行った。（平成20年度）

（６）災害等による被害の補償に資するため，国立大学法人総合損害保険（国大 ３．従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
協損害保険）の説明会を開催した。（平成19年度）

（７）情報セキュリティの維持向上のため，「国立大学法人佐賀大学における情報 ○具体的指摘事項に関する対応状況
システムの管理等に関する規程」を制定し，「佐賀大学総合情報基盤センター
利用規程」の改正等規則の整備を進めるとともに，セキュリティ講習会を実 （１）平成20年度評価結果
施した。（平成20年度） ①「文部科学省が公表した「農薬の使用状況等に関する調査の結果」において，

（８）化学薬品等を全学的に一元管理するため，薬品管理システム(ＣＲＩＳ)を 特定毒物を所持していたにもかかわらず，特定毒物研究者の許可を受けていな
導入し，システムの円滑な運用に向けて「国立大学法人佐賀大学薬品管理シ かったことから，引き続き再発防止に向けた取組が求められる。」という指摘
ステム運用要項」を定めるとともに，システム管理者及び部局管理者による に対しては，
ＷＧの設置及び部局管理者によるシステムの説明会などを開催した。（平成20 【平成16～20事業年度】
年度） （１）平成20年度の「農薬（特定毒物）の使用状況等に関する調査」後，以下の

【平成21事業年度】 対策を行い，所持していた特定毒物を平成21年１月15日に 終処分した。
（１）新型インフルエンザ対策委員会を５月に設置し，新型インフルエンザ対策 ◇農学部で毒物，劇物及び農薬への管理に不適切な点があったことから，学

行動指針（個別対応マニュアル）を策定し，学生及び職員に対して，症状が出 部長から各教員に「国立大学法人佐賀大学毒物及び劇物管理規程（平成16
た場合の対応及びフロー図の周知を行い，ホームページに掲載した。また，11 年４月１日制定）」内容の再確認と，施錠可能な専用キャビネット等での
月に流行拡大の兆しが認められたことから大学祭の開催を中止するなど迅速な 薬物の保管，「医薬外」「毒物」「劇物」の表示，受払簿の記録等の徹底を
対応措置を行った。 改めて指示した。

（２）各部局において「佐賀大学災害対策マニュアル」に沿って避難訓練等を実 ◇巡視による保管場所及び管理内容確認を実施した。
施し，災害に備えた。 ◇「佐賀大学農学部農薬管理規程」を制定し（平成21年１月28日），教授会

（３）引き続き，「情報リテラシー・セキュリティ講習」を実施するとともに，重 で各教員に周知と遵守を徹底した。
要情報取り扱いや脆弱性に関する情報提供を通じて，職員の意識向上を図り， 【平成21事業年度】
セキュリティレベルを向上した。 （１）平成20年度からの取組を継続し，環境安全衛生管理室及び安全衛生委員会

が中心となって，以下の再発防止策を実施した。
○研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備・運用状況 ◇各部局において，毒物・劇物の保管庫及び受払簿の点検を実施した。
【平成16～20事業年度】 ◇平成18年度に導入した薬品管理システム(ＣＲＩＳ)による薬物使用記録の
（１）「佐賀大学研究費不正使用防止規則」を制定した（平成19年３月）。それに 入力徹底を各部局で取り組んだ。

基づき「研究活動における不正行為への対応マニュアル」を策定し，不正防 ◇各部局の教授会や学科会議，衛生管理担当者説明会等において，特定毒物
止のための体制を明確にして全学に周知した。 の取り扱い並びに関係法令の説明を行い，注意喚起と法令遵守を指示した。

（２）前年度に制定した研究費不正使用防止規則の運用をさらに徹底するため， ◇「管理下にない放射性同位元素等の一斉調査」においては，環境安全衛生
役員会において「研究費不正防止計画」並びに「研究費不正防止計画運用ガ 委員会委員及び各講座の衛生管理担当者等が協力して全ての実験室，研究
イドライン」を策定し（平成19年７月），「研究費不正防止計画推進委員会」 室の立ち入り調査を実施するとともに，前年度の教訓を活かし，薬品等の
を設置（平成19年11月）するとともに，「研究費不正使用防止責任体系図」を 管理に対する意識と管理体制を強化した。
作成した（平成19年度）。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
① 教育の成果に関する目標

中 高等教育の内容，方法及び成果を不断に見直し，教育の質の向上を図る。
期
目 教養教育の成果に関する目標
標 1)教養教育のカリキュラム及び授業内容の質的改善を図る。

2)幅広い教養と総合的な判断力を養う。
3)課題探求力と問題解決力を養う。
4)地域社会や国際社会における多様な価値観を理解し，人や自然との共生に思いを馳せる豊かな感性を養う。
5)異文化との交流に必要な国際的コミュニケーション能力を強化する。
6)高校教育及び専門教育と教養教育との接続を図る。

専門教育の成果に関する目標
1)専門職業人に必要な学識，総合的判断力，創造力を涵養する。
2)国内外の専門関連情報を解読・分析し，課題を探求する能力及び成果を発信する語学能力と国際的センスを養う。

大学院教育の成果に関する目標
1)高度専門職業人あるいは研究者に必要な十分な専門知識と，自立して研究を実行できる能力を養う。
2)国際的な学術及び技術交流の場で発表・討議できる能力を養う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【001】高等教育開発センターの３部門 【001-01】引き続き，高等教育開発セン 教育の成果に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調に実施している。
（教養教育部門，企画開発部門，教育 ターと大学教育委員会が連携して，教育 詳細は，次のとおりである。
支援・教育評価部門）を充実し，これ 改革に取組む。
らを中核として教育改革を推進する。 １）高等教育開発センターにポートフォリオを活用した学習・教育支援に関するシ

ステム開発を行うポートフォリオ開発部門を新設し，６部門体制とすること を
教養教育の成果に関する具体的方策 【002-01】引き続き，佐賀大学中長期ビ 決めるとともに，大学教育委員会にポートフォリオ専門委員会を設置することと
【002】大学入門科目，共通基礎教育科 ジョンに掲げる教養教育の理念，カリキ し当センターとの連携体制を整えた。
目，主題科目で構成する教養教育科目 ュラム及び授業内容を具体化するための また，教育内容，方法及び成果を見直し，その結果を教育活動等調査報告書に
の教育体制を不断に見直し，改善・強 教育体制の設計を進める。 まとめ，各部局の自己点検・評価，大学機関別認証評価に活用した。これらの評
化する。この目的を達成するため，教 価結果に基づき，ポートフォリオを活用した学習・教育支援に関する調査研究に
養教育科目は，全学登録方式により， 取り組み，ラーニング・ポートフォリオのプロトタイプを構築するとともに，教
全学部の教員が担当する。 育の質の向上を図るため，ティーチング・ポートフォリオを作成する合宿形式の

ワークショップを２回開催した。さらに，平成21年度の文部科学省特別教育研究
【003】統合のメリットを生かして，豊 【003-01】引き続き，増設した医文理融 経費による教育改革事業「障がい者の就労支援に関する高等教育カリキュラムの
かな教養を養う主題科目の量的・質的 合型あるいは相互乗入れ方式のカリキュ 開発―障がい者就労支援コーディネーター養成―」について，教養教育運営機構
改善を進める。 ラムについて質的な改善に取り組むとと と連携し，次年度からの開講準備を行った。

もに，中長期ビジョンに掲げる教養教育
の創設に向けたカリキュラムの検討を行
う。

佐賀大学
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【004】問題発見・解決型授業，学生参 【004-01】課題探求力や問題解決力を養 ２）教養教育の理念やカリキュラム等について，佐賀大学中長期ビジョンに即して
加型授業，総合型授業の開講数を増や う学生参加型授業や総合型授業を新規開 検討した結果に基づき，平成23年度に設置する全学教育機構（仮称）に創設する
す。 講する。 カリキュラムのシミュレーションを行った。

また，統合のメリットを生かして，平成22年度の文部科学省特別運営費交付金
【005】地域との関係を重視した共通主 【005-01】引き続き，地域学歴史文化研 に認められた医文理融合型の教育改革事業「発達障害・不登校及び子育て支援に
題科目「地域と文明」を立ち上げ，人 究センターと連携して，「地域と文明」 関する医学・教育学クロスカリキュラムの開発」について，次年度実施に向けた
や自然との関係を理解し，佐賀で学ぶ に関する分野の授業を充実する。 教育プログラムの開発を行った。さらに，平成20年度の文部科学省質の高い大学
学生のアイデンティティーを高める。 教育推進プログラムに採択された「創造的人材育成～誰でもクリエーター～」に

よるデジタル表現技術教育プログラムを開講するとともに，共通専門教育科目「障
【006】実用的な英語運用能力を全学的 【006-01】TOEIC・TOEFL等の外部資格試 がい者就労支援コーディネーター教育科目群」を平成23年度から開講することを
に高めるため，英語担当教員を軸とし 験等により，実用的な英語運用能力の到 決めた。
て，語学教育協力体制を確立する。Ｔ 達度を評価するとともに，引き続き，中
ＯＥＩＣ・ＴＯＥＦＬ等の外部資格試 国語等のクラス数を拡大する。 ３）幅広い教養と総合的な判断力を養うため，学生参加型の共通主題分野「地域と
験等を利用して，その到達度を確かめ， 文明」で学生参加型の教養教育科目「佐賀と戦争」などを新規に開講し，平成20
社会的に通用する水準まで高める。ア 年度の14科目から17科目にまで開講数を増やした。
ジア諸国との国際交流を重視する本学 また，主題分野「科学技術と生産」で産学官連携推進機構と連携して，総合型
の方針と学生の履修希望の拡大に応え 授業「チャレンジベンチャービジネスⅠ・Ⅱ」を引き続き開講し，工場見学，会
るため，アジア系言語の履修機会を拡 社社長・事業部長・工場長との懇談会，小グループでの討論会を行い，第５回佐
大する。 賀ビジネスプランコンテストにおいて理工学部･経済学部チームの「佐賀の特産

品を使ったアイス」が 優秀賞グランプリに輝いた。
【007】高校の授業内容及び入試科目の 【007-01】入学者の履修歴を考慮し，学
変化に対応して，学生の履修歴を考慮 部における専門教育との連携を意図する ４）地域の課題，人や自然との関係を理解し，課題探求力と問題解決力を養うとと
した新しいニーズに応える教養教育を 基礎教育科目を学部横断的共通科目とし もに，佐賀で学ぶ学生としてのアイデンティティーを形成するため，共通主題分
行う。 て開設する。 野「地域と文明」で佐賀の自然をフィールドにした学生参加型の教養教育科目「佐

学部における専門教育の特性を考慮 賀マラソン学」を新規に開講した。さらに，平成22年度から「佐賀の考古学と文
しながら，教養教育との連携を円滑化 化財保護」を新たに開講することを決めた。
させる。

５）地域社会や国際社会と自己との関係を理解し，自然と共生するための感性を養
専門教育の成果に関する具体的方策 【008-01】引き続き，各学部・研究科は， う授業科目として，引き続き主題分野「思想と歴史」の副主題「歴史と異文化理
【008】専門教育の質的保証を図るため 試験問題，解答例等の成績評価に関する 解」，「人間・社会と思想」から「環境と倫理」，「近代朝鮮半島と九州」など，
に，学科・課程・専攻は，教育目的， 情報公表又は開示を進め，厳格な成績評 24科目の教養教育科目を開講し，共通主題分野「地域と文明」では平成22年度か
教育カリキュラム並びに到達目標を公 価を行う。 ら「教員のための環境教育」を開講することを決めた。
表し，厳格な成績評価を行う。

６）高等教育開発センターに設置した英語教育開発部門と留学生センターが連携し，
【009】専門科目に関する学習目的の理 平成20年度で計画達成 ＴＯＥＩＣ，ＴＯＥＦＬ等から学生の英語能力の到達度を調べた結果，本学学生
解と学習意欲を高めるため，専門領域 の弱点やネイティブの授業によるリスニング力の伸張など成果が得られ，今後の
への導入科目を充実させる。 英語教育の改革に役立った。ネイティブ・インストラクターを活用し，英語運用

能力，とりわけプレゼン能力を育成強化する授業を展開させるとともに，ｅラー
【010】専門英語クラス等により，専門 【010-01】専門英語の読解力及び国際的 ニングを活用した英語教材を作成し授業に生かした。また，平成21年度に中国語
英語を学習させる。 なコミュニケーション能力を向上するた のクラス数を25から30に増やし，アジア系言語の履修機会を拡大した。

めに，専門授業に英文教材を用いるとと
もにネイティブインストラクターによる ７）高校教育及び専門教育と教養教育との接続を図るため，入学者の要望等を「佐
専門英語授業を開講する。 賀大学入学者アンケート」によって聴取するとともに，高大接続科目として「基

礎化学」，「基礎数学」，「基礎力学」を新規に開講した。また，平成22年度から
「基礎生物」を開講することを決めた。

佐賀大学
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佐賀大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

大学院教育の成果に関する具体的方策 【011-01】引き続き，研究指導計画に基 ８）専門教育の成果を上げるための質的保証の方策として，以下のような専門職業
【011】修士課程では，高度専門職業人 づいた少人数による大学院教育に取組 人に必要な学識，総合的判断力，創造力を涵養する取組を行った。
を育成するために，少人数クラスによ む。 ①引き続き学生便覧，ガイダンス，ホームページ，オンラインシラバス等により，
る専門教育の充実を図る。 各授業科目の教育目的・到達目標を学生に周知した。また，厳格な成績評価を

行うために，試験問題・レポート・課題等の模範解答又は解答例，配点等を開
【012】リフレッシュ教育機能等の充実 平成20年度で計画達成 示する方法について，オンラインシラバスに記載する項目を追加し，学生に周
を図る。 知徹底した。

②各学部の専門教育において，引き続き専門英語学習を充実し，専門英語の読解
力及び国際的なコミュニケーション能力の向上，国際的センスの強化を図るた

【013】学習の効率化と教育成果の向上 【013-01】学士と修士の連続性をもった め，ネイティブ・スピーカーによる専門英語学習の機会を，８科目32クラス拡
のために，学士と修士のカリキュラム カリキュラム編成をさらに工夫し，その 充した。
の連続性を検討し，実現化を図る。 実現化を図る。

９）大学院課程において，高度専門職業人や研究者に必要な専門知識，自立的な研
【014】博士課程では，自立的研究能力 【014-01】大学院生の自立的な研究能力 究能力を養うため，以下のように少人数教育，リフレッシュ教育，個別研究指導
と研究論文作成能力を養うために，個 を育成するため，引き続き個別研究指導 体制を整え，国際的な交流の場を提供し，大学院生による発表・討議を促した。
別研究指導を徹底する。 計画を立て，論文投稿・学会研究発表等 ①標準修業年限内に学位を取得させることを大学院教育の客観的教育成果基準の

の奨励と論文作成・研究発表指導を徹底 一つとして，「佐賀大学大学院における研究指導計画に基づく研究指導実施要
する。 領」に基づき，年間の個別研究指導計画書を作成し，実施・指導実績報告書の

提出，報告会の開催等を行った。
【015】海外の大学との学生交流や国際 【015-01】国際的コミュニケーション能 ②引き続き，専門職大学院等教育推進プログラムに採択された「発達障害と心身
学会・研究会，学術調査等への積極的 力を涵養するために，継続して，大学院 症への支援に強い教員の養成」による学士・修士課程の連続性に配慮した臨床
参加及び研究成果の発表を促し，その 生の国際的な学会等参加及び研究成果発 教育実習（教育学研究科），夜間開講授業18科目の開講（経済学研究科），Ｉ
ための支援体制を整える。 表を促す指導と，経済的支援を行える体 ＣＴを活用した遠隔教育（医学系研究科）を行うとともに，平成21年度の文部

制を整備する。 科学省組織的な大学院教育改革推進プログラムに採択された「高度な農業技術
経営管理者の育成プログラム」による農業版ＭＯＴ教育を実施した（農学研究

【015-02】前年度に制度化したデュアル 科）。さらに，平成22年度から農学研究科に経済学研究科との連携による農業
・ディグリー・プログラム（ＤＤＰ）に 技術経営管理学コース（副コース）を設置することを決めた。
よる大学院生の国際交流を実施する。 ③国際シンポジウム「食糧危機と貧困解消」（経済学研究科）等への大学院生の

派遣，国際パートナーシッププログラムによる22人の渡航及び海外大学から11
卒業後の進路等に関する具体的方策 平成20年度で計画達成 人の受入れ（工学系研究科），日・中・韓・台湾の大学院生等を対象とした「環
【016】ＪＡＢＥＥ対象の教育分野につ 黄海大学院学生集中講義」（教育学研究科，農学研究科）（本学学生は25人参
いては，そのプログラムの導入を促進 加，海外大学学生は20人参加）の開催などを行った。
する。

【017】各種資格取得を奨励し，ガイダ 【017-01】引き続き，学部及び研究科の
ンス等を充実・強化する。 ガイダンス等により，各種資格・免許の

取得に係る情報を提供し，取得に必要な
履修指導に取組む。

【018】インターンシップ制度を積極的 【018-01】引き続き，各種インターンシ
に活用する。 ップを実施するとともに，高度専門職業

人に必要な知識，総合的判断力，創造力
等の習得状況を調査し，その成果を検証
する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【019】卒業後の進路先の実態調査を行 【019-01】引き続き，卒業・修了後の進 10）上記の他，学部専門教育及び大学院教育の成果を上げる取組として，以下のよ
い，その結果を教育課程の改善にフィ 路先の実態調査等の結果を活用し，高度 うに卒業・修了後の進路選択等を支援した。
ードバックする。 専門職業人の育成に向けたキャリア教育 ①大学入門科目，新入生オリエンテーション，新入生ガイダンス等の開催，助産

の改善，研究者の育成に資する教育課程 師コース履修の説明会（医学部），資格取得学生による資格・受験対策の講演
の改善等に取組む。 （理工学部），進級時のガイダンスと同窓会が後援する就職ガイダンス（農学

部）等により，各種資格・免許の取得に係る情報等を引き続き提供した。また，
教育の成果・効果の検証に関する具体 【020-01】引き続き，学部・研究科の教 経済学部では，日商簿記検定，法学検定を中心とした資格取得を奨励するため，
的方策 育目標に応じた達成基準により，個々の 補習クラスによる指導を行い，日商簿記検定３級の合格者34人，同２級合格者
【020】教育目標に応じた達成基準を設 授業科目の学習到達目標等の達成度を含 ４人，法学検定４級合格者19人，同３級合格者９人となった。
け，その達成度を検証する。 めて組織的に検証し，学修指導，研究指 ②キャリアセンターと佐賀県経営者協会，唐津市や企業との連携体制により実施

導計画を立てる。 する「現場体験型」，「学内招致型」，「単位認定型」の各種インターンシップ
の延べ参加者数が，209人から235人に増加した。また，文化教育学部と佐賀県

【021】在校生，卒業生，就職機関など 【021-01】学部及び研究科は，これまで 教育委員会との連携事業として，佐賀県内の小中学校34校（42プラン）の教育
に対する多元的なアンケート調査を行 に実施してきた在校生，卒業生，就職機 ボランティアに延べ186人の学生を派遣した。さらに，文化教育学部では，発
い，広い観点から教育成果を検証する。 関等への調査結果を活用し，教育目標に 達障害・心身症（不登校）への支援力を養成する臨床教育実習と臨床教育演習

照らして，高度専門職業人又は研究者に の単位化を行った。
必要な学識，総合的判断力，創造力等の ③卒業・修了後の進路や就職先の実態を引き続き調査するとともに，これまで実
達成水準を総括的に検証する。 施した調査結果に基づき，キャリアセンター専任教員による主題科目「キャリ

アデザイン講座～自分発見講座～」では本学卒業生の講演により，将来設計の
【022】大学院教育においては，修業年 【022-01】各研究科は，標準修業年限内 ロールモデルを提供し，他にも卒業生による３回の講演（経済学部），県内の
限内の学位取得も客観的教育成果基準 の学位取得ができるよう，研究指導計画 国公立病院との医学教育に関する会議におけるアンケート結果についての討議
とする。 に基づいて指導する。 （医学部）等，キャリア教育や就職支援等にフィードバックした。

【023】科目ごとの到達目標と成績評価 平成20年度で計画達成 11）学部・研究科ごとの教育目標に応じた達成目標に基づき，教養教育科目シラバ
基準の見直し及びアンケート調査は， ス調査報告，初年次教育に関する調査・検討報告や，「学生による授業評価アン
４年目ごとに行う。 ケート」，在校生・修了生，就職先等を対象とした各種アンケート等を用いて，

学士課程及び大学院課程における教育の達成度を総括的に分析し，研究指導計画
や学修指導を行った。なお，大学院課程の標準修業年限内の学位取得状況につい
ては，修士課程92.7％，博士後期課程62.5％，博士課程38.7％であり，前年度に
くらべ取得状況が改善された。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
② 教育内容等に関する目標

中 アドミッション・ポリシーに関する基本方針
期 学士課程
目 1)専門職業人育成の観点から，学部・学科・課程の教育目標についての理解と強い志望動機・学習意欲を求める。
標 2)幅広い教養と総合的な専門学識を涵養する観点から，数学，理科，地歴，公民，国語，外国語等に関する一定の基礎学力を求める。

大学院課程
1)専門分野に関する強い学習意欲と十分な専門基礎学力を求める。
2)的確な意志伝達能力（語学力）を求める。

入学後の進路変更に関する基本方針
1)転学部，転学科，転課程，学士編入など，本学入学者の進路変更希望について，原則として柔軟に対応する。

教育課程等に関する基本方針
1)教育課程を，教養教育と専門教育に区分し，両者を平行して教授する。
2)時代，社会のニーズに適応した教育課程を編成する。

教育方法に関する基本方針
1)学生の目線に立った教育方法を目指す。

成績評価に関する基本方針
1)学生に分かり易い，公平かつ厳格な成績評価を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

アドミッション・ポリシーに応じた入 【024-01】引き続き，アドミッションセ 教育内容等に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調に実施している。
学者選抜を実現するための具体的方策 ンターが中心となって，本学の教育・研 詳細は，次のとおりである。
学士課程 究に触れる機会の提供などの高大連携事
【024】高大連携を推進し，大学の教育 業や，卒業後の進路状況等の情報発信な １）入学者受入方針に応じて，引き続き推薦入学試験，３年次編入試験，帰国子女
・研究に触れる機会や学部選択に関す どに取り組むとともに，入学者に対する 選抜試験，外国人選抜試験，ＡＯ入試を実施し，志望動機・学習意欲の強い基礎
る情報の提供により，高校生の大学理 各種調査結果に基づき，志望動機や学習 学力のある学生を受け入れた。また，入試方法別にみた入学後の成績，入試教科
解を図る。 意欲等の状況を検証する。 別の得点，一般入試による入学者の受験科目の割合等により，面接試験の方法・

判定基準，習得した知識・技能等について検証した。
【025】基礎学力を確認するため，大学 平成20年度で計画達成 また，高等学校とのジョイントセミナー（64校），オープンキャンパス，進学
入試センター試験や個別学力試験を入 説明会（40会場），佐賀県立致遠館高校のスーパーサイエンスハイスクール事業
学者選抜に用いる。 による研究者招聘講座（10件）及び理系ガイダンス講座（12回），高校の校長及

び進路指導教員との意見交換会（４回）等の開催，訪問校出身の本学卒業生を加
【026】専門分野に関する意欲と能力を 平成20年度で計画達成 えて編成したチームによる高校訪問（２校），本学への志願者数が一定以上の佐
判定するため，面接による選抜法を改 賀，福岡，長崎，熊本県内の高校（春109校，秋90校）への訪問を継続して行っ
善・充実する。 た。さらに，アンケート等の結果に基づき，ジョイントセミナーを高校側からの

要望と大学側の意識の隔たりを小さくする仕組みに改めるなど，高大連携事業の
【027】推薦入試，３年次編入試験，帰 【027-01】学部及び研究科は，アドミッ 改善策を決めた。少子化や経済状況の悪化などにより受験生の大幅な減少が予測
国子女選抜，外国人選抜試験等の多様 ション・ポリシーに照らして，引き続き されたが，戦略的な高大連携事業の見直しにより，本学への志願者は，前年度の
な入学者選抜を継続して実施する。 多様な入学者選抜を実施する。 数をほほ維持することができた。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【028】学部等の特性に応じて，ＡＯ入 平成20年度で計画達成 ２）大学入試センター試験，個別学力試験を実施し，アドミッションセンターを中
試を検討し，順次導入を図る。 心として，入試教科別の得点分布，一般入試による入学者の受験科目の割合や，

入試方法別に入学後の成績分布を追跡調査した結果を活用し，数学，理科，地理
歴史，公民，国語，外国語等の基礎学力を検証するとともに，これまで改善して

【029】各選抜方法による入学者につい 【029-01】アドミッションセンターは， きた受け入れ人数・割合，入試方法等が概ね適正であることを確認した。
て追跡調査を継続し，その結果に基づ 各種選抜方法別に入学者の基礎学力と成
いて，受け入れ人数・割合，試験手法 績評価との関連等について追跡調査を行 ３）大学院課程では，各研究科の専攻ごとに定めるアドミッション・ポリシーに沿
等を見直し，選抜方法を改善する。 い，各学部はその結果に基づき，必要に って，引き続き専門基礎学力，語学力，読解力等をみる学力試験，専門分野への

応じて選抜方法を改善する。 適性や探求意欲をみる社会人特別入試等を専攻別に実施した。また，工学系研究
科では，推薦入試を継続して行うとともに，社会人や外国人を対象としたＡＯ入

大学院課程 【030-01】研究科のアドミッション・ポ 試の実施方法・内容等に関して問題点の解決を図り，平成23年度入試からの博士
【030】専門基礎学力，語学力，読解力 リシーに沿って，各専攻に応じた基礎学 後期課程の学生募集に向けて，実施可能な入試方法を検討した。
を確認するために，専攻別に学力試験 力，語学力等の学力試験を引き続き専攻 地球環境科学特別コース，戦略的国際人材育成プログラムでは在外，在日の外
を行う。 別に実施する。 国人を対象に入学試験を実施し，アジア諸国を中心に入学者を受入れるとともに

平成22年度から，10月入学の日本人学生を募集することとした。
【031】専門分野への適性と探求意欲を 【031-01】アドミッション・ポリシーに
確認するために，専攻に応じて，推薦 沿って，専門分野に関する強い学習意欲 ４）本学の教育理念に応じて教育課程を編成する方策として，引き続き全学年を通
入試を行う。 と十分な専門基礎学力を有する学生を選 した教養教育カリキュラムを実施し，専門教育と教養教育との連続性・関連性の

抜するために，引き続き研究科の特性に 観点から新たに設けた，全学の学生を対象とする専門教育科目「共通専門教育科
応じて推薦入試を実施する。 目」として，「デジタル表現技術教育科目群」の授業科目を開講するとともに，

平成23年度から「障がい者就労支援コーディネーター教育科目群」の授業科目を
【032】研究科の特性に合わせてＡＯ入 【032-01】工学系研究科（博士後期課程） 開講することを決めた。さらに，専門教育科目を教養教育科目として履修できる
試を検討し，順次導入を図る。 は，AO入試による学生募集について平成 学内開放科目については，引き続き52科目を開講した。

22年度の実施に向けて準備を進める。
５）社会のニーズに応じた教育課程として，医文理融合型の共通専門教育科目「障

入学後の進路変更に関する具体的方策 平成20年度で計画達成 がい者就労支援コーディネーター教育科目群」，「発達障害・不登校及び子育て
【033】修学途中での進路変更希望者を 支援に関する医学・教育学クロスカリキュラムの開発」による授業科目を平成22
受け入れるための基準，規則等を検討 年度から開講することを決定した。
し，学部，学科の特性に合わせて，順 また，平成21年度研究拠点形成費等補助金（教育研究高度化のための支援体制
次導入を図る。 整備事業）に採択された「佐賀大学先導的プロジェクト研究推進の高度化」によ

る教育研究プロジェクト「医工福祉連携による障害弱者支援イノベーションプロ
教育理念等に応じた教育課程を編成す 【034-01】引き続き，全学年を通して教 ジェクト」において平成22年度に医文理融合型の学際的な専攻を工学系研究科に
るための具体的方策 養教育を実施するとともに，中長期ビジ 新設することとし，教育課程の編成を行った。
【034】教養教育は全学年を通じて行う。 ョンに沿って，学士課程教育の構築に向

けた教養教育の検討を進める。

【035】専門教育は１年次から導入する。 【035-01】既に１年次から導入している
専門教育について，教養教育との連続性
・関連性を踏まえた学士課程教育の構築
に向けた検討を進める。

【036】統合によって拡充した領域を活 【036-01】引き続き，学部・大学院の教
かした医文理融合型の学際的教育課程 育課程を通して，医文理融合型並びに学
の創設を図る。 際的な教育コース，プログラム等の創設

準備を進め，可能なものから実施する。



- 67 -

佐賀大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

授業形態，学習指導法等に関する具体 平成20年度で計画達成 ６）授業形態，学習指導法等に関する方策として，学生の目線に立った授業や指導
的方策 等を以下のように実施した。
【037】授業科目の開講意図（履修モデ ①教育改善の方法として，高等教育開発センターがポートフォリオの調査研究を
ル等）と到達目標を明示し，学習目標 開始し，学外からメンターを招いてティーチング・ポートフォリオ（ＴＰ）の
を明確にする。 サンプル版を作成する佐賀大学ＦＤ・ＳＤフォーラム「ティーチング・ポート

フォリオとは何か」，合宿形式によるＴＰ作成ワークショップ（２回）を開催
【038】教育関連委員会と高等教育開発 【038-01】引き続き，大学教育委員会と した。また，大学入門科目の工夫･改善についてのＦＤ会議「『大学入門科目』
センターが連携して，全学的に教育改 高等教育開発センターを中心に，学生の は，何を，どのように教えるか？」（経済学部），「なぜ心理相談が増加してい
善を推進する。 目線に立った教育方法，教育支援等に関 るのか？」（農学部），教育功績等表彰者による座談会等を開催し，その内容

する調査研究に取組み，その結果を各学 をウェブ上で公開した。
部及び研究科のＦＤに活用する。 ②平成19年度文部科学省委託事業「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログ

ラム」に採択された「佐賀大学デジタルコンテンツ・クリエーター育成プログ
【039】ＰＢＬ（問題立脚型）学習シス 【039-01】引き続き，授業内容の特性に ラム」において，ＩＣＴを活用した講義を17回行った。共通専門教育科目「デ
テム，インターネットを利用した教育 応じて，ＰＢＬ（問題立脚型）学習シス ジタル表現技術教育科目」４科目，２キャンパス同時配信の授業科目「高齢者
法等の導入により，授業内容に応じた テムを推進し，ｅラーニングを活用した や障がい者への生活・就労支援概論－医工福祉連携による展開－」を含むイン
教育方法を推進する。 教育方法に必要なデジタルコンテンツ等 ターネット利用の遠隔授業科目６科目等を開講した。また，法学概論Ⅰ，国際

を開発する。 交流実習，実践経済学，実践会計へのＰＢＬの導入（経済学部），平成20年度
の文部科学省質の高い大学教育推進プログラムに採択された「実践臨床医養成

【040】チューター制を拡充し，学習相 平成20年度で計画達成 への問題基盤型学習の実質化」によるＰＢＬ・ＴＢＬ（チーム基盤型学習）の
談が受けられる体制を作る。 開発（医学部医学科）等，ＰＢＬ型の教育方法の導入に取り組んだ。

③外国人留学生44人をティーチング・アシスタントとして採用し，このうち４人
により，中国語Ⅰa，中国語Ⅰb，朝鮮語Ⅱbの外国語の授業科目においてチュ

【041】外国人留学生をティーチングア 【041-01】引き続き，外国人留学生をテ ートリアル等を実施した。さらに，中国語のクラス数を25から30に増やし，ア
シスタントとして採用し，少人数グル ィーチングアシスタントとして採用し， ジア系言語の履修機会を拡大した。
ープ・チュートリアル形式の外国語学 アジア系言語の外国語科目を中心とし
習時間を設ける。 て，少人数グループ・チュートリアルを ７）「成績評価の異議申立てに関する要項」に基づき，ＧＰＡによる厳格な成績評

実施する。 価を行うとともに，「佐賀大学における成績評定平均値に関する規程」に則って，
ＧＰＡを用いた学修指導計画に沿った学生指導を行った。また，「成績評価基準

適切な成績評価等に関する具体的方策 平成20年度で計画達成 等の周知に関する要項」に従い，試験問題・レポート・課題等の模範解答又は解
【042】厳格な成績評価のために，全学 答例，配点等の開示内容と開示方法をオンラインシラバスに記載する取組を，教
共通の指針（ガイドライン）を設定す 授会での指示やメーリングリストを活用して，組織的に推進した。これらの取組
る。 により，開示内容・方法の記載率が約80％に改善され，全学生を対象に行ったア

ンケート結果からも，約73％の学生に開示内容・方法が周知され，約56％の学生
【043】試験問題と模範解答（解答例）， 【043-01】引き続き，各学部・研究科等 が授業担当者を訪れて解答例や配点等の成績評価に関する詳しい情報を得ている
解説，配点等の公開を全学的に進める。 は，試験問題，解答例等の成績評価に関 ことを確認した。

する情報公表又は開示を進め，これらの
開示に関する情報をシラバスに掲載し，
学生に分かり易い厳格な成績評価を行
う。

【044】学修成績を数値で示すＧＰＡ（G 【044-01】学部及び研究科等は，ＧＰＡ
rade Point Average 公平評価基準）方 による公平な成績評価を行うとともに，
式の導入を検討する。 ＧＰＡを用いた学修指導計画に基づき，

学生指導を徹底する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
③ 教育の実施体制等に関する目標

中 教職員の配置に関する基本方針
期 1)教育の基本目標を達成するために，教員，技術職員，事務職員，学外講師等の採用・配置を計画的・戦略的に行う。
目
標 教育環境の整備に関する基本方針

1)学生が快適・安全に学習・研究活動に専念できるように，講義室，演習室，附属図書館，学術情報処理センター等の教育関連施設，設備，教材の充実を
図る。

附属図書館の整備と活用に関する方針
1)附属図書館は，教養の形成，専門の学習及び自発的な学習の拠点として，体系的かつ網羅的な蔵書構築の推進と，情報サービスの充実を図る。
2)学術情報処理センターと連携し，電子図書館機能の一層の充実を図る。
3)地域に関わる貴重資料を収集・展示する博物館機能を持たせ，地域に開かれた教育・研究の場とする。

教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための基本方針
1)教育活動の個人評価を通じて，教員の教育意欲を高める。

教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する基本方針
1)研究開発は組織（部局）と教員個人と学生の共同作業であることの認識を徹底する。
2)教育の理念・目標と内容・方法について，組織的な研究・研修を行い，教育活動を改善する。
3)教育内容・方法を改善するための方策を研究開発し，組織的に支援する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

適切な教職員の配置等に関する具体的 【045-01】教育研究評議会及び教授会 教育の実施体制等に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調に実施し
方策 に設置した人事検討組織は，引き続き大 ている。詳細は，次のとおりである。
【045】教員配置検討組織を，教育研究 学の人事の方針並びに学部等の目的に沿
評議会及び各学部教授会に設置する。 った教員等の採用・配置を計画的・戦略 １）適切に教員配置を行い，教育の基本目標を達成するため，以下のような計画的

的に推進する。 ・戦略的な採用・配置を行った。
①「国立大学法人佐賀大学教員人事の方針」並びに各学部の目的に即して，「国

【046】教育組織の基盤となる学部，学 【046-01】教育研究評議会及び教授会 立大学法人佐賀大学招へい教育職員に関する要項」に基づく任期付きの招へい
科・課程，大学院研究科，専攻等の教 に設置した人事検討組織は，学部・研究 教育職員を，文化教育学部，医学部，工学系研究科，農学部へ，「国立大学法
育活動状況を点検し，従来の枠にとら 科等の教育活動状況の点検結果を踏ま 人佐賀大学特別研究員に関する要項」に基づく特別研究員を，文化教育学部，
われない，必要度に応じて適切に人員 え，従来の枠にとらわれない人員配置を 医学部，理工学部，農学部，産学官連携推進機構に計画的・戦略的に配置した。
配置を行うルールを定める。 行うルールの下に，大学の人事の方針並 また，本学の教職員等の配置に関する検証の結果，各部局における教育の目的

びに学部等の目的に沿った教員等の採用 に照らして適切な配置となっていることを確認した。
・配置を計画的・戦略的に推進する。 ②全学的に共通する専門教育科目を部局横断的に開設するために制定した「佐賀

大学共通専門教育科目履修規程」に基づき，佐賀大学の中長期ビジョンに対応
【047】教職員が所属する部局の枠を越 【047-01】佐賀大学中長期ビジョンに示 したデジタル表現技術教育科目（８科目）を開講した。さらに，平成23年度か
えて，横断的に教育に貢献できるよう した，教職員が所属する部局の枠を越え らは，障がい者就労支援コーディネーター教育科目（４科目）を開講すること
な措置を講じる。 て，横断的に教育に貢献できるような柔 を決めた。また，「佐賀大学教養教育運営機構規則」の改正により，キャリア

軟な教育研究組織の今後の構想を基に， センターの専任教員や学部に配属された助教が教養教育科目を担当した。
具体的検討をさらに進める。

教育支援者の配置に関する具体的方策 【048-01】教育支援者としての位置付け
【048】技術職員を教育支援担当者と位 のもとに組織化した技術職員等が効果的
置づけて教育組織に組み込む。 な活動を推進するための環境を整備し，

教育支援を実施する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【049】ティーチングアシスタントを養【049-01】ティーチングアシスタント（Ｔ ２）教育支援者として位置づけるために組織化された医学部，理工学部及び農学部
成し，活用する。 Ａ）を，教育の基本目標に照らして，引 の技術職員等に対しては，学内外の研修会，講習会，見学会への積極的な参加

き続き計画的・戦略的に活用するととも を促すことにより職務と技術のスキル向上の機会を確保した。
に，教育補助者としてのＴＡ養成指導状 また，「佐賀大学ティーチング・アシスタント運用要領」に基づき，延べ565
況を検証する。 人のＴＡを教育補助者として採用し，実験・実習等の教育支援に活用した。採

用したＴＡに対しては，指導力を養成するため，指導・研修を実施し，その実
教育環境整備の具体的方策 【050-01】引き続き，教育施設・設備等 施状況，成果については，大学教育委員会でＴＡ実施報告書としてまとめた。
【050】講義関連施設の現況，利用状況， の改修計画を実行し，講義室や教育機器
教育機器類の充実度に関する調査結果 類等の整備を進める。 ３）教育環境整備を以下のように引き続き行った。
に基づき，講義室，実験・実習室，演 ①文系地区の第Ⅱ期改修計画に基づき，教養教育運営機構大講義室，文化教育学
習室，体育・スポーツ施設等の改修や 部２号館を改修し，大学院生が共同で使用できる自主学習スペースを設け，情
教育機器類の整備計画を策定し，実現 報機器等を整備した。また，文化教育学部９号館に自学自習室（５室）を設け
を目指す。 ることを決め，平成22年度の稼動に向けて情報基盤整備計画を立てた。

経済学部では，演習室を６室増やし，自学自習室（１室），学生談話室，学
【051】情報機器を利用できる演習室， 【051-01】引き続き，施設・設備等の整 生用リフレッシュスペースを新たに設置した。医学部では，医学部臨床小講堂
ＬＬ教室，ＰＢＬ学習室，ゼミ室を確 備計画に基づき，情報機器を利用できる のプロジェクター，音響機器，スクリーン等の改修と，本庄地区との遠隔授業
保・拡充し，学生が情報機器を利用し 学習環境を整備する。 のためのネットワークシステムを整備した。理工学部では，大学院棟３階に情
て学習できる環境を整備する。 報機器を使用できる自学自習室を設けるとともに，学生実験実習用の測量機器

また，ＣＡＬＬシステムを設置した と土質実験装置の更新，学生居室を整備した。農学部は，温室７棟の建て替え
ＬＭ（Language Multimedia Lab.）教 を行った。教養教育運営機構については，平成20年度に改修した１号館の自主
室を増設，整備し，語学教育を強化す 学習スペース等を整備した。
る。 ②医学部では，ＰＢＬ学習室の整備を進め，パーソナルコンピューターの更新等

を行った。また，農学部では，マルティメディア情報室の整備を行い，学生用
【052】先進的な情報処理環境を教育･ 【052-01】引き続き，学生が学習・研究 のパーソナルコンピューター（30台）を配備した。
研究活動で利用できるように，情報処 活動に専念できるよう，情報システム及 ③総合分析実験センターは，リサイクルファシリティーによる全学的有効利用シ
理システム及びネットワークシステム びネットワーク環境を整備する。 ステムを整え，全国規模の機器の有効利用システム「化学系研究設備有効活用
の更新を行う。同時に情報機器を利用 ネットワーク」に参画し，説明会・ガイダンス・手引き等の充実，動物実験に
できる演習室及びネットワーク環境を 関する教育訓練の実施等に取り組んだ。また，実験設備・機器類の現況・利用
活用できる教室・ゼミ室を整備する。 状況・要望等の調査結果に基づき，オンライン利用申請によって利用できる機

器を拡充し，ＤＮＡシーケンサー１台，ルミノメーター１台のほか，MALDI-TO
【053】総合分析実験センターを基盤と 【053-01】引き続き，総合分析実験セン F/TOF-MS質量分析計等（計６台）を新たに追加した。
して，実験機器類の整備拡充と全学的 ターを基盤として，各部局の協力を得な
有効利用システムの構築を図り，学生 がら実験機器類の整備を進めるととも ４）附属図書館については，以下のように活用・整備し，蔵書の構築及び情報サー
教育並びに社会的ニーズに応じた教育 に，全学的有効利用システムの利便性を ビスの提供を行った。
訓練環境を整備する。 さらに高めるなど，学生の教育環境を充 ①蔵書整備計画に基づき体系的な選書を行い，学生用図書680冊，教員推薦図書

実させる。 342冊を収集し，学生選書委員が選書した本281冊を配架した。
②自学自習を支援するためのシラバス指定図書（683冊）を，引き続き授業の開

附属図書館活用・整備の具体的方策 【054-01】引き続き，自発的な学習を促 講時期に合わせて収集するとともに，学生希望図書購入制度について，新入生
【054】学生用資料，貴重資料（電子媒 すための学生用図書を，購入計画に基づ オリエンテーション（延べ参加者数1,132人）や図書館ポータルによって周知
体資料を含む。）等を計画的に収集し， き，体系性及び網羅性に配慮し，収集・ した。
提供する。 提供する。 ③ＭＬ通信（49-61号）の刊行，オンライン選書，選書ツアー（２回）や図書館

月間による講演会（６回，参加者は延べ136人）の開催など，図書情報サービ
【055】学生用図書費の経常経費化を維 【055-01】引き続き，シラバス指定図書， ス，読書奨励に取り組んだ。
持し，シラバス指定図書及び学生希望 学生希望図書購入制度による学生用図書
図書を購入する。 を収集し，図書情報を提供するとともに，

新入生オリエンテーションや図書館ポー
タル等により自主的学習の支援に関する
情報を周知する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【056】図書館月間の企画などを通じて 【056-01】引き続き，図書館月間，ＭＬ ５）書誌情報の利用者への提供機能を強化した「電子図書館システム」，研究業績
読書奨励，読書案内を推進する。 通信，学生参加型の選書ツアー等を企画 データベースとの連携を強化した「機関リポジトリシステム」，図書館ポータル

し，読書奨励，読書案内のための情報サ 等について，「総合情報基盤システム」の機能として仕様策定し，整備を行った。
ービスを充実する。 さらに，教務ポータルシステムと連携させることにより，学生の視点に立って利

便性を高めた。また，機関リポジトリシステムの説明会（２回）を開催し，登録
【057】学術情報処理センターと連携し， 平成17年度で計画達成 促進を目的とした学内広報を行った。貴重資料保存環境整備として，軸物収蔵棚
収集した情報を有効に関連付けた教育 の設置準備を行うとともに，貴重資料(「市場直次郎コレクション」より13点［画
ポータルを構築し，提供する。 像206枚］)を電子化し，公開した。

【058】電子情報の収集管理，貴重資料 【058-01】貴重資料保存環境の整備を継 ６）引き続き情報政策委員会が各教員の教育活動に関するデータを収集するととも
の収蔵展示など，総合的な環境整備の 続し，電子図書館システム・機関リポジ に，このデータベースを使用して大学教育委員会が教育活動等調査報告書を作成
基盤となる施設の設置を目指す。 トリシステムを通じて教育・研究成果を し，大学機関別認証評価，各部局の自己点検・評価，個人評価等に活用した。

学内外に発信するとともに，引き続き貴 また，原則としてすべての授業科目を対象に，学生による授業評価を継続して
重資料の電子化と公開を進める。 実施し，その結果に基づき，各教員が「授業の優れた点及び改善を要する点」，

「次年度の授業改善目標」を定め，ウェブ上で学内に公開した。授業内容の点検
教育活動の評価及び評価結果を質の改 【059-01】教員の教育活動データを統一 ･評価の結果は，「組織別授業評価報告書」にまとめ，大学ホームページに掲載
善につなげるための具体的方策 様式（改訂版）により収集し，自己点検 した。さらに，教育活動に関する各教員の情報をオンラインで集積する「評価基
【059】各教員の教育活動に関するデー 評価に活用する。 礎情報データシステム」を構築し，自己点検・評価から評価結果に基づく教育活
タベースシステムを構築し自己点検評 動の改善までのプロセスを効率化するシステムを整備した。
価を実施する。

７）高等教育開発センターと文化教育学部，医学部，理工学部，農学部の教員，ｅ
【060】全ての授業について，学生によ 【060-01】引き続き，原則として全授業 ラーニングスタジオが連携して，学習パフォーマンスの向上効果が認められた
る授業評価を実施する。 科目について学生による授業評価を実施 ＬＭＳ（学習管理システム）を活用する「大学で学ぶ基礎化学」の自学自習コン

するとともに，個々の教員による点検・ テンツを平成22年度に向けて開発した。
評価に基づいた授業改善を継続して行 また，教養教育，専門教育でのＬＭＳ利用は，ネット授業を除き平成20年度に
う。 は65科目だったものが平成21年度には80科目に増加し，教材，学習指導法等に関

する研究開発に取り組んだ。
【061】学部，学科，課程は，教育点検 【061-01】学部，学科・課程は，個々の
システムを構築し，学生による授業評 授業の学習目標の達成度，授業改善計画 ８）教材，学習指導法等に関するＦＤとして，以下のような活動を実施した。
価，教員の自己点検評価，教育目標達 に基づく授業改善の状況等の教育活動を ①すべての授業科目のオンラインシラバスを，引き続き教務システム上で公開す
成度などの分析・評価を行い，教育の 総括し，教育の質及びカリキュラムの評 るとともに，学習目標・到達目標，成績評価の方法・基準等や試験問題，解答
質及びカリキュラムの改善策を講じる。 価を行う。 例等の開示方法の記載率を改善する取組を全学的に推進した。

②高等教育開発センター，総合情報基盤センターと大学教育委員会とが連携し，
教材，学習指導法等に関する研究開発 【062-01】引き続き，各学部等の教員は 「ティーチング・ポートフォリオとは何か」，「大学教育の質を組織レベルで
及びＦＤに関する具体的方策 高等教育開発センターと連携して，学生 保証するには？」等をテーマとして，計４回の佐賀大学ＦＤ・ＳＤフォーラム
【062】教員は，高等教育開発センター の立場で教材，学習指導法等の研究開発 を開催した。ティーチング・ポートフォリオについては，合宿形式による作成
と連携して，創造的教材，学習指導法 を行う。 ワークショップ（２回）を開催した。各学部・研究科等に設置したＦＤ実施組
を開発する。 織においても，「発達障害についての理解と自立への支援」，「今，なぜ，キャ

リア教育なのか」，「大学院生の指導」等の研修会等や授業公開等を実施した。
【063】全科目のシラバスをホームペー 【063-01】引き続き，各教員は担当科目
ジで公開する。 のオンラインシラバスを公開するととも

に，各学部等はシラバスの改善に関する
組織的な研究・研修等のＦＤ活動を行
う。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【064】インターネット講義の開発研究 【064-01】学部等は，高等教育開発セン ９）上記の他，学部・研究科等の教育実施体制に関して，以下のように整備を行っ
を進め，教養教育科目を中心に拡大す ターとの連携によるLMSを利用するため た。
る の研修会等の成果を活かして，引き続き ①教育内容・方法の改善に資するため，インターネット授業等のＩＣＴを活用し

ＩＣＴ（Information and Communicatio た授業科目ネット授業を23科目から24科目に増やすとともに，高等教育開発セ
n Technology）活用型教材等を充実する。 ンターと連携してＩＣＴ活用型教材の開発研究を行い，平成20年度教育ＧＰに

採択された「創造的人材育成～誰でもクリエーター～」によるデジタル表現技
【065】高等教育開発センターがＦＤ活 【065-01】引き続き，高等教育開発セン 術教育（４科目）を開講した。
動の企画立案を行い，大学教育委員会 ターがＦＤ企画を立案し，大学教育委員 ②地域創成型学生参画教育モデル開発事業による教養教育科目，専門基礎科目と
が実施する。 会が組織的な研修等を行い，学部・研究 専門科目を引き続き開講し，共通教科書を活用した授業を一部の科目で実施し

科等の教育活動の組織的改善を支援す た。また，文化教育学部では，課程等に共通する専門基礎科目，「ジェンダー
る。 学入門」，「自然環境論」，「素描Ⅱ」について，「佐賀大学・男女共同参画フォ

ーラム報告書」，「環境」「油絵アート入門」の教材を作成し，農学部では化学
【066】各学部にＦＤ実施組織を構築す 【066-01】学部・研究科等のＦＤ実施組 等の授業科目で共通教科書による授業を行った。
る。 織は，継続してＦＤ活動の開発・改善を

進めるともに，組織的にＦＤを実施する。

【067】全学及び学部でＦＤ研修を定期 【067-01】引き続き，学部・研究科等は，
的に実施する。 授業改善報告書も活用してＦＤのテーマ

を設定し，研修を実施する。

学部・研究科等の教育実施体制等に関 【068-01】学科に共通する専門基礎教育
する特記事項 に資するLMS教材等を開発する。
【068】学科，専攻に共通する専門基礎
科目の内容を精選した共通教科書の作
成など，教育内容のコア化と教育体制
の効率化を図る。

【069】研究科横断的に設置されている 平成20年度で計画達成
国際環境科学特別コースを充実する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
④ 学生への支援に関する目標

中 学生への支援全般
期 1)入学から就職までの学生支援を大学の基本的な柱として位置付ける。
目
標 学生の学習支援に関する基本方針

1)学習相談・助言体制を強化し，学習意欲の向上を図る。

学生の生活支援に関する基本方針
1)学習に専念できるように，生活相談や就職活動・経済支援等を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

学習相談・助言・支援の組織的対応に 【070-01】前年度までに整備したチュー 学生への支援に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調に実施してい
関する具体的方策 ターによる指導体制に基づき，引き続き る。詳細は，次のとおりである。
【070】卒業研究着手前及びゼミ履修前 ＧＰＡを利用した卒業研究着手前及びゼ
の学生に対する学習相談・指導体制を ミ履修前の修学指導を含めた学習相談・ １）学生からの学習相談等に関して，以下のような実施体制により，助言・支援等
確立する。 助言，指導を行う。 を行った。

①「チューター（担任）制度に関する実施要項」に基づき，全学的に導入したチ
【071】オフィスアワーを少なくとも週 【071-01】引き続き，全教員が，週1日2 ューター制度による入学時からの学生支援を継続し，平成22年度にチューター
１日２時間程度確保し，シラバスに明 時間程度のオフィスアワーを設け，オン （担任）制度を活用したラーニング･ポートフォリオの試行的導入を決定した。
記する。 ラインシラバスにより学生に周知し， ②引き続き，ＧＰＡを用いた学修指導計画に即して，チューター制度や週２時間

学習相談，生活相談を受付け，助言等の 程度のオフィスアワーの指定等により，学習・生活相談や指導・助言を行った。
学生支援を行う。 また，「佐賀大学ティーチング・アシスタント運用要領」に基づき，延べ565

人のＴＡを教育補助者として採用し，実験・実習等の学生支援に活用した。
【072】自学自習を行うためのスペース 【072-01】引き続き，改修計画に基づく ③学習支援の環境整備として，文系地区の改修計画に基づき，教養教育運営機構
を整備する。 自学自習を行うためのスペース及び情報 １号館及び文化教育学部９号館に，全学共通の自学自習スペース，情報機器等

機器等の整備を進める。 を整備している（５月竣工）。

【073】ティーチングアシスタントによ 【073-01】引き続き，教育支援者として ２）学生からの生活相談，就職・経済支援等のための組織として設置した学生支援
る学習支援を進める。 ティーチングアシスタント（ＴＡ）を活 室，キャリアセンター等を中心に，以下の活動に取り組んだ。

用し，ＴＡ活動を通して，大学院生の指 ①学生支援室の健康・生活支援部門は，引き続きチューター（担任）教員からの
導能力を高めるよう，研修・指導等を実 実施報告を確認し，保健管理センター，学生カウンセラーと連携して相談支援
施する。 を行った。また，課外活動支援部門は，ボランティア活動に関する情報（44件）

を提供するとともに，体育協議会，文化協議会，学園祭実行委員会等への指導
生活相談，就職・経済支援等に関する 平成20年度で計画達成 ・助言等を行い，サークルリーダーシップセミナーを開催した。
具体的方策（学生相談・支援組織を設 ②学生懇談会や学生モニターを通した，学生からの意見聴取の取組を継続して実
置して） 施するとともに，１・２年生を対象に後学期から学生による学習相談（学習ア
【074】指導教員制度，顧問教員制度， ドバイザー制度）を平成22年度の導入に向けて試行した。また，学生なんでも
ボランティア支援制度等を充実する。 相談窓口，保健管理センター，学生カウンセラー等が連携した生活相談支援体

制により，１・４年次生及び大学院生を対象としたメンタルスクリーニングを
【075】学生からの情報収集（学生モニ 【075-01】引き続き，学生モニター制度 実施し，メンタルヘルス相談，生活関係相談など，延べ1,249件の相談を受け
ター制の導入や専任職員の配置等）を 実施要項に基づき，学生モニター会議を 付け，指導・助言を行った。さらに，健康・生活支援として，文部科学省の厚
行う。 通して，学生の意見・ニーズを収集し， 生補導特別経費の支援を得て，医学系研究科の大学院生による健康・生活支援

これを踏まえて学習・生活・就職・経済 アドバイザーを配置し，学生への助言・相談を行った。
支援等を行う。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【076】学生相談窓口を充実（カウンセ 【076-01】引き続き，学生支援室健康・ ③キャリアセンターと各学部の就職担当教員が連携し，引き続き電子メールによ
ラー等の配置）し，総合的に学生支援 生活支援部門を中心として，学生なんで り学生に就職情報を提供するとともに，５月を除き毎月，佐賀県内外の企業（延
を行う。 も相談窓口，保健管理センター，学生カ べ57社）を訪問し，就職先斡旋のための企業開拓に取り組んだ。また，全国就

ウンセラーが連携して生活相談支援を行 職指導ガイダンスへの参加，佐賀大学同窓会等のネットワークとの連携による
う。 就職情報の収集を図り，「就職対策講座」，「教員採用試験対策講座」，大手企

業の内々定を受けた学生３人による「民間企業内々定体験報告会」など，学生
【077】就職課と学部（就職担当教員） 【077-01】キャリアセンターは，就職情 を対象とした就職支援講座等を開催した。さらに，学部においても，キャリア
との連携を強化して，情報の収集能力 報の収集と迅速な提供を継続して行うと センターに配置した専任教員による学生の就業意識の啓発に関する講演（経済
を高める。 ともに，就職担当教員と連携して就職活 学部），卒業生による就職相談・講演及び附属病院看護部長による就職説明，

動の支援や就職先斡旋のための企業開拓 外部講師による模擬面接（医学部）など，就職支援を行った。
に取組む。 ④学部新入学生に対する授業料免除の申請対象を拡大し，家計の急変により授業

料納入が困難になった学生や就職内定を取消された学生を対象とした特別枠
【078】就職支援セミナーを定期的に開 【078-01】引き続き，キャリアセンター （免除予算額）により，計32人の学生について授業料を免除するとともに，校
催し，企業訪問等の支援を強化する。 は，就職支援プログラムを経済状況の変 友会と連携して家計急変があった学生１人に緊急支援奨学金の給付を行うな

化に対応したものに更新するとともに， ど，急激に悪化した経済状況への対応を行った。また，入学希望者に対する各
佐賀大学同窓会のネットワークと連携し 種奨学金制度に関する情報提供については，学生センターホームページにより
た企業訪問，就職情報の収集等の就職活 情報を周知し，入学者の奨学金給付希望調査に基づく奨学金獲得支援を引き続
動支援に取組む。 き行った。

【079】各種奨学金制度に関する情報を 【079-01】引き続き，各種奨学金制度に ３）社会人・留学生・障がいのある学生等に対しては，以下のような措置による配
提供し，奨学金獲得のための支援を行 関する情報提供に取組み，奨学金獲得を 慮を行った。
う。 支援する。 ①文部科学省の平成19年度「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」

に採択された「佐賀大学デジタルコンテンツ・クリエーター育成プログラム」
社会人・留学生・障害者等に対する配 平成20年度で計画達成 による特別の課程に，30人の社会人を受け入れた。農学研究科では，平成21年
慮 度文部科学省組織的な大学院教育改革推進プログラムに採択された「高度な農
【080】社会人学生のための受け入れ環 業技術経営管理者の育成プログラム」により，社会人対象の特別の課程「農業
境を整備する。 技術経営管理士養成プログラム」の受講生を募集した。

また，医学系研究科では，社会人のためのＩＣＴを活用した遠隔授業科目を
【081】留学生宿舎，奨学金の確保，ホ 【081-01】留学生センターは，引き続き 28科目開講した。
ームステイ制度の確立，地域との交流 留学生と地域との交流を促すとともに， ②佐賀県及び佐賀市の公営住宅等を活用した留学生寄宿舎の入居者を74人（平成
の促進，相談・支援体制としてのチュ 留学生宿舎や奨学金，ホームステイ制度， 20年度）から77人に増やした。学生チューターを89人（平成20年度）から99人
ーター制度等を確立する。 チューター制度等による留学生への経済 に増員し，留学生に対する生活支援を行った。また，「佐賀大学における外国

支援，生活支援に取組む。 人留学生のホームステイ取扱要項」に基づき，６人の外国人の短期受入れ，佐
賀大学基金による私費留学生への月額２万円の奨学金交付（学部生１人，大学

【082】障害のある学生を支援する一環 【082-01】引き続き，障がい（害）のあ 院生９人）を行った。
として，チューター制度を充実し，バ る学生の学習意欲を向上するため，学習 ③障がいのある学生の授業科目の履修を支援するため，ノートテイカー29人を配
リアフリー化を進める。 面・生活面での支援を推進する。 置した。さらに，障がいのある学生に対する理解を深め，バリアフリー化を推

進するため，平成21年度の文部科学省特別教育研究経費による教育改革事業「障
がい者の就労支援に関する高等教育カリキュラムの開発―障がい者就労支援コ
ーディネーター養成―」による障がい者就労支援コーディネーター養成プログ
ラム，平成22年度の同事業による「発達障害・不登校及び子育て支援に関する
医学・教育学クロスカリキュラムの開発」のプログラム開発を行った。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標
① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 目指すべき研究の水準
期 1)基礎的・基盤的研究成果を世界へ発信する。
目 2)地域・社会からの要請に応える分野について共同研究を推進し，実用化に結びつく成果を目指す。
標 3)独創的研究，重点プロジェクト研究を推進し，地域及び世界の拠点形成ができる研究水準を目指す。

成果の社会への還元等に関する基本方針
1)研究成果の論文，著作，研究発表，講演，特許及び作品等の知的財産の創出を促し，保護，管理し，活用するために広く国内外に公表する。
2)地域の知的拠点として地域の活性化に貢献する。
3)地域の事業への参画や共同研究を大学の重要な任務と位置づける。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

目指すべき研究の方向性 【083-01】学長経費（中期計画実行経費） 研究水準及び研究の成果等に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調
【083】基礎的・基盤的研究の継続性を による各学部の基礎的・基盤的研究育成 に実施している。詳細は，次のとおりである。
維持し，独創的研究を育てる。 支援事業を継続し，国際的雑誌等による

研究成果の世界への発信や独創的研究の １）学長経費（中期計画実行経費）によって実施してきた各学部の基礎的・基盤的
伸長等を観点として研究成果を検証す 研究育成支援事業を継続し，研究成果の発信や研究成果の学術的・社会的貢献等
る。 の観点による検証を行った。

【084】地域に密着した研究に取り組む。 【084-01】地域・社会に着目した研究を ２）地域・社会に密着した研究に取り組み，以下に代表するような地域・社会の要
継続するとともに，地域・社会の要請に 請に応える研究を地方自治体，産業界等と連携して実施し，実用化に結び付く
応じた共同研究を推進し，産学官連携推 成果を目指した。
進機構を通じて実用化に結びつく成果を ①佐賀県教育委員会との連携協力事業として，「教育ボランティア」「理科指導
目指す。 力向上研修プログラム」「魅力ある学校づくり推進事業」「不登校支援調査研

究プロジェクト」など，12の事業を推進。
【085】目指すべき研究の方向性を教育 【085-01】引き続き，学長経費により支 ②文化庁，佐賀県及び佐賀大学映像制作グループ共催による日中アニメ・シンポ
研究評議会で検討し，重点研究を推進 援・推進してきた重点研究について，地 ジウムを開催。
する。 域及び世界の拠点形成に向けての成果や ③産学官で組織する佐賀地域経済研究会における本年度地域課題調査事業「合併

外部資金獲得に向けての成果等を検証・ 後の新市における都市機能の整備と機能分担について～定住自立圏構想「唐津
分析し，効果的な重点研究を推進する。 モデル」推進のために～」の実施。

④自治体（佐賀市，唐津市，神埼市など），地元企業（窯業組合），ＮＰＯ市民
【086】全ての分野に博士後期課程を設 【086-01】医文理が融合した医学系研究 団体等と連携した「唐津焼イノベーター創出プロジェクト」事業を継続して実
置することを目標にし，基礎的・基盤 科及び工学系研究科博士課程において， 施。
的な研究の充実と後継者の育成を行う。 各分野の基礎的・基盤的研究の充実と後 ⑤佐賀県における産学官包括連携協定に基づいた「認知症サポート総合事業」に

継者育成を推進する。 よる臨床研究，医療・介護連携の推進。
⑥経済学部の研究プロジェクト「産業，社会保障，財政・金融政策による金融・

大学として重点的に取り組む領域 【087-01】地域・社会の要請に応える特 経済危機への対応」による地域の福祉，雇用・人材育成に関する研究の実施。
【087】地域及び産業界との連携を強化 色ある研究及び共同研究を，引き続き地 ⑦医学部附属地域医療科学教育研究センター を中心に，地域・社会の要請に応
し，社会の要請に応える特色ある研究 方公共団体，産業界等と連携して推進し， じた共同研究「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業（遠隔医療モデルプロジェク
を推進する。（海洋エネルギー，シンク 実用化に結びつく成果を目指す。 ト）」を推進。
ロトロン，低平地，海浜台地，有明海， ⑧農学部や海浜台地生物環境研究センターを中心に，地域適作物の栽培試験，海
環境，情報技術，生命・バイオ，地域 洋由来有用資源の利用，希薄海水灌漑法のまとめ，玄海諸島（加唐島・小川島）
医療科学，生活習慣病，地域経済等） 振興課題の研究，高オレイン酸大豆の研究，虹の松原の環境保全などの研究を

推進。



- 75 -

佐賀大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【088】世界各地（特に，アジア地域） 【088-01】引き続き，海外，特にアジア ⑨地域学歴史文化研究センターによる小城市教育委員会との共同研究プロジェク
の大学及び研究機関との国際協力・国 地域の大学等との国際協力や国際共同研 ト「肥前千葉氏研究プロジェクト」の実施。
際共同研究を促進する。 究を推進し，知的拠点形成を目指す。 ⑩低平地研究センターによる有明海環境研究，有明海沿岸道路に係る環境研究，

低平地が有する諸問題に関する研究。
成果の社会への還元に関する具体的方 【089-01】産学官連携推進機構において ⑪有明海総合研究プロジェクトによる，佐賀県有明海再生・自然環境課題の研究，
策 特許等の知的財産の管理を継続するとと ＮＰＯ法人有明海再生機構と連携した活動やシンポジウム開催，有明海の共同
【089】研究成果等の知的財産を管理し， もに，知的財産データを充実させ，ホー 調査，環境省有明海八代海総合調査推進業務など。
データベース化して公開する。 ムページ等を介して国内外に情報を発信

する。 ３）本学の重点研究について，進行中の３件の重点プロジェクト「先端医療福祉シ
ステムの研究」，「佐賀学創成にむけた地域歴史文化の総合的研究」及び「佐賀

【090】各種審議会・委員会などへの参 【090-01】継続して，各種団体等の各種 県の立地環境特性を活用した機能性農作物の開発に関する研究」に対して，ヒア
加，政策・実務に関する助言，科学技 審議会・委員会などへの参加，科学技術 リングによる研究の進展状況や外部資金の獲得状況並びに成果の検証を踏まえ，
術相談，法律相談，異業種交流，研究 相談，法律相談，異業種交流，研究会開 引き続き研究プロジェクト経費を配分し，重点研究を推進した。
会開催等を行う。 催等を行い，地域の知的拠点として地域

の活性化に貢献する。 ４）博士課程において，基礎的・基盤的研究の充実と後継者育成を推進するため，
平成20年４月に改組した医学系研究科博士課程医科学専攻では，医文理融合型の

【091】地域産業や民間企業の振興・支 【091-01】引き続き，産学官連携推進機 「総合支援医科学コース」５人を含む28人の入学者を受け入れ，各分野の基礎的
援と，産業界及び地域社会への技術移 構を中心に，文系も含めた研究シーズの ・基盤的研究の充実と研究者・高度専門家の育成を進めた。
転を進める。 発掘及び知的財産の利活用を推進し，地 工学系研究科博士後期課程は，研究の高度化と社会的ニーズに対応した人材育

域産業，民間企業の振興・支援及び技術 成を目的として，従来の３専攻を医文理融合の４コースを備えたシステム創成科
移転に取組む。 学専攻（１専攻）に改組する計画を進め，平成22年４月の改組が認可された。

【092】地方公共団体や学協会などの調 【092-01】引き続き，各学部・研究セン ５）国際協力・国際共同研究において，海外特にアジア地域の大学との間で，以下
査活動に協力する。 ター等は，地方公共団体や学協会などの に代表するような国際協力や共同研究を展開し，論文の共同作成，教員・大学院

調査活動への参画や共同研究を通して， 生の研究者の国際交流等の成果を蓄積し，知的拠点形成を目指した。
地域の知的拠点として地域の活性化に貢 ①ハノイ国家大学外国語大学（ベトナム）と「ツイニングプログラム」の協定
献する。 を締結し，「佐賀大学サテライト」を開設，②「環黄海共同教育研究プロジェク

ト」として，中国・韓国・台湾・日本などの大学院生・ 教員の国際共同事業を
研究の水準・成果の検証に関する具体的 【093-01】教育研究評議会研究推進部会 実施，③「今日の世界経済危機アジア諸国の対応」をテーマに日韓中シンポジウ
方策 は継続して，各部局単位ごとに，目指す ムを開催，④スリランカ，タイ，韓国，ベトナム，モンゴルなどの各国に対する
【093】教育研究評議会は，各々の研究 べき研究の水準及び成果の社会への還元 医療技術支援などの国際協力，⑤北米，欧州，アジア，豪州の大学及び研究所と
科，学内共同教育研究施設，研究グル 等に関する基本方針に基づいて，研究成 の国際共同研究，⑥アジア地域の大学と８件の国際パートナーシッププログラム
ープの研究内容の特性を考慮の上，研 果の質と量の検証を行い，これまでの成 （精華大学，武漢大学，延世大学，遼寧大学，安東大学校，アジア工科大学，浙
究水準の妥当性を審議するとともに， 果をまとめる。 江大学建築工程学院，Sogang大学）や戦略的国際人材育成プログラムの実施，⑦
研究成果の質と量を検証する。 台湾のユンペイ大学からの訪問団との交流，⑧海洋エネルギーに関する共同セミ

ナー（韓国釜慶大学，韓国海洋大学，水産大学校）の開催や中国大連理工大学と
プレート式熱交換器内の流れに関する共同研究，⑨インドネシアPERSADA大学と
の学術交流協定締結による二国間の研究拠点化の実現など。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

６）研究成果等の知的財産の社会への還元については，産学官連携推進機構が特許
等の知的財産の管理を継続するとともに，①シーズ集「2010年度版研究室訪問記」
の発行，②人文社会学系・医学系シーズ集｢研究者紹介2009｣の発行・ホームペー
ジでの公開，③｢研究室訪問記2009｣，｢佐賀大学研究シーズ集2008｣を産学官連携
推進会議(６月，京都市），イノベーションジャパン2009(９月，東京）・パテン
トソリューションフェア2009(東京）で配布するなど，研究成果情報を発信した。

また，①佐賀大学ビジネスコミュニティーネットワーク（ＳＢＣ)の活動を継
続し，人文社会学系及び医学系のシーズ発掘も視野に入れた医学系シーズ説明会
の開催（佐賀県製薬協会と共催で３回）②ＴＬＯ会員（現在の会員数：23社）の
会社等に対する教員の派遣や定期的な巡回活動，福岡県南部地区への企業訪問，
③180件の技術相談対応等により地域産業，民間企業の振興・支援及び技術移転
を進めた。

本年度は特許譲渡契約２件，特許実施契約１件，有償のＭＴＡ１件，交渉継続
の案件２件であった。

７）地域の知的拠点として，多数の国や地方自治体の各種審議会等への参加や，以
下に代表するような地方公共団体などの調査活動への参画や共同研究を通して，
地域の活性化に尽力した。

①県教育委員会との連携協力事業として「不登校支援調査研究プロジェクト」
を開始，②佐賀県健康福祉本部からの委託による「高次脳機能障害者の支援拠点
機関としての役割と問題点の検討」，③小城市からの委託による「効果的な認知
症予防教室の研究」，④唐津市が行う水質浄化試験，⑤小川島漁協が行う漁場環
境改善の現地調査への協力，⑥環境省有明海八代海総合調査推進業務への協力な
ど。

８）研究の水準・成果の検証に関して，各部局は，研究水準及び研究成果の社会へ
の還元に関する方針に基づき，研究成果を取りまとめて公表するとともに，研究
に関する自己点検評価を実施して成果に関する評価と検証を実施した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標
② 研究実施体制等の整備に関する目標

中 研究体制の整備の基本方針
期 1)統合のメリットを活かして新研究分野を創出する。
目 2)研究の動向を調査し発展的・独創的な研究を積極的に支援する。
標

研究者等の配置に関する基本方針
1)本学が掲げる教育研究の目標に沿って，計画的に教員を配置する。
2)研究の方向性や社会の要請に応じて，柔軟に対応出来る教員の配置体制を作る。

研究資金の配分システムに関する基本方針
1)研究体制整備の基本方針に従って，重点的に研究資金を配分する。

研究環境の整備に関する基本方針
1)研究室，実験室等を整備し，研究を安全に行うための基盤を充実する。
2)研究を創造的，効率的に実施するための研究支援，事務システム等を充実強化する。

知的財産に関する基本方針
1)知的財産の創出，保護，管理，利活用等に関する組織を設置し，教育研究部門の運営と並んで，法人の運営する基本的部門と位置づける。

研究の評価と質の向上システムに関する基本方針
1)研究成果について，専門家による評価を受ける。
2)原則として，基礎・基盤的研究の評価は５年，プロジェクト型研究の評価は３年ごとに行う。

共同研究等に関する基本方針
1)すべての分野において，学内外との共同研究を積極的に推進する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

研究体制整備の具体的方法 【094-01】学長経費により支援・推進し 研究実施体制等の整備に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調に実
【094】基礎的・基盤的研究の充実に加 ている学際的新研究や重点研究につい 施している。詳細は，次のとおりである。
えて，学際的新研究や重点的研究を定 て，研究成果の検証に基づき，研究支援
め，戦略的に研究体制を整備する。 を継続するとともに，総合研究戦略会議 １）戦略的な研究実施体制の整備において，総合研究戦略会議を設置し，同会議が

（仮称）により，今後の戦略的な研究実 定めた研究戦略の基本方針に基づいて，低平地研究センターと有明海総合研究プ
施に向けた方針・方策を策定し，それに ロジェクトを統合した低平地沿岸海域研究センターを平成22年４月に設置するこ
沿った研究体制整備を進める。 とを決定した。

さらに，基礎的・基盤的研究や，新研究分野の創出や発展的・独創的な研究，
【095】将来性のある研究者・研究チー 【095-01】本学の研究水準向上のため， また，将来性のある研究者・研究チームへの研究費等による支援を行うために，
ムに研究費・研究室等を重点的に措置 若手研究者育成のための具体策（テニュ 学長経費（中期計画実行経費）による各学部の基礎的・基盤的研究育成支援事業
するなどの，育成・支援体制を整備す アトラック制の一部導入など）を講ずる。 を継続し，その配分においては，前年度の実績報告及び平成21年度の事業計画等
る。 についてヒアリングを行い，配分基準に基づき傾斜配分を行った。各学部におい

ても研究計画と研究活動等の実績評価に基づいた公募・審査による重点的研究費
適切な研究者等の配置に関する具体的 【096-01】継続して，本学が掲げる教育 配分による研究育成支援を引き続き実施した。
方策 研究の目標に沿って，重点的なプロジェ
【096】重点的なプロジェクト研究に対 クト研究等に学長裁量の運用教員枠，特
して，研究者の配置を柔軟に行う。 別研究員制度，ポスドク雇用経費等によ

り，研究者を柔軟に配置する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【097】教員選考は，公募制を原則とす 【097-01】継続して，公募を原則とする ２）重点的なプロジェクト研究や将来性のある研究分野に研究者・研究支援者を戦
る。 教員選考を行い，研究の方向性及び社会 略的に配置するために，学長裁量の運用教員枠，ポスドク雇用経費等による柔軟

の要請に柔軟に対応できる教員配置を行 な配置を継続して実施した。さらに，学長管理定数枠では，６人の特別研究員を
う。 配置した。

また，若手研究者育成のための具体策を検討し，今後の方向性を定めた。
【098】プロジェクト型研究組織等にお 平成20年度で計画達成
いて任期制を一部導入する。 ３）教員の選考に当たっては，84件（83％）で公募を実施し，研究業績，教育能力，

国際貢献，社会貢献を含めた総合的な選考基準に基づく選考を行い，研究の方向
性及び社会の要請に柔軟に対応できる教員配置を継続して行った。

【099】将来性のある研究分野の研究者 【099-01】引き続き，研究の方向性や社
を戦略的に採用する。 会の要請に応じて，将来性のある研究分 ４）他大学，他研究機関や自治体との間で客員教員等（外国人客員研究員１人，客

野に研究者を戦略的に採用する。 員研究員44人）による人的交流等により研究交流を推進した。また，産学官連携
推進機構は，知的財産アドバイザーを客員教授として採用し，効果的な研究成果

【100】学内共同教育研究施設等を中心 【100-01】継続して，客員教員等を活用 の社会還元を行った。
に，他大学，研究機関との交流を推進 して他大学，研究機関との交流を推進す
する（客員教員，流動教員）。 る。 ５）研究支援者に関しては，①研究支援者としての位置付けのもとに組織化した技

術職員等を学内外の研修会，講習会，見学会などに参加させ，職務に必要な技術
研究支援者の配置に関する具体的方策 【101-01】研究支援者としての位置付け のスキル向上を図り，②博士課程の学生をリサーチ・アシスタント（45人）に，
【101】技術職員，研究補助員，図書館 のもとに組織化した技術職員等が効果的 学位取得者を非常勤研究員等（43人）に採用して研究の活性化に活用し，③学内
司書等の役割について検討し，研究支 な活動を推進するための環境をさらに整 共同教育研究施設や重点研究分野には，成果の検証に基づいて学長経費（ポスド
援者としての位置付けを明確にする。 備し，研究支援を推進する。 ク雇用経費）による非常勤研究員（ポスドク）（３人）や④研究支援推進員（15

人）を配置した。また，日本学術振興会の特別研究員制度等に応募（15人）し，
【102】博士後期課程在学者，博士の学 【102-01】引き続き，博士後期課程在学 ２人の採択を得た。
位取得者等をリサーチアシスタントや 者や博士学位取得者等をリサーチアシス
非常勤研究員等として積極的に活用す タントや非常勤研究員等として活用し， ６）研究に必要な環境・設備等の整備・活用に関して，
る。 研究を活性化させる。 ①附属図書館においては，継続して文献データベース，電子ジャーナルを維持し

たほか，データベース等の今後の更新・増強等の計画を作成した。
【103】日本学術振興会等の研究員制度 【103-01】引き続き，日本学術振興会の ②附属図書館と総合情報基盤センターが連携して，「電子図書館システム」，「機
に積極的に応募し，特別研究員の獲得 特別研究員制度など，外部資金による研 関リポジトリシステム」並びに図書館利用者ポータル機能等を「総合情報基盤
に努める。 究員制度を活用して研究者の獲得に努 システム」機能として仕様を策定し，整備を行った。特に，学生の利便強化の

め，研究実施体制の強化を図る。 ため，教務ポータルシステムと図書館利用者ポータルの連携を図った。
③地域に配置した研究センター及び学外サテライトと大学との間で，ネットワー

【104】各センターや研究分野の特性に 【104-01】各センター等や研究分野に配 クを利用したテレビ会議等の実施により，研究・教育活動連携の効率化を進め
応じて，研究支援者等を適宜配置する。 置した博士研究員等の成果を検証し，引 た。

き続き各分野の特性に応じた研究支援者 ④総合分析実験センターの各部門において，研究室，研究機器等の共同利用を含
等を適宜配置する。 めた研究支援組織機能の整備を継続して実施し，特に環境安全部門は環境安全

衛生管理室やエコアクション２１専門委員会と連携して，薬品管理システム（Ｃ
【105】国際研究協力課を中心に研究支 平成19年度で計画達成 ＲＩＳ）や研究機器類のリサイクルの推進など，研究環境の安全性，利便性を
援事務体制を充実する。 高める取組を引き続き行った。

研究資金の配分システムに関する具体 【106-01】継続して，研究成果の水準，
的方策 成果の社会への還元，競争的研究資金獲
【106】研究分野の特殊性を考慮した上 得状況などの研究活動評価を基に，一部
で，研究成果の水準，競争的研究資金 研究費の傾斜配分などにより，重点的に
獲得状況，研究指導状況，知的財産の 研究資金を配分する。
創出状況，社会的効果などにより研究
活動を評価し，一部研究費の傾斜配分
を実施する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

研究に必要な設備等の活用整備に関す 【107-01】附属図書館において，継続し ７）地域との連携や事業開発などの事務的研究支援として，①産学官連携推進機構
る具体的方策 て文献データベース，電子ジャーナルの を中心とした企業ニーズと研究シーズの仲介事業，共同研究84件(新規58件，継
【107】附属図書館において，文献デー 維持，拡大を図る。 続26件），受託研究282件(新規151件，継続131件)及び科学技術総合推進費補助
タベース，電子ジャーナルの維持，拡 金３件(新規１件，継続２件)の契約，②地域貢献推進室が中心となり，産学官包
大を図る。 括連携協定に基づく事業推進に向けた事業計画案や事業予算案の策定を行うな

ど，研究支援機能を継続して発揮した。
【108】附属図書館と学術情報処理セン 【108-01】機関リポジトリシステムの充
ターは連携して，研究情報・文献情報 実など，継続して附属図書館及び総合情 ８）知的財産の創出・取得・管理及び活用においては，知的財産に関する基本指針
の電子化による研究支援体制を充実す 報基盤センターが連携して，研究情報・ に基づき，引き続き，産学官連携推進機構が中心となり，佐賀県地域産業支援セ
る。 文献情報の電子化による研究支援体制を ンターと連携して，「（２）研究に関する目標 ①研究水準及び研究の成果等に

充実する。 関する目標」の「計画の進捗状況 ６）」で前述した取組を推進した。

【109】地域貢献推進室，科学技術共同 【109-01】継続して，産業界及び地方公 ９）研究活動の評価及び評価結果の活用については，「国立大学法人佐賀大学にお
開発センター等の研究補助・支援機能 共団体等との連携事業，共同研究，受託 ける評価結果の活用に関する指針及び要項」に基づき，前年度に部局等に指示し
を充実させる。 研究等をさらに推進するために，地域貢 た研究活動等に係る改善状況について評価を実施し，結果をフィードバックした。

献推進室及び産学官連携推進機構を中心 また，特に優れた取組を行った３部局に対してインセンティブ経費や個人評価
に，地域との連携や事業開発などの教育 結果に基づく優秀科学技術研究賞（１人）の付与を行い，教育研究の活性化を促
研究支援機能を充実する。 した。

【110】研究用情報システムの支援体制 平成20年度で計画達成 10）共同研究の推進やその研究実施体制に関しては，学内外を横断する共同研究プ
として，国の財政措置の状況を踏まえ， ロジェクトを立ち上げ，異分野間の研究交流が増進する環境を醸成するために，
学術情報処理センターの施設・組織の 医文理融合型の研究課題や学際的研究プロジェクトを３年以内の期限付き重点的
整備を図る。 研究として引き続き実施し，研究費や研究者・研究支援者の重点配分による研究

体制整備を継続した。また，新たに研究シーズ支援経費を設け，文部科学省を含
【111】地域性のある研究センター等の 【111-01】地域に配置した研究センター む各省庁が支援する研究資金への応募・獲得を目指す研究活動３件を採択し，支
学外施設を適宜配置し，インターネッ 及び学外サテライトと大学間を結ぶイン 援を行った。
ト，テレビ会議システム等により学内 ターネット，テレビ会議システム等のネ なお，進行中の３件の重点プロジェクト「先端医療福祉システムの研究」「佐
の教育研究施設と連携する。 ットワークシステムの運用を充実し，学 賀学創成にむけた地域歴史文化の総合的研究」及び「佐賀県の立地環境特性を活

内の教育研究施設との連携を効率的に行 用した機能性農作物の開発に関する研究」に対してヒアリングによる研究の進展
う。 状況や外部資金の獲得状況並びに成果の検証を行った。

また，重点研究プロジェクトや優秀科学技術研究賞受賞者の研究活動に関する
【112】総合分析実験センターを研究支 【112-01】継続して，総合分析実験セン 講演会を開催し，成果発表とともに異分野間の研究交流を図った。特に，平成16
援組織の中核として整備し，研究室， ターの各部門において，研究室，研究機 年度から学部横断的に研究が開始され，組織化を経て 終年度を迎えた有明海総
研究機器等の共同利用を進める。 器等の共同利用を含めた研究支援組織機 合研究プロジェクトでは，諫早市で有明海と人間活動の持続的関係に関するシン

能を発揮するための整備を行い，共同利 ポジウムを開催したほか， 終成果報告シンポジウムを開催し，そこで報告され
用を促進する。 た有明海異変に関する研究成果はマスコミに全国的に報じられるなど，社会的に
「環境安全部門」は研究環境の安全性に も注目を集めた。
関する点検・指導機能を充実する。

知的財産の創出・取得・管理及び活用 平成18年度で計画達成
に関する具体的方策
【113】知的財産に関する基本指針と諸
施策を定める。

【114】知的財産の創出，取得，管理及 【114-01】知的財産に関する基本指針に
び活用を戦略的に行う。 基づき，産学官連携推進機構は，引き続

き，特許等の知的財産の創出，保護，管
理，利活用に取組む。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【115】佐賀県地域産業支援センターと 【115-01】産学官連携推進機構は，ＴＬ
技術移転推進プラザ（ＴＬＰ）が連携 Ｏ部門を中心として，引き続き佐賀県地
し，本学教職員・学生等の研究成果の 域産業支援センターなどと連携し，研究
知的財産創出支援，知的財産の保有及 成果による知的財産の創出及び技術移転
び活用を図る。 を行う。

研究活動の評価及び評価結果を質の向 【116-01】継続して，役員会において，
上につなげるための具体的方策 部局及び教員の研究活動並びに研究成果
【116】役員会に評価組織を置き，部局 について評価を行い，その結果に基づき，
及び個々の教員の研究活動状況の評価 インセンティブ付与や必要に応じて改善
と改善勧告を行う。 勧告等を行う。

【117】研究者データベースを構築し， 平成20年度で計画達成
公開する。

【118】評価に基づき，インセンティブ 【118-01】継続して，役員会において，
を付与する方法を確立する。 部局及び教員の研究活動並びに研究成果

について評価を行い，その結果に基づき，
インセンティブ付与や必要に応じて改善
勧告等を行う。

全国共同研究，学内共同研究等に関す 【119-01】継続して，３年以内の期限付
る具体的方策 きで，共同研究プロジェクトを公募し，
【119】公募型研究プロジェクトを設定 将来性のあるプロジェクトを選定し支援
し，期限を限った共同研究等を進める。 する。

【120】研究室レベル及び教職員等の共 【120-01】部局等は学内外との共同研究
同研究成果を推進・拡充し，成果を公 を継続して推進し，研究の成果を学術誌，
表する。 学会，シンポジウム，機関紙等により公

表する。

学部・研究科等の研究実施体制に関す 【121-01】継続して，医文理融合型の研
る特記事項 究課題を設定し，学内外を横断する共同
【121】統合して５学部（文化教育，経 研究プロジェクトを支援する。
済，医，理工，農）になったメリット
を活かして，学部横断的研究プロジェ
クトを構築する。

【122】異分野間（学部間，学科・課程 【122-01】引き続き，学際的研究プロジ
間，専攻間，個人間）の研究交流が容 ェクトを設定し，これらに戦略的資金配
易にできる環境を醸成し，独創的研究 分を行うなど，異分野間の研究交流が増
課題を設定する。 進する環境を醸成する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標
① 社会との連携，国際交流等に関する目標

中 地域社会等との連携・協力に関する目標
期 1)地域との連携・協力は大学の重要な任務と位置づける。
目
標 教育における社会連携に関する目標

1)地域貢献を重視する本学の理念に基づき，教育面での連携，協力，社会サービスを充実する。
2)初等・中等教育に対する支援体制を確立・強化するとともに，高等教育，生涯学習に対する社会及び市民の多様なニーズに応える。
3)附属図書館を地域に根ざした生涯学習の拠点として整備し，研究成果などを提供する。

研究における社会連携に関する目標
1)研究の質的向上と社会貢献推進のために，産業界及び地域と緊密に連携する。
2)行政機関，産業界からの共同研究・委託研究・受託研究を積極的に受入れ，大学の研究を活性化させる。
3)教職員の研究成果の特許化と積極的な公開・利用により，企業の技術開発や新産業創出のための環境を整備する。

教育における国際連携に関する目標
1)実績を積重ねてきた外国人留学生教育を本学の重要施策と位置づけ，留学生受入れをさらに拡大するとともに，留学生の生活・修学支援の質的向上を図る。
2)学術交流協定校との連携を強化し，日本人学生の派遣数を増大させる。

研究に関する国際連携に関する目標
1)国際会議，シンポジウム等での発表を一層拡充する。
2)海外の大学・機関，とりわけ学術協定校・研究機関と地域性のあるユニークな分野での国際共同研究を推進し研究の質的向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

地域社会等との連携・協力を推進する 平成20年度で計画達成 社会との連携，国際交流等に関する目標の達成に向けて，平成21年度計画で順調
ためのシステム整備 に実施している。詳細は，次のとおりである。
【123】知的財産の利活用等に関する部
門を整備する。 １）地域社会等との連携・協力を推進するためのシステムに関しては，産学官連携

推進機構を中心に体制を整え，「佐賀大学社会貢献の方針」に基づき，「（２）研
【124】産業界及び地域社会との連携・ 【124-01】引き続き，「佐賀大学社会貢 究に関する目標 ② 研究実施体制等の整備に関する目標」の「計画の進捗状況
協力を推進するための基本指針を設定 献の方針」に基づき，産業界，官界との ７）」及び「計画の進捗状況 ８）」で前述した取組を行った。
し，実行する。 連携・協力を推進する。 また，佐賀県の発展と人材育成のために締結した「佐賀県における産学官包括

連携協定」に基づき，平成21年度は「佐賀県歴史データベース構築事業」や「高
【125】研究成果，技術相談，経営相談， 【125-01】産学官連携推進機構並びに地 度化する技術や環境変化に対応する社会人の再教育」など，14の事業を実施した。
法律相談等に関する情報を積極的に公 域貢献推進室は広報室と協力して，地域
開し，地域との連携を深める。 との連携・協力に関する情報を産業界や ２）教育における社会連携については，以下に代表される教育面での社会サービス

地域社会へ積極的に提供し，地域との連 の提供等を行った。
携強化に努める。 ①文部科学省の平成19年度社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムに採

択された「佐賀大学 デジタルコンテンツ・クリエーター育成プログラム」に，
【126】佐賀地域産学官連携推進協議会， 【126-01】引き続き，佐賀地域産学官連 30人の社会人を特別の課程の受講生として受け入れた。また，佐賀市教育委員
地域貢献連絡協議会等を通して，地域 携推進協議会，地域貢献連絡協議会等を 会と連携して，市民開放型の「佐賀環境フォーラム」を引き続き開催し，32人
社会との連携・協力を推進する。 通して，地域社会との連携・協力を推進 （スポット受講は除く）の市民がこれに参加した。農学研究科では，平成21年

する。 度文部科学省組織的な大学院教育改革推進プログラムに採択された「高度な農
業技術経営管理者の育成プログラム」による社会人対象の特別の課程「農業技
術経営管理士養成プログラム」の開発を行い，受講生を募集した。
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教育の社会連携に関する具体的方策 【127-01】引き続き，公開講座等の市民 ②平成20年度の文部科学省科学技術振興調整費地域再生人材創出拠点の形成プロ
【127】社会人のリカレント教育や生涯 サービスの質的向上を進める。 グラムに採択された「唐津焼人材養成プロジェクト『ひと・もの作り唐津プロ
教育に対応するための社会人受入れ態 ジェクト』」により，12人の社会人研修生を受入れ，唐津焼産業の発展に貢献
勢の整備，市民開放科目の開設，公開 できる人材の養成に取り組んだ。また，「肥前陶器と唐津焼の隆盛」，「素材技
講座・市民講座の質的向上を進め，市 術講座」，「経営戦略講座」等の公開講義（14回），公開シンポジウム「古典か
民への情報サービスを向上させる。 ら学び，新たな創造へ－現代の唐津焼を楽しむ」等を開催した。

③佐賀県内の大学・短大・放送大学間連携による「大学コンソーシアム佐賀」の
【128】附属図書館は，蔵書の貸出，地 【128-01】引き続き，附属図書館は地域 事業として，共通教養教育科目を本学からは14科目を提供するとともに，同期
域の図書館間の横断的検索システムの に根ざした生涯学習の拠点として，公開 型遠隔授業による履修を容易にするため，大学間の授業開始時間を調整し，Ｉ
構築，公開講座の実施等により，市民 講座，図書館月間等，市民への情報サー ＣＴ活用型の教育環境を整えた。
への情報サービスを一層充実させる。 ビス事業を行う。 ④公開講座（22件），ゆっつら～と街角大学（座学コース：26講座，実践コース

：12講座），高校生対象の実地研修「ウォッチング佐賀」，市民対象の実施研
【129】附属図書館に地域資料を収集し， 【129-01】引き続き，地域との文化交流 修「市民版ウォッチング佐賀」（経済学部）等を継続して開催するとともに，
地域文化交流協定の締結を進める。 の拡大や連携の強化を図り，附属図書館 医師会共催による教育講演会（医学部），「ケンチクサマーキャンプ―次世代

に地域資料を集積するとともに，「佐賀 による地方都市空間―」（理工学部）等を実施した。
学」の発信拠点としてそれらの情報を公
開・提供する。 ３）佐賀県教育委員会と連携して，教員免許更新講習室による教員免許更新講座を

実施し，延べ2,161人の現職学校教諭等を受講生として受け入れた。また，文化
【130】国公私立大学間で教育研究に関 【130-01】継続して，シンクロトロン光 教育学部では，佐賀県教育委員会との連携・協力事業による教職10年経験者研修
するコンソーシアムを形成し，単位互 応用研究，有明海研究における九州地区 により18人，指導力向上研修等のリカレント教育の現職学校教諭70人を受け入れ
換，教員養成，専門職大学院，有明海 大学間の連携や佐賀県内の大学等間によ た。さらに，佐賀県内の小中学校教諭や小中学生を対象としたリフレッシュ理科
研究等の地域研究課題に関して連携協 る「大学コンソーシアム佐賀」を推進し， 教室（理工学部）等を実施した。
力を行う。 地域の教育研究課題に関して連携協力を

進める。 ４）附属図書館では，図書館月間（11月４～19日）の企画として，「医のこころ」
をテーマとする講演会を開催し，延べ136人が参加した。また，佐賀県内の公共

研究における社会連携に関する具体的 【131-01】各部局・研究センター等は， 図書館と連携した図書館間相互利用による資料の貸出し（41冊），図書館ポータ
方策 各種学外組織との連携により，地域及び ル等の「ブックレビュー」，「ベストリーダー」等による読書案内サービスの市
【131】各種学外組織（特に，地域の自 産業界の要請に応える研究活動を継続し 民への提供を行った。さらに，佐賀学の発信拠点として，佐賀に縁のある作家の
治体，民間企業・団体）との連携に基 て推進する。 著書「高安犬物語」等21点の地域資料を収集するとともに，図書館月間展示会「佐
づく研究を推進する。 賀出身の文学者たち－中島哀浪・宮地嘉六・下村湖人・三好十郎・戸川幸夫－」

において展示し，地域社会に還元した。
【132】共同研究，受託研究，委任経理 【132-01】引き続き，学外からの共同研
金及び提案公募型資金の獲得，共同研 究費，受託研究費，奨学寄附金，提案公 ５）研究における社会連携として，以下のような取組を行い，社会貢献の推進とと
究に伴う社会人客員研究員及び外国人 募型資金等の獲得に努める。さらに，共 もに，研究の活性化・質的向上を図った。
客員研究員の受入れに努める。 同研究推進のために，社会人客員研究員 ①各学部及び各研究センターにおいて「（２）研究に関する目標 ① 研究水準及

や外国人客員研究員を受け入れる。 び研究の成果等に関する目標」の「計画の進捗状況 ２）」及び「計画の進捗
状況 ７）の②」で前述したように地域・社会の要請に応える研究を地方自治

【133】海洋エネルギー研究センター， 【133-01】各研究センター等の特性を活 体，産業界等と連携して実施した。
低平地研究センター，海浜台地生物環 かして，企業の技術開発や新産業創出等 ②行政機関・産業界等からの共同研究費（84件，101,698千円），受託研究費（2
境研究センター，シンクロトロン光応 の地域の要請に応える共同研究の実施と 82件 420,424千円），奨学寄附金（624件 451,467千円），共同研究に伴う研
用研究センター，ベンチャー・ビジネ 成果の社会への還元を継続して推進す 究員（５件，５人）を受け入れた。また，客員研究員44人の受入，外国人研究
ス・ラボラトリー，地域経済研究セン る。 員３人の採用により，研究の活性化を図った。
ター，科学技術共同開発センター，医 ③引き続き，総合分析実験センター等の分析機器類を産業界や地域の学外研究者
学部附属地域医療科学教育研究センタ 【133-02】海洋エネルギー研究センター が利用するための情報発信や，地域学歴史文化研究センターを中心とした「地
ー等において，共同研究を活性化し， は，継続して全国共同利用を推進し，エ 域（佐賀）学」の創出に向けた活動（佐賀県や鹿島市と共同古文書調査を行い
成果を地域に還元する。 ネルギー問題及び環境問題の解決に取組 約5,000点のデータの蓄積，小城市との共同研究「千葉氏研究プロジェクト」

む。 に基づく共催展，佐賀学創成プロジェクトの公開講演会など）を実施した。
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【134】学外の研究者が総合分析実験セ 【134-01】引き続き，産業界及び地域の ６）教育における国際連携として，以下のような留学生受入れの拡大，留学生の生
ンター等の分析機器類を活用できるシ 学外の研究者が，分析機器や生物資源開 活・修学支援の質的向上に取り組んだ。
ステムの構築を図る。 発施設等を利用できるシステム整備と環 ①佐賀大学ホームページの英語版ページを更新し，入試案内から入学費用・奨学

境整備を行う。 金制度，生活状況に至るまでの，留学生受入れ拡大のための情報を充実させた。
また，留学生センターでは，留学生センターホームページを日・英両表記，ま

【135】地域住民・市民と大学との地域 【135-01】地域創成学生参画型教育プロ たはマウスオーバーで英語表記が出るよう更新し，ＳＰＡＳＥ（短期留学プロ
連携研究を推進し，新たに「地域学」 グラムの成果を活かした地域連携協働事 グラム）の英語版ページを追加した。
を創出する。 業の企画を継続するとともに，地域学歴 ②ＳＰＡＣＥによる短期留学生の受入数を３人増やし，23人を受け入れた。また，

史文化研究センターが中心となって，地 「佐賀大学大学院戦略的国際人材育成プログラム要項」に基づくプログラム生
域と連携した「地域（佐賀）学」の研究 10人を受け入れるとともに，地球環境科学特別コースの英語による授業を97科
活動を推進する。 目開講し，延べ179人が受講した。さらに，国際パートナーシッププログラム

等による留学生の受入れ（５人）及び日本人学生の派遣（９人）を実施し（01
【136】社会が要請する研究分野を担当 平成20年度で計画達成 5），日・中・韓・台湾の大学院生等を対象とした「環黄海大学院学生集中講
する文理融合型の研究センター設置を 義」（教育学研究科，農学研究科）（本学学生は25人参加，海外大学学生は20
目指す。 人参加）を開催した。

③佐賀大学基金により，私費留学生への月額２万円の奨学金交付（学部生１人，
教育における国際連携に関する具体的 【137-01】英語版ホームページの入試案 大学院生９人）を行った。また，留学生宿舎を74件（平成20年度）から77件に
方策 内情報等を引き続き充実し，優秀な留学 増やし，学生チューターの増員（10人），外国人の短期ホームステイ受入れ（６
【137】英語版のホームページを充実し， 生の確保・受入れに努める。 人）等により，留学生生活を支援した。
優秀な留学生の確保・受入れに努める。 ④ベトナムのハノイ国家大学とのツイニングプログラムの実施に向けた協定を平

成21年９月に締結するとともに，平成22年１月にはラオス国立大学との学術交
【138】短期留学プログラム，国際環境 【138-01】外国人留学生向けの教育プロ 流協定を締結した。また，帰国留学生によるネットワークを拡大・強化するた
科学特別コース（英語特別コース）を グラムとして，短期留学プログラム，地 め，帰国留学生らを訪問して懇談会を開催し，ベトナムのハノイ国家大学外国
充実し，学部及び大学院における英語 球環境科学特別コース及び国際人材育成 語大学に本学サテライトを設置した。帰国留学生については，30人をネットワ
による講義の拡充を図る。 プログラムの充実を図る。 ークのキーパーソンとし，帰国留学生にメールアドレスの登録を呼びかけ，ネ

ットワーク内に学長メッセージを２回発信し，意見交換による交流を行った。
【139】留学生支援基金の整備，生活支 【139-01】引き続き，留学生の生活・修 さらに，大学教員となった帰国留学生と連携し，「環黄海大学院学生集中講義」
援セクションの設置，民間との協力に 学を質的に向上させるため，留学生用寄 や，中国浙江大学での国際パートナーシッププログラム（本学からは工学系研
よる留学生用寄宿舎の増設等に全学的 宿舎等を確保する等，留学生を経済的に 究科の大学院生等が４人参加）を開催した。
に取り組む。 支援する。 ⑤産学官連携推進機構において，「自動車産業振興のためのものづくり技術者育

成講座」（受講生36人）を引き続き開催するとともに，ＪＩＣＡが実施してい
【140】海外語学研修及び短期学生派遣 【140-01】引き続き，留学生センターは， る研修受入れ事業として「インドネシア遠隔教育コンテンツ開発」研修を実施
プログラムを推進する。 海外語学研修プログラム，短期学生派遣 し，14人の研修生を受け入れ国際交流に取り組んだ。また，中国及び韓国から

プログラム等により日本人学生を派遣す の元留学生３人を同機構の科学技術共同開発部門に非常勤研究員として雇用
るとともに，留学セミナー等を通して， し，起業家育成や新産業創出をテーマとする講演会や成果発表会を開催した。
日本人学生の海外渡航を支援する。 低平地研究センターでは，平成20年度からスタートしたＪＩＣＡの円借款事業

の一環であるハサヌディン大学工学部整備事業により，短期研究員（１人）を
【141】本学学生の派遣地域の拡大と派 【141-01】学部・研究科は，国際貢献 受け入れた。
遣数の増加を図る。 推進室及び留学生センターと連携して，

日本人学生の派遣先の拡大と派遣数の増 ７）学術交流協定校との連携体制の整備を進め，平成21年度には台湾輔仁カソリッ
加を図る。 ク大学とのＤＤＰ（デュアル・ディグリー・プログラム）申合せに基づき，ＤＤ

Ｐ学生１人を受け入れた。（教育学研究科）。また，教育学研究科，農学研究科
【142】国際的学術交流を推進する。 【142-01】引き続き，アジア地域を中心 と３カ国３大学による「アジア・環黄海大学院生集中講義」の平成22年度実施に

に国際学術交流を進め，留学生の受入れ 向けた具体的な講義内容等の検討を行った。「佐賀大学校友会国際交流奨励金給
及び日本人学生の派遣を行う。 付要項」を制定し，留学生を含む学部・大学院学生の海外派遣を促す体制を整備

した。
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【143】技術研修，教育研修等を企画し， 【143-01】引き続き，技術・教育研修等 ８）研究における国際連携においては，次のような具体的方策を講じ，活性化を図
研修生を積極的に受け入れる。 に係る国際交流企画を実行し，研修生を った。

積極的に受け入れる。 ①「（２）研究に関する目標 ① 研究水準及び研究の成果等に関する目標」の「計
画の進捗状況 ５）」で前述した国際共同研究，学術交流シンポジウム等によ

【144】本学を修了し，帰国した留学生 【144-01】引き続き，留学生センターと り共同研究者の受入れ及び派遣の推進
との連携・交流システム（ネットワー 国際貢献推進室との連携により，学術交 ②国際貢献推進室ホームページ等による国際的な研究・交流派遣支援事業に関す
ク）を構築する。 流協定校等を通した帰国留学生等ネット る情報周知の継続

ワークを強化し，留学生の生活・修学に ③若手研究者の渡航援助など国際交流事業を支援するための医学部学術国際交流
資する情報の収集・提供に取組む。 基金の活用（１人）

④外国人の専任教員（25人），非常勤講師（24人）など外国人教員の採用・招聘
研究における国際連携に関する具体的 【145-01】国際共同研究・シンポジウム など。
方策 ・講演会等の多様な形態による研究者の
【145】国際共同研究，学術交流シンポ 国際交流を継続して実施し，共同研究者
ジウム等を推進し，共同研究者の受入 の受入れ及び派遣を推進する。
れ及び派遣を拡充する。

【146】日本学術振興会海外特別研究員 【146-01】国際貢献推進室を中心に，国
制度，国際交流基金等の各種研究者支 際的な研究・交流派遣支援事業に関する
援制度，ＪＩＣＡ・ＪＥＴＲＯ等への 情報収集と各教員に対する情報提供を継
参加制度を積極的に利用し，研究，研 続して実施し，それらを活用した国外で
修，教育に関する国際交流を一層進め の研究，研修，教育等に関する国際交流
る。 の推進とともに，研究の質的向上を図る。

【147】国際交流基金を平成１８年度ま 【147-01】佐賀大学基金を活用して，大
でに創設し，若手研究者の渡航援助を 学院生を含む若手研究者の渡航援助事業
行う。 を継続して推進し，国際会議，シンポジ

ウム等での発表活動を支援する。

【148】外国人教員の積極的任用を図る。 【148-01】研究に関する国際連携を推進
するために，外国人教員の積極的任用を
引き続き進める。
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標
② 附属病院に関する目標

中 1）地域医療の中核病院としての役割を明確にし，質の高い医療を提供する。
期 2）優れた医療従事者を育成する。
目 3）臨床医学の発展と医療技術の向上に貢献する。
標 4）安全管理体制を確立する。

5）横断的診療体制を整備充実する。
6）病院経営の効率化を推進する。

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

地域医療の中核病院 （平成20年度の実施状況概略）

としての役割を明確 メディカル・ソーシャル・ワーカー（ＭＳＷ）を中心に，日本医療マネジメント学会が主催する「第８
にし，質の高い医療 回佐賀支部学術集会（今，医療連携に求められているものは？－展望と課題－）」に参加し，その成果を
を提供するための具 地域医療連携室で共有した。
体的方策 また，厚生労働省及び国立がんセンターが主催するがん相談事業のための研修を受講し，得た知識を患
【149】他の公的・私 者対応に活かしている。
的病院，医師会との 脳血管障害患者に対する地域連携パス（大学病院と地域の医療・介護施設等との間で共有する患者ケア
連携を深めるために に関する文書で，医療チームのメンバーが協力して作成する）作成の役割分担等を検討し，実際の症例で
地域医療連携室を設 先行的に実施し，本格実施（平成21年度）に際しての問題点を検討した。
置する。 地域医療連携室のホームページを刷新し，附属病院の地域連携機能，がん診療連携拠点病院及び高次脳

機能障害支援拠点病院などの情報を提供した。
相談件数の増加及び複雑な相談に対応するため，ＭＳＷを１人増員し４人体制にした。

Ⅲ
【149-01】地域医療連 （平成21年度の実施状況）

携室を中心に，地域医 【149-01】地域医療連携室では，がん診療連携拠点病院としての相談業務等に加え，「緩和ケア講演会」
療機関等と連携して， を２回開催し，院内医療従事者の啓発を行った。 
引き続き佐賀県の地域 引き続き，附属病院の地域連携機能，がん診療連携拠点病院及び高次脳機能障害支援拠点病院などの情
医療をめぐる課題につ 報を提供した。
いて具体的な取組みを 地域医療連携室の医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）は，全国医療ソーシャルワーカー研修会に参加す
行う。 るなどの資質向上を図った。また，看護の視点を取り入れるため，看護師長と連携し，相談・支援業務を

行った。
県をはじめとする行政諸機関，医師会等と連携・協力し，県単位の医療情報ネットワークの構築や医師

不足への対応，高齢者の医療と介護など，佐賀県の地域医療をめぐる喫緊の課題について情報の交換を行
い，佐賀県の地域医療再生を目指し，佐賀県からの寄附講座である「地域医療支援学講座」及び「地域医
療支援センター」の設置へ向け準備を行った。

脳卒中地域連携パスの実施に際し，医師・看護師・リハビリスタッフ及びＭＳＷにおいて記載箇所の分
担を決め，平成21年度の実施件数は72症例であった。地域連携を実施する上で患者の詳細な情報を連携先
の医療機関へ提供することができ，パスの活用は有効であった。

佐賀大学
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【150】救急医療体制 （平成20年度の実施状況概略）

を整備し，救命救急 行政及び県内主要病院と連携して，大規模災害に対応できる医療専門チー ムを育成するための講習会
センターの設置を検 を実施した。
討する。 県内救急医療施設との連携と役割分担を図るため，唐津赤十字病院へ医師を派遣したことにより，同地

域の救急医療が充実した。
救命救急センターに看護師６人を増員し，充実を図った。（平成20年３月現在40人，平成21年３月現在

46人→６人増員）
医療安全の観点から災害医療に関する院内研修会を附属病院全職員に対して実施した。

Ⅲ
【150-01】救命救急セ （平成21年度の実施状況）

ンターの外来及び病棟 【150-01】救命救急センターに，全国有数の救命救急医療の拠点として知られる日本医科大学千葉北総病
における診療機能・看 院から新しいセンター長を迎え，このことを契機に総合診療部との役割分担を確立するとともに院内各診
護能力の向上を図り， 療科の積極的な支援が得られるようになり，受け入れ患者数をはじめ，診療活動が大幅に活性化した。
災害医療も含め，学生 上記を通じて，医学生・研修医も参加する早朝救急カンファレンスの内容が充実し，大いに教育効果を
・研修医等に対する救 発揮しつつある。また，看護スタッフも定例のミーティングや研修を通じて看護能力が向上し，患者ニー
急医療教育機能をさら ズにきめ細かく対応できるようになった。
に充実させる。

【151】住民の健康な （平成20年度の実施状況概略）

暮らしに貢献するた 地域医療人教育の継続・発展を目指す「医療人ＧＰ（文部科学省所管）」事業の成果を基に，「地域IＣ
めに，医療・保健・ Ｔ利活用（総務省所管）」事業に申請し，採択された。
福祉が連携した地域 また，この事業の一環として，ｅラーニング（インターネット）により医師会等の講演会を中継するこ
包括医療支援システ とで，遠隔地域医療及び教育を実施した。さらに，ｅラーニングコンテンツ（インターネット用教材）を
ムを構築する。 充実させた。

北部山間地域では，富士大和温泉病院と，所長が不在となった三瀬診療所との連携体制が整い，総合診
療部が診療所医師の人選に積極的に関与した結果，三瀬診療所への常勤医赴任が実現し，診療体制の充実
を図った。

地域医療連携室を中心として，引続きがん相談業務に対応した。
緩和ケアチームを中心として，緩和ケアに関する研修会を，がん診療連携拠点病院と地域の医療機関の

医師を対象に実施し，44人が受講した。
佐賀県の健康増進計画実施についての各種実務者会議を主宰し，食育，身体活動，禁煙，歯科衛生等個

別の課題について具体案を検討し，実施・評価の在り方等について助言を行った。
Ⅲ

【151-01】「医療人Ｇ （平成21年度の実施状況）

Ｐ」の成果を踏まえて， 【151-01】地域医療人教育の継続・発展を目指す「医療人ＧＰ（文部科学省所管）」事業の成果を基に，
引き続き，がん診療を 新たに総務省のＩＣＴ推進構想を受けて，行政(県)，県医師会との緊密な連携のもとに，IＣＴを活用し
含む地域医療サービス て，佐賀県内主要病院間診療連携のために，情報セキュリティに配慮しつつ，受診患者の診療記録を相互
及び地域医療教育の振 に閲覧できるシステムを構築するとともに，ｅラーニング（インターネット）のコンテンツを充実させる
興を推進する。 ことにより地域医療教育の充実を図った。

卒後臨床研修センターも積極的に関与して，県の地域医療再生計画を支える小児救急医・総合内科医な
どの育成プログラムが確定し，平成22年４月から実施することとなった。

行政，医師会，地域医療機関，介護施設等との協力により，在宅緩和ケア研究会等，包括的な地域医療
支援ネットワークが活性化した。

佐賀大学
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佐賀大学

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

優れた医療従事者を （平成20年度の実施状況概略）

育成するための具体 卒後臨床研修センター内にキャリア支援室を新設して，教員１人，事務員１人を増員し配置した。また，
的方策 市民ボラアンティアの協力を得て，コミュニケーショントレーニングを定期的に実施するとともに，看護
【152】医師及びコメ 師の技能修得のための教育企画に協力した。さらに，問題対応能力や生涯学習の習慣を身につける目的で，
ディカルの卒前・卒 全研修医による学習者主体の教育企画を実施した。
後研修の充実を図る 教育用シミュレーター装置を増設して，医療人（コメディカルを含む）を対象として，医療を安全に行
ために臨床研修セン うためのスキル教育を実施するとともに，スキルスラボ機能を有する総合的な研修センター「新卒後臨床
ターを設置する。 研修センター（仮称）」の建築に着手した。

Ⅲ
【152-01】臨床研修医 （平成21年度の実施状況）

及びコメディカルのた 【152-01】スキルスラボ機能を有する医療職のための総合的な卒後臨床研修センターの建物が10月に完成
めの教育企画を定期的 した。
に開催するなど，卒後 大学病院連携型高度医療人養成推進事業により，教員１人，事務員１人を増員して配置し，以下のとお
臨床研修センターの教 り教育機能を充実した。 
育機能をさらに充実さ 初期・専門研修プログラムの開発に加え
せる。 ・臨床研修医(コメディカルを含む)にコミュニケーション教育のカリキュラムを１～２週間に１度の頻

度で開講した。 
・採血，血管留置，動脈血採血，導尿，髄液穿刺等，基本的な技能の習得のためのシミュレーション教

育を定期的に行った。
・鏡視下手術，血管吻合，消化管内視鏡等，専門的な技能に関するシミュレーション教育を行った。
・医師と看護部門と合同で医療安全管理等に関するオリエンテーションを行った。

【153】特色のある臨 （平成20年度の実施状況概略）

床研修プログラムを ＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構による外部評価の結果を基に，指導体制や評価方法の改善を実施した。
策定し，協力病院の 研修医に研修記録の提出を義務づけ，目標達成度及び満足度等の調査を行い，雑務の軽減を目的として，
参加を推進する。 病棟クラークの配置など，研修環境の改善を実施した。

地域の医師不足解消に向けて大学病院のプログラムを弾力化するモデル事業に参加し，内科特別プログ
ラム（定員２人），外科特別プログラム（定員２人）を追加し，全定員を充足した。

各診療科中堅医師に各種臨床研修指導医講習会の参加費等の援助を行い，研修指導医の教育技能を高め
た。

大学病院間連携高度医療人養成事業を長崎大学と提携して稼働させるため，キャリア支援室専任スタッ
フが連携についてのニーズ調査，提携校との実務的折衝を開始した。

Ⅲ
【153-01】前年度に受 （平成21年度の実施状況）

審した臨床研修機能評 【153-01】前年度に受審したＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構による訪問調査の評価結果に基づき，研修
価の評価結果に基づ 医の満足度向上等の観点から研修目標達成度の評価を徹底して行った。また，看護師による研修医の評価
き，研修目標達成度や を取り入れた。
研修医の満足度向上等 臨床研修制度を見直し，選択必修科目の選択方法（科目数と期間）を，より教育効果の高いプログラム
の観点から，より教育 へ改善した。 
効果の高い臨床研修プ 小児科及び産婦人科特別プログラムや，外科特別コースを含んだ平成22年度初期研修プログラムを改訂
ログラムを策定する。 した。 

後期研修の連携大学である長崎大学と合同で，講習会を開催した。
地域医療研修の協力施設を拡充した。
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佐賀大学

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

臨床医学の発展と医 （平成20年度の実施状況概略）

療技術の向上に貢献 先進医療委員会を随時開催し，研究活動を推進した結果，これまでの臨床研究の成果を発展させた事例
するための具体的方 のうち，高度・先進医療として５件を厚生労働省に申請し，次の４件が認可された。
策 （１）超音波骨折治療法（四肢の骨折（治療のために手術中に行われるものを除く）のうち，観血的手術
【154】高度先進医療 を実施したもの（開放骨折又は粉砕骨折に係るものを除く）に係るものに限る）
につながる臨床研究 （２）肝切除手術における画像支援ナビゲーション（原発性肝がん，肝内胆管がん，転移性肝がん又は生
を他学部や民間と積 体肝移植ドナーに係るものに限る。）
極的に進める。 （３）硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療（腰椎椎間板ヘルニア，腰部脊椎管狭窄症又は腰椎手

術の実施後の腰下肢痛（保存治療に抵抗性のものに限る）に係るものに限る）
（４）悪性黒色腫又は乳がんにおけるセンチネルリンパ節の同定と転移の検索

また，以下の新規の疾患診断法や治療法についての研究活動を開始した。
・心不全治療の新規治療法の臨床研究
・生活習慣病の新しいバイオマーカーに関する論文を公表
・プラズマ滅菌器に関しては，容積20リットルの小型滅菌装置の試作機が完成しており，現在滅菌評

価を行い，通常の医療器具は１時間の滅菌時間で完全に滅菌可能であるが，樹脂やシリコーンでは
不十分な場合が認められることから，最適な滅菌条件を検討中

・分子イメージングの共同研究を開始
Ⅲ

【154-01】臨床研究の （平成21年度の実施状況）

成果を発展させるとと 【154-01】これまでの臨床研究の成果を発展させた事例２つについて特許を出願した。
もに，引き続き高度先 ・生活習慣病の新しいバイオマーカーの開発に関して（２件） 
進医療につながる研究 ・久留米大学，獨協医科大学，国立病院機構福岡病院及び(株）シノテストと の共同研究によりアレ
活動を活発化する。 ルギー疾患診断薬の開発（１件）

引き続き先進（高度）医療につながる以下の研究活動に取り組んだ。
・関節リウマチに合併する慢性型間質性肺線維症の累計解析を行った結果を踏まえ，久留米大学，順

天堂大学と共同で解析を行うプロトコールの作成
・プラズマ低温滅菌装置の効果を評価するために，附属病院材料部に滅菌評価室を設置し，器材の残

留蛋の定量，材質劣化の定量分析 
・腹腔鏡用手術鉗子の開発 
・慢性心不全の新規治療法の臨床研究に関して，500症例の登録が終了し追跡調査中 
・正座可能な人工膝関節の開発に向けての基礎実験を産学協同で継続中
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佐賀大学

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【155】遺伝子診断， （平成20年度の実施状況概略）

再生医療及び低侵襲 ワーファリン感受性を評価する遺伝子診断に関する研究成果を公表した。
医療を推進する。 冠動脈インターベンションによる血管内皮新生能を評価項目にした介入試験を開始した。

低浸襲手術（鏡視下手術）による胃切除及び大腸切除の件数が，前年度に比べて28件増加した。
腹腔鏡視下胃切除術等 平成19年度 ９件 平成20年度 17件
腹腔鏡視下結腸切除術等 平成19年度 24件 平成20年度 44件
カテーテルを用いたトランスラディアルアプローチ法による冠動脈治療の割合が70％以上と低侵襲医療
を推進した。

Ⅲ
【155-01】遺伝子診断 （平成21年度の実施状況）

をさらに充実し，臨床 【155-01】前年度設置した遺伝相談を支援するための遺伝カウンセリング室では，出生前，小児期，成人
応用を推進するととも の遺伝カウンセリングを行った。 
に，再生医療及び低侵 ワーファリンの感受性に関する遺伝子診断として，ＣＹＰ２Ｃ９とＶＫＯＲＣ遺伝子解析のシステムを
襲医療の開発につなが 確立し，症例について検討を進めた。
る研究活動を継続す 分子標的治療薬は，遺伝子発現を確認後使用し，その他の抗癌剤感受性遺伝子に関しても研究を進めた。
る。 血管再生医療の臨床応用のための基礎研究を進めた。 

食道及び胃の治療は100％，大腸の治療は85％を低浸襲医療（鏡視下手術）で行った。
カテーテルを用いたトランスラディアルアプローチ法による冠動脈治療の割合が70％と低侵襲医療を推

進した。
肝胆膵疾患の低侵襲医療について，先進医療の申請のため，症例を収集した。

【156】治験センター （平成20年度の実施状況概略）

を整備拡大する。 治験実施推進のためのセミナーを，ビデオ再上映を含め５回実施し，医師を中心に計498人が受講した。
また，「臨床研究に関する倫理指針」を遵守するために，当該セミナーへの出席を臨床研究を行おうとす
る研究者及び倫理委員会委員の必須要件として扱うこととした。

治験の実施件数は，新規治験の件数は計７件であり，うち治験施設支援機関（ＳＭＯ）を介したもの
は２件約30％となった。

また，医師が治験薬をオーダーする際に，薬ごとのセットメニューを利用することで入力作業を軽減し
た。

Ⅲ
【156-01】佐賀県内の （平成21年度の実施状況）

医療機関との連携や院 【156-01】 治験を活性化するために，新たに治験施設支援機関（ＳＭＯ）１社と契約し，計２社と治験
内各部門への啓発を通 の件数増加に努めた。
じて，治験の件数増加 治験実施の推進及び「臨床研究に関する倫理指針」を遵守するために，「臨床研究・治験推進セミナー」
に努める。 を開催し，約700人(前年度498人)の参加者があり，病院全体の関心が向上した。

治験の実施件数は，新規12件（前年度7件），継続16件（前年度19件），臨床研究は，新規64件（前年度
55件），継続133件（前年度109件）と増加した。
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佐賀大学

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

安全管理体制の確立 （平成20年度の実施状況概略）

のための具体的方策 インシデント・アクシデント事例の分析及び対策を検討する医療安全管理室の実務者会議を毎週１回開
【157】医療事故報告 催し，重大事項と判断した事例については，医療安全管理室の専任セイフティマネジャー（ＧＲＭ）が個
の分析と対策を速や 別の解析を行い，対策を現場に指示した。
かに行う。 さらに，医療安全室会議，医療安全管理委員会，チーフレジデント会議及び病院運営協議会で事例の解

析と改善策を周知徹底した。
Ⅲ

【157-01】医療事故の （平成21年度の実施状況）

「医療安全全国共同行 【157-01】「医療の質・安全学会」が中心となり進めている「医療安全全国共同行動」に５月から参加し，
動」の手法を応用して 医療事故の防止の計画を策定し，実施した。
医療事故対策を迅速・ 引き続き，インシデント・アクシデント事例の分析及び対策を検討する医療安全管理室の実務者会議を
適切に行う。 毎週１回開催し，重大事項と判断した事例については，医療安全管理室の専任セイフティマネジャー（Ｇ

ＲＭ）が個別の解析を行い，対策を現場に指示し，病院運営協議会等で事例の解析と改善策を周知徹底し
た。

また，医療安全管理室に，新たに医療安全において重要な部署である検査部，卒後臨床研修センター，
栄養管理室及び診療記録センターから委員を選出し，機能を強化した。

【158】安全管理，事 （平成20年度の実施状況概略）

故防止に関する研修 医療安全と院内感染対策に関する研修会を４回実施した（参加者は，それぞれ957人，918人，853人，8
会を開催する。 65人）。

その他，医療安全研修会の対象となる職種（清掃・医療事務・警備・時間外受付・クラーク・売店，食
堂，クリーニング受付）に対する医療安全・院内感染対策研修（同時に実施）を年間２回実施した。（受
講者は，のべ218人）

さらに，研修の受講率を上げるため，参加できなかった職員に対して，研修会を収録したビデオを貸出
した。

「院内暴力（言論も含めて）」の事故防止対策マニュアルの素案を作成した。
Ⅲ

【158-01】院内の全勤 （平成21年度の実施状況）

務者を対象とした医療 【158-01】 医療安全管理，事故防止対策を徹底するため，院内安全研修会を３回実施（１回は接遇講習）
安全研修会等を継続的 した。
に実施し，医療安全管 また，研修をビデオに収録し，それを基に研修を行い，研修受講率の向上を図った。さらに，ウェブを
理，事故防止対策を徹 利用して，自己研修を行った。職員ひとりあたり，2.5回（対象者 1,223人）受講した。
底する。 前年度作成した素案を基に，「院内暴力（言論も含めて）対策マニュアル」を作成し，各部署で活用し

た。

【159】医療従事者の （平成20年度の実施状況概略）

勤務体制を安全管理 医療従事者の勤務環境を改善するため，研修医・医員を対象に引続きカウンセリングを実施した。
の視点から検討する。 また，病院敷地内に開設した保育所を医療従事者34家族が利用し，安心して職務を遂行している。

放射線技師及び臨床工学技士の医療安全の質を保つため，増員するなど勤務環境の見直しを行った。
医療安全管理ポケットマニュアル」を新規に作成し，常時携帯するようにした。

Ⅲ
【159-01】医療安全を （平成21年度の実施状況）

担保する観点から医療 【159-01】引き続き，研修医・医員を対象としたカウンセリングを実施した。
従事者の勤務環境の改 また，病院敷地内に開設した保育所を医療従事者が利用した。
善を図る。 前年度に導入した病棟クラーク制に加え，外来クラーク制を導入し，医師・看護師の負担軽減を図った。

勤務環境の見直しを行い，臨床工学技士を１人増員し，医療機器操作の安全性向上とＭＥセンターの機
能改善を図った。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【160】事故防止に電 （平成20年度の実施状況概略）

子カルテシステムを 電子カルテシステムを更新する際に，バーコードシステムを導入することで，入力ミスを防止し，医療
活用する。 安全の向上を図った。

また，小児に対する処方の過剰投与を防止するために，小児薬用量の安全システムを導入することとし
た。

Ⅲ
【160-01】電子カルテ （平成21年度の実施状況）

システムの安全管理機 【160-01】電子カルテシステムをＨＴＭＬ化し，機能性を向上させ事故防止を図った。
能を医療事故防止に役 また，小児に対する処方の過剰投与を防止するために，小児薬用量のチェック機能を追加した。 
立てる。

【161】医療安全管理 （平成20年度の実施状況概略）

に関する外部評価を 院内安全管理委員による病棟及びその他の部署の自己点検・評価を実施するとともに，医療安全に関す
受ける。 る大学病院間の相互評価の一環として，富山大学による外部評価を受けた。その結果，指摘されたインシ

デントレポートの改善に向けてアクションプランの策定を進めた。
また，本学の安全管理委員は，岐阜大学の外部評価を実施した。
検査部全体及び７つの部門に設定した品質目標を基に，教育訓練計画を策定し，教育訓練を実施した。
内部監査及びマネジメントレビューを実施した。
平成17年度に取得したＩＳＯ９００１の更新審査に合格し，品質マネジメントを継続した。

【161-01】医療安全管 （平成21年度の実施状況）

理の質を担保するた 【161-01】浜松医科大学の専門委員による医療安全チェックの外部評価を受審し，その評価結果で指摘さ
め，外部からの評価を れた「中心静脈カテーテル挿入(ＣＶＣ)におけるインストラクター制度」について，インストラクターの
受け，その結果をもと 一覧を電子カルテ院内ウェブで公表し，改善を図った。また，治療上必要な患者の行動制限を行う場合の
に安全管理システムを Ⅲ 「身体抑制についての同意書」について，様式（案）を作成し改善の準備を進めた。
改善する。 本学の安全管理委員は，鳥取大学の医療安全チェックの外部評価を実施した 。

日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価（バージョン5.0）を受審し，認定を受けた。これは問
題点の改善に努め成果を上げている病院に認定証が発行されるものであり，各審査領域において「基本理
念の院外への周知について更なる努力が望まれる」及び｢接遇研修について全体的な取り組みが望まれる」
等の指摘については，改善策を検討するワーキングを設置し，院内表示等の直ちに対応できるものは改善
を行い，予算措置を要するもの，施設の大幅な改修を要するもの等については，その対応を進めた。

【161-02】検査部の業 【161-02】引き続き，検査部全体及び７つの部門に設定した品質目標を基に，教育訓練計画を策定し，教
務における適切な品質 育訓練を実施した。
マネジメントを継続す 内部監査及びマネジメントレビューを実施した。 
る。 検査部の業務を見直し，マニュアルを改訂した。

前年度にＩＳＯ９００１の更新審査に合格しており，品質マネジメントを継続した。



- 92 -

佐賀大学

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

横断的診療体制を整 （平成20年度の実施状況概略）

備充実するための具 感染制御部では，院内感染対策に関する会議を毎月開催するとともに，感染症研修医を交えた臨床カン
体的方策 ファレンスを実施した。
【162】感染症治療専 また，研修医を対象に平均２か月の感染症診療のトレーニングを実施した。
門チームを設置する。 年３回の院内研修会を通じてＭＲＳＡに代表される院内感染症の予防に関する啓発を行い，院内感染サ

ーベイランスを継続した。
感染症診療経験医師が，複数の専門診療科に在籍しており，感染症診療の充実を図っている。
パンデミックインフルエンザを想定した診療マニュアルを作成し，院内の患者収容箇所や診療担当部門

を定めた。
全国の感染症診療モデル施設に指定された本院の専任スタッフが，県立病院好生館において感染症診療

支援を開始した。
感染制御部長が，国立大学病院感染対策協議会常任会議委員に就任した。

Ⅲ
【162-01】引き続き感 （平成21年度の実施状況）

染症診療の充実を図る 【162-01】感染制御部では，院内感染対策委員会を12回開催するとともに，感染症研修医（36人）の教育
とともに，県内の基幹 を引き続き実施した。
病院間の院内感染対策 ＭＲＳＡ感染症，血管内留置カテーテル関連血流感染症（ＣＲＢＳⅠ）などの発生状況を各部署にフィ
に指導的役割を果た ードバックし，感染対策について周知した。
す。 また，国立大学病院評価指標・自己点検項目である多剤耐性緑膿菌（ＭＤＲＰ）による感染症発生はゼ

ロであった。
毎週２回，感染制御部のスタッフが，県立病院好生館で感染症診療を担当するとともに感染対策に関す

る指導を行った。 
佐賀県新型インフルエンザ対策本部に参画するとともに，専門家会議を招集し，県内医療体制の整備に

関する提言を行った。

【163】褥瘡対策チー （平成20年度の実施状況概略）

ムを設置する。 褥瘡対策チームの看護師が，本院の助成によりＷＯＣ（創傷・オストミー・失禁看護）ナース育成のた
めの研修を受講し，認定試験に備えた。

褥瘡講習会を定期的に開催し，尿・便失禁に伴う，陰部びらんの患者に対するスキンケアについては，
院内で統一した処置を施行することにした。

Ⅲ
【163-01】褥瘡対策チ （平成21年度の実施状況）

ームを中心に，褥瘡対 【163-01】褥瘡対策チームの看護師が，ＷＯＣ（創傷・オストミー・失禁看護）ナースの認定試験に合格
策をより一層充実させ し，２人の資格取得者を配置した。
るとともに，院内研修 また，皮膚科医師１人を新たなメンバーとして加えた。
・啓発を定期的に実施 褥瘡対策活動をさらに充実したものにするため，褥瘡回診の頻度を増やすとともに，病棟での局所処置
する。 などを実施した。 

引き続き，褥瘡講習会を定期的に開催し，褥瘡対策の知識の普及活動を行った。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【164】悪性腫瘍治療 （平成20年度の実施状況概略）

の化学療法外来を設 がん診療の充実を図るため，内科系病棟の一つを腫瘍学に特化させる病棟再編を実施した。
置する。 横断的腫瘍カンファレンスを定期的に開催し，キャンサーボードの拡充を図った。

新電子カルテシステムに，新たながん化学療法プロトコール管理方法（安全性向上のシステム）を導入
し，その稼動状況を検証している。

医師，薬剤師及び看護師を対象に「がんプロフェッショナル養成プラン」と連携し，各分野の教育プロ
グラムを基に専門教育を実施した。

また， 臨床腫瘍学に精通した内科系教授を選考した。
Ⅲ

【164-01】がん診療を （平成21年度の実施状況）

充実させるため，がん 【164-01】がん診療の充実を図るため，「がんセンター」を設立し，運営委員会を整備した。
専門医を中心とする専 外来化学療法室を拡張・改装（12床から15床に増床）し，患者数の増加に備えた。
門病棟の整備や外来化 臨床腫瘍専門医育成のため，消化器外科の医師が呼吸器内科・血液内科で，また呼吸器内科の医師が乳
学療法室の充実等，引 腺外科外来で毎週研修を行った。 
き続きがん診療体制の
整備を進めるととも
に，「がんプロフェッ
ショナル養成プラン」
の一環としての臨床腫
瘍専門医の育成を継続
する。

【165】横断的緩和ケ （平成20年度の実施状況概略）

アチームを設置する。 地域包括緩和ケア科，精神科，麻酔科蘇生科，リハビリテーション科，看護部，薬剤部，栄養管理室，
地域医療連携室等が参加する緩和ケア合同カンファレンスを毎週定期的に開催した。

国立病院機構佐賀病院の緩和ケアチームと連携し，合同カンファレンスを毎月開催した。
また，地域連携における診療支援として国立病院機構佐賀病院のチームカンファレンス及び回診に隔月

参加して情報の共有化を図った。
緩和ケアに関する市民公開講演及び医療従事者に対するがん疼痛緩和に関する研究会を開催した。
がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会（厚労省の指針に準拠）を開催した。

Ⅲ
【165-01】引き続き院 （平成21年度の実施状況）

内緩和ケアの充実を図 【165-01】 引き続き，地域包括緩和ケア科，精神科，麻酔科蘇生科，リハビリテーション科，看護部，
るとともに，地域医療 薬剤部，栄養管理室，地域医療連携室等が参加する緩和ケア合同カンファレンスを毎週定期的に開催した。
機関と連携して地域全 国立病院機構佐賀病院と本院で，合同カンファレンスを隔月開催し，緩和ケア医が，佐賀病院で回診を
体に広がるがん疼痛ケ 行った。 
アとその啓発に取組 佐賀県と協力して，緩和ケアの普及・相談を目的とした公開講座を実施した。
む。 また，医師会と連携して，在宅医療を含む終末期医療に関する公開講座を開催し，がんネットワークの

活性化を図った。 
県内のがん診療連携拠点病院が主催する緩和ケア研修会を支援するなど，緩和ケアに従事する医療者の

資質向上を図った。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【166】栄養サポート （平成20年度の実施状況概略）

チームを設置する。 医師，看護師，栄養士，薬剤師，検査技師等で構成する栄養サポートチーム（ＮＳＴ）が栄養不良患者
（20人程度）に関するカンファレンス及び回診を毎週実施した。また，各病棟での活動状況報告を毎月行
い，実践能力の向上を図った。

院内及び地域の医療従事者を対象に，栄養評価・栄養管理に関する勉強会を毎月開催し，毎回約130人
が参加した。

ＮＳＴ専門療法士の資格取得のため研修生６人を受入れて，栄養管理教育・実地修練を行った結果，４
人が受験し，うち３人の当院看護師が資格を取得した。

Ⅲ
【166-01】引き続き， （平成21年度の実施状況）

栄養サポートチームの 【166-01】引き続き，医師，看護師，栄養士，薬剤師，検査技師等で構成する栄養サポートチーム（ＮＳ
資質向上を図ることに Ｔ）は，栄養不良患者（47人）に関するカンファレンス及び回診を毎週実施し，資質向上を図った。
より院内における栄養 栄養管理を向上させるため，病棟ＮＳＴスタッフに対し，新電子カルテシステムの摂取栄養量評価機能
管理を向上させるとと について，使用法等の説明会を開催し，入院患者への積極的な利用を促した。
もに，地域を含めた医 病院職員全員へ栄養療法の周知を図るため，「手引き書」を作成し，院内ウェブに掲載した。 
療職への栄養管理教育 病院職員及び地域の医療従事者に対し，栄養評価・栄養管理に関する勉強会を12回開催（参加者約100
を推進する。 人／回）した。

５人（学内２人，学外３人）の研修生を受入れ，ＮＳＴ専門療法士の資格取得のための栄養管理教育・
実地修練を行った。その結果，４人が認定試験に合格した。

病院経営の効率化を （平成20年度の実施状況概略）

推進するための具体 診療科ごとに病棟稼働率・在院日数，診療単価等の指数を算出し，これらを基に人員の再配置及び病棟
的方策 再編のルールを策定し，引続き診療科病床数を調整した。
【167】病棟再編と人 Ⅲ
員の再配置を行う。 【167-01】効率的病院 （平成21年度の実施状況）

運営を目指し，引き続 【167-01】病床管理委員会で稼働率等の指数を算出し，効果的な病床管理を検討した。
き診療科病床数の調整 その結果，「病床配分について診療科ごとに固定しないとの考え方を基本に，各科としての定数配分で
を図るなど，フレキシ はなく，あくまでも目安としての配分であるとして，空床数を極力減らすことで，病床の効率的な運用を
ブルな病床活用を図 計る」という方針を病院企画室会議，病院運営協議会及びチーフレジデント会議で報告するとともに，各
る。 病棟のチーフレジデント及び看護師長に指示し，フレキシブルな病床活用を図った。

【168】電子クリティ （平成20年度の実施状況概略）

カルパス・管理会計 安全で効率的な医療を提供するために必要な医療の標準化を図るため，クリティカル・パスの紙による
システム等を導入す 運用から医療情報システム（電子カルテ）への移行を可能とする医療情報システム改良の準備作業を開始
る。 した。

診療科別の診療実績について，管理会計システム及び同規模の大学病院との比較を用いてベンチマーク
手法で経営分析し，その結果を基に各診療科に対して経営指導を実施した。

Ⅲ
【168-01】引き続き管 （平成21年度の実施状況）

理会計システムを活用 【168-01】安全で効率的な医療の提供において，必要不可欠なクリティカルパスの更なる作成と使用を推
して経営基盤の安定化 進するため，パスの作成・使用実績に応じたインセンティブを各部門に教育研究費として付与した。
を図るとともに，病院 引き続き，同規模の大学病院とのデータ比較方法等の見直し・検討を行い，各診療科に対して，それ
経営にクリティカルパ に基づく経営指導を行いさらなる増収を図った。
スを効果的に活用す また，病院医療情報システムに本学で独自に開発した管理会計システムを導入することにより，ＤＰＣ
る。 データの解析を可能とした。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【169】診療科別収支 （平成20年度の実施状況概略）

分析を行う。 診療科別に医師一人当たりの粗収入を示すとともに，各診療科の代表的な疾患についてベンチマーク手
法でその収支を分析し，その結果を基に更なる診療報酬請求額の増加を促した。

医療材料の物品別購入価格を各種医療機関の実勢購入と比較・分析することによって価格交渉を行い，
適正価格で購入するとともに，診療内容別に使用薬剤をベンチマーク手法で分析し，その結果を基に使用
薬剤の適正化及び後発品への変更を促すなど経費の削減を行った。

Ⅲ
【169-01】ＤＰＣ（診 （平成21年度の実施状況）

断群分類）解析のため 【169-01】ＤＰＣデータを活用した部門別収支分析等を行い，傷病別の分析を行った。それを基に，各診
のＩＣＴ（情報通信技 療科毎に具体的なシミュレーションを示し，在院日数の短縮や診療行為の見直しを行うことで，診療報酬
術）ツールを活用して 請求額の増加や病院経営の効率化を図った。
診療科別の収支分析を
引き続き行い，病院経
営の効率化を推進す
る。

【170】積極的に外部 （平成20年度の実施状況概略）

委託する。 各部署において外部委託の必要性と有効性について調査した結果，患者サービス課では診療料金の収納
業務及び入院診療料金の計算業務を外注化し，引き続き業務の効率化を行った。 また，検査部でも院内
検査10項目を外注検査に移行し，効率化を行った。

材料部をはじめとするその他の部門でも外部委託の必要性と有効性について多角的に検討した結果，必
ずしも外部委託が得策でない部門があるとの暫定的な結論になった。

【170-01】既に外部委 （平成21年度の実施状況）

託している業務の効率 Ⅲ 【170-01】外部委託の効率性を検証する際には，病院職員による実施，外部派遣職員による実施，外部業
性を検証し，サービス 務委託の３方式を比較検討し，今年度は専門外来受付を業務委託からクラークの直接雇用に変更した。こ
の質の確保を念頭に業 れにより，医師，看護師からクラークへ指示が直接できるようになり，各診療科により異なるが，クラー
務の効率化を図る。 クの業務が多様化し，医師，看護師の業務軽減及び患者サービスの向上が期待できるようになった。

医療器材の滅菌業務については，その重要性と特殊性に配慮し，その質の確保を目指す滅菌保証の観点
から検討した結果，滅菌供給の知識と実践に優れた人材を確保し，業務の円滑な管理運営を実施するには，
現状の常勤滅菌技師２人，看護師１人，非常勤職員４人で対応する方が有効であると判断した。

臨床検査部門については，臨床検査項目を検討し，新たに18項目（約550件）を外部委託してコスト削
減と省力化を図った。 

診療費請求業務については，入院系は職員（契約職員を含む），外来系は業務委託に整理し効率化を図
ることとした。

ウェイト小計
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標
③ 附属学校に関する目標

中 1）附属学校園における教育の実践及び実践的研究のより一層の質の向上を図る。
期 2）学部における教員養成教育に資するために，附属学校園における教育実習の充実を図るとともに，学部教員と附属学校園教員と連携協力関係を深める。
目 3）教育臨床の視点に基づき，学部教員と附属学校園教員との共同研究を推進し，臨床教育学の確立を目指す。
標 4）地域における教育の実践及び教育の臨床的研究の中核的存在としての役割を明確にする。

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【171】教科教育担当 （平成20年度の実施状況概略）

者，教科担当者，附 「学部・附属学校共同研究推進委員会規程」に基づき，教科部会の教員と附属学校教員が分担して，
属学校園教員が協力 教科教育法等（学部）は32回，実践授業研究等（大学院）は７回（学部・大学院延べ351人）の公開授
して教科教育法（学 業または講義を担当した。
部）と，実践授業研 学部・附属学校園の共通テーマである「学びをひらく教育の創造」のもと，「小中接続の課題を探る」
究（大学院）の科目 について，研究発表会を開催し，その後の分科会において学部教員９人の指導・助言により今後の研究
を担当できるような 課題を明確にした。
方策を探る。 特別支援学校及び学部の障害児教育講座の教員は，一般市民等に「発達障害と心身症への支援に強い

教員の養成」に関する共同研究の成果発表会を公開した。
これらの成果を学部教員と共著又は単著として，著書18件，学術論文９件にまとめ公表した。

Ⅲ
【171-01】引き続き，「学 （平成21年度の実施状況）

部・附属学校共同研究推 【171-01】引き続き，「学部・附属学校共同研究推進委員会規程」に基づき，教科部会の教員と附属学
進委員会規程」に基づき， 校教員が分担して，教科教育法等（学部）は22回（延べ参加人数200人），実践授業研究等（大学院）
教科部会の教員と附属学 では８回（延べ参加人数30人）の公開授業を行った。
校教員が分担して，教科 また，学部教員及び附属学校教員が連携して，平成22年度研究発表大会に向け実践授業研究を行った。
教育法（学部）及び実践
授業研究（大学院）の公
開授業を実施する。

【172】教員養成に関 （平成20年度の実施状況概略）

わる科目を担当して 「学部・附属学校共同研究推進委員会規程」に基づき，学部の授業実践部会の教員は，附属学校の授
いる学部教員が，附 業又は教育実習等にゲストティーチャー又はＴＴ（ティームティーチング）として，延べ27件の授業実
属学校園における授 践に参加した。
業実践をし，及び授 中学校では，本学教員が生徒（延べ450人）を対象として「大学の先生の授業を受けよう」をテーマ
業のゲスト・ティー に，19講座を開講した。
チャーとして参加す Ⅲ
る機会の確保を図る。 【172-01】引き続き，「学 （平成21年度の実施状況）

部・附属学校共同研究推 【172-01】引き続き，「学部・附属学校共同研究推進委員会規程」に基づき，授業実践部会の教員は，
進委員会規程」に基づき， 附属学校の授業，教育実習の事前・事後指導，公開研究発表会及び授業研究会にゲストティーチャー又
授業実践部会の教員は， はＴＴとして，延べ106人の学部教員が参加した。
附属学校の授業，教育実 小・中学校では，本学教員が，生徒・保護者・教員(延べ1,330人参加)を対象として「佐賀大学の授
習等に，ゲストティーチ 業を受けよう」をテーマに，３回に分けて32講座を開講した。
ャー又はTT（ティームテ また，幼稚園では「からだを使って遊ぼう」「粘土場で遊ぼう」をテーマとしたワークショップを企
ィーチング）等として参 画し，保護者向けに２回（延べ43人参加），園児向けに３回（延べ67人参加）及び親子向けに２回（33
加する。 組）を開催した。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【173】附属教育実践 （平成20年度の実施状況概略）

総合センターの支援 引き続き，附属学校園教員と学部教員が連携して，以下の成果発表を行った。
のもとに，学部教員 ・九州・山口地区自閉症研究協議会において，「臨床教育実習」に関する実践研究を発表した。
と附属学校教員によ ・附属学校の養護教諭研究部会及び学部の健康・スポーツ科学講座の教員は，共同研究の成果を「日
る教育の実践的な共 本教育大学協会年報」に投稿し，掲載された。
同研究を推進し，附 ・附属学校園教員及び学部教員は，共通テーマ「学びをひらく教育の創造」についての共同研究を進
属学校園教員が，そ め，「佐賀大学教育実践研究」等により，計71件についてその成果を発表した。
の成果を学部等の紀
要及び学協会で発表 【173-01】引き続き，地 （平成21年度の実施状況）

することを促進する。 域の先導的・モデル的学 【173-01】引き続き，地域の先導的・モデル的学校園として，附属学校園教員と学部教員が連携して，
校園として，附属学校園 以下の取組を行った。
教員と学部教員による実 ・共通テーマ「学びをひらく教育の創造」のもとに各学校園でサブテーマを設定し，公開授業研究会，
践的・教育臨床的な共同 公開保育研究会及び講演会等を開催した。
研究を推進し，研究会等 Ⅲ ・小・中学校では，「小中接続型教育プログラム」の開発に向けて，小中連携合同公開授業研究会及
の開催，学協会，研究紀 びシンポジウムを開催した。
要，学術誌等により，成 ・臨床教育実習の際には，特別支援学校及び小・中学校と連携し，特別支援学校に支援児（実習対象
果公表に取組む。 児）を招いて実施した。この実習活動の成果について，附属学校，医学部，他の支援児在籍校，佐

賀県教育委員会及び小城市教育委員会の関係者を対象に臨床教育実習報告会を開催し，「臨床教育
実習活動報告書」として発行した。

・学協会等では，幼稚園11件，小学校14件，中学校12件及び特別支援学校９件の発表等を行った。
・研究紀要及び学術雑誌等へ幼稚園４編，小学校３編，中学校３編及び特別支援学校14編を投稿し，

公表した。
・学部教員10人及び附属学校教員１人による共著『教師をはぐくむ―地方大学の挑戦』（昭和堂 平

成21年３月刊行）を，学部授業（「教職概論」「大学入門科目」「各科教育法」等）で教科書として
用いるとともに，佐賀県教育委員会（平成21年６月５日シンポジウム），佐賀新聞等に取り上げら
れ，附属学校園における教育研究の成果が高く評価された。

・特別支援教育では，「臨床教育実習活動報告書」を教科書の一部として学生に配布するとともに，
佐賀県下の小・中・高等学校及び特別支援学校，佐賀市内の幼稚園，全国の教員養成系学部・大学
に配布（700部）することにより，成果の公表を行った。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【174】教育実習を充 （平成20年度の実施状況概略）

実させるために，附 引き続き，学部教員と附属学校園の教員が連携して，教育実習についての以下の取組を行った。
属学校園における教 ・大学院教育実習の試行プログラムとして，小学校へ１人，中学校へ２人の実習生を受入れ，半年間
育実習の指導体制と という長期間に亘る教育実習を指導し，その成果の報告会を開催した。
指導方法の改善を図 ・専門職大学院等教育推進プログラムに採択された「発達障害と心身症への支援に強い教員の養成」
る。 による臨床教育実習について，佐賀県教育委員会，佐賀市教育委員会，多久市教育委員会，支援児

在籍校４校及び親の会の関係者が参加して，実習生による「平成20年度臨床教育実習（大学施設実
習）報告会」を行った。また，「連携・外部評価委員会」を開催し，本実習の今後の在り方や進め

Ⅲ 方について多くの意見を得た。
・学部教員及び附属学校園の教員で構成する教育実習連絡協議会を開催し，高度教育実習及び専門職

大学院等教育推進プログラム（文部科学省所管）の教育実習の評価と翌年度の計画を審議した。そ
の結果，平成21年度から「臨床教育実習Ⅰ」及び「臨床教育実習Ⅱ」及び『大学院教育実習」を単
位化（各２単位）し，教育学研究科の特色ある教育実習として取組むこととした。また，学部にお
いても平成21年度から「教育実習Ⅰ」，「教育実習Ⅱ」「教育実習Ⅲ」に参加するために必要な事前
指導を「教育実践フィールド演習Ⅰ」「教育実践フィールド演習Ⅱ」「教育実践フィールド演習Ⅲ」
として単位化（各２単位）して学部教員と共同で取り組むこととした。

平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成20年度で計画達成

【175】教育環境の改 （平成20年度の実施状況概略）

善と幼児・児童・生 以下の教育研究環境の整備を促進した。
徒の安全の確保のた ・附属学校園担当の学部長特別補佐を中心に，学部及び附属学校園と連携し，老朽化した校舎を改修
めに，老朽化した校 することにより，幼児・児童・生徒の安全確保，教育研究環境を整備した。
舎の環境整備を目指 ・中学校では，教室棟及び特別教室の一部を改修した。
す。 Ⅲ ・特別支援学校では，カーポートを渡り廊下の代用として設置し，雨天時に濡れずに体育館へ移動を

できるようにした。
以上により，幼児・児童・生徒の一層の安全が確保され，教育研究環境が改善された。

平成20年度で計画達成 （平成21年度の実施状況）

平成20年度で計画達成
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【176】附属学校園の （平成20年度の実施状況概略）

教育目標に沿った幼 地域における附属学校園の特色を理解してもらうため，「求める子ども像」をより明確にした。
児・児童・生徒を入 ・中学校では，入試日を県立中学校と同日にして，教育目標に沿った意欲ある生徒を募集した。また，
園・入学させるため 学校説明会時の配布資料を詳しくしたり見やすくするなど工夫した。
に，数年毎に選抜方 ・特別支援学校では，入試日を従来の10月から12月に変更したことにより，小学部の入学希望者が昨
法の見直しを検討す 年度０人だったのが４人増加した。また，入学適性検査の結果等をもとに就学指導委員会で就学適
る。 否を決定し，小学部及び高等部で定員を超えたので，適正な定員確保のための抽選を実施した。

【176-01】附属学校園の （平成21年度の実施状況）

教育目標に照らして，入 【176-01】附属学校問題検討ワーキンググループ（委員長は学部長特別補佐）は，入学志願調査票や入
園・入学者の受入状況を Ⅲ 学調査資料等により受入状況を点検・評価し，各附属学校園の教育目標に沿った選抜方法について検証
点検・評価し，選抜方法 し，以下の取組を行った。
の見直しの成果を検証す ・新型インフルエンザに対応した追試験の導入を決定した（該当者は幼稚園で１人）。
る。 ・小学校では，教育目標に沿った募集要項に関し，附属幼稚園，佐賀市私立幼稚園長会，フリー参観

日（11月），及び学校説明会などでアドミッション・ポリシーについて詳細な説明を実施するなど
の改善を行い，１月に入学希望者の調査を実施し，アドミッション・ポリシーにふさわしい児童の
獲得に努め，入学定員を確保した。

・中学校では，入学選考に面接の導入を決定し，１月に実施した。
・幼稚園では，幼児の面接方法を見直し，保護者の同室を許可するなど幼児がより負担に感じない面

接を12月に実施した。その結果，泣き出す幼児が激減し，再面接も順調にできた。
・特別支援学校では，小学部・中学部・高等部別に募集要項を見直し，入学適性検査として全学部共

通（医学的観察・総合面接），小学部（発達検査，遊び観察），中・高等部共通（知能検査，学力
検査，感覚･運動検査）及び高等部（作業能力）を実施した。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【177】地域の教育機 （平成20年度の実施状況概略）

関との人事交流に対 学部及び附属学校園による共同研究の成果を活かし，以下の取組により附属学校園教員の研修を行っ
応した教職員研修の た。
効果的方法を検討す ・佐賀県教育委員会と文化教育学部が実施する10年経験者研修に附属学校教員３人が協力した。
る。 ・幼稚園では，３年間の研究成果を発表する研究発表会を開催し，附属学校園の教員をはじめ，初任

者研修者４人，５年経験者研修者４人，10年経験者研修者２人を含む教員等が県内外から168人参
加した。

・地域の学校園教員研修会等に延べ50人を講師等として派遣するとともに，すべての教科で校内研修
として研究授業及び分科会を開催し研修を推進した。

【177-01】引き続き，学 （平成21年度の実施状況）

部及び附属学校園による 【177-01】引き続き，文化教育学部及び附属学校園による共同研究の成果を活かし，以下の取組により
共同研究の成果を活か 附属学校教員の研修を行った。
し，10年経験者研修等， ・附属学校園の教員が講師又はＴＴとして参画して「読み書き障害とＬＤ疑似体験」等４つの10年経
地域の学校園教員研修へ 験者研修講座を開講し，小・中・高・特別支援学校から18人が参加した。また，その成果は，附属
の協力，校内研修会や研 学校園の研究発表会で報告し，学協会等での論文発表及び公表に結びついた。
究発表会による附属学校 ・「教員免許状更新講座」の講師として，文化教育学部の教員が「教育の最新事情」（必修講座），「教
教員の研修に取組む。 科指導，生徒指導その他の教育の充実に関する事項」（選択領域講座）など３講座，附属学校園の

教員が「教育の最新事情」（必修講座），「教科指導，生徒指導その他の教育の充実に関する事項」
Ⅲ （選択領域講座）など４講座を担当した。

・佐賀県内小学校へ校内研究の国語科などの講師派遣，小中連携研究発表会の助言者，九州地区小学
校社会科研究大会の企画運営など，地域の学校園教員研修へ協力した。

・学部教科教育講座教員と附属学校教員は，教科毎に佐賀大学文化教育学部・附属学校共同研究推進
委員会規程」及び「佐賀大学文化教育学部・附属学校共同研究実施要領」に基づき月１回は勉強会
を開催し，最新の教育情報の収集・発信をした。

・小・中学校では，小中連携のための研究発表会に向けて，小・中合同の教員による研究会を定期的
に開催した。

・幼稚園では，公開保育研究会の講演を開催し，県内外の幼稚園・保育園にかかわる教員や学生の研
修に努めた。

・特別支援学校では，佐賀県特別支援教育研究会で研究発表し，佐賀県立総合看護学院へ講師を派遣
した。全体研究会を大学教員４人の助言者のもとに実施した。

・10年経験者研修は最新の教育情報を提示し，子どもの実態に即して教育方法を検討する研修講座で
あり，学部教員と入念に打ち合わせをし，講習に望んだ。その成果は附属学校園の毎年度の研究発
表会に生かされ，学協会等への論文公表へとつながった。さらに，これらの業績が『教員免許更新
講習会講師』として実績をあげた。附属学校園では，これらの講座に対して，講師等として積極的
に派遣するシステムを構築した。なお，学部教科教育講座教員と附属学校教員は教科毎に上記規程
に基づき月１回は勉強会を開催し，最新の教育情報の収集・発信をしている。
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進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【178】地域へ教育情 （平成20年度の実施状況概略）

報を発信する学校園 実践的・臨床的研究に係る教育情報の発信及び地域の情報の収集を進め，以下の取組により教育実践
として，各学校園と ネットワークの中核的役割を果たした。
の教育実践ネットワ ・小学校では，広報誌「クレサス 第２号」を発行し，県内すべての小学校及び関係機関に配布し研
ーク化を推進する。 究成果を紹介した。

・特別支援学校では，公開研究会を実施し，県内外の公立学校等に研究成果を発表するとともに，学
校のホームページに掲載した。

・他の附属学校の情報を収集するために，明星学園及び筑波大学の附属中・高を視察した。
・文化教育学部で開催する「人権教育講演会」などに積極的に参加した。
・幼稚園では，３年間の研究成果を発表する研究発表会を開催し，併せて「学習指導要領と幼稚園教

育要領との接点を探る－幼少連携と自己肯定感，自己決定力，思考力，コミュニケーション力－」
について講師を迎え講演会を実施した。この発表会に県内外から168人が参加した。

・中学校では，教育評価について筑波大学の講師を迎え，研修会を開催した。また，小・中学生の成
長について学部教員による研修会を開催した。

・佐賀県特別支援教育研究会の理事・幹事，佐城支部理事として地域の研究推進に貢献した。
・文化教育学部教員との実践的・臨床的な共同研究の成果を各附属学校園の研究発表会で公表すると

ともに地域諸学校園の講演会・講習会等に講師・助言者・司会者として延べ50人を派遣し，教育情
報の発信と収集を行った。また，附属学校園の教員４人を全国研究開発学校フォーラムへ派遣し，
次期の研究開発学校を視野に入れた研修会を実施した。

Ⅲ
【178-01】引き続き，教 （平成21年度の実施状況）

育実践ネットワークを活 【178-01】実践的・臨床的研究に係る教育情報の発信及び地域の情報の収集を進め，以下の取組により
性化するため，実践的・ 教育実践ネットワークを活性化した。
臨床的研究に基づき，教 ・引き続き，ホームページのリニューアルや最新情報の更新に努め，教育情報や研究の成果などを発
育情報の発信及び地域の 信した。
教育情報の収集を進め， ・小学校では，研究情報誌「クレサス」の冬期版を発行し，佐賀県下全小学校，及び福岡県，長崎県
地域の研究会・研修会等 の一部小学校へ配布（550部）した。
への講師又は助言者の派 ・附属学校園教員（各学校園研究部・研究推進委員会等）が中心となり，定期的に勉強会を開催する
遣，斡旋を行う。 など地域の教育情報を収集し，情報の共有・発信を行った。

・県の国公立幼稚園会の研究会に講師を派遣し，研究を推進する役目を果たした。また，公開保育研
究会を開催し，114人の参加者があった。その内，初任者研修７人，５年経験者研修１人が参加し
た。

・地域の幼稚園の教員や子育てサークルの主宰者などからの依頼により，講師を派遣し，講演や指導
助言を行った。また，未就園の親子が保育に参加して子育てを学ぶ「未就園児親子保育参加」を５
回実施した。

・特別支援学校では，佐賀県立総合看護学院へ学部教員と連携し，講師を３回派遣した。
・平成20年３月に文化教育学部・附属学校園共同研究推進委員会を設置し，同委員会を中心に，主と

して国内の新たな教育情報については学部教員が，地域・県内の教育情報については附属学校園教
員（各学校園研究部・研究推進委員会等）が収集し，教育情報の共有・発信といった教育実践ネッ
トワーク活動の活性化を図った。また，教育実践ネットワークを通して，校長会，教頭会，教務主
任会及び研修会等への講師または助言者の斡旋を支援し，地域の学校園との教育研究に関わる交流
を深めた。

上記の他，実践報告を含む論文等14件，研究発表等12件，講演等27件であった。

ウェイト小計
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

◎ 教育研究等の質の向上の状況 （３）平成21年度特別教育研究経費による医文理融合型の教育プログラム開発研
究事業「障がい者の就労支援に関する高等教育カリキュラムの開発―障がい

１．教育方法等の改善 者就労支援コーディネーター養成―」を推進した。

○ 一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 ○ 他大学等での教育内容，教育方法等の取組の情報収集及び学内での情報提供
（１）教育研究評議会教育改革推進部会のもとに「学士課程検討委員会」を設置し， の状況

佐賀大学中長期ビジョンに基づいた，社会的な課題の発見と解決に取り組む姿 （１）引き続き，国立大学教養教育実施組織会議，大学教育学会研究集会「学士
勢を養うインターフェイス領域等の新たな教養教育システムを含んだ学士課程 課程における教養教育再考」などに参加し，その概要を教養教育運営機構，
教育全体に関する検討を開始した。 高等教育開発センター等のホームページに掲載することにより，学内に広く

（２）文部科学省の質の高い大学教育推進プログラムに採択されたデジタル表現技 情報を提供した 。
術教育プログラム「創造的人材育成～誰でもクリエーター～」を開講するとと （２）英語統一テキストを活用した教養教育英語に関する情報収集を目的とした
もに，文部科学省の特別教育研究経費による支援を得て，「障がい者就労支援 他大学（東京大学，琉球大学，沖縄キリスト教学院大学，名桜大学）への訪
コーディネーター養成プログラム」を平成22年度から共通専門科目として開講 問調査，大学教育改革プログラム合同フォーラム，他大学等の外部講師によ
する準備を完了した。 る佐賀大学ＦＤ・ＳＤフォーラム「金沢大学におけるポータル利用による教

育改善の取り組み」他３件の開催，初年次教育調査検討委員会による「初年
○ 学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況 次教育に関する調査・検討報告書」のホームページ上での公開などを通して，
（１）学生による授業評価をウェブ上で実施することを決め，平成22年度から稼働 他大学等における教育内容・方法等の取組に関する情報を収集し，関連委員

する新教務システムに授業評価アンケート機能を導入した。 会及び会議等により，学内教職員への情報提供を行った。
（２）教育改善の方法としてティーチング・ポートフォリオについて調査研究を開

始し，学外から招いたメンターによる研修及びティーチング・ポートフォリオ ２．学生支援の充実
を作成する合宿形式のワークショップを２回開催した。また，ラーニング・ポ
ートフォリオについても，学習支援への活用法等の調査研究に取組み，平成22 ○ 学生に対する学習・履修・生活指導・メンタルケアの充実や学生支援体制の
年度前学期に実施する試験運用に向けて，プロトタイプの開発・構築を行った。 改善のための組織的取組状況

（３）化学の授業科目について，ＬＭＳ（学修管理システム）を活用した自学自習 （１）入学から就職までの学生支援を，ＩＣＴを活用して総合的に展開できる体
用コンテンツを作成した。 制の整備に着手した。具体的には，学生の学習・履修状況，進路志望を含め

た生活状況に資する情報を効率的・網羅的に収集し，迅速に学習・履修・生
○ 学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組状況 活指導等にフィードバックできるようなラーニング・ポートフォリオの開発
（１）「成績評価基準等の周知に関する要項」に従い，試験問題・レポート・課題 に取り組んだ。

等の模範解答又は解答例，配点等の開示内容と開示方法をオンラインシラバス （２）学生支援室による学習支援の方策として，１・２年生を対象に後学期から
に記載する取組を，教授会での指示やメーリングリストにより組織的に推進し 学生による学習相談（学習アドバイザー制度）を平成22年度の導入に向けて
た。その結果，開示内容・方法の記載状況が80％に改善され，全学生を対象に 試行した。また，健康・生活支援として，文部科学省の厚生補導特別経費の
行ったアンケート結果から，約73％の学生に周知できており，約56％の学生が 支援を得て，医学系研究科の大学院生による健康・生活支援アドバイザーを
授業担当者を訪れ，解答例や配点などの成績評価に関する詳しい情報を得てい 配置し，学生への助言・相談を行った 。
ることを確認した。 （３）急激に悪化した経済状況への対応策として，学部新入学生に対する授業料

（２）引き続き，「佐賀大学における成績評定平均値に関する規程」に則って，Ｇ 免除の申請対象を拡大するとともに，家計の急変により授業料の納入が困難
ＰＡを用いた学修指導計画に基づく学生指導に取り組み，「成績評価の異議申 になった学生や就職内定を取り消された学生16人のために，授業料の特別免
立てに関する要項」を踏まえた厳格な成績評価を行った。 除を実施した。また，校友会と連携し，家計急変があった学生１人に緊急支

援奨学金の給付を行った。引き続き，保健管理センターと学生カウンセラー
○ 各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取組状況 が連携した生活相談支援体制により，１・４年次生及び大学院生を対象とし
（１）平成21年度文部科学省組織的な大学院教育改革推進プログラム（大学院ＧＰ） たメンタルスクリーニングを実施し，メンタルヘルス相談，生活関係相談な

に採択された「高度な農業技術経営管理者の育成プログラム」による農業技術 ど，延べ1,249件の相談を受付けるとともに，指導・助言を行った。また，生
経営管理学（農業版ＭＯＴ）コースを設置し，後学期から実施した。 活指導・メンタルケアの一環として，特別講演会「薬物乱用防止について」

（２）平成22年度の特別運営費交付金による教育改革事業「ポートフォリオ学習支 を開催した。
援統合システムの構築」により，ティーチング・ポートフォリオ及びラーニン
グ・ポートフォリオに基づくＩＣＴ活用型の入学から就職までの総合的なＰＤ
ＣＡサイクルの構築に着手し，プロトタイプの開発を行った。
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○ キャリア教育，就職支援の充実のための組織的取組状況 置し，研究者育成（キャリア支援部門）支援事業及び研究者支援（育児支援
（１）キャリア教育では，引き続き教養教育科目の「大学入門科目（必修）」，に 部門，介護支援部門）事業の実施組織を整え，それぞれに支援専門スタッフ

おける「キャリアデザイン入門」（２コマ）「キャリアデザイン～自分発見講 （コーディネーター）を配置することにより，各部門での支援事業を推進し
座～」（１年生から３年生対象），「医療人キャリアデザイン」を開講し，就職， た。
キャリアプランについて考え，就業力を高める機会を提供した。 （２）若手研究者育成のための新たな具体策を検討し，今後の方向性を定めた。

（２）キャリアセンターは，「現場体験型」，「学内招致型」及び「単位認定型」の
インターンシップを実施し，昨年度に比べ参加者数は延べ26人増加し，235人 ○ 研究活動の推進のための有効な組織編成の状況
が参加した。参加した学生にアンケートを実施した結果，ほとんどの参加者に （１）本学における戦略的な研究の推進体制の要となる総合研究戦略会議を平成2
おいて，勤労観・職業意識の形成に資したたことが確認された。 1年９月に設置し，同会議が定めた研究戦略の基本方針に基づき，低平地研究

（３）キャリアセンター，各部局及び同窓会との連携により就職支援対策講座（ガ センターと有明海総合研究プロジェクトを統合し，新たな研究センターであ
イダンス・セミナー含む）を年間50回程度開催したほか，引き続き，メールに る低平地沿岸海域研究センターの設置を決定した。
より求人情報等を学生に提供した。また，キャリアセンター教職員及び各学部
のセンター併任教員が就職斡旋のための企業開拓等を行い，就職相談員を増員 ○ 研究支援体制の充実のための組織的取組状況
し，週３日実施から週５日（平日全日）実施に拡大し，年間の相談者延人数は（１）上記「○研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況の（１），
740人あった。 （３）」に述べた学長経費等による研究資金及び研究者の重点配分による支

（４）毎年２回開催している学内合同会社説明会に加え，経済状況の悪化に伴う就 援を引き続き行った。
職内定の厳しい状況を踏まえ，学部４年生・修士２年生も対象として更に２回 （２）リサーチ・アシスタントとして博士課程大学院生を45人採用し，研究支援
追加開催した。また，新たに，内々定を受けた学生による「内々定体験報告会」 者として活用した。
を開催し，学生の内定獲得に資する就職情報を提供した。

４．全国共同利用の推進
○ 課外活動の支援等，学生の厚生補導のための組織的取組状況
（１）新型インフルエンザの流行のため課外活動（学園祭）を急きょ中止させたこ （「Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項」の「◎ 附置研究所

とにより生じた契約取消等の損失に対して，経済的支援を行った。 ・研究施設の「全国共同利用」について」を参照。
（２）校友会と連携し，全国大会等に参加のため県外遠征した学生に対して，「課

外活動等支援金」を給付し，旅費及び参加費用を支援した（７件323,700円）。 ５．社会連携・地域貢献，国際交流等の推進
（３）課外活動施設の環境整備として，老朽化したプレハブ建物の更新等を行った。

○ 大学等と社会の相互発展を目指し，大学等の特性を活かした社会との連携，
３．研究活動の推進 地域活性化・地域貢献や地域医療等，社会への貢献のための組織的取組状況

（１）佐賀県における産学官包括連携協定に基づき，「佐賀県歴史データベース
○ 研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況 構築事業」や「プロフェッショナルになるための異業種交流講座事業」など，
（１）学長経費「大学改革推進経費」により，学部横断的研究プロジェクトとして 14の事業を実施した。

進行中の３件の重点プロジェクト「先端医療福祉システムの研究」，「佐賀学 （２）さらに，以下に代表するような地方公共団体などの調査活動への参画や共
創成にむけた地域歴史文化の総合的研究」及び「佐賀県の立地環境特性を活用 同研究を通して，地域の活性化に尽力した。
した機能性農作物の開発に関する研究」に対して，重点的に研究費支援を行っ ◇県教育委員会との連携協力事業として「不登校支援調査研究プロジェクト」
た。 を開始

（２）学長経費「中期計画実行経費」により，役員による各学部のヒアリングを経 ◇佐賀県健康福祉本部からの委託による「高次脳機能障害者の支援拠点機関
て，各学部の基盤的・萌芽的・重点的研究の推進や研究者育成などの事業に重 としての役割と問題点の検討」
点配分した。 ◇小城市からの委託による「効果的な認知症予防教室の研究」

（３）学長経費「運用定員経費」により，重点研究プロジェクトや研究センターに， ◇唐津市が行う水質浄化試験
任期制の教員及び特別研究員，「ポストドクター雇用経費」により非常勤博士 ◇小川島漁協が行う漁場環境改善の現地調査への協力
研究員，非常勤研究員等を配置し先端研究を支援した。 ◇環境省有明海八代海総合調査推進業務への協力 など

（３）また，地域連携・地域貢献の一環として，「佐賀城お堀のハス再生シンポ
○ 若手教員，女性教員等に対する支援のための組織的取組状況 ジウム」を開催したほか，高校生や市民を対象とした公開講座を継続して実
（１）科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成事業」に採択された「三世 施した。

代サポート型佐大女性研究者支援」として，「かささぎサポート・ラボ」を設
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○ 産学官連携，知的財産戦略のための体制の整備・推進状況 ◇スリランカ，タイ，韓国，ベトナム，モンゴルなどの各国に対する医療技
（１）継続して，産業界及び地方公共団体等との連携事業，共同研究，受託研究等 術支援やＪＩＣＡ「インドネシア遠隔教育コンテンツ開発」研修の実施な

をさらに推進するために，地域貢献推進室及び産学官連携推進機構を中心に， どの国際協力を実施。
①研究シーズ集等の発行・配信，②佐賀大学ビジネスコミュニティーネットワ
ーク（ＳＢＣ)の活動を継続し，人文社会学系及び医学系のシーズ発掘も視野 ○ 附属病院，附属学校の機能の充実についての状況
に入れた医学系シーズ説明会の開催（佐賀県製薬協会と共催で３回）③ＴＬＯ 「Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項」の「◎ 附属病院につ
会員（現会員数：23社）の会社等に対する教員の派遣や定期的な巡回活動，福 いて」及び「◎ 附属学校について」を参照。
岡県南部地区への企業訪問，④180件の技術相談対応等により地域との連携や
事業開発などの教育研究支援機能の充実に努めた。 ６．その他

（２）本年度は，共同研究86件(昨年82件），受託研究102件(同89件）の成約があ
り，いずれの件数も昨年度を上回ることができた。また，特許譲渡契約２件， ○ 以上の事項に関する他大学等との連携・協力についての状況
特許実施契約１件，有償のＭＴＡ１件，現在交渉中の案件２件であった。 （１）「大学コンソーシアム佐賀」の事業として，共通教養教育科目を本学から

（３）第５回佐賀ビジネスプランコンテストを開催し，支援団体６機関（佐賀県， は14科目を提供するとともに，同期型遠隔授業による履修を容易にするため，
佐賀市，唐津市，佐賀商工会議所，佐賀銀行，佐賀共栄銀行）及び協賛企業20 大学間の授業開始時間を調整し，ＩＣＴ活用型の教育環境を整えた。
社の参加のもとに，提案課題55についてコンテストを行い，地域企業との連携 （２）佐賀県教育委員会と連携して，「教員免許更新講習室」による教員免許更
を深めた。 新講座を実施し，延べ2,161人の現職学校教諭等を受講生として受け入れた。

（３）全国共同利用施設である海洋エネルギー研究センターは，共同利用・共同
○ 国際交流，国際貢献の推進のための組織的取組状況 研究拠点としての申請が認定され，全国共同利用の機能強化を図った。

（１）留学生受入れの拡大及び修学・生活支援の質的向上に向けて以下の取組を行 （４）これまでに構築した，シンクロトロン光応用研究における九州並びにアジ
った。 ア地域の大学との連携協力，低平地研究センターと九州大学及び山口大学と
◇佐賀大学ホームページ，留学生センターホームページ，ＳＰＡＣＥ（短期留 の大学間連携研究，有明海総合研究プロジェクトによる大学等機関同士の連

学プログラム）等の英語版ページを更新・充実した。 携協力などを継続して推進した。
◇ＳＰＡＣＥによる短期留学生の受入数の増員や佐賀大学大学院戦略的国際人

材育成プログラム，国際パートナーシップ プログラム等による留学生の受
入及び日本人学生の派遣を実施し，環境科学特別コースの英語による授業科
目数を増やし拡充した。

◇佐賀大学基金による私費留学生への月額２万円の奨学金交付（学部生１人，
大学院生９人），留学生用宿舎の増加（74→77件），学生チューターの増員
（10人），外国人の短期ホームステイ受入れ（６人）等により，留学生生活
を支援した。

◇ラオス国立大学，インドネシアDarma Persada大学，台湾文藻外語大学との
学術交流協定の締結や，ベトナムのハノイ国家大学とのツイニングプログラ
ムの実施に向けて同大学に本学サテライトを開設するなど，学術交流協定校
との連携体制の整備を進めた。

（２）本学ならびに学部等の国際交流支援事業や日本学術振興会の若手研究者海外
派遣事業により，大学院生や若手研究者の国際的研究活動を支援・推進した。

（３）海外特にアジア地域の大学との間で，以下のような国際共同研究や国際協力
を展開し，国際交流・国際貢献を推進した。
◇「環黄海共同教育研究プロジェクト」として，日本・中国・韓国・台湾など

の大学院生・教員の国際共同事業を実施。
◇アジア地域の大学と８件の国際パートナーシップ・プログラムを実施。
◇「今日の世界経済危機アジア諸国の対応」をテーマに日韓中シンポジウムや

海洋エネルギーに関する共同セミナー（韓国釜慶大学，韓国海洋大学，水産
大学校）を開催。

◇北米，欧州，アジア，豪州の大学及び研究所との国際共同研究を継続して推
進。
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◎ 附置研究所・研究施設の「全国共同利用」について ◇平成21年８月に，韓国釜慶大学と韓国海洋大学，水産大学校と共同で，海
洋エネルギーの有効利用に関する研究セミナーを行った。大学院生などが

１．独創的・先端的な学術研究を推進する全国共同利用がどのように行われている 参加し，研究成果や活動状況の情報交換を行った。
か。 ◇いずれも参加者は60人程度であった。

○ 共同利用・共同研究・研究会等の目的と提供状況 ○ 共同利用の状況（施設・設備・学術資料等の利用人数，設備稼動状況，デー
海洋エネルギー研究センター（以下，「センター」という。）は，保有してい タベースアクセス数等）

る施設・設備を共同研究に供し，センター専任教員のみでは実施できない研究の 殆どの設備が有効に利用され，概ね適切な稼働状況となっている。
遂行や海洋エネルギーに関連する研究を広く推進するために，共同利用・共同研 ①施設・設備の利用人数：平成21年度，延べ約150人。
究を実施した。 ②学術資料の利用人数：平成21年度，延べ約50人。

施設・設備の利用については，共同研究の申請者と協議の上で利用日を決定し， ③平成21年度の主な設備の稼働状況：
実験装置の取扱いなどを定めた利用マニュアルを配布するなど円滑な共同研究の ・海洋温度差発電装置：750時間
実施に努めた。また研究実施中は，センターの教員や研究支援者がサポートした。 ・海水淡水化基礎実験装置：400時間

これまでの成果の公開と評価，今後の展開についての意見交換及び共同研究の ・プレート式熱交換器基礎実験装置(蒸発，凝縮実験)：300時間
申請にあたっての情報提供に資するため定期的に研究会を開催した。平成21年度 ・回流水槽：600時間
は，９月に共同研究の成果発表会を，３月にセンターの成果発表会を伊万里サテ ・造波水槽：800時間
ライトで開催した。 ・水素実験装置：300時間

・リチウム回収基礎実験装置：200時間
○ 施設・設備・学術資料・データベース・ソフトウェア等の整備・提供状況 ④データベースアクセス件数

①施設・設備の整備・提供状況 「海洋エネルギーに関する関連論文及びデータ」には，センターホームペー
◇伊万里サテライト（敷地面積：約10,000㎡）に，建屋面積4,500㎡，鉄骨３ ジへのアクセス約10,000件のうち，約１割程度のアクセスが確認された。

階建ての実験棟および研究棟を有している。
◇海洋温度差発電装置，海水淡水化基礎実験装置，プレート式熱交換器基礎実 ２．全国共同利用の運営・支援体制がどのように整備され，機能しているか。

験装置，水素実験装置，リチウム回収実験装置，海洋環境模擬実験装置，回
流水槽，造波水槽，波力発電装置等を共同利用へ提供した。 ○ 運営体制の整備・実施状況

②学術資料の整備・提供状況 ①専任教員10人，併任教員９人の19人体制を維持した。
◇センターの研究や共同利用などで得られた研究成果は，年報やウェブ上で広 ②「基幹部門」と「利用・開発部門」の２部門に，基幹部門に６人，利用・開

く公開した。 発部門に４人の専任教員を配置する体制を維持した。
◇「海洋エネルギーに関する関連論文及びデータ」をデータベースとして整備 ③運営委員会は，講師以上の専任教員及び他学部教員から構成され，センター

し，論文及び研究データをウェブ上で検索，ダウンロード可能とした。 の運営方針に関する事項を審議した。協議会は，関連する学協会代表者等及
び講師以上の専任教員から構成され，共同利用・共同研究に関する事項を審

○ 共同研究・研究会の実施状況（件数，参加人数等） 議した。
①共同研究の実施状況

◇研究募集は，共同研究Ａ及び特定研究（海洋温度差発電，波力発電関連の研 ○ 利用者の支援体制の整備・実施状況（共同利用の技術的支援等）
究に特化），並びに随時受入れを行う共同研究Ｂの３種類に分け，センター ①研究課題ごとに，研究内容に関連する専任教員を受入れ担当教員として配備
の主たる研究方針に沿った研究と海洋エネルギー関連の全般に渡る研究とに している。非常勤研究員の支援を得て，共同利用サービスの向上に努めた。
分類して行った。 ②伊万里サテライトに技術専門職員１人を置き，また，研究支援推進員１人，

◇平成21年度実施状況は，採択件数27件（共同研究Ａ：14件，共同研究Ｂ：４ 技能補佐員５人，技術補佐員１人を置くなど，技術的支援体制の充実を図っ
件，特定研究：９件）であった。 た。

②研究会の実施状況
◇センターの研究成果発表会を平成22年３月に実施した。 ○ 利用者の利便性の向上等を目的とした取組状況（手続き，宿泊施設等）
◇平成20年度の共同研究の成果を中心とした成果発表会を平成21年９月に開催 ①伊万里サテライトの利用マニュアルにより，施設・設備の使用方法，事務手

し，共同研究の中から10件を報告した。 続き等を説明した。
◇国際シンポジウム“International Symposium on Ocean Energy 2010”を平 ②利用手続きは，ホームページ及びメール等により，担当教員と相談のうえで

成22年３月に行い，フランス及び日本をはじめ世界の海洋温度差発電や波力 利用できる体制を維持した。
発電についての講演を開催した。 ③伊万里サテライト近郊の宿泊施設を紹介した。伊万里サテライトの仮眠施設

を活用するなど，居住性の向上を図り，快適に活動を行える環境とした。
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○ ユーザーである研究者や研究者コミュニティの意見の把握・反映のための取組 ３．全国共同利用を活かした人材養成について，どのような取組を行っているか。
状況
①共同利用者からは，成果発表会や共同利用研究で来訪した際に意見を直接聴取 ○ 大学における教育の実施状況（協力講座の実施状況，学生受入れ人数等）

した。 ①本学における教育研究指導
②研究者コミュニティからは， 学協会の代表者等からなる協議会及び技術専門 ◇平成21年度は，専任教員10人で，大学院生（博士後期課程５人及び博士前

委員会を設置し，委員から，研究成果の評価や必要な設備などについて意見を 期課程22人）と学部４年生９人の教育研究指導を行った。９人の併任教員
聴取した。協議会には，講師以上の専任教員も委員であるため，意見はその場 についても，学部及び研究科で教育研究指導を行った。
で周知され，反映に取り組んだ。 ②他大学等との共同セミナーによる教育

◇韓国釜慶大学と韓国海洋大学，水産大学校と共同で，海洋エネルギーの有
○ 自己点検・評価や第三者による評価の実施状況及びそれらの結果に基づく改善 効利用に関するセミナーを夏期休業中に実施し，学生が活発に意見交換し

のための取組状況 ている。平成21年度は，佐賀大学（福岡県・能古島で開催）が担当し，４
①自己点検・評価 大学から36人（内，本学から15人）の学生が参加した。

◇「大学評価の実施に関する規則」に基づいて，実施した。
②第三者評価 ○ ポスト・ドクターや社会人の受入れ，リサーチ・アシスタントの採用の状況

◇センターの自己点検・評価報告書について，外部評価を受けた。 平成21年度は５人のポスト・ドクターを非常勤研究員として採用した。
◇年２回開催の協議会では，共同研究やセンターの成果発表内容に対する意見

や指摘を頂いた。また，研究の方向性や活動状況に対する評価，共同研究の ４．当該大学内外の研究者及び社会に対する全国共同利用に係る情報提供につい
実施にあたって全般的な評価も受けた。 て，どのような取組を行っているか。

◇技術専門委員会では共同研究の成果について技術的に評価した。また，共同
研究の申請内容や期待される成果などを評価し，採否や予算額を査定した。 ○ 研究活動（利用方法・利用状況・研究成果等）に関する情報発信や公開の状

③これまでの評価結果に基づく改善のための取組として，海の日にオープンラボ 況（国際的な取組を含む）
実施，外部資金の申請などを継続した。 ①施設・設備の利用方法・利用状況に関する情報発信

◇ウェブ上に共同研究者専用ホームページを開設して情報を提供した。
○ 新たな学術動向や研究者コミュニティの要請に対応するための取組状況 ◇利用申請手順もウェブ上で公開し，申請書をダウンロードして手続きを進

①関連学会で研究成果を積極的に公表するとともに，意見の交換や最新の研究情 められることとした。
報を収集した。 ◇共同利用・共同研究専用のメールアドレスを公開して研究者等からの問い

②学協会を代表する研究者を協議会委員とし，意見を聴取して学術動向や研究者 合わせを随時受け付け，個別に対応した。
コミュニティからの要請を把握した。 ②研究成果に関する情報発信

③これらを実現するために，支援体制の検証を行いつつ，設備維持や機器の高性 ◇年報を発行し，ウェブ上でも活動方針や研究成果を公開・発信した。
能化，機器の概算要求に努めた。 ◇センター成果発表会と共同研究成果発表会を開催し，研究成果を発信した。

発表会の案内は，全国の大学・研究機関へのポスターの送付とともにウェ
○ 大学全体として全国共同利用を推進するための取組状況 ブ上でも発信した。

①重点的な人員配置
◇各学部の関連ある研究分野の教員９人を併任教員とし，18年度からの総勢19

人の体制とした。
◇研究支援体制を充実させるため，非常勤研究員５人及び研究支援推進員１人

を配置した。
②重点的な予算配分

◇研究支援のための人件費は一般運営経費と別枠とし，平成21年度特別教育研
究経費48,600千円に，学内措置4,500千円を増額して当初配分を行うなど，
重点的に支援した。
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◎ 附属病院について ◇省令の改正を受け，小児科及び産婦人科特別プログラムや，外科特別コー
スを含んだ平成22年度初期研修プログラムを改訂・作成した。

１．特記事項 ◇県の地域医療再生計画を支える小児救急医・総合内科医などの育成プログ
ラムについて卒後臨床研修センターは，具体案を検討した。

○ 一般の病院とは異なる大学病院固有の意義・役割を含め，教育研究診療の質向 ◇後期研修の連携大学である長崎大学と合同で，講習会を開催し，地域医療
上や個性の伸長，地域連携や社会貢献の強化，運営の活性化等を目指した特色あ 研修の協力施設を拡充した。
る取組 ◇医師，看護部門合同の医療安全管理等に関するオリエンテーションを実施

【平成16～20事業年度】 した。
（１）教育体制の質向上の取組 ◇臨床研修医(コメディカルを含む)に，コミュニケーション教育カリキュラ

◇平成16年度から始まった新医師臨床研修制度で，２年間の臨床研修が必修と ムを１～２週間に１度実施した。
なったことに伴い，平成15年に院内に卒後臨床研修センターを設置し，研修 ◇採血，血管留置，動脈血採血，導尿，髄液穿刺等，基本的な技能の習得の
医のメンタルケアーを重視した研修環境を整備した。 ためのシミュレーション教育を実施した。

◇平成19年度に卒後臨床研修プログラム改善の成果が表れ，平成20年度採用予 ◇鏡視下手術，血管吻合，消化管内視鏡等，専門的な技能に関するシミュレ
定の初期研修者の定員充足率が91％に回復した。 ーション教育を実施した。

◇平成20年度に外部評価の一環としてＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構による ◇外科手術の教育として，一般・消化器外科における手術ビデオのほぼ全例
評価を受審した。また，市民ボランティア団体の協力を得た定期的なコミュ を記録し，院内ＬＡＮから閲覧できるようにした。また，リアルタイムの
ニケーション教育を実施した。さらに，大学病院連携型高度医療人養成推進 手術映像を医局に送り，手術室に入らなくても自由に手術が見学できるよ
事業（主幹校：長崎大学）に参画して専門医養成をも行った。 うにした。

（２）研究の質向上と個性の伸長の取組 ◇研修医のさらなる研修環境整備を図るため鉄筋３階建，延べ床面積約1,050
◇寄附講座（「血管不全学」，「人工関節学」，「先端心臓病学」，「危機管理学」） ㎡の「新卒後臨床研修センター」を建設した。このセンターを，臨床研修

を計４講座開設し，これらを重点研究分野として先端医療の研究・開発を行 医を中心に専門(後期)研修医，看護師を含む医療人のためのスキル教育施
った。 設として活用し，カンファレンス室，学習室，福利厚生施設のほか，各種

（３）診療の質向上の取組 教育用シミュレータを設置した。
◇横断的診療体制（感染症治療専門チーム，褥瘡対策チーム，横断的緩和ケア ◇平成20年度から開始した大学病院連携型高度医療人養成推進事業により，

チーム，栄養サポートチーム等）を整備し，病院全体の総合的診療レベルの 教員１人，事務員１人を増員し，充実した。
向上を図った。 （２）研究の質向上と個性の伸長の取組

◇整形外科の股関節の人工関節置換手術の実績が，３年連続（平成18・19・20 ◇これまでの臨床研究の成果を発展させた「生活習慣病の新しいバイオマー
年度）全国一になった。 カーの開発に関して（２件）」及び「久留米大学，獨協医科大学，国立病

（４）地域連携・社会貢献の強化の取組 院機構福岡病院及び（株）シノテストとの共同研究によりアレルギー疾患
◇電話ハートセンターによる24時間ホットライン，救命救急センターの小児救 診断薬の開発（１件)」の事例２つについて特許を出願した。また，引き続

急相談，地域に密着した感染症の医療機関間情報ネットワーク，佐賀在宅・ き先進（高度）医療につながる研究活動に取り組んだ。
緩和医療ネットワーク，がん診療連携拠点病院としての肝がん検診システム （３）診療の質向上の取組
などを実施し，佐賀県の中核病院として地域医療に貢献した。 ◇横断的診療班の褥瘡対策チームに２人目となる皮膚・排泄ケア認定看護師

◇医療人ＧＰ「県民医療アカデミーオブｅ－ＪＡＰＡＮ」の最終年（平成19年 （ＷＯＣナース）と皮膚科医師１人が，新たなメンバーとして加わり，褥
度）に当たり，地域医療の充実を推進する医療人教育支援プログラムの成果 瘡対策活動をさらに充実したものにするため，褥瘡回診の頻度を増やすと
を多数の事業に活用した。 ともに，病棟での局所処置など業務内容の向上を図った。 また，褥瘡講習

（５）運営の活性化を目指す取組 会を開催し，褥瘡対策の知識の普及活動を継続した。
◇「治験実施奨励賞」や「杉森賞（教育・研究・診療分野での貢献者を対象）」 ◇栄養サポートチーム（ＮＳＴ）は，毎週木曜日に栄養不良患者に関する検

等の顕彰制度により，病院教職員の診療活動の活性化を図った。 討会及び回診を実施した。
【平成21事業年度】 ◇病棟ＮＳＴスタッフに対し，新電子カルテシステムに搭載されている摂取
（１）教育体制の質向上の取組 栄養量評価機能について説明会を開催し，使用法の解説を行うとともに，

◇卒後臨床研修センターは，平成20年度に受審したＮＰＯ法人卒後臨床研修評 入院患者への積極的な利用を促した。また，すべての入院患者に必要な栄
価機構による訪問調査の評価結果に基づき，研修目標達成度の評価を徹底し 養管理計画書の作成に関し，電子カルテ上で効果的かつ効率的に行えるシ
て行った。また，看護師からの研修医の評価を取り入れた。 ステムをＷＧで検討中である。

◇臨床研修制度の見直しを受け，選択必修科目の選択方法（科目数と期間）を
より教育効果の高いプログラムへ改善した。
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◇病院職員全体へＮＳＴの周知を図るために，栄養療法についての「手引き書」（２）文部科学省の大学教育改革事業の「医療人ＧＰ事業(文部科学省所管，平成
を作成し，院内ウェブに掲載し，さらに，病院職員及び地域の医療従事者に 17～19年度）」に採択された「県民医療アカデミーオブｅ－ＪＡＰＡＮ」に
対し，栄養評価・栄養管理に関する勉強会を12回開催（参加者約100人／回） より，地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラムを実施
した。また，年度の前半は主に基礎編とし，新人スタッフのスキルアップを した。
図った。 また，さらに発展させた，総務省所管の「地域ＩＣＴ利活用事業」に採択

◇毎月開催するスタッフ会議では，各病棟からの活動状況や症例報告をもとに， され，県内基幹病院と地域中核病院間の診療情報相互参照を可能とするネッ
問題点の抽出と改善策を検討した。 トワークの基盤整備の準備を進めた。

◇佐賀大学医学部附属病院は，平成15年３月に，日本感染症学会が認定する全 （３）教育面において，文部科学省の大学教育改革支援事業「がんプロフェッシ
国で５医療機関のみの「感染症モデル研修施設」として認定され，院内にお ョナル養成プラン」の一環として，臨床腫瘍学会認定専門医受験資格取得が
いてメシチリン耐性黄色ブドウ球菌（ＭＲＳＡ）感染症，血管内留置カテー 可能な博士課程プログラムを作成した。
テル関連血流感染症（ＣＲＢＳＩ）などの発生状況をモニタリングし，各部 【平成21事業年度】
署に情報を提供して，院内横断的な感染症専門診療を行った。 国立大学病 （１）11月に「がんセンター」を設立し，運営委員会を整備した。また，外来化
院評価指標・自己点検項目である多剤耐性緑膿菌（ＭＤＲＰ）による感染症 学療法を受ける患者数の増加に備えて，外来化学療法室を拡張・改装し，12
発生はゼロであった。 床から15床に増床した。また，平成22年度から，地域のがん診療連携拠点病

◇11月に「がんセンター」を設立し，運営委員会を整備した。また，外来化学 院から佐賀県の拠点病院へ指定変更されることとなった。
療法を受ける患者数の増加に備えて，外来化学療法室を拡張・改装し，12床 （２）救命救急センターに，救命救急医療の拠点として知られる日本医科大学千
から15床に増床した。さらに，臨床腫瘍専門医育成のため，消化器外科の医 葉北総病院からセンター長を迎え，救急医療活動を活性化した。
師が呼吸器内科・血液内科で，また呼吸器内科の医師が乳腺外科外来で毎週 （３）佐賀県周産期医療体制の強化のため，新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）
研修を行った。 を整備し，地域医療再生を担った。

◇より良い医療を提供するため，鏡視下手術のより安全で正確な手術を行うこ （４）地域において必要な医師の育成・確保を図ることを目的とする寄附講座「地
とができる手術支援ロボットを導入した。この他多軸血管撮影装置，ＰＥＴ 域医療支援学講座」の設置（地域医療支援センター）に向け，佐賀県と協定
・ＣＴ，Ｘ線ＣＴ装置等を導入した。 書を締結し，準備を進めた。

（４）地域連携・社会貢献の強化の取組 （５）地域医療人教育の継続・発展を目指す「医療人ＧＰ（文部科学省所管）」
◇県内のがん診療連携拠点病院が主催する緩和ケア研修会を支援し，緩和ケア 事業の成果を基に，医療人向け生涯学習講演会の同時中継及びそのeラーニン

に従事する医療者の資質向上を図った。また，佐賀県と大学病院主催の緩和 グ用ライブラリを整備し，地域の医療従事者の生涯学習支援を行った。
ケア研修会を開催した。 （６）総務省所管の「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」により，佐賀県診療録

◇４月に新生児特定集中治療室を設置し，稼働した。 地域連携システムを構築し，県内の中核医療機関間で紹介患者の診療情報を
◇死亡時画像検査を行うＡｉセンターの平成22年４月開設に向け，ワーキング 時系列で閲覧できる環境を整え，地域医療サービスの質の向上に貢献した。

グループを立ち上げるとともに，部屋の改修，機器の導入，規程及び受入体 （７）離島研修医に対する技能支援を目的として，離島診療所，唐津赤十字病院，
制の整備等の準備を進めた。 佐賀大学病院間で医療用ウェブカンファレンスシステムを導入し，画像診断

（５）運営の活性化を目指す取組 などに関する教育カンファレンスを行った。
◇各診療科，病棟等の活動を評価するためクリテイカルパスを導入し，先進（高

度）医療の申請件数及び治験の受託数等に応じて，インセンテイブ経費とし ○ 大学病院に関連する制度改正等の動向やその影響，或いは各々の地域におけ
て予算配分した。 る大学病院の位置づけや期待される役割など，病院の置かれている状況や条件

◇病院企画室会議，病院運営協議会等において，毎月の診療報酬請求額及び病 等を踏まえた，運営や教育研究診療活動を円滑に進めるための様々な工夫や努
院収入額を報告する際，各診療科毎の請求額，収入額並びに前年との比較を 力の状況
併せて報告し，各診療科等に診療活動の活性化を促した。 【平成16～20事業年度】

（１）医療安全管理に関する取組
○ 特に，社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊の政策課題等への対応として顕 ◇毎年度，電子カルテシステムの改善を図り，その安全管理機能の強化によ

著な取組 り医事故防止に役立てた。
【平成16～20事業年度】 ◇医療安全管理の質を担保するため，検査部はＩＳＯ９００１（品質管理及
（１）地域社会のニーズに対応する医療提供体制として，平成17年に救命救急セン び品質保証）認証を取得（平成17年12月）し，品質マネジメントを行った。

ター，平成20年にハートセンターを設置・整備し，地域の要請に応えた。 （２）患者サービスの向上等
また，平成20年度には，山間のへき地診療所(２か所)，唐津地区の救急病院 ◇平成19年度に本院の理念「患者・医師に選ばれる病院を目指して」の実践

等への医師赴任の支援を実現した。 として，医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）を３人体制に増員し，地域医
療連携室の業務の充実とともに患者サービスを格段に向上させた。
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◇平成20年度に“７対１看護”の要件を満たす看護職員を確保し，高度医療機 ◇平成19年度には，「７対１看護」体制整備に向けて看護師の１割程度増員
関としての診療の質を担保するとともに，看護師の勤務環境を改善した。 を実施した。

（３）病院経営分析に基づく収支改善 ◇安心して働ける職場づくりのひとつとして，附属病院に隣接して保育園を
◇電子クリティカルパス，管理会計システム等の経営効率化システムを導入し， 平成20年４月に設置し，医療従事者の勤務環境整備を図った。

経営分析に基づく収支改善の結果，平成20年１月公表の文部科学省科学技術 （２）医療情報システム管理委員会の再編と電子カルテの継続的改善
政策研究所第１調査研究グループ調査資料-150における国立大学法人の財務 ◇平成20年度の医療情報システム（電子カルテ）の更新に伴う諸問題を的確
分析（国立大学附属病院の経営）でランキング１位（診療経費比率をベース） ・迅速に解決するために，定期的に開催した。
になった。 ◇医療情報部が中心となって院内各部門とシステム・エンジニアとの調整を

◇平成20年度にＤＰＣデータの分析を基盤に独自の分析ツールを導入して，ベ 推進した結果，クリティカル・パスによる診療の標準化・効率化・質向上，
ンチマーク方式による診療科ごとの収支分析を行い，物品購入での価格交渉， 地域医療連携，医療安全への活用が可能となった。
外部委託などの経費削減及び病院の経営指標の改善が図られた。 【平成21事業年度】

【平成21事業年度】 （１）勤務環境の整備
（１）医療安全管理に関する取組 ◇外来・入院患者とその付き添い家族や見舞に来られた方等へのサービス，

◇６月に院内安全管理委員による病棟その他部署の自己点検を行った。 職員の福利厚生の向上の一環として，コーヒーショップを平成22年４月に
◇浜松医科大学の専門委員による医療安全相互チェックを11月に受審した。 開設することとした。
◇佐賀大学は，鳥取大学の医療安全チェックを12月に行った。 （２）医療情報システム管理委員会の再編と電子カルテの継続的改善
◇病院機能評価（バージョン5.0）を平成21年６月に受審し，10月２日付けで ◇医療情報システム管理委員会の再編に関連して，その下部組織であるシス

認定を受けた。 テム連絡会議の構成員に対し，決定事項の周知や情報収集を行うことを目
◇平成17年度から毎年「医療安全管理マニュアル」の見直しを行い，６月に改 的として，メーリングリスト等を利用し，円滑な情報の伝達を可能とし，

定版を作成した。 担当者の業務への関与をより深めた。
（２）患者サービスの向上等 ◇引き続き，医療情報部が中心となって，院内各部門とシステム・エンジニ

◇４月から時間外診療料金の取扱を19時まで延長し，多数の患者が当日中に診 アとの調整を推進した結果，電子カルテのＨＴＭＬ化改修，カウンターサ
療料金を支払うことが可能となった。 インシステム及び二重ＩＤ患者の統合システムを導入することより，診療

◇ＭＳＷが４人体制となり，地域連携室の相談業務等が更に充実した。 の標準化，現場生産性の向上，業務の質の向上を図った。
◇院内全職種を対象に接遇研修を行い，患者対応における意識改善の向上を図

った。
◇病棟患者用トイレ及び外来診療棟トイレをウォッシュレット付き洋式トイレ

に変更し，高齢者や障がい者の利便性を向上させた。
◇患者にとって，療養にふさわしい快適な空間を提供するため，外来ロビーに

エコロジー・ガーデンを設置し，院内緑化の環境づくりを行った。
◇チャットラウンジ設置への準備を行った。

（３）病院経営分析に基づく収支改善
◇同規模の大学病院における稼働額等を比較・検討し，そのデータを基に各診

療科に対して経営指導を行った結果，外来開設日の増加等により稼働額の増
収を図った。

◇ＤＰＣデータを活用した部門別収支分析等及び傷病別の分析結果を活用する
ことにより，各診療科に具体的な経営改善指導を実施した結果，術前検査等
を外来で行うこと等により稼働額の増収を図った。

○ その他，大学病院を取り巻く諸事情（当該大学固有の問題）への対応状況等，
当該項目に関する状況

【平成16～20事業年度】
（１）勤務環境の整備

◇平成17年度に医療職員の疲労度蓄積調査や，カウンセラーによる医療職員，
事務職員及びコメディカルスタッフ面接を実施し，勤務環境整備を図った。
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２．共通事項に係る取組状況 ○ 臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況
【平成16～20事業年度】

（１）質の高い医療人育成や臨床研究の推進等，教育・研究機能の向上のために必 （１）平成16年度に治験センターの拡張，職員の増員を行い，治験実施手順書の
要な取組（教育・研究面の観点） 見直しなど治験受入れ体制を整備して業務を迅速化した。

（２）平成17年度に臨床研究倫理審査委員会を新たに設置し，同委員会を月例で
○ 教育推進のための組織体制（支援環境）の整備状況 開催することにより，治験やその他の臨床研究の審議の迅速化を図った。
【平成16～20事業年度】 （３）平成18年度から治験の拡充を目的として，治験で実績を挙げた医師を対象
（１）平成16年度に卒後臨床研修センターを設置し，研修医の常駐スペース確保と に，「治験実施奨励賞」を創設し，毎年医師３人を表彰した。

専任の副センター長による研修プログラムマネージメント体制を整備した。 （４）平成19年度に治験の達成率や症例数を毎月報告させるなど，チェック体制
（２）県内主要病院や医師会と協力して「佐賀県臨床研修運営協議会」を設立し， を整備した結果，新規の治験契約件数が前年度より増加した。

臨床研修指導医講習会の企画・運営など，研修体制の向上を推進した。 （５）平成20年度に臨床研究実施に必要な知識の習得，臨床研究の啓発等を目的
（３）平成18年度にカウンセラーを配置して，副センター長とともに研修医のメン に，その研究者等に対し「臨床研究・治験推進セミナー」を年５回実施し，

タルケアーにきめ細かく対応し，研修医が抱える問題点を指導医にフィードバ 過去最高の受講者（498人）を得た。また，臨床研究倫理審査委員会の環境整
ックするなど，研修環境の改善を進めた。平成19年度も引き続きメンタルヘル 備により，院内における臨床研究の実施件数が上昇した。また，その審議に
ス管理に取り組み，必要に応じて研修計画の変更等の介入を行った結果，研修 ついても関係規則等を踏まえ，より厳格に行った。
継続に困難をきたす研修医が減少し，効果が現れた。 （６）佐賀県内の医療機関と連携した治験を含む臨床研究ネットワーク構築の一

（４）平成19年度に，医師以外の医療従事者に対する教育活動として，関係各部門 環として，治験における「統一書式」を導入し，業務の簡素化・効率化を図
が協力して研修医，看護師，コメディカル合同のセミナーやワークショップを った。また，当院主導の県内多施設共同の臨床研究が11件実施された。
開催した。平成20年度には，臨床研修医をはじめコメディカルを含む医療人養 【平成21事業年度】
成のための総合的な研修センター「新卒後臨床研修センター（仮称）」の建築 （１）治験を活性化するために，新たに治験施設支援機関（ＳＭＯ）１社と契約
に着手した。また，包括的なスキル教育センターの基盤となる教育用シミュレ し，計２社と治験の件数増加に努めた。
ータ装置を増設した。 （２）治験実施の推進及び「臨床研究に関する倫理指針」を遵守するための「臨

（５）平成20年度に各病棟に病棟クラークを配置したことにより多忙な研修医及び 床研究・治験推進セミナー」を開催し，約700人(前年度498人)の参加者があ
指導医の事務作業が軽減した。 り，病院全体の関心が向上した。

（６）全国の感染症診療モデル施設に指定された本院の専任スタッフが佐賀県立病 （３）上記の結果，治験の実施件数は，新規12件（前年度７件），継続16件（前
院好生館において感染症診療支援を開始し，感染症教育の基盤を拡張した。 年度19件），臨床研究は，新規64件（前年度55件），継続133件（前年度109件）

（７）長崎大学と提携して大学病院連携型高度医療人養成推進事業（ＧＰ）を発足 と増加した。
させ，事業推進の基盤とすべくキャリア支援室を設置し，専任スタッフを配置
した。 ○ 教育の質を向上するための取組状況（教育研修プログラム（総合的・全人的

【平成21事業年度】 教育等）の整備・実施状況）
（１）スキルスラボ機能を有する，医療職のための総合的な卒後臨床研修センター 【平成16～20事業年度】

の建物が10月に完成した。 （１）平成16年度の新医師臨床研修制度発足とともに，中央診療部門の研修を必
（２）大学病院連携型高度医療人養成推進事業により，卒後臨床研修センターに， 修とし，地域に根ざした県内の病院での研修を可能とする独自の研修プログ

教員１人，事務員１人を増員して配置し，以下のとおり教育機能を充実した。 ラムを策定した。
初期・専門研修プログラムの開発に加え （２）平成17年度に研修医の急激な減少（定員充足率63％に低下）に対応して，

◇臨床研修医(コメディカルを含む)にコミュニケーション教育のカリキュラ 学生アンケートや研修医・指導医の意見聴取等を行い，研修プログラムの課
ム を１～２週間に１度の頻度で開講した。 題を「卒後研修ワーキンググループ報告書」としてまとめた。

◇採血，血管留置，動脈血採血，導尿，髄液穿刺等，基本的な技能の習得の （３）平成18年度には同報告書を基に，選択コース枠や外科系選択肢を広げ，救
ためのシミュレーション教育を定期的に行った。 急・総合診療ローテーションを必修とする研修プログラムに改定するととも

◇鏡視下手術，血管吻合，消化管内視鏡等，専門的な技能に関するシミュレ に，研修環境の整備や臨床研修説明会を実施した結果，研修希望者が前年度
ーション教育を行った。 より２人増となり，研修医の減少傾向に歯止めがかかった。

◇医師と看護部門と合同で医療安全管理等に関するオリエンテーションを行 （４）平成19年度に卒後臨床研修プログラムの改善と並行して説明会を充実し，
った。 研修プログラムの魅力をアピールした結果，平成20年度の採用予定者が56人

（３）後期研修の連携大学である長崎大学と合同で，講習会を開催し，地域医療研 の定員に対して51人(充足率91％，前年度より14人増)となり，充足率が回復
修の協力施設を拡充した。 した。



- 111 -

佐賀大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

（５）ＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構の認定を受けるべく，訪問調査の受審申請 Ａ)との間で共同研究を行った。
を行い，平成20年度の書面調査に対する準備を進めた。 ◇平成19年度に各診療科で先端的臨床研究を進め，３ＴＭＲＩによる心血管

（６）医師以外の医療従事者を含めた教育研修プログラムとして，①医科／歯科口 病診断法の開発，心血管炎症マーカーによる循環器病診断，肺癌における
腔外科研修医合同ワークショップ，②医師・看護師・コメディカル合同の医療 上皮増殖因子受容体変異の高感度検出法開発，凝固系第V因子に関する遺伝
安全管理セミナー，③医学・看護学教育ワークショップ（佐賀大学の卒後臨床 子検査の確立，時計遺伝子の活性診断，Marinesco-Sjogren症候群における
研修）などを実施した。 遺伝子異常の証明，医療廃棄物を焼却せず無害化する新装置の開発など，

（７）平成20年度にＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構による外部評価を受審し，研 多くの成果をあげた。
修医の指導体制や評価方法を改善した。 ◇平成20年度も引き続き，臨床研究・治験推進セミナー開催による臨床研究

（８）研修医を対象としたコミュニケーショントレーニングを定期的に実施した。 の啓発，臨床研究倫理審査委員会の月例開催等の環境整備により，院内に
（９）研修医を交えて，感染症に関する臨床カンファレンスを実施した。 おける臨床研究の実施件数は55件と上昇し，前年度比34％の増加となった。
（10）研修医・医員に対する定期的カウンセリングを行った。 他方，臨床研究倫理審査委員会で「保留」の結果が下された臨床研究も４
（11）新人看護師の教育充実に向けて教育担当の看護師長を新たに任命し，看護師 件あり，委員会では厳格な審議を行った。

の採血・静脈注射のシミュレーション教育を行った。 ◇臨床研究の結果として，「Mobilization of CD34-Positive bone marrow-d
（12）地域の医師不足解消に向けて大学病院のプログラムを弾力化するモデル事業 erived cells after coronary stent implantation:impact on restenosi

に参加し，内科特別プログラム，外科特別プログラムを追加し，全定員を充足 s」の研究がTranslational Science AHAのBest Paper Awardを受賞するな
した。 ど多くの成果を上げた。

【平成21事業年度】 （３）先進（高度）医療の申請状況
（１）前年度に受審したＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構による訪問調査の評価結 ◇平成20年度に５件の先進（高度）医療を厚生労働省に申請し，超音波骨折

果に基づき，研修医の満足度向上等の観点から研修目標達成度の評価を徹底し 治療法，肝切除手術における画像支援ナビゲーション，硬膜外腔内視鏡に
て行った。また，看護師による研修医の評価を取り入れた。 よる難治性腰下肢痛の治療，悪性黒色腫又は乳がんにおけるセンチネルリ

（２）臨床研修制度を見直し，選択必修科目の選択方法（科目数と期間）を，より ンパ節の同定と転移の検索の４件が認可された。
教育効果の高いプログラムへ改善した。 （４）遺伝子診断

（３）省令の改正を受け，小児科及び産婦人科特別プログラムや，外科特別コース ◇平成18年度に遺伝子診断を推進するため，遺伝子検査部門の設置準備を進
を含んだ平成22年度初期研修プログラムを改訂・作成した。 め，Beckwith- Wiedemann症候群の遺伝子診断症例数が全国トップになった。

（４）鏡視下手術，血管吻合，消化管内視鏡等，専門的な技能に関するシミュレー （５）治療
ション教育を行った。 ◇平成20年度に循環器科領域の低侵襲医療を推進し，カテーテルを用いたト

（５）採血，血管留置，動脈血採血，導尿，髄液穿刺等，基本的な技能の習得のた ランスラディアルアプローチ法による冠動脈治療の割合が70%以上となっ
めのシミュレーション教育を定期的に行った。 た。

（６）臨床研修医(コメディカルを含む)にコミュニケーション教育のカリキュラム （６）手術
を１～２週間に１度の頻度で開講した。 ◇平成19年度は，難治性の完全脱臼股関節に対する新たな手術法の考案や手

（７） 医師と看護部門と合同で医療安全管理等に関するオリエンテーションを行 術中及び周術期管理の改善成果として，股関節の人工関節置換手術件数（年
った。 間約700件）が前年度に引き続き全国一になった。また，消化器外科におけ

る腹腔鏡視下手術例数が平成17年度の４倍に増加した。
○ 研究の質を向上するための取組状況（高度先端医療の研究・開発状況等） ◇平成20年度に低侵襲手術の推進を図った結果，鏡視下手術による胃切除及
【平成16～20事業年度】 び大腸切除の件数が前年度に比べて28件増加した。また，低侵襲医療とし
（１）寄附講座 て，４月より新たに保険適用となった経皮的頸動脈ステント留置術を８件

◇寄附講座として，平成16年度に「血管不全学」と「人工関節学」，平成17年 施行した。
度に「先端心臓病学」，平成18年度に「危機管理医学」の計４講座を開設し， 【平成21事業年度】
先端医療の研究・開発を進めている。 （１）寄附講座

（２）臨床研究 ①平成22年１月，寄附講座である「非常災害医療学講座」を設置した。
◇平成16年度から有明海総合研究プロジェクトの一環として，ビブリオ・バル （２）臨床研究の推進

ニフィカス感染症の血清抗体価測定システムを開発し，同感染症の発症に関 ①これまでの臨床研究の成果を発展させた事例２つについて特許を出願した。
する情報発信，予防の啓発に努め，本院と有明海沿岸の12の地域の医療機関 ◇生活習慣病の新しいバイオマーカーの開発（２件）
間の情報ネットワークを確立した。また，平成18年度には，人工衛星による ◇久留米大学，獨協医科大学，国立病院機構福岡病院及び(株）シノテスト
リモートセンシングを応用して，有明海からのビブリオ・バルニフィカス感 との共同研究によりアレルギー疾患診断薬の開発（１件）
染症発生の予見や同感染症の病原性解明に関して宇宙航空研究機構（ＪＡＸ
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②引き続き先進（高度）医療につながる以下の研究活動に取り組んでいる。 ◇褥瘡対策チームの設置及び充実
◇肝胆膵疾患については，申請のための症例を収集 平成16年度に褥瘡対策チームを設置し，専任の医師・看護師による褥瘡
◇関節リウマチに合併する慢性型間質性肺線維症の累計解析を行った結果を 回診，褥瘡対策の評価・指導を行い，褥瘡対策委員会を通して対策を推進

踏まえ，久留米大学，順天堂大学と共同で解析を行うプロトコールの作成 した。また，平成19年度にはこのチームに認定看護師を加え，コンサルテ
◇プラズマ低温滅菌装置の効果を評価するために，附属病院材料部に滅菌評 ーションを通じて指導・相談活動の充実を図った。

価室を設置し，器材の残留蛋の定量，材質劣化の定量分析 ◇横断的緩和ケアチームの設置及び充実
◇腹腔鏡用手術鉗子の開発 平成16年度に横断的緩和ケアチームを設置し，専任医師・看護師及び兼
◇慢性心不全の新規治療法の臨床研究に関して，500症例の登録が終了し追 務の精神科医により，がん疼痛に関するコンサルテーション，患者・家族

跡調査中 に対する緩和ケア相談サービスを開始した。
◇正座可能な人工膝関節の開発に向けての基礎実験を産学共同で継続中 また，緩和ケアの認定有資格看護師等を専従配置して地域包括緩和ケア
◇血管再生の臨床応用のための基礎研究を継続中 科を新設し，医師会の協力の下に「佐賀在宅・緩和医療ネットワーク設立

（３）遺伝子診断 準備委員会」を立ち上げた。
◇遺伝カウンセリングを昨年度より設置し，出生前，小児期，成人の遺伝カウ さらに，平成19年度には地域包括緩和ケア科を中心に，緩和ケア診療部

ンセリングを行った。 の設置に向けて準備を進めるとともに，国立病院機構佐賀病院の緩和ケア
◇分子標的治療薬に関しては遺伝子発現を確認後使用している。また，その他 チームの立ち上げを支援し，緩和ケア合同カンファレンスを毎月開催する

の抗癌剤感受性遺伝子に関しても研究を進めた。 など緩和医療・緩和ケアの充実を図った。
◇ワーファリンの感受性に関する遺伝子診断として，ＣＹＰ２Ｃ９とＶＫＯＲ ◇栄養サポートチームの設置及び充実

Ｃ遺伝子解析のシステムを確立し，症例について引き続き検討を進めた。 平成16年度に栄養サポートチームを設置し，医師，看護師，栄養士，薬
（４）治療 剤師等からなるチームが，学内ＬＡＮを利用した栄養サポートシステムや

◇引き続き，カテーテルを用いたトランスラディアルアプローチ法による冠動 院内全職員を対象にした栄養評価方法等に関する定期的勉強会により，院
脈治療の割合が70％と低侵襲医療を継続した。 内全体の栄養療法の知識と実践の向上を図った結果，栄養管理加算算定患

◇潰瘍性大腸炎に対する白血球除去療法を積極的に行い，外来での治療が可能 者の増加という形で効果が現れた。さらに，日本静脈経腸栄養学会認定教
となった。 育施設として，他医療機関の医療従事者の教育研修にも力を入れ，ＮＳＴ

（５）手術 専門栄養士を養成した。また，平成19年度には各診療科や他の横断的診療
◇食道及び胃の治療は100％ ，大腸の治療は85％を低浸襲医療（鏡視下手術） 班と連携した栄養管理に関する勉強会を年間19回定期的に実施した。この

で行った。 勉強会には学外の34施設にも参加を呼びかけ，毎回約120人が参加し，栄養
サポートに関する知識の共有と施設間の連携を深めた。さらに，日本静脈

（２）質の高い医療の提供のために必要な取組（診療面の観点） 経腸栄養学会の認定教育施設として，３人の研修生を受け入れるとともに，
新たにチームスタッフ３人がＮＳＴ専門療法士の資格を取得した。

○ 医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む） （２）救命救急センターの設置及び充実
【平成16～20事業年度】 佐賀県及び佐賀市との協議のもとに平成17年９月に救命救急センターを開
（１）横断的診療班の設置及び充実 設し，病棟の改築・改装，医療機器等の整備，看護師の増員や診療科間の連

◇感染制御部の設置 携強化を行い，救急医療体制の整備を進めた。また，佐賀県初の気管挿管の
平成16年度に感染症治療専門チームを組織し，専任の医師・看護師による 有資格救急救命士の育成や小児救急電話相談の開始など，佐賀地域の救急医

横断的感染症診療，年間約600例のコンサルテーション，病院感染症サーベ 療体制の機能充実に貢献した。
イランス，佐賀県院内感染対策研究会の開催などの活動により，日本感染症 平成19年度には前年度に開設した「危機管理医学講座」（寄附講座）のス
学会より感染症専門医研修施設に認定され，感染症診療モデル施設の指定を タッフがセンターの運営と診療に参画し，救命救急センターの診療機能が更
受けた。 に充実した。

また平成19年度には，感染症診療の充実のため感染制御部を設置し，感染 また，センターと当該講座の連携で，救急医療教育（医療佐賀県災害医療
症診療（年間700症例）の充実や対応マニュアルの策定など，感染症対策及 従事者研修会，リスクマネジメントなど）の充実が図られた。
び予防体制を整備するとともに，感染専門医モデル研修施設として研修医19 さらに，平成20年度には救命救急センターの看護師を６人増員し，救急医
人の指導，院内感染対策講習会，医師会医療安全研修会における感染対策講 療体制の充実を図った。
演など，教育面にも力を注いだ。
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（３）ハートセンターの設置及び充実 ④栄養サポートチームの充実
臓器別の病棟再編を進め，循環器系疾患の関係診療科を同一フロアに集めた ◇引き続き，医師，看護師，栄養士，薬剤師，検査技師等で構成する栄養

ハートセンターを平成18年12月に設置し，専門医による24時間ホットラインを サポートチーム（ＮＳＴ）は，栄養不良患者（47人）に関するカンファ
設け，県内の医療機関等からの緊急依頼に対応できるようにした。 レンス及び回診を毎週実施し，資質向上を図った。

また，平成19年度にはハートセンターの設置による診療体制の充実のため専 ◇栄養管理を向上させるため，病棟ＮＳＴスタッフに対し，新電子カルテ
門性を持った看護師や専任の超音波検査士などを効果的に配置し，診療体制の システムの摂取栄養量評価機能について，使用法等の説明会を開催し，
充実を図った。 入院患者への積極的な利用を促した。

（４）この他平成20年度には， ◇病院職員全員へ栄養療法の周知を図るため，「手引き書」を作成し，院
◇看護体制の充実を図るとともに，看護職員の勤務環境を改善するために，看 内ウェブに掲載した。

護師を増員して７対１看護体制を採用した。また，複数領域の認定看護師育 ◇病院職員及び地域の医療従事者に対し，栄養評価・栄養管理に関する勉
成のため，資格取得に向けて４人に対し研修助成を行った。 強会を12回開催（参加者約100人／回）した。

◇新生児集中治療部（６床）の開設を決定し，人員，機器の具体的整備に着手 ◇５人（学内２人，学外３人）の研修生を受入れＮＳＴ専門療法士の資格
した。 取得のための栄養管理教育・実地修練を行った。その結果，４人が認定

◇メディカルソーシャルワーカー（ＭＳＷ）を１人増員して４人体制とし，地 試験に合格した。
域医療連携室の機能拡充を図った。 （２）救命救急センターの充実

◇病棟クラークを各病棟に新規に配置し，医師・看護師の業務を分担させると ◇救命救急センターに，全国有数の救命救急医療の拠点として知られる日本
ともに，患者によりよい医療サービスの提供ができる体制を整備した。 医科大学千葉北総病院から新しいセンター長を迎え，このことを契機に総

【平成21事業年度】 合診療部との役割分担を確立するとともに，院内各診療科の積極的な支援
（１）横断的診療班の充実 が得られるようになり，受入患者数増をはじめ，診療活動が大幅に活性化

①感染制御部の充実 した。
◇感染制御部では，院内感染対策委員会を12回開催するとともに，感染症研 ◇上記を通じて，医学生・研修医も参加する早朝救急カンファレンスの内容

修医（36人）の教育を引き続き実施した。 を充実し，大いに教育効果を発揮しつつある。また，看護スタッフも定例
◇ＭＲＳＡ感染症，血管内留置カテーテル関連血流感染症（ＣＲＢＳＩ）な のミーティングや研修を通じて看護能力が向上し，患者のニーズにきめ細

どの発生状況を各部署にフィードバックし，感染対策について周知した。 かく対応できるようになった。
◇毎週２回，感染制御部のスタッフが，県立病院好生館で感染症診療を担当 （３）この他平成21年度には，

するとともに感染対策に関する指導を行った。 ◇新たに新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）を開設した。
◇佐賀県新型インフルエンザ対策本部に参画するとともに，専門家会議を招 ◇ＭＳＷを日々雇用職員から，契約職員として採用し待遇改善を行った。

集し，県内医療体制の整備に関する提言を行った。 ◇患者が呼吸管理を安全に受け，また，できる限り早期に人工呼吸器から離
②褥瘡対策チームの充実 脱できるように，各診療科と協力し診療を補助する目的で呼吸サポート班

◇褥瘡対策チームの看護師が，ＷＯＣ（創傷・オストミー・失禁看護）ナー を設置した。
スの認定試験に合格し，２人の資格取得者を配置した。

◇皮膚科医師１人を新たなメンバーとして加えた。 ○ 医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況
◇褥瘡対策活動を充実したものにするため，褥瘡回診の頻度を増やすととも 【平成16～20事業年度】

に，病棟での局所処置などを実施した。 （１）医療安全管理体制の確立及び充実
◇引き続き，褥瘡講習会を開催し，褥瘡対策の知識の普及活動を行った。 ◇安全管理担当の副病院長を置き，安全管理対策室による年２回の院内巡視

③横断的緩和ケアチームの充実 や安全管理・事故防止に関する講演講習会の開催（年10回程度）等により，
◇引き続き，地域包括緩和ケア科，精神科，麻酔科蘇生科，リハビリテーシ 医療安全管理に関する指針内容の周知徹底を図った。

ョン科，看護部，薬剤部，栄養管理室，地域医療連携室等が参加する緩和 ◇平成19年度に医療事故等の分析・対策におけるセーフティアドバイザーと
ケア合同カンファレンスを毎週定期的に開催した。 して，危機管理医学講座教授を安全管理対策室副室長に任命し，安全管理

◇国立病院機構佐賀病院と本学病院とで，合同カンファレンスを隔月開催し， 体制の強化を図った。
緩和ケア医が，佐賀病院で回診を行った。 ◇平成20年度にインシデント・アクシデント事例の分析対策検討実務会議を

◇佐賀県と協力して，緩和ケアの普及・相談を目的とした公開講座を実施し 毎週１回開催し，重大事例については専任セイフティマネジャー（ＧＳＭ）
た。 が個別の対策を現場で指示できる体制を確立するなど，医療安全管理対策

◇医師会と連携して，在宅医療を含む終末期医療に関する公開講座を開催し， 室の機能強化を図った。
がんネットワークの活性化を図った。

◇県内のがん診療連携拠点病院が主催する緩和ケア研修会を支援するなど，
緩和ケアに従事する医療者の資質向上を図った。



- 114 -

佐賀大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

（２）医療事故等防止対策の確立及び充実 【平成21事業年度】
◇医療事故等の検証委員会を設置し，インシデント・アクシデントレポートの （１）医療安全管理体制の確立及び充実

即時分析と対策の実施，院内部署間の相互チェックや関連病院との相互チェ ◇「医療の質・安全学会」が中心となり進めている「医療安全全国共同行動」
ックを実施し，医療事故防止の徹底を図った。 に５月から参加し，医療事故の防止の計画を策定し，実施した。

◇電子カルテシステム（病院医療情報システム）の安全管理機能に①薬品オー ◇引き続き，インシデント・アクシデント事例の分析及び対策を検討する医
ダ時の過量投与等のチェック，②使用禁忌薬剤のチェック，③食事オーダー 療安全管理室の実務者会議を毎週１回開催し，重大事項と判断した事例に
時の食品アレルギーのチェック，④指示－看護システムとの連携による転記 ついては，医療安全管理室の専任セイフティマネジャー（ＧＲＭ）が個別
ミス防止など，機能強化を行い，医療事故防止に役立てた。 の解析を行い，対策を現場に指示し，病院運営協議会等で事例の解析と改

◇院内ウェブを活用した病院職員に対するインシデント・アクシデント報告内 善策を周知徹底した。
容の共有化や，従来の医療従事者の研修会に加えて病院従業者（清掃，患者 ◇医療安全管理室に，新たに医療安全において重要な部署である検査部，卒
サービス委託業者など約190人）に対する２回の医療安全研修会を実施し， 後臨床研修センター，栄養管理室及び診療記録センターから委員を選出し，
事故防止対策の徹底を図った。 機能を強化した。

◇患者取り違い防止策として，入院患者全員にリストバンドを装着し，３点チ （２）医療事故等防止対策の確立及び充実
ェックシステム（誰が，誰に，何を）の確認システムを導入した。 ◇前年度に作成した院内暴力（言論を含む）に対する対策マニュアルを各部

◇医療安全管理室会議，医療安全管理委員会，セイフティマネジャー連絡会議， 署に配布した。
チーフレジデント会議，病院運営協議会で，事例の解析と改善策を繰り返し ◇医療安全管理マニュアルを見直し，改訂した。
提示し，周知徹底を図った。その結果，レベル４ａ以上の有害事例は年間を ◇前年度に導入した病棟クラーク制に加え，外来クラーク制を導入し，医師
通じて１例のみであった。(平成20年度） ・看護師の診療時間を確保し，医療事故等防止を図った。

◇院内暴力（言論を含む）に対する対策マニュアルを作成した。 ◇勤務環境を見直し，ＭＥ技師を１人増員し，医療機器操作の安全性向上と
◇医療情報（電子カルテ）システムの更新時に，バーコードシステムを導入す ＭＥセンターの機能改善を図った。

ることで入力ミスを防止し，医療安全の向上を図った。 ◇電子カルテシステムをＨＴＭＬ化し，機能性を向上させ事故防止を図った。
◇小児に対する処方のミスを防止するために，電子カルテ上の小児薬用量に関 ◇小児に対する処方の過剰投与を防止するために，小児薬用量のチェック機

する安全システムの導入を決定した。（平成20年度） 能を追加した。
（３）医療安全研修会等の開催 （３）医療安全研修会等の開催

◇医療安全研修会のカリキュラムを職種のニーズに合わせて作成し，研修会を ◇医療安全管理，事故防止対策を徹底するため，院内安全研修会を３回実施
開催した。 （１回は接遇講習）した。また，研修をビデオに収録し，それを基に研修

◇医療安全研修会の収録ビデオを用いた研修会を１週間にわたって実施すると を行い，研修受講率の向上を図った。さらに，ウェブを利用して，自己研
ともに，オンラインでも聴講できるシステムを整備した結果，受講率が改善 修を行い，職員ひとりあたり，2.5回（対象者1,223人）受講した。
した。 （４）外部評価の実施

（４）外部評価の実施 院内安全管理委員による病棟及びその他の部署の自己点検・評価を実施し，
① 平成17年度から院内安全管理委員による病棟及びその他の部署の自己点検 その報告書を基に，国立大学附属病院長会議が実施する「大学病院に関する相

・評価を実施し，その報告書を基に，国立大学附属病院長会議が実施する「大 互チェック」を受け，その結果に基づき，以下の改善に取り組んだ。
学病院に関する相互チェック」を受け，その結果に基づき，以下の改善に取 ◇「中心静脈カテーテル挿入(ＣＶＣ)におけるインストラクター制度」につ
り組んだ。 いて，インストラクターの一覧を電子カルテ院内ウェブで公表し，改善を

◇研修医を識別できるような名札に改善した。 図った。
◇入院患者に対する薬剤管理指導の実施率を約３割に改善した。 ◇治療上必要な患者の行動制限を行う場合の「身体抑制についての同意書」
◇「医療安全管理ポケットマニュアル」の作成などを改善した。 について，様式（案）を作成し改善の準備を進めた。
また，本学の安全管理委員も，他大学の医療安全チェックの外部評価を実 また，本学の安全管理委員も，鳥取大学の医療安全チェックの外部評価を実

施した。 施した。
② 平成17年度に医療安全管理の質を担保するため，検査部はＩＳＯ９００１

（品質管理及び品質保証）の認証を取得し，品質マネジメントを適切に行っ ○ 患者サービスの改善・充実に向けた取組状況
た。 【平成16～20事業年度】

（１）地域医療連携室の設置及び充実
◇平成16年度に地域医療連携室を設置し，外来受診に関する相談，医療費等

の経済的問題，退院支援を中心に患者サービスの改善に取り組んだ。
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◇平成19年度に肝疾患診療連携拠点病院としての窓口業務，がん診療連携拠点 ○ がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況
病院としての電話相談，ホームページからの情報発信等に着手し，地域の保 【平成16～20事業年度】
健・医療・福祉施設等との連携を深めた。 （１）外来化学療法室の設置及び充実

◇平成20年度に病院のホームページを刷新し，患者向けの地域連携，肝疾患， ◇平成16年度に悪性腫瘍治療のための化学療法外来を開設した。
癌診療，脳血管障害治療，遺伝カウンセリング室についての情報提供を充実 ◇平成18年度に外来化学療法体制等の充実を図った結果，化学療法外来の利
した。 用者数が増加し，「地域がん診療連携拠点病院」の指定を受けた。この実

（２）医療相談室の設置及び充実 績を踏まえて，「がんセンター（仮称）」の組織づくりに向けて検討を進め
◇平成16年度に医療相談室を設置し，医療関連の公的制度適用等の相談に応じ た。

た。 ◇平成19年度にプロトコール審査委員会を設置し，外来化学療法におけるプ
◇平成17年度から専任の医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ)が，患者や家族の ロトコール管理の徹底及び治療後のフォローアップ体制等の充実を図った

心理的・社会的・経済的な問題について，年間2,000件余りの相談に応じた。 結果，化学療法実施患者数が前年度より20％増加した。
◇平成19年度に医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ)を３人体制に増員して，相 （２）腫瘍対応体制の整備及び充実

談件数の増加（月間250～300件）と相談内容の多様化に対応し，地域医療連 ◇平成19年度に院内がんセンターの枠組みを構築し，「地域がん診療連携拠
携室の業務の充実を図るとともに，患者の利便性が向上した。 点病院」として，腫瘍対応体制を整備するとともに，化学療法外来を充実

（３）患者サービスの改善・充実に向けた具体的な取組状況 し，化学療法後の患者のＱＯＬ改善に取り組んだ。
◇投書箱「希望の声」に寄せられた患者や家族からのあらゆる意見・苦情に対 ◇平成20年度から医学部とともに取り組む「がんプロフェッショナル養成プ

して患者サービスの改善・充実に努めるとともに，投書に対する回答を病院 ラン」の一環として，臨床腫瘍学会認定専門医受験資格取得が可能な博士
廊下に掲示し，説明した。 課程プログラムを作成するとともに，インテンシブコースとして，がん治

◇外来に，患者用の医療情報を得ることができる院内図書コーナー及びコンピ 療認定医機構認定医，がん専門薬剤師，放射線治療専門医を育成した。
ューターコーナーを整備し，情報提供機能の充実を図った。 ◇がん診療の充実を図るため，臨床腫瘍学に精通した内科系教授を選考し，

◇外来棟の休憩設備を一新（テーブル，椅子の設置，自動販売機の設置）した。 血液・呼吸器悪性腫瘍を中心とした腫瘍病棟を再編した。
◇身体障害がい用の駐車場の拡充及び一般用駐車場の整備を行った。 ◇新電子カルテシステムに，独自のがん化学療法レジメン管理システムを導
◇病院内・病院敷地内を完全禁煙とするとともに，掲示，院内アナウンスを実 入し，治療レジメンの登録を開始した。また，化学療法プロトコール委員

施することにより徹底化を図った。 会との連携を強化し，プロトコールを迅速に登録する体制を整備した。
【平成21事業年度】 ◇横断的臨床腫瘍班主催による研究会や横断的腫瘍カンファレンスを実施し，
（１）地域医療連携室の充実 キャンサーボードの整備を進めた。

◇引き続き，附属病院の地域連携機能，がん診療連携拠点病院及び高次脳機能 ◇医師，薬剤師，看護師を対象に「がんプロフェッショナル養成プラン」と
障害支援拠点病院などの情報を提供した。 連携し，ｅラーニングによる教育プログラムを開始した。

（２）医療相談室の設置及び充実 （３）地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況
◇医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）は，全国医療ソーシャルワーカー研修会 ◇「１．特記事項」の「○ 特に，社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊

に参加するなどの資質向上を図った。 の政策課題等への対応として顕著な取組」，「２．共通事項に係る取組状況」
◇看護の視点を取り入れるため，看護師長と連携し，相談・支援業務を行った。 の「○ 地域連携強化に向けた取組状況」及び「各指標の地域連携」など

（３）患者サービスの改善・充実に向けた具体的な取組状況 を参照。
◇４月から時間外診療料金の取扱を19時まで延長し，多数の患者が当日中に診 【平成21事業年度】

療料金を支払うことが可能となった。 （１）外来化学療法室の設置及び充実
◇ＭＳＷが４人体制となり，地域連携室の相談業務等が更に充実した。 ◇「がんセンター」を設立し運営委員会を整備した。
◇院内全職種を対象に接遇研修を行い，患者対応における意識改善の向上を図 ◇外来化学療法を受ける患者数の増加に備えて，外来化学療法室を拡張・改

った。 装し，12床から15床に増床した。
◇病棟患者用トイレ及び外来診療棟トイレをウォッシュレット付き洋式トイレ （２）腫瘍対応体制の整備及び充実

に変更し，高齢者や障がい者の利便性を向上させた。 ◇佐賀県と協力して，緩和ケアの普及・相談を目的とした公開講座を実施し
◇患者にとって，療養にふさわしい快適な空間を提供するため，外来ロビーに た。

エコロジー・ガーデンを設置し，院内緑化の環境づくりを行った。 ◇医師会と連携して，在宅医療を含む終末期医療に関する公開講座を開催し，
◇チャットラウンジ設置への準備を行った。 ネットワークの活性化を図った。

◇本院が主催する緩和ケア研修会を開催するとともに，佐賀県や県内のがん
診療連携拠点病院が主催する緩和ケア研修会を支援し，緩和ケアに従事す
る医療者の資質向上を図った。
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◇臨床腫瘍専門医育成のため，消化器外科の医師が呼吸器内科・血液内科で， ジョン4.0）受審し，認定を受けた。その後，次期の外部評価病院機能評価
また呼吸器内科の医師が乳腺外科外来で毎週研修を行った。 （バージョン5.0）の審査に向けて，病院機能の向上に取り組んだ。

◇緩和ケア講演会を２回開催し，院内医療従事者の啓発を行った。 （２）医療安全に関する外部評価
◇「２．共通事項に係る取組状況」の「○ 医療事故防止や危機管理等安全

（３）地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況 管理体制の整備状況」の「（４）外部評価の実施」を参照
◇「１．特記事項」の「○ 特に，社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊の （３）その他の外部評価

政策課題等への対応として顕著な取組」，「２．共通事項に係る取組状況」 ◇平成18年度に附属病院の収益力が高い大学全国13位，人工関節置換術実力
の「○ 地域連携強化に向けた取組状況」及び「各指標の地域連携」などを 病院全国１位(股関節)及び14位(膝関節)，子宮頸がん放射線治療実力医西
参照。 日本19位，ストロークケア実力病院として認定（九州９施設）などの評価

を得た。
（３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組（運営面の観点） ◇平成19年度に平成20年１月公表の文部科学省科学技術政策研究所第１調査

研究グループ調査資料-150における国立大学法人の財務分析（国立大学附
○ 管理運営体制の整備状況 属病院の経営）でランキング１位（診療経費比率をベース）となった。
【平成16～20事業年度】 【平成21事業年度】
（１）平成16年度に病院長を室長として，副病院長(安全管理担当，卒後臨床研修 （１）病院機能評価の受審

担当，経営企画担当)，病院長特別補佐，看護部長及び事務部長で構成する病 ◇平成21年度に日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価（バージョン5.
院企画室を組織し，月２回の会議により迅速な審議を行い，機動的な管理運営 0）を受審し，認定を受けた。これは問題点の改善に努め成果を上げている
を行った。 病院に認定証が発行されるものであり，各審査領域において「基本理念の

（２）病院企画室会議の決定事項は，病院運営協議会及びチーフレジデント会議で 院外への周知について更なる努力が望まれる」及び｢接遇研修について全体
報告し，ホームページにも掲載するなど，病院職員全員への周知徹底を図った。 的な取り組みが望まれる」等の指摘事項の改善策を検討するワーキングを

（３）平成19年度に本院独自の診療科別損益計算書を，経費削減の観点から分析し， 設置し，院内表示等の直ちに対応できるものは改善を行い，予算措置を要
病院企画室会議，病院運営協議会及びチーフレジデント会議において，各部門 するもの，施設の大幅な改修を要するもの等については，その対応を進め，
に結果をフィードバックし，医業収支への理解を深めた。 病院機能の向上に取り組んだ。

（４）社会保険委員会において，診療報酬査定率の目標設定と成績の前年度比較を （２）医療安全に関する外部評価
行い，分析結果を各部門にフィードバックして査定率減を図り，医業収支比率 ◇「２．共通事項に係る取組状況」の「○ 医療事故防止や危機管理等安全
の改善に努めた。 管理体制の整備状況」の「（４）外部評価の実施」を参照

（５）平成20年度に看護部長を副病院長とし，病院運営体制の強化を図り，執行部
による病院運営マネジメント勉強会を隔週毎に行った。 ○ 経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況

（６）電子カルテのスムーズな運営のため，医療情報システム管理運営委員会を隔 【平成16～20事業年度】
週毎に開催し，並行して，運用を円滑にする目的で毎週実務者による電子カル （１）平成16年度に経営戦略コンサルティング会社に依頼した経営効率化システ
テ倶楽部を開催した。 ム導入調査の報告書を基に，電子クリティカルパス・管理会計システムを導

（７）看護部では，組織の活性化を図る目的で，平成20年度に任期を付した看護部 入し，毎月の診療科別損益計算書により，前年度との比較を行い，目標値を
長を公募により採用した。 設定して診療の効率化を図った。

【平成21事業年度】 （２）平成17年度に管理会計システムとＤＰＣ解析システムが連携したデータベ
（１）引き続き，病院長を室長として，病院企画室を組織し，月２回の会議により ースを用いて，診療科・ＤＰＣ別クリティカルパス（オーダ）自動作成シス

迅速な審議を行い，機動的な管理運営を行った。 テムを構築し，診療の標準化を目指した。併せて稼働したクリティカルパス
（２）病院企画室会議の決定事項は，病院運営協議会で診療科長，チーフレジデン 稼動評価システムにより，症例ごとの収支に対する診療内容検索が可能とな

ト会議で医局長クラスへ報告し周知徹底を図った。また，病院運営協議会及び った。
チーフレジデント会議では，院内の各委員会等の詳細な活動報告も併せて行い （３）平成18年度に電子カルテシステムの機能を強化し，収支分析システムから
情報共有を図った。 診療科別月次損益計算書を作成して各部署の経営上の問題点を明らかにし，

（３）看護部では，組織の活性化を図る目的で，任期を付した副看護部長を公募に 各診療科の収益と経費のバランス配分方法を改善した。
より採用した。 （４）平成19年度に病院医療情報システムの更新にあわせて，現行クリティカル

パスの見直しを行い，操作性の向上を図った。また，病棟の臓器別再編を進
○ 外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況 め，専門性を持った看護師や検査技師を特定の部署に配置して診療体制の充
【平成16～20事業年度】 実を図った。
（１）病院機能評価の受審

◇平成16年度に日本医療機能評価機構が実施する外部評価病院機能評価（バー
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（５）引き続き，平成20年度も診療科別の収支分析を行うとともに，ＤＰＣ解析ソ （５）ＳＰＤ（物品管理業務効率化システム）について，外部委託型ＳＰＤを導
フト「イブ」を導入し診療科別・疾患別の経営分析を行い，各診療科に具体的 入している大学病院等の現状調査等を行い，現在本院独自のＳＰＤシステム
に指導した。 と比較検討した結果，当面は外部委託型のＳＰＤ導入は行わないこととした。

【平成21事業年度】 なお，本院独自のＳＰＤの妥当性の検証は今後も続けていくこととした。
（１）引き続き，診療科別の診療実績について，管理会計システム及び同規模の大 （６）平成20年度に「医療材料マスタ整備及び購入価格ベンチマーク分析に係る

学病院との比較を用いてベンチマーク手法で経営分析し，その結果を基に各診 業務委託」の契約を行い，医療材料の物品別購入価格を各種医療機関の実勢
療科に対して経営指導を実施した。 購入価格と比較・分析し，価格交渉を行い，医療材料購入費削減に努めた。

（２）安全で効率的な医療の提供に必要な医療の標準化を図るため，クリティカル 【平成21事業年度】
パスを医療情報システムに導入し，効果的に活用するために，各部門の作成・ （１）引き続き，病院管理会計システムを活用し，ベンチマーク手法による主な
使用実績に応じて，インセンティブ（教育研究費）として付与した。 疾患別のＤＰＣの収支を分析し，各診療科に具体的な経営改善指導を行った。

（３）病床管理委員会で稼働率等の指数を算出し，効果的な病床管理を検討した。 その結果，診療報酬請求額が増加し，病院経営の効率化を推進した。
その結果，「病床配分について診療科ごとに固定しないとの考え方を基本に， （２）臨床検査部門については，臨床検査項目を検討し，新たに18項目（約550件）
各科としての定数配分ではなく，あくまでも目安としての配分であるとして空 を外部委託してコスト削減と省力化を図った。
床数を極力減らすことで，病床の効率的な運用を計る」という方針を病院企画  
室会議，病院運営協議会及びチーフレジデント会議で報告するとともに，各病 ○ 地域連携強化に向けた取組状況
棟のチーフレジデント及び看護師長に指示し，フレキシブルな病床活用を図っ 【平成16～20事業年度】
た。 （１）地域包括医療支援システムの構築及び充実

（４）外部委託の効率性を検証する際には，病院職員による実施，外部派遣職員に ◇へき地を含む地域医療を担う質の高い医療人の養成に取り組む教育支援プ
よる実施，外部業務委託の３方式を比較検討し，今年度は専門外来受付を業務 ログラム「県民医療アカデミーオブｅ－ＪＡＰＡＮ」が，平成17年度から
委託からクラークの直接雇用に変更した。その結果，医師，看護師からクラー ３年間文部科学省の大学教育改革支援事業（略称：医療人ＧＰ）に採択さ
クへ指示が直接できるようになり，クラークの業務が多様化し，医師，看護師 れた。このプログラムにより，医療圏ごとに，医療機関・医師会・行政等
の業務軽減及び患者サービスの向上を図った。 が連携して地域医療教育振興センターを軸とするネットワークを構築する

（５）診療費請求業務については，入院系と外来系の業務の一部を従来業務委託し ことを目指して，①地域医療指導医の教育活動や指導医自身の研修支援を
ていたが，入院系においては，特定機能病院という特性や診療科に特化した内 目的とした代医派遣事業の実施，②本院と大学本部，離島診療所，へき地
容が多く，専門的な知識が必要であり，委託契約の度に担当者が変更となると 病院をＴＶ会議システムで連結した「地域医療教育フォーラム」の開催，
業務に支障をきたすため，契約職員を雇用して対応し，外来系は，係長１人を ③認証機能を持ったｅラーニングシステムや患者情報共有のためのＩＴネ
職員とし，それ以外をすべて業務委託に変更して効率化を図った。 ットワークを構築するための基盤整備事業などの取組を行った。

◇平成16年度から順次①ハートセンター専門医による24時間ホットライン，
○ 収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況） ②救命救急センターによる救急救命士の育成や小児救急電話相談，③ビブ
【平成16～20事業年度】 リオ・バルニフィカス感染症など地域に密着した感染症の地域の医療機関
（１）平成16年度に病院経営の効率化を図るため，経営戦略コンサルティング会社 間の感染症情報ネットワークの構築，④地域包括緩和ケア科による佐賀在

との合同プロジェクトを発足させ，収支分析結果をコスト削減に反映させる体 宅・緩和医療ネットワークの構築，⑤地域医療連携室におけるがん診療連
制を整えた。 携拠点病院としての電話相談やホームページからの情報発信の取組に加え

（２）平成18年度に医療材料等について，部署単位での規格の統一化に取り組み， て，⑥地域医療連携の一環として新たに肝がん検診システムを立ち上げる
薬事委員会において非効率的な医薬品リストをもとに，25品目を削減した。 など，地域医療連携強化に向けて積極的な取組を行ってきた。

（３）診療報酬改訂による医療収益への影響を分析した結果，平成18年度は前年に （２）医療・保健・福祉支援システムの構築及び充実
比べて減収となったが，コスト削減が進んだことにより増益となった。 ◇平成19年度に「医療人ＧＰ」主催の第２回地域医療教育フォーラムで地域

（４）平成19年度に病院経営の改善のため，診療科毎の病床稼働率，在院日数等の 医療教育の現状についての議論を深めたほか，①糖尿病対策地域栄養相談
データを基に各診療科の病床数を調整した結果，在院日数の短縮により診療単 システム事業(在宅栄養士の診療所への出張と栄養相談のシステム化)，②
価が上昇した。また，月例の院内会議で診療科・部門別の損益計算データを示 県内リハビリテーションネットワーク事業(高度運動機能障害者支援機器
し，その代表的な診療行為について収支の分析を行い，経営効率化について啓 の導入)，③地域認知症ケアネットワーク研究事業(杵藤地区での認知症啓
発を図った。なお，その結果，各部署から自発的な意見が出されるようになり， 発活動)，④離島医療支援事業(基幹病院が実施する離島勤務医のニーズ調
病院全体の経営改善意識が向上し，医療材料の標準化等につながった。 査)，⑤佐賀県緊急被ばく医療ネットワーク検討委員会(玄海原子力発電所

災害を想定した関連市町村，消防，防災，医療機関等の広域連携），⑥佐
賀県における高次脳機能障害者に対する支援活動，などの地域連携事業を
行った。
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◇地域医療連携室長をはじめとする病院スタッフによる教育講演会や地域の高 ◎ 附属学校について
齢者医療ネットワーク会議，医療保険や在宅・緩和医療に関する会議等を通
じて，地域医療機関や介護施設関係者との連携を深めた。 １．学校教育について

◇平成20年度に地域医療人教育の継続・発展を目指す「医療人ＧＰ」事業の成
果を基に「地域ＩＣＴ活用」事業に採択された。また，この事業の一環とし ○ 実験的，先導的な教育課題への取組状況
て，ｅラーニング（インターネット）により医師会等の講演会を中継するこ
とで，遠隔地域医療及び教育を実施した。 発達障害を抱える児童生徒への対応

◇ＩＣＴシステム構築により県内中核病院間を光ファイバーで連結し，診療情 【平成16～20事業年度】
報共有化による地域医療連携システムを構築した。 附属学校と学部が連携して，軽度の発達障害がある児童生徒を支援する教育プ

◇地域医療連携室のソーシャルワーカーを４人に増員し，癌相談のみならず， ログラムの開発に着手し，学部の学校教育課程（３年生以上），教育学研究科（１
退院支援を行い経済・福祉相談件数を増加させた。 年生）の学生を対象とした臨床教育実習を特別支援学校で開始した。平成19年度

◇緩和ケア診療班を中心として，がん診療連携拠点病院と地域の医療機関の医 には文部科学省の専門職大学院等教育推進プログラムに「発達障害と心身症への
師を対象に緩和ケアに関する研修会を実施した。 支援に強い教員の養成」が採択され，特別支援学校及び小・中学校と連携し，特

◇佐賀県の健康増進計画実施についての各種実務者会議を主宰し，食育，身体 別支援学校に支援児（実習対象児）を招いて臨床教育実習を実施する体制とした。
活動，禁煙，歯科衛生等個別の課題について具体案を検討し，実施・評価の さらに，発達障害児の社会性習得トレーニング法等の研究・実践及び検証を行い，
在り方等について助言を行った。 臨床教育実習Ⅰ・Ⅱを２単位の授業科目とした。

【平成21事業年度】 【平成21事業年度】
（１）地域包括医療支援システムの構築及び充実 特別支援学校における臨床教育実習の成果について，附属学校，医学部，他の

◇地域医療人教育の継続・発展を目指す「医療人ＧＰ（文部科学省所管）」事 支援児在籍校，佐賀県教育委員会及び小城市教育委員会の関係者を対象として臨
業の成果を基に，医療人向け生涯学習講演会の同時中継及びそのｅラーニン 床教育実習報告会を開催するとともに，平成22年度文部科学省特別教育研究経費
グ用ライブラリを整備し，地域の医療従事者の生涯学習支援を行った。 の支援による「発達障害・不登校及び子育て支援に関する医学・教育学クロス・

◇救命救急センターに，全国有数の救命救急医療の拠点として知られる日本医 カリキュラムの開発」に着手した。
科大学千葉北総病院から新しいセンター長を迎え，このことを契機に総合診
療部との役割分担を確立するとともに院内各診療科の積極的な支援が得られ 英語教育等の充実及び新学習指導要領への対応
るようになり，受入患者数をはじめ，診療活動が大幅に活性化した。 【平成16～20事業年度】

◇佐賀県の医療情報ネットワークを活用し，国立・県立などの基幹病院間で受 ◇文部科学省の平成19年度小学校における英語活動等国際理解活動推進事業に
診患者の診療記録を相互に閲覧できる地域医療サービスを行った。 採択された「コミュニケーションを楽しむ児童が育つ英語活動」により，Eng

◇行政，医師会，地域医療機関，介護施設等との協力により，在宅緩和ケア研 lishタイム等のカリキュラムを整備し，ＡＬＴ（Assistant Language Teache
究会等，地域包括医療支援ネットワークが活性化した。 r）やＨＲＴ（Homeroom Teacher），マルチメディア教材を活用した指導方法

（２）医療・保健・福祉支援システムの構築及び充実 の研究開発等に取り組んだ。
◇県の地域医療再生計画を支える小児救急医・総合内科医などの育成プログラ ◇文部科学省の平成15～17年度教育研究開発指定，国語力の育成を基盤に据え

ムについて卒後臨床研修センターを含めて具体案を検討した。 た教育課程，教育内容，教育方法及び評価の在り方についての研究開発「－
◇地域医療連携室は，引き続き，附属病院の地域連携機能，がん診療連携拠点 学びに培い，自己表現を育む国語力の研究－」，文部科学省の平成19年度教

病院及び高次脳機能障害支援拠点病院などの情報を提供した。 育課程研究指定校事業「より良い家庭生活を目指して実践していく児童が育
◇毎週２回，感染制御部のスタッフが，県立病院好生館で感染症診療を担当す つ家庭科学習」による学習指導法の研究開発，検証授業等を行った。

るとともに感染対策に関する指導を行った。 【平成21事業年度】
◇佐賀県新型インフルエンザ対策本部に参画するとともに，専門家会議を招集 ◇新しい学習指導要領で示された小学校高学年での外国語活動（英語）に対応

し，県内医療体制の整備に関する提言を行った。 するため，学部と附属学校の共同研究の成果に基づいて学部の教員養成カリ
◇国立病院機構佐賀病院と本学病院とで，合同カンファレンスを隔月開催し， キュラムを見直し，平成22年度から「小学校英語活動」（２単位）を開講す

緩和ケア医が，佐賀病院で回診を行った。 ることを決めた。
◇佐賀県と協力して，緩和ケアの普及・相談を目的とした公開講座を実施した。
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○ 地域における指導的・モデル校的学校としての教育課題の研究開発の成果公表 ◇附属学校，医学部，他の支援児在籍校，佐賀県教育委員会及び小城市教育委
等への取組状況 員会の関係者を対象に臨床教育実習報告会を開催するとともに，その成果を

とりまとめた「臨床教育実習活動報告書」を教科書の一部として学生に配布
地域教育への寄与が期待される取組 し，佐賀県下の小・中・高等学校及び特別支援学校，佐賀市内の幼稚園，全

【平成16～20事業年度】 国の教員養成系学部・大学に配布（700部）した。
平成16年度に，佐賀大学文化教育学部と佐賀県教育委員会における連携・協力協 ◇学部教員10名及び附属学校教員１名による共著『教師をはぐくむ―地方大学

定書を締結し，地域における指導的・モデル校的学校として，以下の取組を行った。 の挑戦』（昭和堂2009年３月刊行）を，学部授業（「教職概論」「大学入門科
◇佐賀県検証改善委員会による学校改善支援プラン作成等事業「学力調査に基づ 目」「各科教育法」等）で教科書として用いるとともに，佐賀県教育委員会

く検証改善サイクルの確立に向けた実践研究」に附属小・中学校の教員（６人） （平成21年６月５日シンポジウム），佐賀新聞等に取り上げられ，附属学校
が参画し，全国学力・学習状況調査の結果分析，学校改善支援プランの策定， 園における教育研究の成果が高く評価された。
「学校改善・授業改善フォーラム」の開催等に協力した 。

◇学部と附属学校の教員が共同して地域の研究会・研修会等の諸活動を所掌し， ２．大学・学部との連携
講師・助言者の派遣を斡旋する仕組みを整え，公開研究発表会，校内全体研究
会，教科部会が開催する研究会等の開催，県・市校長会，教頭会，教務主任会 ○ 学部との間における附属学校の運営等に関する協議機関等の設置状況
への参加，地域における教育相談の実施，各種研究会・研修会への講師・助言
者の派遣を行った。また，佐賀県の特別支援教育研究会の事業推進協力活動に 【平成16～20事業年度】
参画した。 学部長，学部長特別補佐，附属教育実践総合センター長，各附属学校の校長及

【平成21事業年度】 び副校長等から構成する「附属学校運営委員会」，学部長特別補佐と附属学校副
◇幼小中連携教育カリキュラムの編成に向けて，「小・中連携」に関する研究開 校長から構成する「附属学校課題検討ワーキング」を設置し，附属学校間の連携

発課題等を調査研究するとともに，４附属研究主任会，附属代表委員と学部附 事業，人事異動への対応，入学試験等の附属学校の運営等に関して円滑に協議で
属共同研究推進委員会委員長との協議会を開催し，小中連携第２回合同公開授 きる体制を整えた。
業研究大会及びシンポジウムを開催した。 【平成21事業年度】

副学部長（附属学校担当），学部事務長，事務専門職，各附属学校園事務担当
地域の教育課題を踏まえた改善充実に資する取組 者を，新たに「附属学校運営委員会」の構成員に加え，引き続き「附属学校運営

【平成16～20事業年度】 委員会」，「附属学校課題検討ワーキング」をそれぞれ月１回程度開催し，人事，
学部と附属学校の教員による教材開発部会，教科部会から構成する教育実践ネッ 共同研究・教育，入試等の課題について学部・附属学校間で協議した。

トワークを中心に，以下のような教育課題の研究開発に係る成果を，地域社会に広
く公表した。 ○ 学部の教員が一定期間附属学校で授業を担当したり，行事に参加したりする

◇学部・附属学校共同研究推進委員会において，共同研究テーマ「学びをひらく ようなシステムの構築状況
教育の創造」を定め，全教科において附属学校教員と学部の学校教育課程に所 【平成16～20事業年度】
属する教員が教科ごとのサブテーマを設定し，公開研究発表会，校内全体研究 平成20年度に佐賀大学文化教育学部・附属学校共同研究推進委員会規程を整備
会等の開催，附属学校が発行する研究紀要等を通して，地域における教育の改 し，学部に所属する教職科目の担当教員，附属学校教員が学部・附属学校間で相
善・充実に資する研究成果を発表した。 互に教育実践を行い，授業実践，教育実習及び教職員研修の効果的方法を研究す

◇平成18～19年度学力の把握に関する研究指定校事業「生活に活かし，自立を助 る仕組みにより，以下の附属学校園における教育活動，行事等に参加した。
ける学習指導法の研究」に取組み，「確かな学力を育む学びの探求－到達目標 ◇附属学校園が行う授業のゲストティーチャー又はティームティーチャー（延
を明確にしたカリキュラム開発と授業づくりを通して－」をテーマとする研究 べ109件）
開発の成果を，附属学校の研究紀要，一般講演等で発表した。 ◇附属学校園で開催する研究発表会及び校内授業研究会の講師（延べ351件）

◇佐賀県検証改善委員会の「学力調査に基づく検証改善サイクルの確立に向けた ◇附属学校園で行う教育実習への参観及び教育実習生への指導・助言等（述べ1
実践研究」による研究開発の成果を学校改善支援プランの策定に活かし，「学 04件）
校改善・授業改善フォーラム」を開催するなど，地域の教育課題の改善充実に ◇附属中学校育友会（保護者会）が主催する「大学で授業を受けよう」等の開
取り組んだ。 催（延べ25件）

【平成21事業年度】 【平成21事業年度】
◇共同研究テーマ「学びをひらく教育の創造」等による研究成果を学協会等で発 ◇引き続き，学部・附属学校共同研究推進委員会規程に基づき，授業実践部会

表し，幼稚園（11件），小学校（14件），中学校（12件），特別支援学校（９件） の学部教員（延べ106名）が附属学校の授業，教育実習の事前・事後指導，公
となった。また，研究紀要及び学術雑誌等に，幼稚園（４編），小学校（３編）， 開研究発表会及び授業研究会にゲストティーチャー又はＴＴ（ティームティ
中学校（３編），特別支援学校（14編）を投稿した。 ーチング）として参加した。
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◇小・中学校では，学部教員が，生徒・保護者・教員(延べ1,330名参加)を対象 【平成21事業年度】
として「佐賀大学の授業を受けよう」をテーマに，３回に分けて32講座を開講 ◇引き続き，学部教員の著書・論文作成や学生の卒業研究への協力（延べ42件），
した。 学会発表・研究授業研修会等への協力（延べ244件），附属学校教員による教

◇学部教員との連携により，「からだを使って遊ぼう」，「粘土場で遊ぼう」をテ 育実習の事前事後指導，教科教育法（学部・大学院）及び実践授業研究（大
ーマとした附属幼稚園のワークショップを企画し，保護者向けに２回，園児向 学院）における講師の担当（延べ123件）を行った。
けに３回及び親子向けに２回を開催した。

○学部と附属学校が連携して，附属学校を活用する具体的な研究計画の立案・実
○ 附属学校の学部のＦＤの場としての活用状況 践状況

【平成16～20事業年度】
【平成16～20事業年度】 ◇附属学校課題検討ワーキングにより実践的な課題を抽出し，文化教育学部・

附属学校園を，学部における教員養成のためのＦＤの場として，以下のように活 附属学校共同研究推進委員会が学部と附属学校園の共同研究計画を立案する
用した。 体制により，上述のような共通テーマに基づく教育研究，発達障害を抱える

◇附属学校園が開催する研究発表会，校内授業研究会に学部の教員が参加し，教 児童生徒への支援に関する教育プログラムの研究開発，「小・中連携」に関
育研究，教科指導法等について意見交換を行い，授業実践研究，教科教育法等， する調査研究，文部科学省の研究指定校事業等による共同研究など，学部と
学部の教育改善に反映させた。 附属学校の教員による共同研究を行った。

◇学部の教員が附属中学校生徒及び保護者への公開授業を担当する「大学で授業 【平成21事業年度】
を受けよう」を開始し，授業アンケートの結果を担当者にフィードバックする ◇引き続き，「小中連携」に関する研究計画に基づき，小中連携教育会議，小
ことで教授法等のＦＤを実施した。 中連携研究企画会議の開催（月１回程度），小中学校教員全員と学部教員に

◇附属学校教員が大学での教育実習の事前・事後指導，教科教育法（学部・大学 よる授業研究，児童・生徒指導研究，「小中連携第２回合同公開授業研究大
院）及び実践授業研究（大学院）の講師等を担当し，学部の教員がゲストティ 会及びシンポジウム」の開催に取組むとともに，附属幼稚園と附属小学校に
ーチャー又はティームティーチング等で附属学校の教育に参画することで，学 よる連携教育「幼小連携」を推進するための課題の調査研究に着手した。
校教育及び教員養成相互のＦＤに取り組んだ。 ◇特別支援学校，附属小学校・中学校と連携した発達障害を抱える児童生徒，

【平成21事業年度】 不登校や子育て支援に資する体系的な教育プログラムの研究開発を企画化し，
◇引き続き，附属学校園が開催する研究発表会（延べ75人），校内授業研究会（延 「発達障害・不登校及び子育て支援に関する医学・教育学クロス・カリキュ

べ56人）に学部の教員が参加するとともに，学部の教員が「大学で授業を受け ラムの開発」として，平成22年度文部科学省特別教育研究経費による支援事
よう」による附属中学校生徒・小学校児童及び教員，保護者への公開授業（32 業に採択された。
件）を担当した。

◇教科部会の教員と附属学校教員が分担して開講する教科教育法等（学部）の公 ②教育実習について
開授業を22回，実践授業研究等（大学院）の公開授業を８回行った。また，学 ○学部の教育実習計画における附属学校の活用状況
部教員及び附属学校教員が連携して，平成22年度研究発表大会に向けた実践授 【平成16～20事業年度】
業研究を行った。 ◇附属学校教員による教員養成実地指導，教育実習の事前・事後指導，実践的

・模範的な指導方法を学生に示す授業公開等を実施し，附属幼稚園，附属小
①学部における研究への協力について 学校，附属特別支援学校，附属中学校に教育実習生を受入れた。
○学部の教育に関する研究に組織的に協力する体制の確立及び協力の実践状況 ◇教育実習を授業開発の場と位置付け，第１学年，第２学年，第３学年のそれ
【平成16～20事業年度】 ぞれの段階で教育実習を行う「高度教育実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」の試行を，平成16

◇「文化教育学部・附属学校共同研究推進委員会」を平成16年度に設置し，実験 年度に社会科から開始し，平成17年度に国語，社会，算数の３教科，平成19
的・先導的な地域の教育課題に対応する体制づくりに着手し，「文化教育学部 年度には全教科に拡大した。
・附属学校共同研究推進委員会規程」及び「文化教育学部・附属学校共同研究 ◇平成19年度からは，発達障害を抱える児童生徒への支援に対応した臨床教育
実施要領」を定め，学部及び附属学校の教員からなる「授業実践部会」，「教 実習を，特別支援学校において試行した。
材開発部会」，「連携交流部会」，「教科教育部会」を中心とした学部の教育研 【平成21事業年度】
究への組織的な協力体制を平成20年度に整えた。 ◇本年度より「高度教育実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」を「教育実践フィールド演習Ⅰ・Ⅱ

◇これらの体制により，学部教員の著書・論文の執筆や学生の卒業研究への協力， ・Ⅲ」として単位認定するとともに，「教育実践フィールド研究（大学院教
学会発表・研究授業研修会等への協力，大学での教育実習の事前事後指導，教 育実習）」並びに「教育実践フィールド研究（臨床教育実習）」を教育学研究
科教育法（学部・大学院）及び実践授業研究（大学院）の講師担当などを行っ 科の選択科目として単位化し，14名が附属特別支援学校で臨床教育実習に参
た。 加した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

○学部の教育実習の実施協力を行うための適切な組織体制の整備状況
【平成16～20事業年度】

◇学部長，文化教育学部附属教育実践総合センター長，各附属学校長及び副校長
から構成する「教育実習委員会」において，教育実習計画を企画・立案し，附
属学校の教員による事前・事後指導を行う協力体制を整えた。

◇平成16年に締結した佐賀県教育委員会と連携・協力協定書に基づき，「高度教
育実習Ⅰ」を，附属学校と佐賀市内小学校への参観実習及び事前事後の演習を
30時間行う体制とした。

【平成21事業年度】
◇上記のような附属学校・学部等間の連携体制により，「教育実践フィールド演

習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」，「臨床教育実習Ⅰ・Ⅱ」を含めた各種教育実習を実施した。

○学部と遠隔地にある附属学校においても支障が生じない教育実習の実施状況
【平成16～20事業年度】

本学の文化教育学部附属学校園は，学部のある本庄キャンパスから徒歩15分程度
の近距離に立地しているため，支障は生じていない。
【平成21事業年度】

引き続き，本学の文化教育学部附属学校園は，学部のある本庄キャンパスから徒
歩15分程度の近距離に立地しているため，支障は生じていない。

３．附属学校の役割・機能の見直し

○ 附属学校の使命・役割を踏まえた附属学校の在り方に関する検討状況
【平成16～20事業年度】

学部の人的資源を活かし，先導的・実験的な取組を実施する地域の拠点校として，
以下のように検討を行ってきた。

◇学部長特別補佐と各附属学校研究主任からなる学部・附属共同研究推進委員会
を平成16年度に設置し，附属学校園間に共通テーマを設定することで，中長期
的な視点から学部教員と附属学校教員が連携して各教科の共同研究に取り組む
よう，研究推進体制を見直した。

◇文部科学省からの委託事業など，国の教育政策の推進に寄与する調査研究につ
いて，学部及び附属学校の教員から構成する教科部会等が円滑に機能する方策
を検討し，学部・附属共同研究推進委員会を通して部会間の役割分担を調整す
るなど，学部・附属学校間の連携強化を行った。

◇地域におけるモデル校として，地域の教員の資質・能力を向上させる方策を検
討し，平成18年度から佐賀大学文化教育学部と佐賀県教育委員会との連携・協
力協議会を発足させ，初任者研修，５年経験者研修，10年経験者研修など，佐
賀県教育委員会と連携した教員養成・研修に取り組む体制を構築した。

【平成21事業年度】
◇学部と附属学校園が組織的に連携し，中長期的に先導的・実験的な調査教育，

教育活動を展開するため，附属学校運営委員会，附属学校課題検討ワーキング
をそれぞれ月１回程度開催し，幼小・小中接続型教育プログラムに関するカリ
キュラム，附属小学校の教員が附属中学校で教鞭をとるなどの附属学校間にお
ける相互教授法，ティームティーチングの在り方等について検討した。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。），収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額 該当なし
29億円 29億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

発生等により緊急に必要となる対策費と により緊急に必要となる対策費として借り入れ
して借り入れすることも想定される。 することも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画
(1)本庄東地区の土地の一部（佐賀県佐 (1)本庄東地区の土地の一部（佐賀県佐賀市本庄町大字本庄字

賀市本庄町大字本庄字十五畷１番 十五畷１番地）を譲渡した。
地,490㎡）を譲渡する。 該当なし (2)文化教育学部附属特別支援学校の土地の一部（佐賀県佐賀

(2)文化教育学部附属特別支援学校の土 市本庄町大字正里46-2）を譲渡した。
地の一部（佐賀県佐賀市本庄町大字
正里46-2，28.81㎡）を譲渡する。

２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画
医学部附属病院施設・設備整備に必要 医学部附属病院設備整備に必要となる経費の

となる経費の長期借入れに伴い，本学附 長期借入れに伴い，本学附属病院の敷地につい 該当なし
属病院の敷地及び建物について担保に供 て担保に供する。
する。

佐賀大学
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Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は， 決算において剰余金が発生した場合は，教 決算において発生した剰余金を，①学生キャンパスライフ向上積
教育研究の質の向上及び組織運営の改善に 育研究の質の向上及び組織運営の改善に充て 立金，②教育・研究充実積立金，③キャンパス環境充実積立金，④
充てる。 る。 附属病院充実積立金の４つの目的積立金に区分し，教育研究の質の

向上及び組織運営の改善に充てた。

○ 計画の実施状況等
①学生キャンパスライフ向上積立金（401百万円）の使途概要については，大講義室改修費等に充てた。
②教育・研究充実積立金（555百万円）の使途概要については，農学部や理工学部等における研究用機器の購入等に充てた。
③キャンパス環境充実積立金（376百万円）の使途概要については，総合研究棟施設整備等に充てた。
④附属病院充実積立金（1,391百万円）の使途概要については，附属病院における医療機器等の購入等に充てた。

佐賀大学
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

・全身血管診断 総額 768 長期借入金 ・耐震対策 総額 782 施設整備費補助金 ・耐震対策 総額 1,002 施設整備費補助金
治療システム （444） （総合研究棟） （ 728） （総合研究棟） （ 948）

・耐震対策
・小規模改修 施設整備費補助金 ・耐震対策 （附属中学校）

（324） （附属中学校） ・耐震対策
（附属小学校）

・耐震対策 ・小規模改修
（附属小学校） ・耐震・ｴｺ再

生（文教９号
・小規模改修 国立大学財務・経営セ 館） 国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 ・太陽光発電 ンター施設費交付金
（ 54） 設備（図書館） （ 54）

・ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞﾌﾟﾚ
ｰﾄ（設備）

(注１) 金額については見込みであり，中期目標を (注１) 金額については見込みであり，中期目標を
達成するために必要な業務の実施状況等を勘 達成するために必要な業務の実施状況等を勘
案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案 案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案
した施設・設備の改修等が追加されることも した施設・設備の改修等が追加されることも
ある。 ある。

(注２) 小規模改修について平成17年度以降は平成
16年度と同額として試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船
舶建造費補助金，国立大学財務・経営センタ
ー施設費交付金，長期借入金については，事
業の進展等により所要額の変動が予想される
ため，具体的な額については，各事業年度の
予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
・耐震対策（総合研究棟）については，計画どおり実施した。
・耐震対策（附属中学校）については，計画どおり実施した。
・耐震対策（附属小学校）については，計画どおり実施した。
・耐震・ｴｺ再生（文教９号館）については，補正予算措置により予定額より154百万円増で実施した。
・太陽光発電設備（図書館）については，補正予算措置により予定額より25百万円増で実施した。
・ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞﾌﾟﾚｰﾄ単結晶自動X線構造解析装置については，補正予算措置により予定額より39百万円増で実施した。
・小規模改修については，計画どおり実施した。

佐賀大学
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１）基本原則 １）人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 （１）「業務運営の改善及び効率化」
①教員の選考に当たっては，本学，学部，学科 ①構築した人事評価システムにより，全職員に対する人事評価を適切 ③人事の適正化に関する目標

等の理念・目標・将来構想に沿って行うこと に行う。 Ｐ24～28参照
とし，社会人及び外国人の任用について配慮
するとともに女性教員の積極的な登用を図 ２）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的措置
る。また，同一教育研究分野に同一大学出身 ①教員選考を原則公募とし，研究業績のみならず国際貢献，社会貢献
者が偏らないよう努力する。公募を原則とし， を含めた総合的な基準による教員人事を行う。
適任者が得られるよう努力する。 ②任期制の適用について合意を得られた部局等から導入を進めるとと

②職員の採用及び昇任に当たっては，専門的能 もに，制度の適正な運用を図る。
力に加え，幅広い視野を有し，時代の変化，
複雑化する社会の現状等に対応し得る人材の ３）外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策
確保に努め，効率的な大学運営を支える有為 ①英語版の公募要領の作成などにより適任者を広く海外からも求め，
な人材の登用を図る。 教育研究を充実する。

②外国人教員，女性教員に対して実施した職場環境に関するアンケー
２）人員管理 ト調査及び懇談会の結果を踏まえ，可能なものから実施するととも

教職員配置の運用枠を確保し，学長を中心に に，外国人教員，女性教員が働き易い職場環境を引き続き充実させ
教職員の重点配置計画を策定し，教育研究の拠 る。
点を作る。

４）事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
３）人事管理等 ①従来の学内研修・学外研修に加え，新たに企画力やプレゼンテーシ

①本学の教育研究等の質の向上を踏まえた職員 ョン能力等を養う研修を実施するなど，事務職員等の専門性を高め
の計画的，戦略的，適正な配置と能力の向上 る研修をさらに充実する。
及び組織の活性化を図るため，国立大学法人， ②県内の学校法人（４年制大学）との間で人事交流派遣研修を継続す
国，地方公共団体，民間企業等との人事交流 る。
を積極的に推進する。

②実践的研修，専門的研修の活用による専門的 ５）中長期的観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策
職能集団の計画的な養成を図る。 ①平成21年度までの部局別の人員削減計画に基づき，人件費管理を適

切に行う。
(参考) 中期目標期間中の人件費総額見込み なお，平成21年度は，概ね１％の人件費を削減する。

84,690百万円（退職手当は除く） ②構築した人事評価システムにより，全職員に対する人事評価を適切
に行う。

(参考１) 平成21年度の常勤職員数 1,288人
また，任期付職員数の見込みを 294人とする。

(参考２) 平成21年度の人件費総額見込み 15,702百万円
（退職手当は除く）

佐賀大学



学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率
(a) (b) (b)/(a)×100 (a) (b) (b)/(a)×100

(学士課程) (人) (人) （％） (修士課程） (人) (人) （％）

文化教育学部 教育学研究科修士課程

　学校教育課程 360 424 117.78 　学校教育専攻 12 24 200.00
　国際文化課程 240 286 119.17 　教科教育専攻 66 90 136.36
　人間環境課程 240 289 120.42
　美術・工芸課程 120 139 115.83 経済学研究科修士課程

　３年次編入学 40 　金融・経済政策専攻 8 6 75.00
　企業経営専攻 8 16 200.00

経済学部

　経済システム課程 560 646 115.36 医学系研究科修士課程

　経営・法律課程 540 648 120.00 　医科学専攻 30 32 106.67
　看護学専攻 32 39 121.88

医学部

　医学科 575 582 101.22 工学系研究科博士前期課程

　看護学科 240 264 101.54 　機能物質化学専攻 32 41 128.13
　３年次編入学(看護学科) 20 　物理科学専攻 30 35 116.67

　機械システム工学専攻 54 68 125.93
理工学部 　電気電子工学専攻 52 61 117.31
　数理科学科 120 142 118.33 　知能情報システム学専攻 30 43 143.33
　物理科学科 160 204 127.50 　数理科学専攻 22 26 118.18
　知能情報システム学科 240 281 117.08 　都市工学専攻 54 59 109.26
　機能物質化学科 360 439 121.94 　循環物質工学専攻 34 43 126.47
　機械システム工学科 360 434 120.56 　生体機能システム制御工学専攻 64 64 100.00
　電気電子工学科 360 447 124.17
　都市工学科 360 414 115.00 農学研究科修士課程

　３年次編入学 40 　生物生産学専攻 40 50 125.00
　応用生物科学専攻 60 52 86.67

農学部

　応用生物科学科 180 205 113.89
　生物環境科学科 240 275 114.58 修士課程　　計 628 749 119.27
　生命機能科学科 160 177 110.63
　３年次編入学 20

学士課程　　計 5,535 6,296 113.75

○　別表１　(学部の学科、研究科の専攻等）



学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率
(a) (b) (b)/(a)×100

(博士課程) (人) (人) （％）

医学系研究科博士課程

　医科学専攻(1・2年次) 60 62 103.33
　機能形態系専攻（3・4年次） 26 31 119.23
　生体制御系専攻（3・4年次） 28 35 125.00
　生態系専攻（3・4年次） 6 12 200.00

工学系研究科博士後期課程

　エネルギー物質科学専攻 27 40 148.15
　システム生産科学専攻 21 62 295.24
　生体機能システム制御工学専攻 42 9 21.43

博士課程　　計 210 251 119.52

附属学校園名 収容定員 収容数 定員充足率
(a) (b) (b)/(a)×100

(文化教育学部) (人) (人) （％）

　附属小学校 720 695 96.53
　附属中学校 480 476 99.17
　附属特別支援学校 60 54 90.00
　附属幼稚園 90 84 93.33

附属学校園　　計 1,350 1,309 96.96

○　計画の実施状況等

・定員充足率が低い理由

【経済学研究科修士課程　金融・経済政策専攻】
　本専攻は，従来は地元企業や自治体に勤務する社会人の志願者がいたが，近年は
企業等が社会人学生を派遣するゆとりが乏しくなっていることもあり，志願者が伸
び悩んでいる。本研究科では，平成22年度から研究科の組織改編のための検討を開
始する予定である。

【農学研究科修士課程　応用生物科学専攻】
　本専攻では女子学生の割合が多く，学部卒業後, 修士課程への進学よりも就職を
希望する学生数が多い傾向にある。この結果, 定員未充足の状態がここ数年間続い
ていることから, 平成22年４月の農学研究科改組に伴い，従来の二専攻（生物生産
学専攻と応用生物科学専攻）を一専攻（生物資源科学専攻）に統合した上で, 総定
員を１学年50名から40名に削減した。

【工学系研究科博士後期課程　生体機能システム制御工学専攻】
　独立専攻としての生体機能システム制御工学専攻（博士）修了後の就職対象とな
る企業の人材要求が極端に少ないという傾向と同時に，その関連分野の企業の社員
を社会人学生として大学院で学ばせる企業体力が弱体化している傾向が依然として
続いている。このような状況から，博士前期課程修了後，就職する学生が多く，ま
た博士後期課程への社会人入学も極めて少ないため，結果として，当専攻の博士後
期課程の定員充足率が低い状態が継続している。
　なお，他専攻を含めた工学系研究科博士後期課程全体の改組（入学定員６人減）
を平成22年４月に実施し，博士後期課程における入学定員の適正化を行った。



○　別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

（平成２０年度）

国費
留学生数
（D)

外国政府
派遣留学
生数(E)

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数(F)

（学部等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） (％)

文化教育学部 1,000 1,135 8 0 0 0 27 37 30 1,078 107.80

経済学部 1,100 1,314 26 2 0 0 33 63 54 1,225 111.36

医学部 830 851 0 0 0 0 5 20 20 826 99.52

理工学部 2,000 2,444 38 0 15 0 48 230 204 2,177 108.85

農学部 600 681 5 0 1 0 9 15 12 659 109.83

（研究科等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） (％)

教育学研究科 78 118 31 2 0 0 2 4 3 111 142.31

経済学研究科 16 25 22 4 0 0 0 1 1 20 125.00

医学系研究科（修士課程） 62 70 2 0 0 0 2 3 5 63 101.61

医学系研究科（博士課程） 120 142 10 3 2 0 7 7 7 123 102.50

工学系研究科（博士前期課程） 372 394 16 6 0 3 5 5 5 375 100.81

工学系研究科（博士後期課程） 90 113 60 34 0 7 6 21 16 50 55.56

農学研究科 100 102 18 8 0 4 1 5 5 84 84.00

留年
者数
(H)

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
越える在籍期間が
２年以内の者の数

(I)

○　計画の実施状況等
【教育学研究科修士課程】
　入学手続者が予想以上に多かったため、結果として定員を目安よりも大きく超過することとなった。

学部・研究科等名
収容定員

(A)
収容数
(B)

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる
在籍学生数

(J)
【(B)-(D,E,F,G,Iの合計)】

定員超過率
(K)

(J)/(A)×100

外国人
留学生数

(C)

休学
者数
(G)



○　別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

(平成２１年度)

国費
留学生数

（D)

外国政府
派遣留学
生数(E)

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数(F)

（学部等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） (％)

文化教育学部 1,000 1,138 7 0 0 0 26 46 45 1,067 106.70

経済学部 1,100 1,294 19 0 0 0 32 61 59 1,203 109.36

医学部 835 846 0 0 0 0 4 10 10 832 99.64

理工学部 2,000 2,361 24 0 8 0 48 218 214 2,091 104.55

農学部 600 674 2 0 0 0 5 14 13 656 109.33

（研究科等） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） (％)

教育学研究科 78 114 31 2 0 0 4 2 2 106 135.90

経済学研究科 16 22 19 4 0 0 1 1 1 16 100.00

医学系研究科（修士課程） 62 71 3 0 0 0 4 3 3 64 103.23

医学系研究科（博士課程） 120 140 9 2 3 0 9 16 16 110 91.67

工学系研究科（博士前期課程） 372 440 19 2 0 8 8 5 5 417 112.10

工学系研究科（博士後期課程） 90 111 60 27 5 7 7 9 9 56 62.22

農学研究科 100 102 14 6 0 3 4 2 2 87 87.00

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
越える在籍期間が
２年以内の者の数

(I)

学部・研究科等名
収容定員

(A)
収容数
(B)

左記の収容数のうち

○　計画の実施状況等
【教育学研究科修士課程】
　入学者数の適正化を図ったがその措置が徹底せず，しかも昨年の入学定員超過を収容定員としてかかえているため、収容定員の超過を是正できなかった。

超過率算定
の対象となる
在籍学生数

(J)
【(B)-(D,E,F,G,Iの合計)】

定員超過率
(K)

(J)/(A)×100

外国人
留学生数

(C)

休学
者数
(G)

留年
者数
(H)


	表紙
	概要
	機構図1
	機構図2
	全体的な状況
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅱ病院　学校
	Ⅲ～Ⅵ
	Ⅶ
	定員充足率
	20年度別表2
	21年度

